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1．重大事故等対策

1.0 重大事故等対策における共通事項 

1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

1.15 事故時の計装に関する手順等 

1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 

1.17 監視測定等に関する手順等 

1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

1.19 通信連絡に関する手順等 

2.�大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他テロリズムへの

対応における事項 

2.1 可搬型設備等による対応

下線は，今回の提出資料を示す。 
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重大事故等発生時及び大規模損壊発生時の対処に係る基本方針 

 

【要求事項】 

発電用原子炉施設において、重大事故に至るおそれがある事故（運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。以下同じ。）若しくは重大事故（以

下「重大事故等」と総称する。）が発生した場合又は大規模な自然災害若し

くは故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉

施設の大規模な損壊が発生するおそれがある場合若しくは発生した場合に

おける当該事故等に対処するために必要な体制の整備に関し、原子炉等規制

法第４３条の３の２４第１項の規定に基づく保安規定等において、以下の項

目が規定される方針であることを確認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、その理

由が妥当なものであれば、これを排除するものではない。 

 

【要求事項の解釈】 

要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、手順

等の整備が中心となるものを例示したものである。重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力には、以下の解釈に

おいて規定する内容に加え、設置許可基準規則に基づいて整備される設備の

運用手順等についても当然含まれるものであり、これらを含めて手順等が適

切に整備されなければならない。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定されるもの

でなく、要求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術的根拠があれ

ば、要求事項に適合するものと判断する。 
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東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえた重大事故等対

策の設備強化等の対策に加え，重大事故に至るおそれがある事故若しくは重大事

故が発生した場合又は大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発生するおそれがあ

る場合若しくは発生した場合における以下の重大事故等対処設備に係る事項，復

旧作業に係る事項，支援に係る事項及び手順書の整備，教育及び訓練の実施並び

に体制の整備を考慮し，当該事故等に対処するために必要な手順書の整備，教育

及び訓練の実施並びに体制の整備等運用面での対策を行う。また，１号及び３号

炉の原子炉圧力容器に燃料が装荷されていないことを前提とする。 

「1.重大事故等対策」について手順を整備し，重大事故等の対応を実施する。

「2.大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの

対応における事項」の「2.1 可搬型設備等による対応」は「1.重大事故等対策」の

対応手順を基に，大規模な損壊が発生した場合も対応を実施する。また，様々な

状況においても，事象進展の抑制及び緩和を行うための手順を整備し，大規模な

損壊が発生した場合の対応を実施する。 

また，重大事故等又は大規模損壊に対処し得る体制においても技術的能力を維

持管理していくために必要な事項を，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」に基づく原子炉施設保安規定等において規定する。 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置については，技術的能力の審査基

準で規定する内容に加え，「設置許可基準規則」に基づいて整備する設備の運用

手順等についても考慮した第１表に示す「重大事故等対策における手順書の概要」

を含めて手順書等を適切に整備する。 
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1. 重大事故等対策 

1.0 重大事故等対策における共通事項 

 

＜ 目 次 ＞ 

 

1.0.1 重大事故等への対応に係る基本的な考え方 

(1) 重大事故等対処設備に係る事項  

ａ．切り替えの容易性 

ｂ．アクセスルートの確保 

(2) 復旧作業に係る事項 

ａ．予備品等の確保 

ｂ．保管場所 

ｃ．アクセスルートの確保 

(3) 支援に係る事項  

(4) 手順書の整備，教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

ａ．手順書の整備 

ｂ．教育及び訓練の実施 

ｃ．体制の整備 

1.0.2 共通事項 

(1) 重大事故等対処設備に係る事項 

ａ．切り替えの容易性 

ｂ．アクセスルートの確保 

(2) 復旧作業に係る事項 

ａ．予備品等の確保 

ｂ．保管場所 

ｃ．アクセスルートの確保 

(3) 支援に係る事項  

(4) 手順書の整備，教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

ａ．手順書の整備 

ｂ．教育及び訓練の実施 

ｃ．体制の整備 
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＜ 添付資料 目次 ＞ 

 

添付資料1.0.1 本来の用途以外の用途として使用する重大事故等に対処する

ための設備に係る切り替えの容易性について 

添付資料1.0.2 可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートにつ

いて 

添付資料1.0.3 予備品等の確保及び保管場所について 

添付資料1.0.4 外部からの支援について 

添付資料1.0.5 重大事故等への対応に係る文書体系 

添付資料1.0.6 重大事故等対応に係る手順書の構成と概要について 

添付資料1.0.7 有効性評価における重大事故対応時の手順について 

添付資料1.0.8 自然災害等の影響によりプラントの原子炉安全に影響を及ぼ

す可能性がある事象の対応について 

添付資料1.0.9 重大事故等対策の対処に係る教育及び訓練について 

添付資料1.0.10 重大事故等時の体制について 

添付資料1.0.11 重大事故等時の発電用原子炉主任技術者の役割について 

添付資料1.0.12 東京電力福島第一原子力発電所の事故教訓を踏まえた対応に

ついて 

添付資料1.0.13 重大事故等に対処する要員の作業時における装備について 

添付資料1.0.14 技術的能力対応手段と有効性評価比較表 

技術的能力対応手段と運転手順等比較表 

添付資料1.0.15 原子炉格納容器の長期にわたる状態維持に係る体制の整備に

ついて 

添付資料 1.0.16  重大事故等時における停止号炉の影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線は，今回の提出資料を示す。 

（関連する図表を含む。） 
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る。 

 

(g) 有毒ガス発生時に，事故対策に必要な各種の指示，操作を行うことが

できるように，重大事故等に対処する要員の吸気中の有毒ガス濃度を有

毒ガス防護のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備する。

敷地内外において貯蔵施設に保管されている有毒ガスを発生させるおそ

れのある有毒化学物質（以下「固定源」という。）に対しては，重大事

故等に対処する要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判

断基準値を下回るようにする。敷地内において輸送手段の輸送容器に保

管されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物質（以下「可

動源」という。）に対しては，換気空調設備の隔離等により，運転員及

び緊急時対策要員のうち重大事故等に対処するために必要な指示を行う

要員が事故対策に必要な各種の指示・操作を行うことができるようにす

る。 

予期せぬ有毒ガスの発生においても，運転員及び緊急時対策要員のう

ち初動対応において重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員

に対して配備した防護具を着用することにより，事故対策に必要な各種

の指示・操作を行うことができるよう手順と体制を整備する。 

有毒ガスの発生による異常を検知した場合，通信連絡設備により，有

毒ガスの発生を発電所内の必要な要員に周知する手順を整備する。 

 

ｂ．教育及び訓練の実施 

重大事故等に対処する要員に対して，重大事故等時において，事象の種

類及び事象の進展に応じて的確かつ柔軟に対処するために必要な力量を確

保するため，教育及び訓練を計画的に実施する。 

必要な力量の確保に当たっては，通常時の実務経験を通じて付与される

力量を考慮し，事故時対応の知識及び技能について，重大事故等に対処す

る要員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻度及び内容で計画的に

実施することにより，重大事故等に対処する要員の力量の維持及び向上を

図る。 

重大事故等対策における中央制御室での操作，動作状況確認等の短時間

で実施できる操作以外の作業や操作については，第２表に示す「重大事故

等対策における操作の成立性」の必要な重大事故等に対処する要員数及び

想定時間にて対応できるように，教育及び訓練により，効率的かつ確実に

実施できることを確認する。 

重大事故等に対処する要員に対して，重大事故等時における事象の種類

及び事象の進展に応じて的確かつ柔軟に対処できるように，各要員の役割

に応じた教育及び訓練を実施し，計画的に評価することにより力量を付与

し，運転開始前までに力量を付与された重大事故等に対処する要員を必要

1.0-9
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人数配置する。 

重大事故等に対処する要員を確保するため，以下の基本方針に基づき教

育及び訓練を実施する。 

(a) 重大事故等対策は，幅広い発電用原子炉施設の状況に応じた対策が必

要であることを踏まえ，重大事故等に対処する要員の役割に応じて，重

大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図ることの

できる教育及び訓練を実施する。 

 

(b) 重大事故等に対処する要員の役割に応じて，重大事故等よりも厳しい

プラント状態となった場合でも対応できるように，重大事故等の内容，

基本的な対処方法等，定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行

う。 

現場作業に当たっている緊急時対策要員が，作業に習熟し必要な作業

を確実に完了できるように，運転員（中央制御室及び現場）と連携して

一連の活動を行う訓練を計画的に実施する。 

重大事故等時のプラント状況の把握，的確な対応操作の選択等，実施

組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習等を計画的

に実施する。 

 

(c) 重大事故等時において復旧を迅速に実施するために，普段から保守点

検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むこと等により，

発電用原子炉施設，予備品等について熟知する。 

 

(d) 重大事故等時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために，重大事

故等時の事象進展により高線量下になる場所を想定した事故時対応訓練，

夜間及び降雨，強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練等，様々

な状況を想定し，訓練を実施する。 

 

(e) 重大事故等時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために，設備，

事故時用の資機材等に関する情報並びに手順書が即時に利用できるよう

に，普段から保守点検活動等を通じて準備し，それらの情報及び手順書

を用いた事故時対応訓練を行う。 

 

ｃ．体制の整備 

重大事故等時において重大事故等に対応するための体制として，以下の

基本方針に基づき整備する。 

(a) 重大事故等対策を実施する実施組織及びその支援組織の役割分担及び

責任者を定め，効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備する。 

重大事故等を起因とする原子力災害が発生するおそれがある場合又は

1.0-10
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1.0.2 共通事項 

(1) 重大事故等対処設備 

① 切り替えの容易性 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、本来の用途以外の用途として重大事故

等に対処するために使用する設備にあっては、通常時に使用する系統か

ら速やかに切り替えるために必要な手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

② アクセスルートの確保 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合

において、可搬型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場又は事業所（以下「工場等」という。）内の道

路及び通路が確保できるよう、実効性のある運用を行う方針であること。 

 

(1) 重大事故等対処設備に係る事項 

ａ．切り替えの容易性 

本来の用途以外の用途（本来の用途以外の用途とは，設置している設備

の本来の機能とは異なる目的で使用する場合に，本来の系統構成とは異な

る系統構成を実施し設備を使用する場合をいう。ただし，本来の機能と同

じ目的で使用するために設置している可搬型設備を使用する場合は除く。）

として重大事故等に対処するために使用する設備にあっては，通常時に使

用する系統から弁操作又は工具等の使用により速やかに切り替えられるよ

うに，当該操作等を明確にし，通常時に使用する系統から速やかに切り替

えるために必要な手順等を整備するとともに，確実に行えるよう訓練を実

施する。 

（添付資料 1.0.1） 

 

ｂ．アクセスルートの確保 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処

設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，発電所内の道路

及び通路が確保できるように，以下の実効性のある運用管理を実施する。 

屋外及び屋内において，アクセスルートは，想定される自然現象，発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。），溢水及び火災を想定しても，

運搬，移動に支障をきたすことのないように，迂回路も考慮して複数のア

クセスルートを確保する。 

1.0-16
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屋内及び屋外アクセスルートに対する自然現象については，網羅的に抽

出するために，地震，津波に加え，発電所敷地及びその周辺での発生実績

の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき収集した洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事

象，森林火災等の事象を考慮する。これらの事象のうち，発電所敷地及び

その周辺での発生の可能性，屋外アクセスルートへの影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外アクセスルートに影響を

与えるおそれがある事象として，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，地滑り・土石流，火山の影響及び生物学的事象

を選定する。なお，森林火災の出火原因となるのは，たき火やタバコ等の

人為によるものが大半であることを考慮し，森林火災については，人為に

よるもの（火災・爆発）として選定する。 

屋外及び屋内アクセスルートに対する発電所敷地又はその周辺において

想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがあ

る事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）については，

網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生実績の有無に

関わらず，国内外の基準や文献等に基づき収集した飛来物（航空機落下等），

ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的

障害を考慮する。これらの事象のうち，発電所敷地及びその周辺での発生

の可能性，屋外アクセスルートへの影響度，事象進展速度や事象進展に対

する時間余裕の観点から，屋外アクセスルートに影響を与えるおそれがあ

る事象として，飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝

突及び電磁的障害を選定する。 

また，重大事故等時の高線量下環境を考慮する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，設計基準事故対処設

備の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図る。また，屋

外の可搬型重大事故等対処設備は複数箇所に分散して保管する。 

 

(a) 屋外アクセスルート 

重大事故等が発生した場合，事故収束に迅速に対応するため，屋外の

可搬型重大事故等対処設備（大量送水車，可搬型代替交流電源設備，可

搬式モニタリング・ポスト等）の保管場所から使用場所まで運搬するア

クセスルートの状況確認，取水箇所の状況確認及びホース敷設ルートの

状況確認を行い，併せて，軽油タンク，常設代替交流電源設備及びその

他屋外設備の被害状況の把握を行う。 

屋外アクセスルートに対する地震による影響（周辺構造物等の損壊，

周辺タンク等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり，液状化及び

揺すり込みによる不等沈下，液状化に伴う浮き上がり並びに地中埋設構
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造物の損壊），その他自然現象による影響（風（台風）及び竜巻による

飛来物，積雪並びに火山の影響）を想定し，複数のアクセスルートの中

から状況を確認し，早期に復旧可能なアクセスルートを確保するため，

障害物を除去可能なホイールローダ等の重機を保管，使用し，それを運

転できる要員を確保する。 

また，地震による屋外タンクからの溢水及び降水に対して，道路上へ

の自然流下も考慮した上で，溢水による通行への影響を受けない箇所に

アクセスルートを確保する。 

津波の影響については，基準津波の影響を受けない防波壁の内側にア

クセスルートを確保する。 

地滑り・土石流に対しては，複数のアクセスルート確保に加え，地滑

り・土石流の影響を受けないアクセスルートを確保する。 

屋外アクセスルートは，発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）のうち，飛来物（航空機落下），火災・爆発（森林火災，近隣工

場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス及び船舶の衝突に対

して，迂回路も考慮した複数のアクセスルートを確保する。 

有毒ガスに対しては，複数のアクセスルート確保に加え，防護具等の

装備により通行に影響はない。 

洪水及びダムの崩壊については立地的要因により設計上考慮する必要

はない。 

なお，落雷に対しては道路面が直接影響を受けることはなく，生物学

的事象に対しては容易に排除可能であり，電磁的障害に対しては道路面

が直接影響を受けることはないことからアクセスルートへの影響はない。 

屋外アクセスルートの周辺構造物等の損壊による障害物については，

ホイールローダ等の重機による撤去あるいは複数のアクセスルートによ

る迂回を行う。 

屋外アクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊や道路面の

すべりで崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で，ホイールロ

ーダ等の重機による崩壊箇所の復旧を行い，通行性を確保する。 

液状化，揺すり込みによる不等沈下及び地中埋設物の損壊に伴う段差

の発生が想定される箇所においては，アクセスルートに影響がある場合

は，あらかじめ段差緩和対策を実施する。想定を上回る段差が発生した

場合は，迂回路を通行するか，ホイールローダ等の重機による段差箇所

の復旧により，通行性を確保する。 

屋外アクセスルート上の風（台風）及び竜巻による飛来物，積雪並び

に火山の影響については，ホイールローダ等の重機による撤去を行う。

なお，想定を上回る積雪又は火山の影響が発生した場合は，除雪又は除

灰の頻度を増加させることにより対処する。また，凍結及び積雪に対し
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て，道路については融雪剤を配備し，車両については走行可能なタイヤ

を装着することにより通行性を確保する。 

屋外アクセスルートの地震発生時における，火災の発生防止策（可燃

物・危険物管理） 及び火災の拡大防止策（大量の可燃物を内包する変圧

器の防油堤の設置）については，「火災防護計画」に定める。 

屋外アクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護具の配備を行い，

移動時及び作業時の状況に応じて着用する。夜間時及び停電時において

は，確実に運搬，移動ができるように可搬型照明を配備する。 

また，現場との通信連絡手段を確保し，作業環境を考慮する。 

 

(b) 屋内アクセスルート 

重大事故等が発生した場合において，屋内の可搬型重大事故等対処設

備（可搬型計測器，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ等）の保管場所に移

動するためのアクセスルートの状況確認を行い，併せてその他屋内設備

の被害状況の把握を行う。 

屋内アクセスルートは，自然現象として選定する地震，津波，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り・土石流，火山の影響，

生物学的事象による影響に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建物内に確保する。 

また，発電所敷地又はその周辺における発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意

によるものを除く。）として選定する飛来物（航空機落下），火災・爆

発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガ

ス及び船舶の衝突に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た建物内に確保する。 

屋内アクセスルートは，重大事故等時に必要となる現場操作を実施す

る場所まで外部事象による影響を考慮しても移動可能なルートを選定す

る。また，屋内アクセスルート上の資機材については，必要に応じて固

縛又は転倒防止処置により，通行に支障をきたさない措置を講じる。 

屋内アクセスルート周辺の機器に対しては火災の発生防止処置を実施

する。 

機器からの溢水が発生した場合については，適切な防護具を着用する

ことにより，屋内アクセスルートを通行する。 

屋内のアクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護具の配備を行

い，移動時及び作業時の状況に応じて着用する。停電時及び夜間時にお

いては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明を配備する。ま

た，現場との連絡手段を確保し，作業環境を考慮する。 

（添付資料 1.0.2） 
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で最も効果が大きいサポート系設備を復旧する。 

・ 復旧作業の実施に当たっては，復旧が困難な設備についても，復旧

するための対策を検討し実施することとするが，放射線の影響，そ

の他の作業環境条件を踏まえ，復旧作業の成立性が高い設備を復旧

する。 

なお，今後も多様な復旧手段の確保，復旧を想定する機器の拡大，その

他の有効な復旧対策について継続的な検討を行うとともに，そのために必

要な予備品の確保を行う。 

また，予備品の取替え作業に必要な資機材として，がれき撤去等のため

のホイールローダ等の重機及び夜間その他の作業環境の対応を想定した照

明機器をあらかじめ確保する。 

 

ｂ．保管場所 

予備品等については，地震による周辺斜面の崩壊，敷地下斜面のすべり，

津波による浸水等の外部事象の影響を受けにくい場所に当該重要安全施設

との位置的分散を考慮した場所に保管する。 

（添付資料 1.0.3，1.0.13） 

 

ｃ．アクセスルートの確保 

想定される重大事故等が発生した場合において，設備の復旧作業のため，

発電所内の道路及び通路が確保できるように，「1.0.2(1) b.アクセスルー

トの確保」と同じ実効性のある運用管理を実施する。 

（添付資料 1.0.2，1.0.3，1.0.13） 
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(4) 手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処でき

るよう、あらかじめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員を確保す

る等の必要な体制の適切な整備が行われているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ） 発電用原子炉設置者において、全ての交流動力電源及び常設直

流電源系統の喪失、安全系の機器若しくは計測器類の多重故障又

は複数号機の同時被災等を想定し、限られた時間の中において、

発電用原子炉施設の状態の把握及び実施すべき重大事故等対策

について適切な判断を行うため、必要となる情報の種類、その入

手の方法及び判断基準を整理し、まとめる方針であること。 

ｂ） 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあ

らかじめ明確化する方針であること。 

（ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び格納容器圧力逃がし装置の使

用を含む。） 

ｃ） 発電用原子炉設置者において、財産（設備等）保護よりも安全

を優先する方針が適切に示されていること。 

ｄ） 発電用原子炉設置者において、事故の進展状況に応じて具体的

な重大事故等対策を実施するための、運転員用及び支援組織用の

手順書を適切に定める方針であること。なお、手順書が、事故の

進展状況に応じていくつかの種類に分けられる場合は、それらの

構成が明確化され、かつ、各手順書相互間の移行基準を明確化す

る方針であること。 

ｅ） 発電用原子炉設置者において、具体的な重大事故等対策実施の

判断基準として確認される水位、圧力及び温度等の計測可能なパ

ラメータを手順書に明記する方針であること。また、重大事故等

対策実施時のパラメータ挙動予測、影響評価すべき項目及び監視

パラメータ等を、手順書に整理する方針であること。 

ｆ） 発電用原子炉設置者において、前兆事象を確認した時点での事

前の対応(例えば大津波警報発令時や、降下火砕物の到着が予想

されるときの原子炉停止･冷却操作)等ができる手順を整備する

方針であること。 

ｇ） 有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、緊

急時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員並
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びに重大事故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する屋外

に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から水

又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を行う要員

（以下「運転・対処要員」という。）の防護に関し、次の①から

③に掲げる措置を講じることが定められていること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするための手順と体制を整備するこ

と。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室及び

緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重大事故

等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初動対応を

行う者に対する防護具の配備、着用等運用面の対策を行うこ

と。 

③ 設置許可基準規則第６２条等に規定する通信連絡設備によ

り、有毒ガスの発生を原子炉制御室又は緊急時制御室の運転

員から、当該運転員以外の運転・対処要員に知らせること。 

 

(4) 手順書の整備，教育及び訓練の実施並びに体制の整備 

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるように，手順書を整備し，教育及

び訓練を実施するとともに，重大事故等に対処する要員を確保する等の必要

な体制を整備する。 

 

ａ．手順書の整備 

重大事故等時において，事象の種類及び事象の進展に応じて重大事故等

に的確かつ柔軟に対処できるように手順書を整備する。 

また，手順書は使用主体に応じて，運転操作手順書及び緊急時対策本部

用手順書を整備する。 

さらに，緊急時対策本部用手順書は使用主体に応じて，緊急時対策本部

が使用する手順書，緊急時対策本部のうち技術支援組織が使用する手順書

及び緊急時対策本部のうち実施組織（当直（運転員）以外）が使用する手

順書に分類して整備する。 

(a) すべての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失，安全系の機器又

は計測器類の多重故障，複数号炉の同時被災等の過酷な状態において，

限られた時間の中で２号炉の発電用原子炉施設の状態の把握及び実施す

べき重大事故等対策の適切な判断に必要な情報の種類，その入手の方法

及び判断基準を整理し，運転操作手順書及び緊急時対策本部用手順書に

まとめる。 

発電用原子炉施設の状態の把握が困難な場合にも対処できるように，

パラメータを計測する計器故障又は計器故障が疑われる場合に発電用原
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子炉施設の状態を把握するための手順，パラメータの把握能力を超えた

場合に発電用原子炉施設の状態を把握するための手順及び計測に必要な

計器電源が喪失した場合の手順を運転操作手順書及び緊急時対策本部用

手順書に整備する。 

具体的には，第１表に示す「重大事故等対策における手順書の概要」

のうち「1.15 事故時の計装に関する手順等」の内容を含むものとする。 

 

(b) 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損防止のために，最優先す

べき操作等を迷うことなく判断し実施できるように，判断基準をあらか

じめ明確にした手順を以下のとおり運転操作手順書又は緊急時対策本部

用手順書に整備する。 

原子炉停止機能喪失時においては，迷わずほう酸水注入を行えるよう

に判断基準を明確にした手順を整備する。 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防ぐために注水する淡

水源が枯渇又は使用できない状況においては，設備への悪影響を懸念す

ることなく，迷わず海水注入を行えるよう判断基準を明確にした手順を

整備する。 

原子炉格納容器圧力が限界圧力に達する前，又は原子炉格納容器から

の異常漏えいが発生した場合に，確実に格納容器フィルタベント系の使

用が行えるように判断基準を明確にした手順を運転操作手順書に整備し，

この運転操作手順書に従い，緊急時対策本部長の権限と責任において，

当直副長が格納容器フィルタベント系によるベントを実施する。 

全交流動力電源喪失時等において，準備に長時間を要する可搬型重大

事故等対処設備を必要な時期に使用可能とするため，準備に要する時間

を考慮のうえ，手順着手の判断基準を明確にした手順を整備する。 

その他，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防ぐために必

要な各操作については，重大事故等対処設備を必要な時期に使用可能と

するため，手順着手の判断基準を明確にした手順を整備する。 

重大事故等対策時においては，設計基準事故時に用いる操作の制限事

項は適用しないことを明確にした手順を整備する。 

 

(c) 重大事故等対策の実施において，財産（設備等）保護よりも安全を優

先するという共通認識を持って行動できるよう，社長はあらかじめ方針

を示す。 

重大事故等時の運転操作において，当直副長が躊躇せず判断できるよ

うに，財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基づき定めた運

転操作手順書を整備し，判断基準を明記する。 

重大事故等時の発電所の緊急時対策本部の活動において，重大事故等

対策を実施する際に，緊急時対策本部長は，財産（設備等）保護よりも
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安全を優先する方針に従った判断を実施する。また，財産（設備等）保

護よりも安全を優先する方針に基づき定めた緊急時対策本部用手順書を

整備し，判断基準を明記する。 

 

(d) 重大事故等対策時に使用する手順書として，発電所内の運転員と緊急

時対策要員が連携し，事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策

を実施するため，運転操作手順書及び緊急時対策本部用手順書を適切に

定める。 

なお，緊急時対策本部用手順書には，火山の影響（降灰），竜巻等の

自然災害による重大事故等対処設備への影響を低減させるため，火山灰

の除灰，竜巻時の固縛等の対処を行う手順についても整備する。 

運転操作手順書は，重大事故等対策を的確に実施するために，事故の

進展状況に応じて，以下のように構成し定める。 

・ 設備別運転要領書 別冊 警報発生時の措置 

中央制御室及び現場制御盤に警報が発生した際に，警報発生原因の

除去あるいはプラントを安全な状態に維持するために必要な対応操作

に使用 

・ 事故時操作要領書（事象ベース） 

単一の故障等で発生する可能性のある異常又は事故が発生した際に，

事故の進展を防止するために必要な対応操作に使用 

・ 事故時操作要領書（徴候ベース） 

事故の起因事象を問わず，異常時の操作に関する事故時操作要領書

（事象ベース）では対処できない複数の設備の故障等による異常又は

事故が発生した際に，重大事故への進展を防止するために必要な対応

操作に使用 

・ 事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

異常時の操作に関する事故時操作要領書（徴候ベース）で対応する

状態から更に事象が進展し炉心損傷に至った際に，事故の拡大を防止

し影響を緩和するために必要な対応操作に使用 

・ ＡＭ設備別操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）及び事故時操作要領書（シビアア

クシデント）で使用する設備に対しての個別の操作内容を定めた手順 

 

実施組織及び技術支援組織が重大事故等対策を的確に実施するための

その他の対応手順として，大気及び海洋への放射性物質の拡散の抑制，

中央制御室，モニタリング設備，緊急時対策本部並びに通信連絡設備に

関する手順書を定める。 

緊急時対策本部は，運転員からの要請あるいは緊急時対策本部の判断

により，運転員の事故対応の支援を行う。緊急時対策本部用手順書とし
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て，事故状況に応じた戦略の検討及び現場での重大事故等対策を的確に

実施するための必要事項を明確に示した手順を定める。 

運転操作手順書は，事故の進展状況に応じて構成を明確化し，手順書

相互間を的確に移行できるよう，移行基準を明確にする。 

異常又は事故の発生時，「設備別運転要領書 別冊 警報発生時の措

置」により初期対応を行う。 

事象が進展した場合には，「設備別運転要領書 別冊 警報発生時の

措置」の記載に従い，「事故時操作要領書（事象ベース）」に移行する。 

「設備別運転要領書 別冊 警報発生時の措置」又は「事故時操作要

領書（事象ベース）」による対応中は，パラメータ（未臨界性，炉心の

冷却機能，原子炉格納容器の健全性）を常に監視し，異常時の操作に関

する「事故時操作要領書（徴候ベース）」の導入条件が成立した場合に

は，異常時の操作に関する「事故時操作要領書（徴候ベース）」に移行

する。 

ただし，異常時の操作に関する「事故時操作要領書（徴候ベース）」

の導入条件が成立した場合でも，原子炉スクラム時の確認事項等，異常

時の操作に関する「事故時操作要領書（事象ベース）」に具体的内容を

定めている対応については異常時の操作に関する「事故時操作要領書（事

象ベース）」を参照する。 

異常又は事故が収束した場合は，異常時の操作に関する「事故時操作

要領書（徴候ベース）」に従い復旧の措置を行う。 

異常時の操作に関する「事故時操作要領書（徴候ベース）」による対

応で事故収束せず炉心損傷に至った場合は，緊急時における「事故時操

作要領書（シビアアクシデント）」に移行する。 

 

(e) 重大事故等対策実施の判断基準として確認する水位，圧力，温度等の

計測可能なパラメータを整理し，運転操作手順書及び緊急時対策本部用

手順書に明記する。 

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータのうち，

発電用原子炉施設の状態を直接監視するパラメータを，あらかじめ発電

用原子炉施設の状態を監視するパラメータの中から選定し，運転操作手

順書及び緊急時対策本部用手順書に整理する。 

整理に当たっては，耐震性，耐環境性のある計測機器での確認の可否，

記録の可否，直流電源喪失時における可搬型計測器による計測可否等の

情報を運転操作手順書に明記する。 

なお，発電用原子炉施設の状態を監視するパラメータが故障等により

計測不能な場合は，他のパラメータにて当該パラメータを推定する方法

を緊急時対策本部用手順書に明記する。 

重大事故等対策実施時におけるパラメータ挙動予測，影響評価すべき
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項目，監視パラメータ等を緊急時対策本部用手順書に整理する。 

有効性評価等にて整理した有効な情報について，運転員が監視すべき

パラメータの選定，状況の把握及び進展予測並びに対応処置の参考情報

とし，運転操作手順書に整理する。 

また，有効性評価等にて整理した有効な情報について，緊急時対策要

員が運転操作を支援するための参考情報とし，緊急時対策本部用手順書

に整理する。 

 

(f) 前兆事象として把握ができるか，重大事故等を引き起こす可能性があ

るかを考慮して，設備の安全機能の維持及び事故の未然防止対策をあら

かじめ検討しておき，前兆事象を確認した時点で事前の対応ができる体

制及び手順を整備する。 

大津波警報が発令された場合，発電用原子炉を停止し，冷却操作を開

始する手順を整備する。また，所員の高台への避難指示，水密扉の閉止

確認を行い，津波監視カメラ及び取水槽水位計による津波の継続監視を

行う手順を整備する。また，引き波により取水槽水位が低下した場合等，

発電用原子炉の運転継続に支障がある場合に，発電用原子炉を手動停止

する手順を整備する。 

降下火砕物の降灰が想定される場合には，火山の情報を把握し，監視

体制，連絡体制の強化を行う手順を整備する。また，降灰が確認された

場合には，除灰等を行う手順を整備する。 

台風進路に想定される場合には，屋外設備の暴風雨対策の強化及び巡

視点検を強化する手順を整備する。 

竜巻の発生が予想される場合には，車両の退避又は固縛の実施，クレ

ーン作業の中止，外部事象防護対象施設を内包する区画に設置する扉の

閉止状態を確認する手順を整備する。 

土石流の発生が想定される場合には，監視カメラ及び巡視による監視

強化を行う手順を整備する。また，土石流の発生により淡水源が使用で

きない場合を想定し，海を水源とした対応手順を整備する。 

その他の前兆事象を伴う事象については，気象情報の収集，巡視点検

の強化及び前兆事象に応じた事故の未然防止の対応を行う手順を整備す

る。 

 

(g) 有毒ガス発生時に，事故対策に必要な各種の指示，操作を行うことが

できるよう，重大事故等に対処する要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒

ガス防護のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備する。

固定源に対しては，重大事故等に対処する要員の吸気中の有毒ガス濃度

を有毒ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。可動源に対し

ては，換気空調設備の隔離等により，運転員及び緊急時対策要員のうち
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重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が事故対策に必要な

各種の指示・操作を行うことができるようにする。 

予期せぬ有毒ガスの発生においても，運転員及び緊急時対策要員のう

ち初動対応において重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員

に対して配備した防護具を着用することにより，事故対策に必要な各種

の指示・操作を行うことができるよう手順と体制を整備する。 

有毒ガスの発生による異常を検知した場合は，当直長に連絡し，当直

長が通信連絡設備により，発電所内の必要な要員に有毒ガスの発生を周

知する手順を整備する。 

（添付資料 1.0.5，1.0.6，1.0.7，1.0.8，1.0.14）  
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【解釈】 

２ 訓練は、以下によること。 

ａ） 発電用原子炉設置者において、重大事故等対策は幅広い発電用

原子炉施設の状況に応じた対策が必要であることを踏まえ、その

教育訓練等は重大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する

知識の向上を図ることのできるものとする方針であること。 

ｂ） 発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する要員

の役割に応じて、定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を

行うとともに、下記３ａ）に規定する実施組織及び支援組織の実

効性等を総合的に確認するための演習等を計画する方針である

こと。 

ｃ） 発電用原子炉設置者において、普段から保守点検活動を自らも

行って部品交換等の実務経験を積むことなどにより、発電用原子

炉施設及び予備品等について熟知する方針であること。 

ｄ） 発電用原子炉設置者において、高線量下、夜間及び悪天候下等

を想定した事故時対応訓練を行う方針であること。 

ｅ） 発電用原子炉設置者において、設備及び事故時用の資機材等に

関する情報並びにマニュアルが即時に利用できるよう、普段から

保守点検活動等を通じて準備し、及びそれらを用いた事故時対応

訓練を行う方針であること｡ 

 

ｂ．教育及び訓練の実施 

重大事故等に対処する要員に対して，重大事故等時において，事象の種

類及び事象の進展に応じて的確かつ柔軟に対処するために必要な力量を確

保するため，教育及び訓練を計画的に実施する。 

必要な力量の確保に当たっては，通常時の実務経験を通じて付与される

力量を考慮し，事故時対応の知識及び技能について，重大事故等に対処す

る要員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻度及び内容で計画的に

実施することにより，重大事故等に対処する要員の力量の維持及び向上を

図る。 

教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は，以下のとおりとし，この考

え方に基づき教育訓練の計画を定め，実施する。 

・ 重大事故等に対処する要員に対し必要な教育及び訓練を年１回以上

実施し，評価することにより，力量が維持されていることを確認す

る。 

・ 重大事故等に対処する要員が力量の維持及び向上を図るためには，

各要員の役割に応じた教育及び訓練を受ける必要がある。各要員の

役割に応じた教育及び訓練を計画的に繰り返すことにより，各手順

を習熟し，力量の維持及び向上を図る。 
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・ 重大事故等に対処する要員の力量評価の結果に基づき教育及び訓練

の有効性評価を行い，年１回の実施頻度では力量の維持が困難と判

断される教育及び訓練については，年２回以上実施する。 

・ 重大事故等対策における中央制御室での操作，動作状況確認等の短

時間で実施できる操作以外の作業や操作については，第２表に示す

「重大事故等対策における操作の成立性」の必要な重大事故等に対

処する要員数及び想定時間にて対応できるように，教育及び訓練に

より効果的かつ確実に実施できることを確認する。 

・ 教育及び訓練の実施結果により，手順，資機材及び体制について改

善要否を評価し，必要により手順，資機材の改善，教育及び訓練計

画への反映を行い，力量を含む対応能力の向上を図る。 

 

重大事故等に対処する要員に対して，重大事故等時における事象の種類

及び事象の進展に応じて的確かつ柔軟に対処できるように，重大事故等に

対処する要員の役割に応じた教育及び訓練を実施し，計画的に評価するこ

とにより力量を付与し，運転開始前までに力量を付与された重大事故等に

対処する要員を必要人数配置する。 

重大事故等に対処する要員を確保するため，以下の基本方針に基づき教

育及び訓練を実施する。 

計画（Ｐ），実施（Ｄ），評価（Ｃ），改善（Ａ）のプロセスを適切に

実施し，ＰＤＣＡサイクルを回すことで，必要に応じて手順書の改善，体

制の改善等の継続的な重大事故等対策の改善を図る。 

(a) 重大事故等対策は，幅広い発電用原子炉施設の状況に応じた対策が必

要であることを踏まえ，重大事故等に対処する要員の役割に応じて，重

大事故等時の発電用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図ることの

できる教育及び訓練を実施する。 

重大事故等時にプラント状態を早期に安定な状態に導くための的確な

状況把握，確実及び迅速な対応を実施するために必要な知識について，

重大事故等に対処する要員の役割に応じた，教育及び訓練を定期的に実

施する。 

 

(b)  重大事故等に対処する要員の役割に応じて，重大事故等よりも厳しい

プラント状態となった場合でも対応できるように，重大事故等の内容，

基本的な対処方法等，定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行

う。 

現場作業に当たっている緊急時対策要員が，作業に習熟し必要な作業

を確実に完了できるように，運転員（中央制御室及び現場）と連携して

一連の活動を行う訓練を計画的に実施する。 

重大事故等時のプラント状況の把握，的確な対応操作の選択等，実施
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組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習等を計画的

に実施する。 

運転員に対しては，知識の向上と手順書の実効性を確認するため，シ

ミュレータ訓練又は模擬訓練を実施する。シミュレータ訓練は，従来か

らの設計基準事故等に加え，重大事故等に対し適切に対応できるように

計画的に実施する。また，重大事故等時の対応力を養成するため，手順

に従った対応中において判断に用いる監視計器の故障や動作すべき機器

の不動作等，多岐にわたる機器の故障を模擬し，関連パラメータによる

事象判断能力，代替手段による復旧対応能力等の運転操作の対応能力向

上を図る。また，東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓

を踏まえ，監視計器が設置されている周囲環境条件の変化により，監視

計器が示す値の変化に関する教育及び訓練を実施する。 

実施組織の緊急時対策要員に対しては，要員の役割に応じて，発電用

原子炉施設の冷却機能の回復のために必要な電源確保及び可搬型重大事

故等対処設備を使用した注水確保の対応操作を習得することを目的に，

手順や資機材の取扱い方法の習得を図るための訓練を，訓練ごとに頻度

を定めて実施する。訓練は，訓練ごとの訓練対象者全員が実際の設備又

は訓練設備を操作する訓練を実施する。 

実施組織及び支援組織の緊急時対策要員に対しては，要員の役割に応

じて，重大事故等時のプラント状況の把握，的確な対応操作の選択，確

実な指揮命令の伝達等の一連の緊急時対策本部機能，支援組織の位置付

け，実施組織との連携及び手順書の構成に関する机上教育を実施する。 

 

(c) 重大事故等時において復旧を迅速に実施するために，普段から保守点

検活動を社員自らが行って部品交換等の実務経験を積むこと等により，

発電用原子炉施設，予備品等について熟知する。 

運転員は，通常時に実施する項目を定めた手順書に基づき，設備の巡

視点検，定期試験及び運転に必要な操作を社員自らが行う。 

緊急時対策要員は，要員の役割に応じて，訓練施設にてポンプ，弁設

備の分解点検，調整，部品交換等の実習を社員自らが実施することによ

り技能及び知識の向上を図る。さらに，設備の点検においては，保守実

施方法をまとめた手順書に基づき，現場において，巡視点検，分解機器

の状況確認，組立状況確認及び試運転の立会確認を行うとともに，作業

要領書の内容確認，作業工程検討等の保守点検活動を社員自らが行う。 

重大事故等対策については，緊急時対策要員が，要員の役割に応じて，

可搬型重大事故等対処設備の設置，配管接続，ケーブルの敷設接続，放

出される放射性物質の濃度，放射線の量の測定及びアクセスルートの確

保，その他の重大事故等対策の資機材を用いた対応訓練を自らが行う。 
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(d) 重大事故等時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために，重大事

故等時の事象進展により高線量下になる場所を想定した事故時対応訓練，

夜間及び降雨，強風等の悪天候下等を想定した事故時対応訓練等，様々

な状況を想定し，訓練を実施する。 

 

(e) 重大事故等時の対応や事故後の復旧を迅速に実施するために，設備及

び事故時用の資機材等に関する情報並びに手順書が即時に利用できるよ

うに，普段から保守点検活動等を通じて準備し，それらの情報及び手順

書を用いた事故時対応訓練を行う。 

それらの情報及び手順書を用いて，事故時対応訓練を行うことで，設

備及び資機材の保管場所，保管状態を把握し，取扱いの習熟を図るとと

もに，資機材等に関する情報及び手順書の管理を実施する。 

（添付資料 1.0.9，1.0.12，1.0.13） 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（１／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.1 － － － － 

1.2 

高圧原子炉代替注水系の現場操作による発電用原子

炉の冷却 

運転員 

（現場） 
４ 35分以内 

原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原子炉

の冷却 

運転員 

（現場） 
４ １時間以内 

代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給

電 
1.14と同様 

可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への

給電 
1.14と同様 

1.3 

常設代替直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 
運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 40分以内 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 1.14と同様 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃が

し安全弁機能回復 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

１時間20分以内 

緊急時対策要員 ２ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系による窒素ガス確保 
運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 25分以内 

逃がし安全弁窒素ガス供給系による背圧対策 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

１時間10分以内 

緊急時対策要員 ２ 

代替直流電源設備による復旧 1.14と同様 

代替交流電源設備による復旧 1.14と同様 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応

（現場での隔離操作）

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 10時間以内 

1.4 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉

の冷却（交流電源が確保されている場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉

の冷却（全交流動力電源が喪失している場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉

の冷却（交流電源が確保されている場合）（故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響

がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（２／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.4 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉

の冷却（全交流動力電源が喪失している場合）（故意に

よる大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響

がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

1.5 

原子炉補機代替冷却系による除熱 

運転員 

（中央制御室，現場） 
５ 

７時間20分以内 

緊急時対策要員 15 

原子炉補機代替冷却系による除熱（故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場

合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
５ 

７時間以内 

緊急時対策要員 ６ 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 
1.7と同様 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 1.7と同様 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ  

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

よる影響がある場合） 

1.7と同様 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱（現場操作） 
1.7と同様 

1.6 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器内の冷却（交流電源が確保されている場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器内の冷却（全交流動力電源が喪失している場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器内の冷却（交流電源が確保されている場合）（故意

による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影

響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器内の冷却（全交流動力電源が喪失している場合）

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

よる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

1.7 

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却

系による補機冷却水確保 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

７時間20分以内 

緊急時対策要員 15 

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却

系による補機冷却水確保（故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

７時間以内 

緊急時対策要員 ６ 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（３／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.7 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

55分以内 

緊急時対策要員 ２ 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間以内 

緊急時対策要員 ４ 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ  

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

による影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

６時間40分以内 

緊急時対策要員 ４ 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱（現場操作） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間50分以内 

緊急時対策要員 ２ 

1.8 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器下部への注水 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納

容器下部への注水（故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

ペデスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容

器下部への注水 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

ペデスタル代替注水系（可搬型）による原子炉格納容

器下部への注水（故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容

器への注水 
1.4と同様 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容

器への注水（故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる影響がある場合） 

1.4と同様 

1.9 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

55分以内 

緊急時対策要員 ２ 

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素

ガス供給 
緊急時対策要員 ２ ２時間以内 

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素

ガス供給（故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響がある場合） 

緊急時対策要員 ２ ６時間40分以内 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（４／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.9 代替電源設備による必要な設備への給電 1.14と同様 

1.10 代替電源設備による必要な設備への給電 1.14と同様 

1.11 

燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）による

燃料プールへの注水 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールへの注水 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間50分以内 

緊急時対策要員 12 

燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）による

燃料プールへのスプレイ 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールへのスプレイ 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間50分以内 

緊急時対策要員 12 

大気への放射性物質の拡散抑制 1.12と同様 

燃料プール監視カメラ用冷却設備起動 
運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 25分以内 

代替電源設備による監視設備への給電 1.14と同様 

1.12 

大型送水ポンプ車及び放水砲による大気への放射性物

質の拡散抑制 
緊急時対策要員 12 ４時間30分以内 

放射性物質吸着材による海洋への放射性物質の拡散抑

制 
緊急時対策要員 ５ ４時間20分以内 

シルトフェンスによる海洋への放射性物質の拡散抑制

（２号炉放水接合槽への設置） 
緊急時対策要員 ７ ３時間以内 

シルトフェンスによる海洋への放射性物質の拡散抑制

（輪谷湾への設置） 
緊急時対策要員 ７ 24時間以内 

大型送水ポンプ車及び放水砲による航空機燃料火災へ

の泡消火 
緊急時対策要員 12 ５時間10分以内 

1.13 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時のサプレッショ

ン・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注水（高

圧原子炉代替注水系による注水（現場手動操作）） 

1.2と同様 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時のサプレッショ

ン・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注水（原

子炉隔離時冷却系による注水（現場手動操作）） 

1.2と同様 

サプレッション・チェンバを水源とした原子炉格納容

器内の減圧及び除熱（残留熱代替除去系使用時におけ

る原子炉補機代替冷却系による除熱） 

1.7と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した原子炉圧力容器への注水（低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による注水） 

1.4及び1.8と同様 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（５／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.13 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した原子炉格納容器内の冷却（格納容器代替スプレイ

系（可搬型）による冷却） 

1.6と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した原子炉格納容器下部への注水（格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）による注水） 

1.8と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した原子炉格納容器下部への注水（ペデスタル代替注

水系（可搬型）による注水） 

1.8と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した燃料プールへの注水／スプレイ（燃料プールスプ

レイ系（常設スプレイヘッダ）による注水） 

1.11と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した燃料プールへの注水／スプレイ（燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイノズル）による注水） 

1.11と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した燃料プールへの注水／スプレイ（燃料プールスプ

レイ系（常設スプレイヘッダ）によるスプレイ） 

1.11と同様 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した燃料プールへの注水／スプレイ（燃料プールスプ

レイ系（可搬型スプレイノズル）によるスプレイ） 

1.11と同様 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の海を水源とし

た原子炉圧力容器への注水（低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による注水（交流電源が確保されている場

合）） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の海を水源とし

た原子炉圧力容器への注水（低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による注水（全交流動力電源が喪失してい

る場合）） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の海を水源とし

た原子炉圧力容器への注水（低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による注水（交流電源が確保されている場

合））（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間20分以内 

緊急時対策要員 12 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の海を水源とし

た原子炉圧力容器への注水（低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による注水（全交流動力電源が喪失してい

る場合））（故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間20分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器内の冷却（格納容器代

替スプレイ系（可搬型）による冷却（交流電源が確保

されている場合）） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器内の冷却（格納容器代

替スプレイ系（可搬型）による冷却（全交流動力電源

が喪失している場合）） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器内の冷却（格納容器代

替スプレイ系（可搬型）による冷却（交流電源が確保

されている場合））（故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間20分以内 

緊急時対策要員 12 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（６／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.13 

海を水源とした原子炉格納容器内の冷却（格納容器代

替スプレイ系（可搬型）による冷却（全交流動力電源

が喪失している場合））（故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間 20 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器下部への注水（格納容

器代替スプレイ系（可搬型）による注水） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器下部への注水（格納容

器代替スプレイ系（可搬型）による注水）（故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響

がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間 20 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器下部への注水（ペデス

タル代替注水系（可搬型）による注水） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

２時間10分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした原子炉格納容器下部への注水（ペデス

タル代替注水系（可搬型）による注水）（故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響が

ある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

３時間 20 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした燃料プールへの注水／スプレイ（燃料

プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）による注水） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 10 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした燃料プールへの注水／スプレイ（燃料

プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）による注

水） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 50 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした燃料プールへの注水／スプレイ（燃料

プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）によるスプ

レイ） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 10 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした燃料プールへの注水／スプレイ（燃料

プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によるス

プレイ） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 50 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした最終ヒートシンク（海）への代替熱輸

送（原子炉補機代替冷却系による除熱） 
1.5 と同様 

海を水源とした大気への放射性物質の拡散抑制（大型

送水ポンプ車及び放水砲による拡散抑制） 
1.12 と同様 

海を水源とした航空機燃料火災への泡消火（大型送水

ポンプ車，放水砲による泡消火） 
1.12 と同様 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（７／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.13 

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源と

した大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補

給 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 10 分以内 

緊急時対策要員 12 

海を水源とした大量送水車（２台）による低圧原子炉

代替注水槽への補給 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

２時間 10 分以内 

緊急時対策要員 12 

海から輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）へ

の補給（大量送水車による補給） 
緊急時対策要員 12 ２時間 30 分以内 

1.14 

常設代替交流電源設備による給電（Ｍ／Ｃ Ｄ系受

電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 40 分以内 

常設代替交流電源設備による給電（Ｍ／Ｃ Ｃ系受

電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 10 分以内 

可搬型代替交流電源設備によるＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ

／Ｃ Ｄ系受電（原子炉建物西側の高圧発電機車接続

プラグ収納箱に接続し，Ｍ／Ｃ Ｃ系又はＤ系を受電

する場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

４時間 35 分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型代替交流電源設備によるＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ

／Ｃ Ｄ系受電（原子炉建物南側の高圧発電機車接続

プラグ収納箱に接続し，Ｍ／Ｃ Ｃ系又はＤ系を受電

する場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

４時間 35 分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型代替交流電源設備によるＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ

／Ｃ Ｄ系受電（緊急用メタクラ接続プラグ盤に接続

し，Ｍ／Ｃ Ｃ系又はＭ／Ｃ Ｄ系受電の場合）（故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによ

る影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

４時間 40 分以内 

緊急時対策要員 ３ 

所内常設蓄電式直流電源設備による給電（Ｂ－115V系

蓄電池からＢ１－115V系蓄電池（ＳＡ）への受電切替

え） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 30 分以内 

代替交流電源設備による所内常設蓄電式直流電源設

備への給電（Ａ－115V系充電器盤への受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 20 分以内 

代替交流電源設備による所内常設蓄電式直流電源設

備への給電（Ｂ－115V系充電器盤への受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 20 分以内 

代替交流電源設備による所内常設蓄電式直流電源設

備への給電（Ｂ１－115V系充電器盤（ＳＡ）への受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 20 分以内 

代替交流電源設備による所内常設蓄電式直流電源設

備への給電（ＳＡ用115V系充電器盤への受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 20 分以内 

代替交流電源設備による所内常設蓄電式直流電源設

備への給電（230V系充電器盤（ＲＣＩＣ）への受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間 20 分以内 

中央制御室監視計器Ｃ系及びＤ系の復旧 
運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 40 分以内 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（８／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.14 

可搬型直流電源設備による給電（原子炉建物西側の高

圧発電機車接続プラグ収納箱への接続による受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

５時間10分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型直流電源設備による給電（原子炉建物南側の高

圧発電機車接続プラグ収納箱への接続による受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

５時間10分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型直流電源設備による給電（緊急用メタクラ接続

プラグ盤への接続による受電）（故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

５時間50分以内 

緊急時対策要員 ３ 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保（ＳＡ用

115V系蓄電池による直流Ｂ－115V系直流盤受電） 

運転員 

（現場） 
２ 30分以内 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保（常設代

替交流電源設備によるＡ－115V系直流盤受電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ １時間35分以内 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保（可搬型

代替交流電源設備（原子炉建物西側の高圧発電機車接

続プラグ収納箱に接続）によるＡ－115V系直流盤受

電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

１時間35分以内 

緊急時対策要員 ３ 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保（可搬型

代替交流電源設備（原子炉建物南側の高圧発電機車接

続プラグ収納箱に接続）によるＡ－115V系直流盤受

電） 

運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 

１時間35分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型代替交流電源設備（原子炉建物西側の高圧発電

機車接続プラグ収納箱に接続）によるＳＡロードセン

タ及びＳＡコントロールセンタ受電 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

４時間35分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型代替交流電源設備（原子炉建物南側の高圧発電

機車接続プラグ収納箱に接続）によるＳＡロードセン

タ及びＳＡコントロールセンタ受電 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

４時間35分以内 

緊急時対策要員 ３ 

可搬型代替交流電源設備（緊急用メタクラ接続プラグ

盤への接続）によるＳＡロードセンタ及びＳＡコント

ロールセンタ受電（故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる影響がある場合） 

運転員 

（中央制御室） 
１ 

４時間40分以内 

緊急時対策要員 ３ 

燃料補給設備による給油（ガスタービン発電機用軽油

タンクからタンクローリへの補給） 
緊急時対策要員 ２ １時間50分以内 

燃料補給設備による給油（ディーゼル燃料貯蔵タンク

からタンクローリへの補給） 
緊急時対策要員 ２ ２時間30分以内 

燃料補給設備による給油（タンクローリによる給油対

象設備への給油） 
緊急時対策要員 ２ 30分以内 

1.0-97

32



 

 第２表 重大事故等対策における操作の成立性（９／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.15 

計器の計測範囲を超えた場合に状態を把握するため

の手段（可搬型計測器（現場）による計測） 

運転員 

（現場） 
２ 20分以内 

計器電源が喪失した場合の手段 1.14と同様 

設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用

する計装設備への給電 

運転員 

（現場） 
２ 10分以内 

1.16 

炉心損傷の判断時の中央制御室換気系加圧運転手順 
運転員 

（中央制御室，現場） 
３ 40分以内 

中央制御室待避室の正圧化準備手順 
運転員 

（現場） 
２ 30分以内 

チェンジングエリアの設置及び運用手順 緊急時対策要員 ２ ２時間以内 

現場での原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

部の閉止手順 
緊急時対策要員 ２ 

１個あたり 

２時間以内 

1.17 

可搬式モニタリング・ポストによる放射線量の測定及

び代替測定 
緊急時対策要員 ２ ６時間30分以内 

放射能観測車による空気中の放射性物質の濃度の測

定 
緊急時対策要員 ２ １時間30分以内 

放射能測定装置による空気中の放射性物質の濃度の

代替測定 
緊急時対策要員 ２ １時間30分以内 

放射能測定装置による空気中の放射性物質の濃度の

測定 
緊急時対策要員 ２ １時間40分以内 

放射能測定装置による水中の放射性物質の濃度の測

定 
緊急時対策要員 ２ １時間20分以内 

放射能測定装置による土壌中の放射性物質の濃度の

測定 
緊急時対策要員 ２ １時間30分以内 

海上モニタリング 緊急時対策要員 ３ ５時間20分以内 

モニタリング・ポストのバックグラウンド低減対策 緊急時対策要員 ２ ７時間20分以内 

可搬式モニタリング・ポストのバックグラウンド低減

対策 
緊急時対策要員 ２ ４時間以内 

放射性物質の濃度の測定時のバックグラウンド低減

対策 
緊急時対策要員 ２ 30分以内 

可搬式気象観測装置による気象観測項目の代替測定 緊急時対策要員 ２ ３時間10分以内 

モニタリング・ポストの電源を代替交流電源設備から

給電する手順等 
1.14と同様 
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第２表 重大事故等対策における操作の成立性（10／10） 

No. 対応手段 要員 要員数 想定時間 

1.18 

緊急時対策所立ち上げの手順（緊急時対策所空気浄化

送風機運転手順） 
緊急時対策要員 ２ １時間30分以内 

緊急時対策所立ち上げの手順（緊急時対策所正圧化装

置（空気ボンベ）による空気供給準備手順） 
緊急時対策要員 ２ ２時間以内 

緊急時対策所立ち上げの手順（可搬式エリア放射線モ

ニタの設置手順） 
緊急時対策要員 １ 20分以内 

可搬式モニタリング・ポストによる放射線量の測定手

順 
1.17と同様 

重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する

手順等（緊急時対策所正圧化装置（空気ボンベ）によ

る加圧手順） 

緊急時対策要員 ５ ５分以内 

重大事故等が発生した場合の放射線防護等に関する

手順等（緊急時対策所正圧化装置（空気ボンベ）から

緊急時対策所空気浄化送風機への切替え手順） 

緊急時対策要員 ５ ５分以内 

必要な数の要員の収容に係る手順等（チェンジングエ

リアの設置及び運用手順） 
緊急時対策要員 １ 20分以内 

必要な数の要員の収容に係る手順等（緊急時対策所空

気浄化送風機及び緊急時対策所空気浄化フィルタユ

ニットの切替え手順） 

緊急時対策要員 ３ ６分以内 

代替電源設備からの給電手順（緊急時対策所用発電機

準備手順） 
緊急時対策要員 ３ 40分以内 

代替電源設備からの給電手順（緊急時対策所用発電機

起動手順） 
緊急時対策要員 ３ 20分以内 

代替電源設備からの給電手順（緊急時対策所用発電機

への燃料給油手順） 
緊急時対策要員 ２ ２時間50分以内 

代替電源設備からの給電手順（緊急時対策所用発電機

の切替え手順） 
緊急時対策要員 ２ 20分以内 

1.19 代替電源設備から給電する手順等 1.14及び1.18と同様 
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下線は，今回の提出資料を示す。 
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5. 屋内のアクセスルートの評価

アクセスルートについては，重大事故等時に必要となる屋内での現場操作場

所までのアクセス性について，地震，地震随伴火災及び地震による内部溢水を

評価し，アクセス可能であることを確認する。 

なお，外部起因事象として想定される津波については，津波遡上解析の結果，

防波壁内側の屋外アクセスルートへ基準津波が到達しないことを確認している

ことから，評価の対象外とする。 

(1) 影響評価対象

評価する屋内現場操作及び操作場所については，技術的能力 1.1～1.19 で

整備する重大事故等時において，期待する手順の屋内現場操作について，ア

クセスルートに影響のおそれがある地震，地震随伴火災及び地震による内部

溢水について，現場操作ごとにその影響を評価する。 

なお，機器等の起動失敗原因調査のためのアクセスルートについては，可

能であれば，現場調査を実施する位置付けであることから，評価対象外とす

る。 

技術的能力における対応手順で期待する屋内現場操作一覧を第 5－1 表に

記す。また，屋内のアクセスルートの設定について別紙(13)に記す。 

また，重要事故シーケンスにおけるアクセスルートについて一覧を第 5－2

表に，重要事故シーケンスごとのアクセスルート経路を第 5－1(1)図～第 5

－1(12)図，重要事故シーケンスにおける現場作業一覧について第 5－3 表，

屋内作業の成立性評価結果を第 5－4 表に示す。 

(2) 評価方法

アクセスルートに影響を与えるおそれがある以下の事項について評価する。 

ａ．地震時の影響評価 

重大事故等時の現場操作対象場所までのアクセスルートにおける周辺施

設の損傷，転倒，落下等によってアクセス性への影響がないことを確認す

る。 

具体的には，以下の観点で確認を実施する。 

・現場操作対象機器との離隔距離をとる等により，アクセス性に影響を

与えないことを確認する。

・周辺に作業用ホイスト，レール，グレーチング，手摺等がある場合，

落下防止措置等により，アクセス性に与える影響はないことを確認す

る。

・周辺に転倒する可能性のある常置品及び仮置資機材がある場合，固縛

等の転倒防止処置の実施により，アクセス性に与える影響はないこと

を確認する。

・上部に照明器具がある場合，蛍光灯等の落下を想定しても，アクセス

1.0.2-139
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性に与える影響はないことを確認する。 

また，万一，周辺にある常置品が転倒した場合を考慮し，通行可能な通

路幅が確保できない場合は，あらかじめ移設・撤去等を行う。 

なお，常置品，仮置資機材の設置に対する運用，管理については，社内

規程に基づき実施する。 

ｂ．地震随伴火災の影響評価 

アクセスルート近傍の油内包機器又は水素ガス内包機器について，地震

により機器が転倒し，火災源とならないことを確認する。 

影響評価の考え方等については，別紙(17)に示す。 

ｃ．地震による内部溢水の影響評価 

アクセスルートがある建物のフロアについて，地震により溢水源となる

タンク等の損壊に伴い，各フロアにおける最大溢水水位で歩行可能な溢水

高さであることを確認する。 

影響評価の考え方等については，別紙(18)に示す。 

(3) 評価結果

別紙(14)に現場確認結果，別紙(15)に機器等の転倒防止処置等確認結果を

示す。 

現場ウォークダウンによる確認を実施し，地震発生時にアクセスルート周

辺に転倒する可能性のある常置品及び仮置資機材がある場合，固縛等の転倒

防止処置により，アクセス性に与える影響がないことを確認した。万一，周

辺にある常置品及び仮置資機材が転倒した場合であっても，通行可能な通路

幅があり，また，通路幅が確保できない場合は移設又は撤去することでアク

セス性に与える影響がないことを確認した。

なお，仮置資機材は，通行可能な通路幅が確保できるような配置とする。

加えて，周辺にある常設のボンベが転倒した場合を考慮し，ボンベ固定器

具の耐震補強による転倒防止の実施又はアクセスルート近傍から撤去する。 

(4) 屋内作業への影響について

ａ．作業環境 

通常運転時，作業に伴い一時的に足場を構築する場合があるが，その場

合は社内規程に定める運用（足場材が地震等により崩れた場合にも扉の開

操作に支障となることがないように離隔距離をとる等考慮して設置する等）

により管理するとともに，屋内作業に当たっては，溢水状況，空間放射線

量，環境温度，薬品漏えい等，現場の状況に応じて人身安全を最優先に適

切な放射線防護具や薬品防護具を選定した上で，適切なアクセスルートを

通行する。（別紙(35)参照） 
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ｂ．アクセスルート通行時における通信手段及び照明の確保 

緊急時対策要員から中央制御室への報告，中央制御室から緊急時対策要

員への指示は，通常の連絡手段（所内通信連絡設備（ハンドセットステー

ション）及び電力保安通信用電話設備）が使用できない場合でも，有線式

通信設備等の通信手段にて実施することが可能であり，屋内作業への影響

はない。 

電源喪失等により建物内の通常照明が使用できない場合，緊急時対策要

員は中央制御室に配備しているヘッドライト，懐中電灯，ＬＥＤライトを

使用することで，操作場所へのアクセス，操作が可能である。また，通常

照明が使用できない場合に使用を期待できる照明器具として，電源内蔵型

照明を建物内に設置しており，屋内作業への影響はない。（別紙(13)，別紙

(16)参照）

(5) 作業の成立性

有効性評価における重要事故シーケンスで評価している屋内の現場作業に

ついて第 5－4 表に示すとおり，有効性評価における想定時間内に作業が実施

できることを確認した。暗所，溢水，資機材の転倒等を考慮し，仮に移動時

間を 1.5 倍とした場合であっても，有効性評価における事象発生からの作業

開始想定時間及びそれ以前の作業の状況を確認した結果，有効性評価想定時

間内に作業が実施可能であることを確認した。（防護具着用時間は「重大事故

等対策の有効性評価」においてあらかじめ 10 分間の時間が考慮されているこ

とから，本評価では考慮していない。） 

また，技術的能力 1.1～1.19 の重大事故等時において期待する手順につい

ても，地震随伴火災，地震随伴内部溢水を考慮しても屋内に設定したアクセ

スルートを通行できることを確認した。その結果については，別紙(13)に示

す。 
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(１／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

高圧原子炉代替注水系の現場操作による 

発電用原子炉の冷却 
1.2 

原子炉圧力容器の水位，圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

高圧原子炉代替注水ポンプ現場起動 

【中央制御室→ (④階段B②)→[②-1]→ 

(②階段B①)→[①-2]→[①-1]→(①階段B④)→ 

[④-3]】 

無 
あり 

1,2,3 
あり 

原子炉隔離時冷却系の現場操作による 

発電用原子炉の冷却 
1.2 

原子炉圧力容器の水位，圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

原子炉隔離時冷却ポンプ現場起動 

【中央制御室→(④階段B①)→[①-2]→ 

(①階段B④)→[④-3]】 

無 
あり 

1,2 
あり 

可搬型直流電源設備による 

逃がし安全弁機能回復 
1.3 

原子炉圧力容器の圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

主蒸気逃がし安全弁電源切替 

【中央制御室→[④-10]】 

無 無 あり 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池(補助盤室)による 

逃がし安全弁機能回復 
1.3 

原子炉圧力容器の圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の接続 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)

→[④-10]】 

無 

あり 

6,7 

8 

あり 

逃がし安全弁窒素ガス供給系による 

窒素ガス確保 
1.3 

逃がし安全弁用駆動源確保 

A系ボンベを切り替える場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-6]】 

B系ボンベを切り替える場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→(⑦階段H⑤)→[⑤-1]】 

無 
あり 

8 
あり 

逃がし安全弁の背圧対策 1.3 

窒素ガス供給圧力調整による背圧対策 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤)

→[⑤-5]→(⑤階段F④)→(④階段E⑤)→[⑤-2]】 

無 

あり 

6,7 

8,9 

あり 

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離 1.3 

Ａ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5A)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑥)→[⑥-1]→(⑥階段F④)→

(④階段E⑤)→(⑤梯子A④)→[④-5]】 

Ｂ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5B)の場合 

【中央制御室→(④階段 F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段 F④)

→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

Ｃ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5C)の場合 

【中央制御室→(④階段 F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段 F④)

→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

ＬＰＣＳ注水弁(MV223-2)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑥)→[⑥-1]→(⑥階段F④)→

[④-8]】 

無 
あり 

9 
あり 

低圧原子炉代替注水系(常設)による 

発電用原子炉の冷却 
1.4 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 
無 無 あり 

低圧原子炉代替注水系(可搬型)による 

発電用原子炉の注水 
1.4 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場 

合  

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

全交流電源が喪失で低圧原子炉代替注水系（Ａ） 

注入配管使用の場合 

【中央制御室→[④-5]→[④-7]】 

全交流電源が喪失で低圧原子炉代替注水系（Ｂ） 

注入配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

無 
あり 

9,11 
あり 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による 

発電用原子炉の冷却 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.4 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→ 

(①階段L④)→[④-21]】 

無 無 無 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(２／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

常設代替交流電源設備による残留熱除去系 

(原子炉停止時冷却モード)の復旧 
1.4 

Ａ－ＲＨＲの場合  

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-21]】  

Ｂ－ＲＨＲの場合  

【中央制御室→(④階段F②)→[②-4]】 

無 
あり 

12 
あり 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)による 

発電用原子炉からの除熱 
1.4 

Ａ－ＲＨＲの場合  

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-21]】  

Ｂ－ＲＨＲの場合  

【中央制御室→(④階段F②)→[②-4]】 

無 
あり 

12 
あり 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
1.5 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した場合） 

1.5 【屋外A→[④-24]】 無 無 無 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.5 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 
無 無 無 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱(現場操作) 
1.5 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 

ウェットウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→(⑦階段H⑤)→

(⑤階段D④)→[④-2]→(④階段D⑤)→(⑤階段E④)→

中央制御室】 

ドライウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→(⑦階段H⑤)→

[⑤-17]→(⑤階段E④)→中央制御室】 

無 
あり 

6,8,9 
あり 

原子炉補機代替冷却系による除熱 1.5 

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 

補機冷却水系Ａ系使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→(⑦階段F⑥)→ 

[⑥-1]→(⑥階段F⑤)→[⑤-21]→(⑤階段F②)→ 

(②階段G①)→[①-3]→(①階段G②)→[②-2]→ 

(②階段L⑤)→[⑤-3]→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→ 

(④階段I⑤)→[⑤-19]】 

【屋外A→[④-9]→[④-1]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]】 

補機冷却水系Ｂ系使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→(⑦階段F⑤)→ 

[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→(②階段G①)→ 

[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→(②階段L⑤)→[⑤-4] 

→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→ 

[⑤-20]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F②) 

→(②階段G④)→[④-6]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-12]】 

無 

あり 

4,5,6 

7,8,9 

10,12 

13,14 

15 

あり 

原子炉補機代替冷却系による除熱 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.5 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→ 

[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]→(⑥階段F⑤)→[⑤-21]→ 

(⑤階段F②)→(②階段G①)→[①-3]→(①階段G②) 

→[②-2]→(②階段L⑤)→[⑤-3]→ 

(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-19]】 

【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→[④-22]→ 

[④-9]→[④-1]】 

無 無 無 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(３／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

格納容器代替スプレイ系(常設)による 

原子炉格納容器内へのスプレイ 
1.6 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 
無 無 あり 

格納容器代替スプレイ系(可搬型)による 

原子炉格納容器内へのスプレイ(淡水／海水) 
1.6 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 

全交流電源が喪失でＡ－格納容器代替スプレイ系スプ

レイ配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-14]】 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

全交流電源が喪失でＢ－格納容器代替スプレイ系スプ

レイ配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-15]】 

無 
あり 

9,11 
あり 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による 

原子炉格納容器内へのスプレイ（淡水／海水） 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.6 

中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-15]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→(①階段L④) 

→[④-21]】 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

無 無 無 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
1.7 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した場合） 

1.7 【屋外A→[④-24]】 無 無 無 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.7 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 
無 無 無 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱(現場操作) 
1.7 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱 

ウェットウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→(⑦階段H⑤)→

(⑤階段D④)→[④-2]→(④階段D⑤)→(⑤階段E④)→

中央制御室】 

ドライウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→(⑦階段H⑤)→

[⑤-17]→(⑤階段E④)→中央制御室】 

無 
あり 

6,8,9 
あり 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の 

減圧及び除熱 
1.7 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

補機冷却水確保 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→ 

(②階段G①)→[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→ 

(②階段L⑤)→[⑤-4]→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-20]】 

原子炉建物西側接続口を使用する場合 

【屋外A→[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]→ 

(⑤階段D④)→[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]】 

原子炉建物南側接続口を使用する場合 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F②)→(②階段G④)→[④-6]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]】 

無 

あり 

5,6,7,8 

10,11,12 

13,14,15 

あり 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。

1.0.2-144

45



第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(４／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の 

減圧及び除熱 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.7 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→(②階段G①)→ 

[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→(②階段L⑤)→ 

[⑤-23]→[⑤-4]→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→ 

(④階段I⑤)→[⑤-20]】 

【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→[④-22]→ 

[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]→(⑤階段D④)→ 

[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]】 

無 無 無 

ペデスタル代替注水系(常設)による 

原子炉格納容器下部への注水 
1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

ペデスタル代替注水系(可搬型)による 

原子炉格納容器下部への注水 
1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による 

原子炉格納容器下部への注水 
1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

ペデスタル代替注水系（可搬型）による 

原子炉格納容器下部への注水 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→(①階段L④) 

→[④-23]】 

無 無 無 

低圧原子炉代替注水系(常設)による 

原子炉圧力容器への注水 
1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 
無 無 あり 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）  

による原子炉圧力容器への注水 
1.8 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による 

原子炉圧力容器への注水 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.8 
【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→(①階段L④) 

→[④-21]】 
無 無 無 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の 

水素ガス及び酸素ガスの排出 

1.9 
非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 
無 

あり 

11 
あり 

原子炉格納容器内不活性化による 

原子炉格納容器水素爆発防止 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した場合） 

1.9 【屋外A→[④-24]】 無 無 無 

原子炉格納容器内不活性化による 

原子炉格納容器水素爆発防止 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.9 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 
無 無 無 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）

による燃料プールへの注水 
1.11 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プール注水系統構成 

原子炉棟南側扉からの接続の場合 

【屋外C→[④-14]→(④階段C⑤)→(⑤階段B⑧)→ 

[⑧-1]】 

原子炉棟西側扉からの接続の場合 

【屋外B→[④-14]→(④階段A⑧)→[⑧-2]】 

無 無 あり 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）

による燃料プールへのスプレイ 
1.11 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールスプレイ系統構成 

原子炉棟南側扉からの接続の場合 

【屋外C→[④-14]→(④階段C⑤)→(⑤階段B⑧)→ 

[⑧-1]】 

原子炉棟西側扉からの接続の場合 

【屋外B→[④-14]→(④階段A⑧)→[⑧-2]】 

無 無 あり 

燃料プール監視カメラ用冷却設備起動 1.11 
燃料プール監視カメラ用冷却設備起動 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-1]】 
無 無 無 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。 
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(５／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

常設代替交流電源設備による給電 

(M/C C系及びD系受電) 
1.14 

常設代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

[⑤-8]→[⑤-7]】 

無 無 無 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

(原子炉建物西側)に接続し， 

M/C C 系又はM/C D系を受電する場合)  

1.14 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-12]】 

無 

あり 

6,7 

8,12 

あり 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

(原子炉建物南側)に接続し， 

M/C C 系又はM/C D系を受電する場合) 

1.14 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-12]】 

無 

あり 

6,7 

8,12 

あり 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(緊急用メタクラ接続プラグ盤 

（ガスタービン建物）に接続し， 

M/C C 系又はM/C D系を受電する場合)  

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.14 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

無 無 無 

所内常設蓄電式直流電源設備及び 

常設代替直流電源設備による給電 

(直流蓄電池からの給電) 

1.14 

B-115V系蓄電池による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-2]】 

B1-115V系蓄電池(SA) による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-1]】 

SA用115V系蓄電池による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-1]】 

無 無 無 

所内常設蓄電式直流電源設備による給電 

(B-115V系蓄電池 からB1-115V系蓄電池(SA)への 

受電切替え) 

1.14 

B-115V系蓄電池 からB1-115V系蓄電池(SA) 

への受電切替え 

【中央制御室→[④-10]→(④階段J③)→[③-3]→ 

 [③-2]→[③-1]】 

無 無 無 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保  

(SA用115V系蓄電池によるB-115V系 

直流盤受電) 

1.14 

SA用115V系蓄電池によるB-115V系直流盤受電 

【中央制御室→[④-10]→(④階段J③)→[③-2]→ 

[③-1]】 

無 無 無 

常設直流電源喪失時の遮断器用制御電源確保 

(非常用直流電源喪失時のA-115V系直流盤受電) 
1.14 

非常用直流電源喪失時のA-115V系直流盤受電 

【中央制御室→[④-12]】 
無 無 無 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。 
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(６／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

代替交流電源設備による所内蓄電式直流電源 

設備への給電(A-115V系充電器盤の受電) 
1.14 

A-115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→[④-12]】 

無 10 無 

代替交流電源設備による所内蓄電式直流電源 

設備への給電(B-115V系充電器盤の受電) 
1.14 

B-115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]】 

無 10 無 

代替交流電源設備による所内蓄電式直流電源 

設備への給電(B1-115V系充電器盤(SA)の受電) 
1.14 

B1-115V系充電器盤(SA)受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]】 

無 10 無 

代替交流電源設備による所内蓄電式直流電源 

設備への給電(SA用115V系充電器盤の受電) 
1.14 

SA用115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]】 

無 10 無 

代替交流電源設備による所内蓄電式直流電源 

設備への給電(230V系充電器盤(RCIC)の受電) 
1.14 

230V系充電器盤(RCIC)受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-3]】 

無 10 無 

中央制御室監視計器C 系及びD系の復旧 1.14 

A-計装用C/Cの受電 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-7]→ 

(⑤階段F④)→[④-12]】 

B-計装用C/Cの受電 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-10]→ 

(⑤階段F④)→(④階段J③)→[③-2]】 

無 無 あり 

可搬型直流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱(原子炉建物 

西側)経由によるB1-115V系充電器盤(SA), 

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用) 

の受電) 

1.14 

可搬型直流電源設備によるB1-115V系充電器盤(SA)，

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F⑥)→ 

[⑥-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F⑤)→ 

[⑤-13]】 

無 

あり 

6,7 

8,10 

11 

あり 

可搬型直流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱(原子炉建物 

南側)経由によるB1-115V系充電器盤(SA), 

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用) 

の受電) 

1.14 

可搬型直流電源設備による B1-115V 系充電器盤(SA)，

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F⑥)→ 

[⑥-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F⑤)→ 

[⑤-13]】 

無 

あり 

6,7 

8,10 

11 

あり 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。 
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(７／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

可搬型直流電源設備による給電 

(緊急用メタクラ接続プラグ盤（ガスタービン 

建物）経由によるB1-115V系充電器盤(SA), 

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用) 

の受電) 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.14 

可搬型直流電源設備によるB1-115V系充電器盤(SA)，

SA用115V系充電器盤，230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F④) 

→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→(⑤階段I④)→ 

(④階段F⑦)→[⑦-6]→(⑦階段F④)→(④階段J③)→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→ 

[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

無 無 無 

常設代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタへの給電 
1.14 

常設代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3] →[⑦-4]】 

無 
あり 

11 
あり 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車 

接続プラグ収納箱（原子炉建物西側）に 

接続）によるSAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

1.14 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

無 

あり 

6,7 

8,11 

あり 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車 

接続プラグ収納箱（原子炉建物南側）に 

接続）によるSAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

1.14 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→(⑦階段F⑤) 

→[⑤-9]→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

無 

あり 

6,7 

8,11 

あり 

可搬型代替交流電源設備 

（緊急用メタクラ接続プラグ盤 

（ガスタービン建物）に接続）による 

SAロードセンタ及びSAコントロールセンタ 

への給電 

（故意による大型航空機の衝突その他 

テロリズムによる影響がある場合※２） 

1.14 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

無 無 無 

非常用直流電源設備による給電 

(設計基準拡張)(不要な負荷の切離し操作) 
1.14 【中央制御室→[④-12]】 無 無 無 

計器の計測範囲を超えた場合 

(他チャンネルによる計測代替 

パラメータによる推定，可搬計測器による計測) 

1.15 
可搬型計測器による計測 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 
無 無 無 

計測に必要な電源の喪失 

（設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備

を兼用する計装設備への給電） 

1.15 【中央制御室→[④-10]】 無 無 無 

計測に必要な電源の喪失 

(可搬型計測器による計測) 
1.15 

可搬型計測器による計測 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 
無 無 無 

中央制御室空調換気系設備の運転手順等 

(炉心損傷の判断時の中央制御室換気系 

加圧運転の実施手順) 

1.16 

中央制御室非常用再循環処理装置による加圧運転への

切替え 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-18]】 

無 
あり 

10 
無 

中央制御室空調換気系設備の運転手順等 

(中央制御室換気系系統隔離運転停止時の 

加圧運転の実施手順) 

1.16 

中央制御室非常用再循環処理装置による加圧運転への

切替え 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-18]】 

無 
あり 

10 
無 

中央制御室待避室の準備手順 

(中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）に

よる加圧準備操作) 

1.16 

中央制御室待避室の準備手順  

【中央制御室→[④-16]→[④-17]→[④-20]→[④-18] 

→[④-19]→[④-15]】 

無 無 無 

チェンジングエリアの設置及び運用手順 1.16 
チェンジングエリアの設置 

【第１チェックポイント→(②階段N④)→[④-13]】 
無 無 あり 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。
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第 5－1 表 技術的能力における対応手段で期待する屋内現場操作一覧 

(８／８) 

対応手段 
該当

条文 
屋内現場操作※１ 

資機材の

倒壊によ

る影響※１ 

火災源 

の有無※１ 

溢水源 

の有無※１ 

非常用ガス処理系による運転員等の被ばく防止

手順 

(原子炉建物ブローアウトパネル部の閉止手順) 

1.16 

現場での原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル 

閉止装置の閉止手順  

原子炉棟西側扉を使用する場合  

【屋外B→(④階段A⑧)→[⑧-3]→[⑧-4]】  

原子炉棟南側扉を使用する場合  

【屋外C→(④階段A⑧)→[⑧-3]→[⑧-4]】  

無 無 あり 

※１：屋内現場操作については別紙(13)，火災源については別紙(17)，溢水源については別紙(18)参照。
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第 5－2 表 「重大事故等対策の有効性評価」屋内のアクセスルート整理表 

 「重大事故等対策の有効性評価」事故シーケンス 図面作成表 図番号 

１ 高圧・低圧注水機能喪失 現場操作なし － 

２ 高圧注水・減圧機能喪失 ○ 5－1(1) 

３ 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） ○ 5－1(2) 

４ 全交流動力電源喪失（ＴＢＵ） ３で包括 － 

５ 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ） ○ 5－1(3) 

６ 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） ○ 5－1(4) 

７ 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合） ○ 5－1(5) 

８ 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が喪失した場合） 現場操作なし － 

９ 原子炉停止機能喪失 現場操作なし － 

10 LOCA 時注水機能喪失 現場操作なし － 

11 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） ○ 5－1(6) 

12 
雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 
○ 5－1(7) 

13 
雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 
○ 5－1(8) 

14 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 12 で包括 － 

15 原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用 現場操作なし － 

16 水素燃焼 現場操作なし － 

17 溶融炉心・コンクリート相互作用 現場操作なし － 

18 想定事故 1 ○ 5-1(9) 

19 想定事故 2 18 で包括 － 

20 崩壊熱除去機能喪失（停止時） ○ 5－1(10) 

21 全交流動力電源喪失（停止時） ○ 5－1(11) 

22 原子炉冷却材の流出（停止時） ○ 5－1(12) 

23 反応度の誤投入（停止時） 現場操作なし － 
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逃
が

し
安

全
弁

用
電

源
切

替
操

作
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

 
中

央
制

御
室

 
↓

 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

 
系

統
構

成
 

（
R
/B
 
1F
L）

管
理

区
域

 

運
転

員
D
,E
 

 
中

央
制

御
室

 

↓
 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬

型
）

 
系

統
構

成
 

（
R
/B
 
2F
L）

管
理

区
域

 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.
8m

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ

Ｌ
16
.9
m
 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ
Ｌ

32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：
所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作

 

場
所
：
B-
計
装
用
電
気
室
，
充
電
器
室

 

操
作
：

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
系
統
構
成

 

場
所
：

東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
 

 
 
 

東
側
通
路

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作

 

場
所
：
A,
B
-非

常
用
電
気
室

 

操
作
：
逃
が
し
安
全
弁
用
電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室

 

B2
FL
 
Ｅ

Ｌ
1.
3m

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
B-
計
装
用

電
気
室

 
操
作
：

所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
A-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成

 

場
所
：
東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室

 

操
作
：
監
視
計
器
用

電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室
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第
5
－
1
図
(
3)

 
事
故

シ
ー
ケ
ン

ス
 

全
交
流

動
力
電
源

喪
失

（
Ｔ

Ｂ
Ｄ

）
 

操
作

者
 

凡
例

 
移

動
経

路
及

び
運

転
操

作
 

運
転

員
A 

中
央

制
御

室
操

作
 

運
転

員
B
,C
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 M
B
1F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作
 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

 
系

統
構

成
 

（
R
/B
 
1F
L）

管
理

区
域

 

運
転

員
D
,E
 

中
央

制
御

室
操

作
 

↓
 

監
視

計
器

用
電

源
切

替
操

作
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

逃
が

し
安

全
弁

用
電

源
切

替
操

作
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬

型
）

 

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
2F
L）

管
理

区
域

 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.
8m

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ

Ｌ
32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作

 

場
所
：
A,
B-

非
常
用
電
気
室

 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

B2
FL
 
Ｅ

Ｌ
1.
3m

 

操
作
：
逃
が
し
安
全
弁
用
電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
A-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
B-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
系
統
構
成

 

場
所
：

東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
 

東
側
通
路

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
格
納
容
器

代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成

 

場
所
：
東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室

 

操
作
：
監
視
計
器
用

電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室
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第
5－

1
図

(4
)
 

事
故

シ
ー
ケ
ン

ス
 
全

交
流

動
力
電
源

喪
失

（
Ｔ

Ｂ
Ｐ

）
 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.
8m

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ
Ｌ

32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作

 

場
所
：
A,
B
-非

常
用
電
気
室

 
操
作
：
逃
が
し
安
全
弁
用
電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室

 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

B
2F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
3m

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
A-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
B-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：

所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室

 

操
作
：
所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作

 

場
所
：
B-
計
装
用
電
気
室
，
充
電
器
室

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
系
統
構
成

 

場
所
：

東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
 

東
側
通
路

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成

 

場
所
：
東
側

PC
V
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室

 

操
作

者
凡

例
 

移
動

経
路

及
び

運
転

操
作

 

運
転

員
A 

中
央

制
御

室
操

作
 

運
転

員
B
,C
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 M
B
1F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作
 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

所
内

用
蓄

電
池

切
替

操
作

 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

所
内

用
蓄

電
池

切
替

操
作

 

（
R
w/
B
 M
B
1F
L）

非
管

理
区

域
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

 
系

統
構

成
 

（
R
/B
 
1F
L）

管
理

区
域

 

運
転

員
D
,E
 

中
央

制
御

室
操

作
 

↓
 

監
視

計
器

用
電

源
切

替
操

作
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

逃
が

し
安

全
弁

用
電

源
切

替
操

作
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬

型
）

 
系

統
構

成
 

（
R
/B
 
2F
L）

管
理

区
域

 

操
作
：
監
視
計
器
用

電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
補
助
盤
室
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第
5
－

1
図

(5
) 

事
故

シ
ー
ケ
ン

ス
 
崩

壊
熱

除
去
機
能

喪
失
（

取
水

機
能

が
喪

失
し

た
場

合
）

 

 
 

操
作

者
 

凡
例
 

移
動

経
路

及
び

運
転

操
作

 

運
転

員
A 

 
中

央
制

御
室

操
作

 

運
転

員
B
,C
 

 
中

央
制

御
室

 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 1
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 M
B
1F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作
 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

 
中

央
制

御
室

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
3F

L）
非

管
理

区
域

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
B2
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
/B
 
2F

L）
非

管
理

区
域

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

（
R
w/
B
 2
F
L）

非
管

理
区

域
 

運
転

員
D
,E
 

 
中

央
制

御
室

 
↓

 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
系

準
備

操
作

 
（

R
/B
 
3F

L）
管

理
区

域
 

操
作
者

 
凡

例
 

移
動

経
路

及
び

運
転

操
作

 

緊
急
時
対

策
要
員

 

 
R
/
B 

西
側

入
口

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

 
R
/
B 

西
側

入
口

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

 
（

R
/B

 
1F
L）

非
管

理
区

域
 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.
8m

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ
Ｌ

32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
準
備
操
作

 

場
所
：

南
東
エ
リ
ア

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

 

場
所
：
A-
非
常
用
電
気
室

 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

B2
FL
 Ｅ

Ｌ
1.
3
m
 

操
作
：
原

子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
中

央
制
御
室
送
風
機
室

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
B-
非
常
用

DG
室

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作

 

場
所
：
A,
B-
非
常
用
電
気
室

 

R/
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者
 

凡
例

 
移

動
経

路
及

び
運

転
操

作
 

運
転

員
A 

中
央

制
御

室
操

作
 

運
転

員
B
,C
 

中
央

制
御

室
 

↓
 

残
留

熱
除

去
系

（
原

子
炉

停
止

時
冷

却
 

モ
ー

ド
）

系
統

構
成

（
現

場
）

（
R
/B

 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.
8m

 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ

Ｌ
16
.9
m
 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ
Ｌ

32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却

 

モ
ー
ド
）
系
統
構
成
（
現
場
）

 

場
所
：

南
側
通
路

B2
FL
 
Ｅ

Ｌ
1.
3m

 

中
央
制
御
室
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第
5
－
1
図
(
11

)
 
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス

 
全
交

流
動
力
電

源
喪

失
（

停
止

時
）

 
 

操
作
者

 
凡

例
 

移
動

経
路

及
び

運
転

操
作

 

運
転
員

B
,C
 

 
中

央
制

御
室

 
↓
 

残
留

熱
除

去
系

（
原

子
炉

停
止

時
冷

却
 

モ
ー

ド
）

系
統

構
成

（
現

場
）

 
（

 
R/
B
 B

1
FL

 ）
非

管
理

区
域

 

緊
急
時
対

策
要
員

 

 
R
/
B 

西
側

入
口

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

 
R
/
B 

西
側

入
口

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

 
（

R
/B

 
1F
L）

非
管

理
区

域
 

操
作

者
 

凡
例

 
移

動
経

路
及

び
運

転
操

作
 

運
転

員
A 

 
中

央
制

御
室

操
作

 

運
転

員
B
,C
 

 
中

央
制

御
室

 
↓

 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備
 

（
R
w/
B
 M
B
1F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作
 

（
R
/B

 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

 
中

央
制

御
室

 
↓

 

S
A
電

源
切

替
盤

操
作

 

（
R
/B
 
3F
L）

非
管

理
区

域
 

 
中

央
制

御
室

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
3F

L）
非

管
理

区
域

 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
B2
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
w/
B
 2
F
L）

非
管

理
区

域
 

↓
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

系
統

構
成

 
（

R
/B
 
3F
L）

管
理

区
域

 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ

Ｌ
32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作

 

場
所
：
A,
B-
非
常
用
電
気
室

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
中
央
制
御
室
送
風
機
室

 

B2
FL
 
Ｅ

Ｌ
1.
3m

 

操
作
：
原
子
炉
補

機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
B-
非
常
用

DG
室

 

R
/B

 
西
側

入
口

 

操
作
：
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：
A-
計
装
用

電
気
室

 

操
作
：

非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

 

場
所
：

B-
計
装
用
電
気
室

 

操
作
：
SA

電
源
切
替
操
作

 

場
所
：
非
常
用
電
気
室
送
風
機
室

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

 

場
所
：
A-
非
常
用
電
気
室

 

操
作
：
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
系
統
構
成
（
現
場
）
 

場
所
：
南
側
連
絡
通
路

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
非
常
用
電
気
室
送
風
機
室

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
南
側
連
絡
通
路

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
IA

空
気
圧
縮

機
室

 

操
作
：

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：

B-
非
常
用
電
気
室

 

操
作
：

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所

：
RC
W
バ
ル
ブ
室

 

操
作
：

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

 

場
所

：
南
西
階
段
室

 

操
作
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
系
統
構
成

 

場
所
：
南
東
エ
リ
ア

 

1.0.2-161

62



             
 

    
 

      

 

第
5
－
1
図
(
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)
 
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス

 
原
子

炉
冷
却
材

の
流

出
（

停
止

時
）

 

操
作

者
 

凡
例

 
移

動
経

路
及

び
運

転
操

作
 

運
転

員
A 

 
中

央
制

御
室

操
作

 

運
転

員
B
,C
 

 
中

央
制

御
室

 

↓
 

残
留

熱
除

去
系

(低
圧

注
水

モ
ー

ド
) 

(
停

止
側

)
系

統
構

成
(
現

場
) 

（
R
/B

 
B1

F
L）

非
管

理
区

域
 

 
中

央
制

御
室

 
↓

 

原
子

炉
水

位
低

下
調

査
／

隔
離

準
備

操
作

 

（
R
/B
 
2F
L）

非
管

理
区

域
 

M2
FL
 
Ｅ

Ｌ
5.
3m

 

2F
L 
Ｅ

Ｌ
22
.1
m
 

原
子
炉
建
物
 

廃
棄
物
処
理
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物
 

B1
FL
 Ｅ

Ｌ
8.
8
m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1
5.
3
m
 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

23
.8
m
 

M
2F
L 

Ｅ
Ｌ
30
.5
m
 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

34
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

42
.8
m
 

B2
FL

 Ｅ
Ｌ
3.
0m

 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

MB
1F

L 
Ｅ

Ｌ
12
.3

m
 

1F
L 
Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

3F
L 
Ｅ
Ｌ

26
.7
m
 

4F
L 
Ｅ

Ｌ
32
.0
m
 

5F
L 
Ｅ
Ｌ

37
.5
m
 

B1
FL

 Ｅ
Ｌ
2.

0m
 

1
FL

 Ｅ
Ｌ

5.
5m

 

2
FL

 Ｅ
Ｌ

16
.9

m
 

3
FL

 Ｅ
Ｌ

20
.6

m
 

4
FL

 Ｅ
Ｌ

32
.0

m
 

1F
L 

Ｅ
Ｌ

1.
6m

 

2F
L 

Ｅ
Ｌ

8.
8m

 

3F
L 

Ｅ
Ｌ

12
.8
m
 

4F
L 

Ｅ
Ｌ

16
.9
m
 

B2
FL
 
Ｅ

Ｌ
1.
3m

 

中
央
制
御
室

 

操
作
：
残
留
熱
除
去

系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）（

停
止
側
）
系
統
構
成
（
現
場
）

 

場
所
：
南
側
連
絡
通

路
 

操
作
：
原
子
炉
水
位
低

下
調
査
／
隔
離
準
備
操
作

 

場
所
：
A-
非
常
用
電
気

室
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス

ご
と

の
現
場
作
業

(
１

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

運 転 中 の 原 子 炉 に お け る 重 大 事 故 に 至 る お そ れ が あ る 事 故  

高
圧
・
低
圧
注
水

機
能
喪
失
 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備
操
作
 

40
分
 

26
分
 

５
分
 

31
分
 

16
時
間

50
分
 
事
象
発
生

16
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

高
圧
注
水
・
減
圧

機
能
喪
失
 

屋
内
 
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）

か
ら
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
へ
の
切
替
 

20
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
１
分
 

５
分
 

（
７
分
）※

2  
12

時
間
 

事
象
発
生

11
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

全
交

流
動

力
電

源
喪
失
 

（
長
期
Ｔ
Ｂ
）
 

 全
交

流
動

力
電

源
喪
失
 

（
Ｔ
Ｂ
Ｕ
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
24

時
間
５
分
 
事
象
発
生

22
時
間

50
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
８
時
間

30
分
後
の
別

作
業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕

時
間
が
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
24

時
間

10
分
 
事
象
発
生

23
時
間

25
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
  

－
 

所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作
 

（
負
荷
切
り
離
し
／
所
内
用
蓄
電
池

切
替
操
作
）
 

30
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
21

分
 

25
分
 

（
27

分
）※

2  
８
時
間

30
分
 
事
象
発
生
８
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て
行
う
こ

と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

電
源
切
替
操
作
（
監
視
計
器
用
電
源
 

切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
３
分
 

５
分
 

（
６
分
）※

2  
７
時
間

50
分
 
事
象
発
生
７
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間

10
分
後
の
別
作

業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時

間
が
あ
る
。
 

－
 

電
源
切
替
操
作
（
逃
が
し
安
全
弁
用
 

電
源
切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
２
分
 

４
分
 

（
５
分
）※

2  
８
時
間
 

事
象
発
生
７
時
間

50
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

系
統
構
成
 

50
分
 

８
分
 

（
12

分
）※

2  
18

分
 

26
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 

（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

40
分
 

６
分
 

（
９
分
）

※
2  

12
分
 

18
分
 

（
21

分
）

※
2  

19
時
間
 

事
象
発
生

18
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

屋
外
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

準
備
操
作
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

 

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。
 

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
２

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

運 転 中 の 原 子 炉 に お け る 重 大 事 故 に 至 る お そ れ が あ る 事 故

全
交

流
動

力
電

源
喪
失
 

（
Ｔ
Ｂ
Ｄ
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
24

時
間
５
分
 
事
象
発
生

22
時
間

50
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間

10
分
後
の
別

作
業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕

時
間
が
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
24

時
間

10
分
 
事
象
発
生

23
時
間

25
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
  

－
 

電
源
切
替
操
作
（
監
視
計
器
用
電
源
 

切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
３
分
 

５
分
 

（
６
分
）※

2  
30

分
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

電
源
切
替
操
作
（
逃
が
し
安
全
弁
用
 

電
源
切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
２
分
 

４
分
 

（
５
分
）※

2  
40

分
 

事
象
発
生

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て
行
う
こ

と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

系
統
構
成
 

50
分
 

８
分
 

（
12

分
）※

2  
18

分
 

26
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 

（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

40
分
 

６
分
 

（
９
分
）

※
2  

12
分
 

18
分
 

（
21

分
）

※
2  

19
時
間
 

事
象
発
生

18
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
30

分
後
の
別
作
業
終
了

後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ

る
。
 

－
 

屋
外
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

準
備
操
作
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

全
交

流
動

力
電

源
喪
失
 

（
Ｔ
Ｂ
Ｐ
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
24

時
間
５
分
 
事
象
発
生

22
時
間

50
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
８
時
間

30
分
後
の
別

作
業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕

時
間
が
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
24

時
間

10
分
 
事
象
発
生

23
時
間

25
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

所
内
用
蓄
電
池
切
替
操
作
 

（
負
荷
切
り
離
し
／
所
内
用
蓄
電
池

切
替
操
作
）
 

30
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
21

分
 

25
分
 

（
27

分
）※

2  
８
時
間

30
分
 
事
象
発
生
８
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間

10
分
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

－
 

電
源
切
替
操
作
（
監
視
計
器
用
電
源
 

切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
３
分
 

５
分
 

（
６
分
）※

2  
２
時
間

10
分
 
事
象
発
生
２
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な
い
た
め

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

電
源
切
替
操
作
（
逃
が
し
安
全
弁
用
 

電
源
切
替
操
作
）
 

10
分
 

２
分
 

（
３
分
）※

2  
２
分
 

４
分
 

（
５
分
）※

2  
２
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

系
統
構
成
 

50
分
 

８
分
 

（
12

分
）※

2  
18

分
 

26
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 

（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

40
分
 

６
分
 

（
９
分
）

※
2  

12
分
 

18
分
 

（
21

分
）

※
2  

21
時
間
 

事
象
発
生

20
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
２
時
間

20
分
後
の
別

作
業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕

時
間
が
あ
る
。
 

－
 

屋
外
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

準
備
操
作
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

20
分
 
事
象
発
生

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
３

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

運 転 中 の 原 子 炉 に お け る 重 大 事 故 に 至 る お そ れ が あ る 事 故  

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪
失
（
取
水
機

能
が

喪
失

し
た

場
合
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
３
時
間
５
分
 
事
象
発
生
１
時
間
５
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て
行

う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作
 

(系
統
構
成
(現

場
))
 

１
時
間

40
分
 

33
分
 

（
50

分
）※

2  
34

分
 

１
時
間
７
分
 

（
１
時
間

24
分
）※

2  
４
時
間

55
分
 
事
象
発
生
３
時
間

15
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
準
備
操
作
 

(系
統
構
成
(現

場
))
 

30
分
 

８
分
 

（
12

分
）※

2  
４
分
 

12
分
 

（
16

分
）※

2  
24

時
間
 

事
象
発
生

23
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
４
時
間

55
分
後
の
別

作
業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕

時
間
が
あ
る
。
 

－
 

屋
内
 

屋
外
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(電
源
ケ
ー
ブ
ル
接
続
) 

１
時
間

40
分
 

26
分
 

45
分
 

１
時
間

11
分
 

３
時
間
５
分
 
事
象
発
生
１
時
間

25
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(資
機
材
配
置
及
び
ホ
ー
ス
敷
設
, 

系
統
水
張
り
) 

７
時
間

20
分
 

32
分
 

５
時
間
９
分
 

５
時
間

41
分
 

７
時
間

40
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

，
 

移
動

式
代

替
熱

交
換

設
備

 

屋
外
 
燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪
失
（
残
留
熱

除
去

系
が

喪
失

し
た
場
合
）
 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備
操
作
 

40
分
 

26
分
 

５
分
 

31
分
 

14
時
間

50
分
 
事
象
発
生

14
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

原
子

炉
停

止
機

能
喪
失
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

時
注

水
機
能
喪
失
 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備
操
作
 

40
分
 

26
分
 

５
分
 

31
分
 

15
時
間

50
分
 
事
象
発
生

15
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス
（
イ
ン
タ
ー

フ
ェ

イ
ス

シ
ス

テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
 

屋
内
 

残
留
熱
除
去
系
か
ら
の
漏
え
い
停
止
 

準
備
操
作
 

30
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
１
分
 

６
分
 

（
９
分
）※

2  
１
時
間

30
分
 
事
象
発
生
１
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

残
留
熱
除
去
系
か
ら
の
漏
え
い
停
止

操
作
（
現
場
操
作
）
 

１
時
間

30
分
 

13
分
 

（
20

分
）※

2  
41

分
 

54
分
 

（
１
時
間
１
分
）※

2  
10

時
間
 

事
象
発
生
８
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間

30
分
後
の
別
作

業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

 

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。
 

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
４

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

重 大 事 故

雰
囲
気
圧
力
・
温

度
に

よ
る

静
的

負
荷
（
格
納
容
器

過
圧

・
過

温
破

損
）（

残
留
熱
代

替
除

去
系

を
使

用
す
る
場
合
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
換
気
系
系
統
構
成
 

40
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
14

分
 

19
分
 

（
22

分
）※

2  
１
時
間

40
分
 
事
象
発
生
１
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
30

分
後
の
別
作
業
終
了
後
か
ら

作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
待
避
室
系
統
構
成
 

30
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
６
分
 

10
分
 

（
12

分
）※

2  
２
時
間

10
分
 
事
象
発
生
１
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

注
水
弁
電
源
切
替
操
作
 

20
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
３
分
 

８
分
 

（
11

分
）※

2  
30

分
 

事
象
発
生

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作
 

(系
統
構
成
(現

場
))
 

１
時
間

40
分
 

33
分
 

（
50

分
）※

2  
34

分
 

１
時
間
７
分
 

（
１
時
間

24
分
）※

2  
６
時
間
 

事
象
発
生
４
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

屋
内
 

屋
外
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作
 

(電
源
ケ
ー
ブ
ル
接
続
) 

１
時
間

40
分
 

26
分
 

45
分
 

１
時
間

11
分
 

４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作
 

(資
機
材
配
置
及
び
ホ
ー
ス
敷
設
，
 

系
統
水
張
り
) 

７
時
間

20
分
 

32
分
 

５
時
間
９
分
 

５
時
間

41
分
 

９
時
間

50
分
 
事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

，
 

移
動

式
代

替
熱

交
換

設
備

 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
準
備
 

２
時
間
 

32
分
 

１
時
間

10
分
 

１
時
間

42
分
 

12
時
間
 

事
象
発
生

10
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
９
時
間

50
分
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
 

雰
囲
気
圧
力
・
温

度
に

よ
る

静
的

負
荷
（
格
納
容
器

過
圧

・
過

温
破

損
）（

残
留
熱
代

替
除

去
系

を
使

用
し
な
い
場
合
）
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
換
気
系
系
統
構
成
 

40
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
14

分
 

19
分
 

（
22

分
）※

2  
１
時
間

40
分
 
事
象
発
生
１
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
30

分
後
の
別
作
業
終
了
後
か
ら

作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
待
避
室
系
統
構
成
 

30
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
６
分
 

10
分
 

（
12

分
）※

2  
２
時
間

10
分
 
事
象
発
生
１
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

注
水
弁
電
源
切
替
操
作
 

20
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
３
分
 

８
分
 

（
11

分
）※

2  
30

分
 

事
象
発
生

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備
操
作
 

40
分
 

26
分
 

５
分
 

31
分
 

27
時
間

40
分
 
事
象
発
生

27
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て

も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
５

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

重 大 事 故  

高
圧

溶
融

物
放

出
／

格
納

容
器

雰
囲

気
直

接
加

熱
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
１
時
間
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
換
気
系
系
統
構
成
 

40
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
14

分
 

19
分
 

（
22

分
）※

2  
２
時
間
 

事
象
発
生
１
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

中
央
制
御
室
待
避
室
系
統
構
成
 

30
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
６
分
 

10
分
 

（
12

分
）※

2  
２
時
間

30
分
 
事
象
発
生
２
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て
行
う
こ

と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(系
統
構
成
(現

場
))
 

１
時
間

40
分
 

33
分
 

（
50

分
）※

2  
34

分
 

１
時
間
７
分
 

（
１
時
間

24
分
）※

2  
６
時
間
 

事
象
発
生
４
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

屋
内
 

屋
外
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(電
源
ケ
ー
ブ
ル
接
続
) 

１
時
間

40
分
 

26
分
 

45
分
 

１
時
間

11
分
 

４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(資
機
材
配
置
及
び
ホ
ー
ス
敷
設
，
 

系
統
水
張
り
) 

７
時
間

20
分
 

32
分
 

５
時
間
９
分
 

５
時
間

41
分
 

９
時
間

50
分
 
事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

，
 

移
動

式
代

替
熱

交
換

設
備

 

屋
外
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬

型
）
準
備
操
作
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
準
備
 

２
時
間
 

32
分
 

１
時
間

10
分
 

１
時
間

42
分
 

12
時
間
 

事
象
発
生

10
時
間
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
９
時
間

50
分
後
の
別
作
業
終

了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が

あ
る
。
 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

の
溶

融
燃

料
－

冷
却

材
相

互
作
用
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

水
素
燃
焼
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン

ク
リ

ー
ト

相
互

作
用
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

 

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。
 

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
６

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

燃 料 プ ー ル に お け る 重 大 事 故

に 至 る お そ れ が あ る 事 故

想
定
事
故
１
 

屋
内
 

屋
外
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス

プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル

注
水
 

２
時
間

50
分
 

28
分
 

１
時
間

57
分
 

２
時
間

25
分
 

３
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

屋
外
 
燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

想
定
事
故
２
 

屋
外
 

屋
内
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス

プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル

注
水
 

２
時
間

50
分
 

28
分
 

１
時
間

57
分
 

２
時
間

25
分
 

３
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

屋
外
 
燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。

1.0.2-168

69



第
5－

3
表
 

重
要
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
ご

と
の

現
場
作
業

(
７

／
７

)
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

作
業

場
所
 

作
業
内
容
 

有
効
性
評
価
上
 

の
作
業
時
間

※
1  

移
動
時
間
 

①
※
2  

作
業
時
間
 

②
 

作
業
合
計
時
間
 

①
＋
②
 

有
効
性
評
価
 

想
定
時
間

※
3  

有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
す
る
成
立
性
 

保
管
場
所
か
ら
作
業
現
場
に

運
搬
す
る
可
搬
型
設
備
 

運 転 停 止 中 の 原 子 炉 に お け る 重 大 事 故 に 至 る お そ れ が あ る 事 故  

停
止

中
の

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪

失
 

屋
内
 
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
 

モ
ー
ド
）
系
統
構
成
（
現
場
）
 

20
分
 

６
分
 

（
９
分
）※

2  
１
分
 

７
分
 

（
10

分
）※

2  
２
時
間

30
分
 
事
象
発
生
２
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
そ
れ
以
前
の
作
業
は
な

い
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

全
交

流
動

力
電

源
喪
失
 

屋
内
 

Ｄ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
35

分
 

操
作
：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）※

2  
16

分
 

25
分
 

（
30

分
）※

2  
１
時
間

10
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

Ｃ
系
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
操
作
 

準
備
：
25

分
 

操
作
：
５
分
 

１
分
 

（
２
分
）※

2  
14

分
 

15
分
 

（
16

分
）※

2  
４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
１
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

注
水
弁
電
源
切
替
操
作
 

20
分
 

５
分
 

（
８
分
）※

2  
３
分
 

８
分
 

（
11

分
）※

2  
２
時
間
 

事
象
発
生
１
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(系
統
構
成
(現

場
))
 

２
時
間

10
分
 

41
分
 

（
１
時
間
２
分
)※

2  
38

分
 

１
時
間

19
分
 

（
１
時
間

40
分
）※

2  
６
時
間
 

事
象
発
生
４
時
間

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

－
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
 

モ
ー
ド
）
系
統
構
成
（
現
場
）
 

20
分
 

６
分
 

（
９
分
）※

2  
１
分
 

７
分
 

（
10

分
）※

2  
９
時
間

55
分
 
事
象
発
生
９
時
間

35
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
６
時
間

25
分
後
の
別
作

業
終
了
後
か
ら
作
業
着
手
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時

間
が
あ
る
。
 

－
 

屋
内
 

屋
外
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(電
源
ケ
ー
ブ
ル
接
続
) 

１
時
間

40
分
 

26
分
 

45
分
 

１
時
間

11
分
 

４
時
間

20
分
 
事
象
発
生
２
時
間

40
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
準
備
操
作

(資
機
材
配
置
及
び
ホ
ー
ス
敷
設
，
 

系
統
水
張
り
) 

７
時
間

20
分
 

32
分
 

５
時
間
９
分
 

５
時
間

41
分
 

９
時
間

50
分
 
事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
前
作
業
か
ら
継
続
し
て

行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
有
効
性
評
価
想
定
時
間
に
対
し
十
分
な
余
裕
時
間
が
あ
る
。
 

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

，
 

移
動

式
代

替
熱

交
換

設
備

 

屋
外
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
 

２
時
間

10
分
 

28
分
 

１
時
間

13
分
 

１
時
間

41
分
 

２
時
間

30
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

大
量

送
水

車
 

燃
料
補
給
準
備
 

２
時
間

30
分
 

28
分
 

１
時
間

44
分
 

２
時
間

12
分
 

２
時
間

50
分
 
事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

 

原
子

炉
冷

却
材

の
流
出
 

 
屋
内
 

残
留
熱
除
去
系
(低

圧
注
水
モ
ー
ド
) 

(停
止
側
)系

統
構
成
(現

場
) 

20
分
 

６
分
 

（
９
分
）※

2  
１
分
 

７
分
 

（
10

分
）※

2  
40

分
 

事
象
発
生

20
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含
め
て
も

有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

原
子
炉
水
位
低
下
調
査
 

／
隔
離
準
備
操
作
 

50
分
 

４
分
 

（
６
分
）※

2  
２
分
 

６
分
 

（
８
分
）※

2  
２
時
間
 

事
象
発
生
１
時
間

10
分
後
か
ら
の
作
業
を
想
定
し
て
い
る
が
，
移
動
時
間
に
余
裕
を
含

め
て
も
有
効
性
評
価
想
定
時
間
内
に
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

－
 

反
応

度
の

誤
投

入
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

※
１
：
有

効
性
評

価
で
，

当
該

作
業

に
要

す
る

と
想

定
し

て
い

る
時

間
。

 

※
２
：
屋

内
作
業

の
移
動

時
間

に
つ

い
て

，
通

常
の

移
動

時
間

か
ら

1.
5
倍

し
た
時
間

を
括
弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。
 

※
３
：
有

効
性
評

価
で
，

事
象

発
生

を
起

点
と

し
，

当
該

作
業

が
完

了
す

る
と

想
定
し

て
い
る
時
間

。
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第
5－

4
表
 

屋
内
作

業
の
成
立

性
評
価

結
果

(１
／

２
)
 

作
業
内
容

有
効

性
評
価

上
 

の
作

業
時
間

※
1  

移
動

時
間

※
2  

①
 

作
業
時
間
 

②
 

評
価
結
果
 

①
＋
②

低
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

50
分

 
８
分
 

（
12

分
）
 

18
分
 

26
分

 

（
30

分
）
 

格
納

容
器
代

替
ス
プ

レ
イ
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

40
分

 
６
分
 

（
９
分

）
 

12
分
 

18
分

 

（
21

分
）
 

Ｄ
系

非
常
用

高
圧
母

線
受
電
操
作
 

準
備

：
35

分
 

操
作

：
５
分
 

９
分
 

（
14

分
）
 

16
分
 

25
分

 

（
30

分
）
 

Ｃ
系

非
常
用

高
圧
母

線
受
電
操
作
 

準
備

：
25

分
 

操
作

：
５
分
 

１
分
 

（
２

分
）
 

14
分
 

15
分

 

（
16

分
）
 

中
央

制
御
室

換
気
系

系
統
構
成
 

40
分

 
５

分
 

（
８

分
）
 

14
分
 

19
分

 

（
22

分
）
 

中
央

制
御
室

待
避
室

系
統
構
成
 

30
分

 
４

分
 

（
６

分
）
 

６
分
 

10
分

 

（
12

分
）
 

電
源

切
替
操

作
（
注

水
弁
電
源
切
替
操
作
）
 

20
分

 
５

分
 

（
８

分
）
 

３
分
 

８
分
 

（
11

分
）
 

電
源

切
替
操

作
（
監

視
計
器
用
電
源
切
替
操
作
）
 

10
分

 
２

分
 

（
３

分
）
 

３
分
 

５
分
 

（
６
分
）
 

電
源

切
替
操

作
（
逃

が
し
安
全
弁
用
電
源
切
替
操
作
）
 

10
分

 
２

分
 

（
３

分
）
 

２
分
 

４
分
 

（
５
分
）
 

所
内

用
蓄
電

池
切
替

操
作
（
負
荷
切
り
離
し
／
所
内
用
蓄
電
池
切
替

操
作
）
 

30
分

 
４

分
 

（
６

分
）
 

21
分
 

25
分

 

（
27

分
）
 

原
子

炉
補
機

代
替
冷

却
系
準
備
操
作

(系
統
構
成

(現
場

))
 

１
時

間
40

分
 

33
分
 

（
50

分
）
 

34
分
 

１
時
間

７
分
 

（
１
時
間

24
分
）
 

原
子

炉
補
機

代
替
冷

却
系
準
備
操
作

(系
統
構
成

(現
場

))
 

（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
停
止
時
））

 
２

時
間

10
分
 

41
分
 

（
１

時
間
２
分

）
 

38
分
 

１
時
間

19
分
 

（
１
時
間

40
分
）
 

燃
料

プ
ー
ル

冷
却
系

準
備
操
作

(系
統
構
成

(現
場

))
 

30
分

 
８
分
 

（
12

分
）
 

４
分
 

12
分

 

（
16

分
）
 

※
１

：
有
効

性
評
価

で
，
当
該
作
業
に
要
す
る
時
間
と
し
て
想
定
し

て
い
る

時
間

。

※
２

：
屋
内

作
業
の

移
動
時
間
に
つ
い
て
，
通
常
の
移
動
時
間
か
ら

1.
5 
倍

し
た

時
間

を
括

弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。
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第
5－

4
表
 

屋
内
作

業
の
成
立

性
評
価

結
果

（
２

／
２

）
 

作
業
内
容

有
効

性
評
価

上
 

の
作

業
時
間

※
1  

移
動

時
間

※
2  

①
 

作
業
時
間
 

②
 

評
価
結
果
 

①
＋
②

残
留

熱
除
去

系
（
低

圧
注
水
モ
ー
ド
）
か
ら
残
留
熱
除
去
系
 

（
原

子
炉
停

止
時
冷

却
モ
ー
ド
）
へ
の
切
替
 

20
分

 
４

分
 

（
６

分
）
 

１
分
 

５
分
 

（
７

分
）
 

残
留

熱
除
去

系
（
原

子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
系
統
構
成
（
現
場

）
 

20
分

 
６
分
 

（
９
分

）
 

１
分
 

７
分
 

（
10

分
）
 

残
留

熱
除
去

系
(低

圧
注
水
モ
ー
ド

)(
停
止
側

)系
統
構
成

(現
場

) 
20

分
 

６
分
 

（
９
分

）
 

１
分
 

７
分
 

（
10

分
）
 

残
留

熱
除
去

系
か
ら

の
漏
え
い
停
止
操
作
（
現
場
操
作
）
 

１
時

間
30

分
 

13
分
 

（
20

分
）
 

41
分
 

54
分

 

（
１
時
間
１
分
）
 

残
留

熱
除
去

系
か
ら

の
漏
え
い
停
止
準
備
操
作
 

30
分

 
５

分
 

（
８

分
）
 

１
分
 

６
分
 

（
９
分
）
 

原
子

炉
水
位

低
下
調

査
／
隔
離
準
備
操
作

 
50

分
 

４
分
 

（
６

分
）
 

２
分
 

６
分
 

（
８
分
）
 

※
１

：
有
効

性
評
価

で
，
当
該
作
業
に
要
す
る
時
間
と
し
て
想
定
し

て
い
る

時
間

。

※
２

：
屋
内

作
業
の

移
動
時
間
に
つ
い
て
，
通
常
の
移
動
時
間
か
ら

1.
5 
倍

し
た

時
間

を
括

弧
内
に

記
載
し

て
い
る

。

※
３

：
屋
内

作
業
の

移
動
時
間
及
び
作
業
時
間
の
み
記
載
。
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別紙（13） 

屋内のアクセスルートの設定について 

アクセスルートは，重大事故等時において必要となる現場活動場所まで外部事

象を想定しても移動が可能であり，また，移動時間を考慮しても要求される時間

までに必要な措置を完了させることが重要である。外部事象のうち一番厳しい事

象は地震であり，地震起因による火災，溢水，全交流動力電源の喪失を考慮して

もアクセス性に与える影響がないことを確認し設定する。 

1. 屋内のアクセスルート設定における考慮事項

屋内での各階層におけるアクセスルートを選定する場合，地震随伴火災のおそ

れがある油内包機器又は水素内包機器※１，地震随伴内部溢水※２を考慮しても移

動可能なアクセスルートをあらかじめ設定する。 

以下に屋内のアクセスルートの選定の考え方を示す。 

・火災発生時にアクセス性が阻害された場合は，迂回路を使用する。

・原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物及び制御室建物の各階層を移動

するルートは，地震，火災等の被害により，アクセス性が阻害された場合は，

影響の小さいルートを使用し操作場所までアクセスする。

・地震随伴内部溢水については，アクセスルートの溢水水位を評価した上で影

響を受ける可能性がある場合は，必要な措置を講じる。

※１：火災源となる機器については，別紙(17)「屋内のアクセスルートにお

ける地震随伴火災の影響評価」参照 

※２：内部溢水については，別紙(18)「屋内のアクセスルートにおける地震

随伴内部溢水の影響評価」参照 

2. アクセスルートの成立性

技術的能力 1.1～1.19 で整備した重大事故等時において期待する手順につい

て，外部事象による影響を考慮しても屋内に設定したアクセスルートを通行でき

ることを確認した。その結果を第 1表「技術的能力における対応手順と操作・作

業場所一覧」に整理する。 

また，移動経路については，本別紙第 1図「島根原子力発電所２号炉重大事故

等時 屋内のアクセスルート」に示す。また，第 1図に記した「①～⑪」は，本

別紙第 1表「技術的能力における対応手順と操作・作業場所一覧」のアクセスル

ートに記載のある数字と関連づけがなされている。 

なお，第 2表に，第 1 図中の操作対象箇所における操作対象機器，操作項目等

を示す。 

3. 屋外のアクセスルートとの関係

重大事故等時は屋内での活動はもとより，可搬型重大事故等対処設備の屋外で
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の設置作業との連携が重要である。そこで，重大事故等対処設備を使用する場合

には，緊急時対策要員（現場要員）の滞在場所から現場に向かう。 

  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(１／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.1 緊急停止失

敗時に発電

用原子炉を

未臨界にす

るための手

順等 

代替制御棒挿入機能による 

制御棒緊急挿入 
○ 

原子炉再循環ポンプ停止による 

原子炉出力抑制 
○ 

自動減圧系の起動阻止スイッチによる 

原子炉出力急上昇防止 
○ 

ほう酸水注入 ○ 

1.2 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ高圧

時に発電用

原子炉を冷

却するため

の手順等

原子炉隔離時冷却系による 

発電用原子炉の冷却 
○ 

高圧炉心スプレイ系による 

発電用原子炉の冷却 
○ 

高圧原子炉代替注水系の中央制御室 

からの操作による発電用原子炉の冷却 
○ 

高圧原子炉代替注水系の現場操作 

による発電用原子炉の冷却 

原子炉圧力容器の水位，圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

高圧原子炉代替注水ポンプ現場起動 

【中央制御室→(④階段B②)→[②-1]→ 

(②階段B①)→[①-2]→[①-1]→(①階段B④) 

→[④-3]】 

原子炉隔離時冷却系の現場操作 

による発電用原子炉の冷却 

原子炉圧力容器の水位，圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

原子炉隔離時冷却ポンプ現場起動 

【中央制御室→(④階段B①)→[①-2]→ 

(①階段B④)→[④-3]】 

高圧原子炉代替注水系 

（中央制御室起動時）の監視計器 
○ 

ほう酸水注入系による進展抑制 

（ほう酸水注入） 
○ 

1.3 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリを減

圧するため

の手順等

減圧の自動化 

手動操作による減圧（逃がし安全弁） ○ 

可搬型直流電源設備による 

逃がし安全弁機能回復 
○ 

原子炉圧力容器の圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

主蒸気逃がし安全弁電源切替 

【中央制御室→[④-10]】 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 

（補助盤室）による 

逃がし安全弁機能回復 

○ 

原子炉圧力容器の圧力を確認 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の接続 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F④)→[④-10]】 

逃がし安全弁窒素ガス供給系による 

窒素ガス確保 
○ 

逃がし安全弁用駆動源確保 

A系ボンベを切替える場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-6]】 

B系ボンベを切替える場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→(⑦階段H⑤)→ 

[⑤-1]】 

逃がし安全弁の背圧対策 ○ 

窒素ガス供給圧力調整による背圧対策 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-5]→(⑤階段F④)→ 

(④階段E⑤)→[⑤-2]】 

発電用原子炉の減圧 ○ 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(２／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.3 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリを減

圧するため

の手順等

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離 ○ 

Ａ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5A)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑥)→[⑥-1]→ 

(⑥階段F④)→(④階段E⑤)→(⑤梯子A④)→ 

[④-5]】 

Ｂ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5B)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

Ｃ－ＲＨＲ注水弁(MV222-5C)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

ＬＰＣＳ注水弁(MV223-2)の場合 

【中央制御室→(④階段F⑥)→[⑥-1]→ 

(⑥階段F④)→[④-8]】 

原子炉建物原子炉棟の圧力上昇抑制 

及び環境改善 

1.4 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ低圧

時に発電用

原子炉を冷

却するため

の手順等

低圧原子炉代替注水系（常設） 

による発電用原子炉の冷却 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 

低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

による発電用原子炉の冷却 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

全交流電源が喪失で低圧原子炉代替注水系（Ａ） 

注入配管使用の場合 

【中央制御室→[④-5]→[④-7]】 

全交流電源が喪失で低圧原子炉代替注水系（Ｂ） 

注入配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

による発電用原子炉の冷却 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-16]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→ 

(①階段L④)→[④-21]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

常設代替交流電源設備による 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

の復旧 

○ 

常設代替交流電源設備による 

低圧炉心スプレイ系の復旧 
○ 

常設代替交流電源設備による 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モード）の復旧 

○ 

Ａ－ＲＨＲの場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-21]】 

Ｂ－ＲＨＲの場合 

【中央制御室→(④階段F②)→[②-4]】 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

による発電用原子炉の冷却 
○ 

低圧炉心スプレイ系による 

発電用原子炉の冷却 
○ 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モード） 

による発電用原子炉からの除熱 

○ 

Ａ－ＲＨＲの場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-21]】 

Ｂ－ＲＨＲの場合 

【中央制御室→(④階段F②)→[②-4]】 

1.5 最終ヒート

シンクへ熱

を輸送する

ための手順

等

原子炉補機冷却系による除熱 

（原子炉補機海水系を含む。） 
○ 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 
○ 

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した

場合） 

○ 【屋外A→[④-24]】 
緊急時対策所→第４保管エ

リア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(３／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.5 最終ヒート

シンクへ熱

を輸送する

ための手順

等 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

 

○ 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ウェットウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→ 

(⑦階段H⑤)→(⑤階段D④)→[④-2]→ 

(④階段D⑤)→(⑤階段E④)→中央制御室】 

ドライウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→ 

(⑦階段H⑤)→[⑤-17]→(⑤階段E④)→ 

中央制御室】 

 

原子炉補機代替冷却系による除熱 ○ 

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 

補機冷却水系Ａ系使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→ 

[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]→(⑥階段F⑤)→[⑤-21]→ 

(⑤階段F②)→(②階段G①)→[①-3]→ 

(①階段G②)→[②-2]→(②階段L⑤)→[⑤-3]→ 

(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→ 

[⑤-19]】 

【屋外A→[④-9]→[④-1]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]】 

補機冷却水系Ｂ系使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→ 

[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→ 

(②階段G①)→[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→ 

(②階段L⑤)→[⑤-4]→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-20]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F②)→(②階段G④)→[④-6]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

原子炉補機代替冷却系による除熱 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

【中央制御室→(④階段E⑤)→(⑤階段C⑦)→ 

[⑦-5]】 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]→(⑥階段F⑤)→[⑤-21]→ 

(⑤階段F②)→(②階段G①)→[①-3]→ 

(①階段G②)→[②-2]→(②階段L⑤)→[⑤-3]→ 

(⑤階段H⑦)→(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→ 

[⑤-19]】 

【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→[④-22]→ 

[④-9]→[④-1]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

1.6 原子炉格納

容器内の冷

却等のため

の手順等 

格納容器代替スプレイ系（常設） 

による原子炉格納容器内へのスプレイ 

 

○ 

 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 

 

 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(４／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.6 原子炉格納

容器内の冷

却等のため

の手順等 

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による原子炉格納容器内への 

スプレイ（淡水／海水） 

○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 

全交流電源が喪失でＡ－格納容器代替スプレイ系

スプレイ配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-14]】 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

全交流電源が喪失でＢ－格納容器代替スプレイ系

スプレイ配管使用の場合 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-15]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による原子炉格納容器内への 

スプレイ（淡水／海水） 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

【中央制御室→(④階段E⑤)→[⑤-15]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→ 

(①階段L④)→[④-21]】 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

常設代替交流電源設備による 

残留熱除去系（サプレッション・ 

プール水冷却モード）の復旧 

○   

残留熱除去系（サプレッション・ 

プール水冷却モード）による 

サプレッション・プール水の除熱 

○   

1.7 原子炉格納

容器の過圧

破損を防止

するための

手順等 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

 

格納容器フィルタベント停止後 

の窒素ガスパージ 
○  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した

場合） 

○ 【屋外A→[④-24]】 
緊急時対策所→第４保管エ

リア 

格納容器フィルタベント停止後の 

窒素ガスパージ 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

○ 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ウェットウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→ 

(⑦階段H⑤)→(⑤階段D④)→[④-2]→ 

(④階段D⑤)→(⑤階段E④)→中央制御室】 

ドライウェルベントの場合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-2]→ 

(⑦階段H⑤)→[⑤-17]→(⑤階段E④)→ 

中央制御室】 

 

不活性ガス（窒素ガス）による 

系統内の置換 
○  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(５／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.7 原子炉格納

容器の過圧

破損を防止

するための

手順等 

残留熱代替除去系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

補機冷却水確保 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→ 

(②階段G①)→[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→ 

(②階段L⑤)→[⑤-4]→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-20]】 

原子炉建物西側接続口を使用する場合 

【屋外A→[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]→ 

(⑤階段D④)→[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]】 

原子炉建物南側接続口を使用する場合 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F②)→(②階段G④)→[④-6]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

残留熱代替除去系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]→(⑤階段F②)→[②-4]→ 

(②階段G①)→[①-4]→(①階段G②)→[②-3]→ 

(②階段L⑤)→[⑤-23]→[⑤-4]→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-20]】 

【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→[④-22]→ 

[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]→(⑤階段D④)→ 

[④-4]→(④階段D⑤)→[⑤-3]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

1.8 原子炉格納

容器下部の

溶融炉心を

冷却するた

めの手順等 

ペデスタル代替注水系（常設） 

による原子炉格納容器下部への注水 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

ペデスタル代替注水系（可搬型） 

による原子炉格納容器下部への注水 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による原子炉格納容器下部への注水 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

ペデスタル代替注水系（可搬型） 

による原子炉格納容器下部への注水 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-4]】 

【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→ 

(①階段L④)→[④-23]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

低圧原子炉代替注水系（常設） 

による原子炉圧力容器への注水 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]】 

低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

による原子炉圧力容器への注水 
○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

による原子炉圧力容器への注水 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 
【屋外E→(④階段S②)→(②階段Q①)→ 

(①階段L④)→[④-21]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器 

へのほう酸水注入 
○ 

1.9 水素爆発に

よる原子炉

格納容器の

破損を防止

するための

手順等 

原子炉格納容器内不活性化による 

原子炉格納容器水素爆発防止 
○ 

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。 
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(６／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.9 水素爆発に

よる原子炉

格納容器の

破損を防止

するための

手順等 

原子炉格納容器内不活性化による 

原子炉格納容器水素爆発防止 

（原子炉建物付属棟西側扉を使用した

場合） 

○ 【屋外A→[④-24]】 
緊急時対策所→第４保管エ

リア 

原子炉格納容器内不活性化による 

原子炉格納容器水素爆発防止 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 
【屋外F→(②階段R①)→(①階段D④)→ 

[④-24]】 

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

格納容器フィルタベント系による 

原子炉格納容器内の 

水素ガス及び酸素ガスの排出 

○ 

非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場

合 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

 

可搬式窒素供給装置による格納容器 

フィルタベント系の不活性化 
○ 

 緊急時対策所→第４保管エ

リア 

水素濃度及び酸素濃度の監視 ○   

1.10 水素爆発に

よる原子炉

建屋等の損

傷を防止す

るための手

順等 

静的触媒式水素処理装置による 

水素濃度抑制 
 

  

原子炉建物内の水素濃度監視 ○ 

  

1.11 使用済燃料

貯蔵槽の冷

却等のため

の手順等 

燃料プールスプレイ系（常設スプレイ

ヘッダ）による燃料プールへの注水 
○ 

 緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレ

イノズル）による燃料プールへの注水 
○ 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）に

よる燃料プール注水系統構成 

原子炉棟南側扉からの接続の場合 

【屋外C→[④-14]→(④階段C⑤)→(⑤階段B⑧)→

[⑧-1]】 

原子炉棟西側扉からの接続の場合 

【屋外B→[④-14]→(④階段A⑧)→[⑧-2]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

燃料プールスプレイ系（常設スプレイ

ヘッダ）による燃料プールへのスプレ

イ 

○ 

 
緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレ

イノズル）による燃料プールへのスプ

レイ 

○ 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）に

よる燃料プールスプレイ系統構成 

原子炉棟南側扉からの接続の場合 

【屋外C→[④-14]→(④階段C⑤)→(⑤階段B⑧)→

[⑧-1]】 

原子炉棟西側扉からの接続の場合 

【屋外B→[④-14]→(④階段A⑧)→[⑧-2]】 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

燃料プールの状態監視    

燃料プール監視カメラ用冷却設備起動 ○ 
燃料プール監視カメラ用冷却設備起動 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-1]】 
 

燃料プール冷却系復旧による 

燃料プール除熱 
○   

1.12 発電所外へ

の放射性物

質の拡散を

抑制するた

めの手順等 

大型送水ポンプ車及び放水砲による 

大気への放射性物質の拡散抑制 
  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

放射性物質吸着材による海洋への 

放射性物質の拡散抑制 
  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

シルトフェンスによる海洋への 

放射性物質の拡散抑制 
  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

大型送水ポンプ車及び放水砲による 

航空機燃料火災への泡消火 
  

緊急時対策所→第４保管エ

リア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(７／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.13 重大事故等

の収束に必

要となる水

の供給手順

等 

輪谷貯水槽（西１）及び 

輪谷貯水槽（西２）を水源とした 

大量送水車による送水 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

海を水源とした大量送水車及び 

大型送水ポンプ車又は 

大量送水車（２台）による送水 

緊急時対策所→第１保管エ

リア，第２保管エリア，第３

保管エリア又は第４保管エ

リア 

輪谷貯水槽（西１）及び 

輪谷貯水槽（西２）を水源とした 

大量送水車による 

低圧原子炉代替注水槽への補給 

緊急時対策所→第２保管エ

リア又は第３保管エリア 

海を水源とした大量送水車及び 

大型送水ポンプ車又は 

大量送水車（２台）による 

低圧原子炉代替注水槽への補給 

緊急時対策所→第１保管エ

リア，第２保管エリア，第３

保管エリア又は第４保管エ

リア 

大型送水ポンプ車又は大量送水車によ

る輪谷貯水槽（西１）又は 

輪谷貯水槽（西２）への海水補給 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

原子炉隔離時冷却系及び 

高圧炉心スプレイ系の 

水源切替え 

○ 

低圧原子炉代替注水槽へ補給 

する水源の切替え 

輪谷貯水槽（西１）及び 

輪谷貯水槽（西２）へ補給 

する水源の切替え 

輪谷貯水槽（西１）及び 

輪谷貯水槽（西２）から海への 

切替え 

外部水源から内部水源への 

切替え（外部水源（低圧原子炉

代替注水槽）から内部水源 

（サプレッション・チェンバ

への切替え））

○ 

1.14 電源の確保

に関する手

順等 
常設代替交流電源設備による給電 

（M/C C系及びD系受電） 
○ 

常設代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→

[⑤-8]→[⑤-7]】 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物西側）に接続し， 

M/C C 系又はM/C D系を受電する場合)  

○ 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(８／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.14 電源の確保

に関する手

順等 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物南側）に接続し， 

M/C C 系又はM/C D系を受電する場合) 

 

○ 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

可搬型代替交流電源設備による給電 

(緊急用メタクラ接続プラグ盤（ガスタ

ービン建物）に接続し，M/C C 系又は

M/C D系を受電する場合)  

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

可搬型代替交流電源設備による 

M/C C系及びM/C D系受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段F⑤)→[⑤-8]→ 

[⑤-7]→[⑤-21]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→[④-12]→(④階段J③)→[③-2]→ 

(③階段J④)→(④階段F⑤)→[⑤-11]→[⑤-10]→ 

(⑤階段F②)→[②-4]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

所内常設蓄電式直流電源設備及び常設

代替直流電源設備による給電 

(直流蓄電池からの給電) 

○ 

B-115V系蓄電池による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-2]】 

B1-115V系蓄電池(SA) による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-1]】 

SA用115V系蓄電池による給電の確認 

【中央制御室→(④階段J③)→[③-1]】 

 

所内常設蓄電式直流電源設備による 

給電 

(B-115V系蓄電池 からB1-115V系蓄電

池(SA)への受電切替え) 

○ 

B-115V系蓄電池 からB1-115V系蓄電池(SA) 

への受電切替え 

【中央制御室→[④-10]→(④階段J③)→[③-3]→ 

 [③-2]→[③-1]】 

 

常設直流電源喪失時の 

遮断器用制御電源確保  

（SA用115V系蓄電池による 

B-115V系直流盤受電） 

○ 

SA用115V系蓄電池によるB-115V系直流盤受電 

【中央制御室→[④-10]→(④階段J③)→[③-2]→ 

[③-1]】 

 

常設直流電源喪失時の 

遮断器用制御電源確保 

（非常用直流電源喪失時の 

A-115V系直流盤受電） 

○ 
非常用直流電源喪失時のA-115V系直流盤受電 

【中央制御室→[④-12]】 
 

代替交流電源設備による 

所内蓄電式直流電源設備への給電 

(A-115V系充電器盤の受電) 

○ 

A-115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→[④-12]】 

 

代替交流電源設備による 

所内蓄電式直流電源設備への給電 

(B-115V系充電器盤の受電) 

○ 

B-115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]】 

 

代替交流電源設備による 

所内蓄電式直流電源設備への給電 

(B1-115V系充電器盤(SA)の受電) 

○ 

B1-115V系充電器盤(SA)受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]】 

 

代替交流電源設備による 

所内蓄電式直流電源設備への給電 

(SA用115V系充電器盤の受電) 

○ 

SA用115V系充電器盤受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]】 

 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。 
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(９／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.14 電源の確保

に関する手

順等 

代替交流電源設備による 

所内蓄電式直流電源設備への給電 

(230V系充電器盤(RCIC)の受電) 

○ 

230V系充電器盤(RCIC)受電 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-3]】 

 

中央制御室監視計器C系及びD系 

の復旧 
○ 

A-計装用C/Cの受電 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-7]→ 

(⑤階段F④)→[④-12]】 

B-計装用C/Cの受電 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-10]→ 

(⑤階段F④)→(④階段J③)→[③-2]】 

 

可搬型直流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物西側）経由による 

B1-115V系充電器盤(SA),  

SA用115V系充電器盤， 

230V系充電器盤(常用)の受電) 

○ 

可搬型直流電源設備による 

B1-115V系充電器盤(SA)，SA用115V系充電器盤，

230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→ 

[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→ 

[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

可搬型直流電源設備による給電 

(高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物南側）経由による 

B1-115V系充電器盤(SA), 

SA用115V系充電器盤， 

230V系充電器盤(常用)の受電) 

○ 

可搬型直流電源設備による 

B1-115V系充電器盤(SA)，SA用115V系充電器盤，

230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-9]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→ 

[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-12]→(⑤階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。  

1.0.2-267

82



 

 

  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(１０／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.14 電源の確保

に関する手

順等 

可搬型直流電源設備による給電 

(緊急用メタクラ接続プラグ盤（ガスタ

ービン建物）経由によるB1-115V系充

電器盤(SA),SA用115V系充電器盤， 

230V系充電器盤(常用)の受電) 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

可搬型直流電源設備による 

B1-115V系充電器盤(SA)，SA用115V系充電器盤，

230V系充電器盤(常用)の受電 

M/C C系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→ 

[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑥)→[⑥-1]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

M/C D系受電の場合 

【中央制御室→(④階段F⑤)→[⑤-13]→ 

(⑤階段F④)→(④階段I⑤)→[⑤-22]→[⑤-18]→ 

(⑤階段I④)→(④階段F⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F④)→(④階段J③)→[③-2]→[③-1]→ 

[③-2]→[③-1]→[③-2]→[③-3]→[③-2]→ 

[③-3]】 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→[⑦-6]→ 

(⑦階段F⑤)→[⑤-13]】 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

常設代替交流電源設備による 

SAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

○ 

常設代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【中央制御室→(④階段F⑦)→[⑦-3]→[⑦-4]】 

 

可搬型代替交流電源設備 

（高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物西側）に接続）による 

SAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

○ 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段 F⑤)→[⑤-9]→[⑤-12]→(⑦階段 F⑤)→

[⑦-3]→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

可搬型代替交流電源設備 

（高圧発電機車接続プラグ収納箱 

（原子炉建物南側）に接続）による 

SAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

○ 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外A→(④階段D⑤)→(⑤階段H⑦)→ 

(⑦階段 F⑤)→[⑤-9]→[⑤-12]→(⑦階段 F⑤)→

[⑦-3]→[⑦-4]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

可搬型代替交流電源設備 

（緊急用メタクラ接続プラグ盤（ガス

タービン建物）に接続）による 

SAロードセンタ及び 

SAコントロールセンタへの給電 

（故意による大型航空機の衝突その他

テロリズムによる影響がある場合※２） 

○ 

可搬型代替交流電源設備によるSAロードセンタ 

及びSAコントロールセンタの受電 

【屋外D→(⑨階段P⑪)→[⑪-1]】 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

燃料補給設備による給油 

(軽油タンクからタンクローリ 

への補給) 

  
緊急時対策所→第３保管エ

リア 

燃料補給設備による給油 

(ディーゼル燃料貯蔵タンクから 

タンクローリへの補給) 

  
緊急時対策所→第３保管エ

リア 

燃料補給設備による給油 

(タンクローリによる給油対象設備 

への給油) 

  
緊急時対策所→第３保管エ

リア 

非常用交流電源設備による給電 

(設計基準拡張) 
○   

非常用直流電源設備による給電 

(設計基準拡張) 
   

非常用直流電源設備による給電 

(設計基準拡張) 

(不要な負荷の切離し操作) 

 【中央制御室→[④-12]】  

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 

※２：本手段におけるアクセスルートは故意による大型航空機の衝突その他テロリズムによる影響を考慮した場合に使用するルートとして

設定する。なお，起因事象が地震ではないことから，転倒物，地震随伴内部火災及び地震随伴内部溢水の影響はなく，アクセスに支

障はない。  
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(１１／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.15 事故時の計

装に関する

手順等 

計器の故障 

(他チャンネルによる計測， 

代替パラメータによる推定) 

○ 

計器の計測範囲を超えた場合  

(他チャンネルによる 

計測代替パラメータによる推定， 

可搬計測器による計測) 

○ 
可搬型計測器による計測 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

計測に必要な電源の喪失  

（設計基準事故対処設備と重大事故等

対処設備を兼用する計装設備への 

給電） 

○ 【中央制御室→[④-10]】 

計測に必要な電源の喪失 

（可搬型計測器による計測) 
○ 

可搬型計測器による計測 

【中央制御室→[④-11]→[④-10]】 

重大事故時のパラメータを記録する 

手順 

(安全パラメータ表示システム 

（ＳＰＤＳ）による記録) 

重大事故時のパラメータを記録する 

手順 

(可搬型計測器の記録) 

○ 

1.16 原子炉制御

室の居住性

等に関する

手順等 

中央制御室空調換気系設備の運転手順

等 

(中央制御室換気系系統隔離運転 

の実施手順) 

○ 

中央制御室空調換気系設備の運転手順

等 

(炉心損傷の判断時の中央制御室換気

系加圧運転の実施手順) 

○ 

中央制御室非常用再循環処理装置による 

加圧運転への切替え 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-18]】 

中央制御室空調換気系設備の運転手順

等(中央制御室換気系系統隔離運転停

止時の加圧運転の実施手順) 

○ 

中央制御室非常用再循環処理装置による 

加圧運転への切替え 

【中央制御室→(④階段I⑤)→[⑤-18]】 

中央制御室待避室の準備手順 

(中央制御室待避室正圧化装置（空気ボ

ンベ）による加圧準備操作) 

○ 

中央制御室待避室の準備手順 

【中央制御室→[④-16]→[④-17]→[④-20]→ 

[④-18]→[④-19]→[④-15]】 

中央制御室の照明を確保する手順 ○ 

中央制御室の酸素及び二酸化炭素の 

濃度測定と濃度管理手順 
○ 

中央制御室待避室の照明を確保する 

手順 
○ 

中央制御室待避室の酸素及び 

二酸化炭素の濃度測定と濃度管理手順 
○ 

中央制御室待避室での 

プラントパラメータ監視装置による 

プラントパラメータ等の監視手順 

○ 

その他の放射線防護措置等に関する 

手順等 
○ 

チェンジングエリアの設置及び 

運用手順 

チェンジングエリアの設置 

【第１チェックポイント→(②階段N④)→[④-13]】 

非常用ガス処理系による運転員等の 

被ばく防止手順 

（非常用ガス処理系起動手順） 

○ 

非常用ガス処理系による運転員等の 

被ばく防止手順 

（非常用ガス処理系停止手順） 

○ 

非常用ガス処理系による 

運転員等の被ばく防止手順 

（原子炉建物ブローアウトパネル部の

閉止手順） 

○ 

現場での原子炉建物燃料取替階ブローアウト 

パネル閉止装置の閉止手順  

原子炉棟西側扉を使用する場合  

【屋外B→(④階段A⑧)→[⑧-3]→[⑧-4]】  

原子炉棟南側扉を使用する場合  

【屋外C→(④階段A⑧)→[⑧-3]→[⑧-4]】  

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
操作・作業場所一覧(１２／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.17 監視測定等

に関する手

順等 

可搬式モニタリング・ポストによる 

放射線量の測定及び代替測定 

緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

放射能測定装置による空気中の 

放射性物質の濃度の代替測定 

放射能測定装置による空気中の 

放射性物質の濃度の測定 

放射能測定装置による水中の 

放射性物質の濃度の測定 

放射能測定装置による土壌中の 

放射性物質の濃度の測定 

海上モニタリング 
緊急時対策所→第１保管エ

リア又は第４保管エリア 

モニタリング・ポストの 

バックグラウンド低減対策 

可搬式モニタリング・ポストの 

バックグラウンド低減対策 

放射性物質の濃度の測定時の 

バックグラウンド低減対策 

敷地外でのモニタリングにおける 

他の機関との連携体制 

可搬式気象観測装置による 

気象観測項目の代替測定 

緊急時対策所→第１保管エ

リア 

1.18 緊急時対策

所の居住性

等に関する

手順等 

緊急時対策所立ち上げの手順 

(緊急時対策所空気浄化装置運転手順) 

緊急時対策所立ち上げの手順 

(緊急時対策所内の酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度の測定手順) 

緊急時対策所立ち上げの手順 

(緊急時対策所内を加圧するために 

必要な設備による空気供給準備手順) 

緊急時対策所立ち上げの手順 

(緊急時対策所可搬式エリア放射線 

モニタ設置手順) 

放射線防護等に関する手順等 

(緊急時対策所内を加圧するために 

必要な設備への切替手順) 

放射線防護等に関する手順等 

(緊急時対策所空気浄化装置への 

切替手順) 

必要な指示及び通信連絡に関する手順 

等 

(データ伝送設備（発電所内）による 

プラントパラメータ等の伝送状態確認

手順) 

必要な指示及び通信連絡に関する手順

等(対策の検討に必要な資料の整備) 

要員の収容に係る手順等 

(放射線管理用資機材の維持管理等) 

要員の収容に係る手順等 

(放管エリアの運用について) 

要員の収容に係る手順等 

(緊急時対策所空気浄化装置の 

待機側への切替手順) 

代替電源設備からの給電手順 

(緊急時対策所用発電機準備手順) 

緊急時対策所→第１保管エ

リア 

代替電源設備からの給電手順 

(緊急時対策所用発電機起動手順) 

緊急時対策所→第１保管エ

リア 

代替電源設備からの給電手順 

(緊急時対策所用発電機の切替手順) 

緊急時対策所→第１保管エ

リア 

代替電源設備からの給電手順 

(緊急時対策所用発電機燃料タンク 

への燃料給油手順) 

緊急時対策所→第１保管エ

リア 

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。
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  第 1 表 島根原子力発電所２号炉 技術的能力における対応手順と 
      操作・作業場所一覧(１３／１３) 

条文 対応手段 

操作・作業場所 

中央 
屋内のアクセス 

ルート 

屋外のアクセス 

ルート※１ 

1.18 

 

緊急時対策

所の居住性

等に関する

手順等 

代替電源設備からの給電手順 

(緊急時対策所用発電機の 

並列運転手順) 

  
緊急時対策所→第１保管エ

リア 

1.19 通信連絡に

関する手順

等 

発電所内の通信連絡 ○   

※１：屋外のアクセスルートは，緊急時対策所から保管場所までの移動ルートを記す。 
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第 2表 操作対象機器一覧（１／２） 
①－１ 高圧原子炉代替注水系 ①－２ 原子炉隔離時冷却系 

①－３ RCW A-DEG冷却水入口弁(V214-35A) ①－４ RCW B-DEG冷却水入口弁(V214-35B) 

②－１ HPAC注水弁(MV2B1-4) ②－２ A-RCW常用補機冷却水入口切替弁(MV214-1A) 

②－３ B-RCW常用補機冷却水入口切替弁(MV214-1B) ②－４ D1-R/B-C/C 

③－１ B1-115V系充電器盤(SA) 
B1-115V系直流盤(SA) 
SA用115V系充電器盤 

③－２ B-115V系直流盤，B-115V系充電器盤 
B-計装C/C，B-計装分電盤，B-計装用CVCF 
B1-115V系充電器盤電源切替盤 

SA用115V系充電器盤電源切替盤 
230V系充電器盤(常用)電源切替盤 
230V系直流盤(RCIC) 

③－３ 230V系充電器盤(RCIC),230V系充電器盤(常用) 
230V系直流盤(常用),B-非常用直流電灯盤 

④－１ RCW A-AHEF戻り配管止め弁(V214-53) ④－２ NGC N2トーラス出口隔離弁遠隔手動操作機構 

④－３ 蒸気外側隔離弁(MV221-21) ④－４ RCW B-AHEF西側供給配管止め弁(V214-3) 
AHEF B-西側供給配管止め弁(V2C1-5) 

④－５ A-RHR注水弁(MV222-5A) ④－６ AHEF-B戻り配管止め弁(V2C1-3B) 

④－７ FLSR注水隔離弁(MV2B2-4) ④－８ LPCS注水弁(MV223-2) 

④－９ RCW A-AHEF供給配管止め弁(V214-52) ④－１０ 主蒸気逃がし安全弁電源切替盤 
主蒸気逃がし安全弁用蓄電池(補助盤室) 

A,B-自動減圧継電器盤,重大事故変換器盤 
A,B-原子炉プロセス計測盤 
B-中央分電盤,切替スイッチ（計器給電源） 

HPCSトリップ設定器盤 
ドライウェル水位計／ペデスタル水位計継電器
盤 

④－１１ 可搬型計測器 ④－１２ A-115V系直流盤，A-115V系充電器盤 
A-計装C/C，A-計装分電盤，A-計装用CVCF 
一般計装分電盤 

④－１３ チェンジングエリア ④－１４ 可搬型スプレイノズル・ホース 

④－１５ １次減圧弁(A)入口弁（V2F7-10A） 

１次減圧弁(B)入口弁（V2F7-10B） 

④－１６ 空気ボンベラック(１)出口止め弁（V2F7-1） 

④－１７ 空気ボンベラック(２)出口止め弁（V2F7-2） ④－１８ 空気ボンベラック(３)出口止め弁（V2F7-3） 

④－１９ 空気ボンベラック(４)出口止め弁（V2F7-4） ④－２０ 空気ボンベラック(５)出口止め弁（V2F7-5） 

④－２１ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内） 

FLSR可搬式設備 B-注水ライン止め弁
(V2B2-103B) 
格納容器代替スプレイ系（可搬型）接続口 

（建物内） 
ACSS B-注水ライン止め弁(V2B5-2B) 

④－２２ 原子炉補機代替冷却系接続口（建物内） 

④－２３ ペデスタル代替注水系（可搬型）接続口（建物内） 

APFS B-注水ライン止め弁(V2B6-2B) 

④－２４ 格納容器フィルタベント系窒素ガス供給用接続口（建物内） 

窒素ガス代替注入系サプレッション・チェンバ側供給用接続口（建物内）  
窒素ガス代替注入系ドライウェル側供給用接続口（建物内） 
FCVS建物内窒素ガス補給元弁(V2B3-88) 

ANI 建物内代替窒素供給ライン元弁(D/W側)(V2C2-6) 
ANI 建物内代替窒素供給ライン元弁(S/C側)(V2C2-16) 

⑤－１ ADS窒素ガスボンベ(B系) ⑤－２ B-窒素ガス供給装置出口減圧弁（CV227-1B） 

⑤－３ A-RCW常用補機冷却水出口切替弁(MV214-3A) 
A-RCWサージタンク出口弁(V214-67A) 

RCW B-AHEF西側戻り配管止め弁(V214-4) 
AHEF B-西側戻り配管止め弁(V2C1-6) 

⑤－４ B-RCW常用補機冷却水出口切替弁(MV214-3B) 

⑤－５ A-窒素ガス供給装置出口減圧弁（CV227-1A） ⑤－６ ADS窒素ガスボンベ(A系) 

⑤－７ C-L/C ⑤－８ C-M/C 

⑤－９ メタクラ切替盤 ⑤－１０ D-L/C 

⑤－１１ D-M/C ⑤－１２ メタクラ切替盤 

⑤－１３ D2-R/B-C/C，D3-R/B-C/C ⑤－１４ A-RHRドライウェル第１スプレイ弁(MV222-3A) 

A-RHRドライウェル第２スプレイ弁(MV222-4A) 

⑤－１５ B-RHRドライウェル第１スプレイ弁(MV222-3B) 

B-RHRドライウェル第２スプレイ弁(MV222-4B) 

⑤－１６ B-RHR注水弁(MV222-5B) 

C-RHR注水弁(MV222-5C) 

⑤－１７ NGC N2ドライウェル出口隔離弁 
遠隔手動操作機構 

⑤－１８ 制御室給気外側隔離ダンパ（CV264-17） 
制御室給気内側隔離ダンパ（CV264-18） 

⑤－１９ RCW A-中央制御室冷凍機入口弁(V214-20A) ⑤－２０ RCW B-中央制御室冷凍機入口弁(V214-20B) 

⑤－２１ C1-R/B-C/C ⑤－２２ 制御室排気内側隔離ダンパ（AV264-5） 

制御室排気外側隔離ダンパ（AV264-6） 

⑤－２３ B-RCWサージタンク出口弁(V214-67B) 

⑥－１ C2-R/B-C/C，C3-R/B-C/C 
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第 2表 操作対象機器一覧（２／２） 
⑦－１ 燃料プール監視カメラ用冷却設備 ⑦－２ NGC 非常用ガス処理入口隔離弁， 

NGC 非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 
遠隔手動操作機構 

⑦－３ SA電源切替盤A ⑦－４ SA電源切替盤B 

⑦－５ RCW A-FPC熱交冷却水入口弁(V214-38A) 

RCW B-FPC熱交冷却水入口弁(V214-38B) 

⑦－６ SA2-C/C 

⑧－１ 可搬型スプレイノズル・ホース設置箇所 ⑧－２ 可搬型スプレイノズル・ホース設置箇所 

⑧－３ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止
装置 

⑧－４ 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止
装置 

⑪－１ 緊急用メタクラ 
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送
す
る
。

 

蓄
電
池
設
備
に
よ
る
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
開
放
操
作

 
（
補
助
盤
室
）

 
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
（
補
助
盤
室
）
に
よ
り
逃
が
し
安
全
弁
の
機
能
を
回
復
さ
せ
て
発
電
用
原
子

炉
を
減
圧
す
る
。

 

蓄
電
池
設
備
に
よ
る
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
開
放
操
作

 
（
原
子
炉
建
物
）

 
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
（
原
子
炉
建
物
）
に
よ
り
逃
が
し
安
全
弁
の
機
能
を
回
復
さ
せ
て
発
電
用
原

子
炉
を
減
圧
す
る
。

 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設
備
に
よ
る
主
蒸
気

 
逃
が
し
安
全
弁
開
放

 
逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設
備
に
よ
り
逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
な
し
）
を
駆
動
さ
せ
発
電

用
原
子
炉
を
減
圧
す
る
。

 

窒
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
に
よ
る
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
背
圧
対
策

 
格
納
容
器
圧
力
が
設
計
圧
力
の
２
倍
の
状
態
（
２
Ｐ
ｄ
）
に
お
い
て
確
実
に
逃
が
し
安
全
弁
を
作
動
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
，
窒
素
ガ
ス
供
給
設
備
の
供
給
圧
力
を
調
整
す
る
。

 

1.0.6-95
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別
紙

10
（

２
／
７
）
 

手
順

項
目

 
項

目
概

要
 

水 素 爆 発

防 止 戦 略

水
素

爆
発

防
止

の
た

め
の

原
子

炉
建

物
燃

料
取

替
階

ブ
ロ

ー
ア

ウ
ト
パ
ネ

ル
開

放
手

順

原
子
炉
建

物
内
に

水
素
ガ

ス
が
漏

え
い
し

，
原

子
炉

建
物

内
の

水
素

濃
度

が
上

昇
し

た
場

合
，
原

子
炉

建
物

燃
料

取
替
階

ブ
ロ
ー
ア

ウ
ト
パ

ネ
ル
を

開
放
し
，
原

子
炉

建
物

オ
ペ

レ
ー

テ
ィ

ン
グ

フ
ロ

ア
天

井
部

の
水

素
ガ

ス
を

大
気

へ
排
出

す
る
こ

と
で
，

原
子
炉

建
物
内

に
お

け
る

水
素

ガ
ス

の
滞

留
を

防
止

す
る

。
 

原 子 炉 格 納 容 器 除 熱 戦 略

可
搬
式
窒

素
供

給
装

置
を

使
用

し
た

格
納

容
器
フ

ィ
ル
タ

 
ベ

ン
ト
系

の
窒

素
ガ

ス
置

換
 

格
納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
の

窒
素
ガ

ス
に

よ
る

パ
ー

ジ
を

実
施

す
る

。
 

第
１
ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
ス

ク
ラ

バ
容

器
へ

の
水
補

給
 

ス
ク
ラ
バ

容
器
水

位
が
通

常
水
位

を
下
回

り
下

限
水

位
に

到
達

す
る

前
に

，
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

ス
ク

ラ
バ

容
器

補
給
水

ラ
イ
ン

か
ら
第

１
ベ
ン

ト
フ
ィ

ル
タ

ス
ク

ラ
バ

容
器

へ
水

張
り

を
実

施
す

る
。

可
搬
式
窒

素
供

給
装

置
を

使
用

し
た

格
納

容
器
の

窒
素
ガ

ス
 

置
換
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

蒸
気

凝
縮

に
よ

る
原

子
炉

格
納

容
器

の
負

圧
破

損
を

防
止

す
る

と
と

も
に

原
子

炉
格

納
容
器
内

の
可
燃

性
ガ
ス

濃
度
を

低
減
す

る
た

め
，
可

搬
式

格
納

容
器

窒
素

供
給

装
置

設
備

に
よ

り
原

子
炉

格
納

容
器
へ
窒

素
ガ
ス

を
供
給

す
る
。

 

格
納
容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

系
統

構
成

 
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
前
に

Ｆ
Ｃ
Ｖ

Ｓ
排

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
排

出
弁

の
閉

操
作

を
実

施
す

る
。

 

燃 料 プ ー ル

注 水 戦 略

原
子

炉
建

物
内

ホ
ー

ス
展

張
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
へ

の
注

水
及

び
ス
プ
レ

イ
 

燃
料
プ
ー

ル
ス
プ

レ
イ
系
（
可
搬

型
ス
プ

レ
イ

ノ
ズ

ル
）
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
へ

の
注

水
に

よ
り

燃
料

プ
ー

ル
内

の
燃
料
体

等
を
冷

却
し

，
放
射
線

を
遮
蔽

し
，

及
び

臨
界

を
防

止
す

る
。
ま

た
，
燃

料
プ

ー
ル

へ
の

ス
プ

レ
イ

に
よ

り
燃
料

損
傷
を

緩
和
し

，
臨
界

を
防
止

し
，

放
射

性
物

質
の

放
出

を
低

減
す

る
。

 

燃
料
プ
ー

ル
の

漏
え

い
緩

和
 

燃
料
プ
ー

ル
内
側

か
ら
漏

え
い
し

て
い
る

場
合

に
，
シ

ー
ル

材
を

張
り

付
け

た
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
板

を
燃

料
プ

ー
ル

開
口
部
付

近
ま
で

ロ
ー
プ

で
吊
り

下
ろ
し
，
漏

え
い

す
る

プ
ー

ル
水

の
流

れ
や

プ
ー

ル
水

に
よ

る
水

圧
を

利
用

し
て

開
口
部

を
塞
ぐ

こ
と
で

漏
え
い

を
緩
和

す
る

。
 

放 射 性 物 質 拡 散 抑 制

放
水
砲
に

よ
る

大
気

へ
の

放
射

性
物

質
の

拡
散
抑

制
 

発
電
所
外

へ
放
射

性
物
質

の
拡
散

を
抑
制

す
る

た
め

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

，
放

水
砲

に
よ

り
原

子
炉

建
物

に
放

水
す

る
。

 

放
射
性
物

質
吸

着
材

に
よ

る
海

洋
へ

の
放

射
性
物

質
の
拡

散
 

抑
制
 

原
子
炉
建

物
放
水

設
備
の

影
響
に

よ
り

，
放

射
性

物
質

を
含

む
汚

染
水

の
発

生
を

想
定

し
て

，
放

射
性

物
質

吸
着

材
に
よ
り

汚
染
水

の
海
洋

へ
の
拡

散
抑
制

を
行

う
。

 

シ
ル
ト
フ

ェ
ン

ス
に

よ
る

海
洋

へ
の

放
射

性
物
質

の
拡
散

抑
制

原
子
炉
建

物
放
水

設
備
の

影
響
に

よ
り

，
放

射
性

物
質

を
含

む
汚

染
水

の
発

生
を

想
定

し
て

，
シ

ル
ト

フ
ェ

ン
ス

に
よ
り
汚

染
水
の

海
洋
へ

の
拡
散

抑
制
を

行
う

。
 

1.0.6-96
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別
紙

10
（
３
／
７
）
 

 

手
順
項
目

 
項
目
概
要

 

電 源 確 保  

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
の
現
場
起
動
に
よ
る
電
源
確
保

 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
を
現
場
で
起
動
し
て
緊
急
用
Ｍ
／
Ｃ
を
受
電
す
る
。

 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
接
続
プ
ラ
グ
盤
か
ら

の
電
源
確
保

 
高
圧
発
電
機
車
を
緊
急
用
メ
タ
ク
ラ
接
続
プ
ラ
グ
盤
に
接
続
し
て
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｃ
系
又
は
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｄ
系
を
受
電

す
る
。

 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
を
使
用
し
た
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｃ
系
又
は
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｄ
系
電
源
確
保

 
高
圧
発
電
機
車
を
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱
に
接
続
し
て
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｃ
系
又
は
Ｍ
／
Ｃ

 
Ｄ
系
を
受

電
す
る
。
 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
メ
タ
ク
ラ
切
替
盤
を
使
用
し
た
緊
急
用

Ｍ
／
Ｃ
電
源
確
保

 
高
圧
発
電
機
車
を
高
圧
発
電
機
車
接
続
プ
ラ
グ
収
納
箱
に
接
続
し
て
緊
急
用
Ｍ
／
Ｃ
を
受
電
す
る
。

 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
直
流
電
源
確
保
時
の
可
搬
ケ
ー
ブ
ル
を

使
用
し
た
中
央
制
御
室
排
風
機
電
源
確
保

 
中
央
制
御
室
排
風
機
の
電
源
を
可
搬
ケ
ー
ブ
ル
を
使
用
し
て
，
Ｓ
Ａ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
か
ら
給
電
す
る
。

 

直
流
給
電
車
を
使
用
し
た
直
流
盤
電
源
確
保

 
直
流
給
電
車
を
Ｂ
－

1
1
5V

系
直
流
盤
，

2
30
V
系
直
流
盤
（
Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
），

Ｂ
－

11
5V

系
直
流
盤
（
Ｓ
Ａ
）
及
び

2
3
0
V
系
直
流
盤
（
常
用
）
に
接
続
し
，
直
流
電
源
を
給
電
す
る
。

 

水 源 確 保  

大
量
送
水
車
を
使
用
し
た
送
水

 
大
量
送
水
車
を
使
用
し
て
，
各
水
源
か
ら
接
続
口
ま
で
の
送
水
を
実
施
す
る
。

 

海
水
を
使
用
し
た
水
源
の
補
給

 
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
及
び
大
量
送
水
車
を
使
用
し
て
，
海
を
水
源
と
し
た
各
水
源
へ
の
補
給
を
実
施
す
る
。

 

大
量
送
水
車
を
使
用
し
た
送
水
／
補
給

 
大
量
送
水
車
を
使
用
し
て
，
各
水
源
へ
の
補
給
を
実
施
す
る
。

 

1.0.6-97
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別
紙

10
（

４
／
７
）
 

手
順

項
目

 
項

目
概

要
 

そ の 他
 

軽
油
タ
ン

ク
等

を
使

用
し

た
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ
の

燃
料
積

載
 

ガ
ス
タ
ー

ビ
ン
発

電
機
用

軽
油
タ

ン
ク
，
デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

を
使

用
し

て
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

軽
油

の
補

給
を
行

う
。

 

タ
ン
ク
ロ

ー
リ

か
ら

各
機

器
等

へ
の

給
油

可
搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
等

へ
の
給

油
が

必
要

な
場

合
，
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
を

用
い

て
，
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設
備

等
へ
給

油
す
る

。
 

移
動

式
熱

交
換

設
備

お
よ

び
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
を

使
用

し
た

最
終
ヒ
ー

ト
シ

ン
ク

確
保

 
原

子
炉
補

機
代
替

冷
却
系

に
よ
り

最
終
ヒ

ー
ト

シ
ン

ク
（

海
）

へ
熱

を
輸

送
す

る
。

 

大
型
送
水

ポ
ン

プ
車

を
使

用
し

た
海

水
供

給
 

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

に
よ

り
原

子
炉

補
機

冷
却

系
へ

直
接

海
水

を
送

水
す

る
こ

と
に

よ
り

最
終

ヒ
ー

ト
シ

ン
ク

（
海
）
へ

熱
を
輸

送
す
る

。
 

デ
ー

タ
伝

送
設

備
（

発
電

所
内

）
に

よ
る

プ
ラ

ン
ト

パ
ラ

メ
ー

タ
等
の
監

視
手

順
安

全
パ
ラ

メ
ー
タ

表
示
シ

ス
テ
ム
（

Ｓ
Ｐ
Ｄ

Ｓ
）
の

う
ち

Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

伝
送

サ
ー

バ
及

び
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
デ

ー
タ

表
示

装
置

に
よ
る

プ
ラ
ン

ト
パ
ラ

メ
ー
タ

等
の
伝

送
状

態
を

確
認

す
る

。
 

Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ

に
よ

る
パ

ラ
メ

ー
タ

記
録

結
果

の
保
存

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
伝

送
サ

ー
バ

（
１

,
２

系
）

に
記

録
さ

れ
た

計
測

結
果

が
記

録
容

量
を

超
え

る
前

に
定

期
的

に
メ

デ
ィ

ア
(記

録
媒
体

)に
保
存
す

る
。

中
央
制
御

室
チ

ェ
ン

ジ
ン

グ
エ

リ
ア

の
設

置
及
び

運
用
手

順
 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
及

び
作
業

服
の
着

替
え
等

を
行

う
た

め
の

放
管

エ
リ

ア
を

設
置

す
る

。

可
搬
式
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
に

よ
る

放
射
線

量
の
測

定
 

可
搬
式
モ

ニ
タ
リ

ン
グ
・
ポ
ス
ト

に
よ
り

放
射

線
量

を
監

視
し

，
及

び
測

定
し

，
並

び
に

そ
の

結
果

を
記

録
す

る
。
 

可
搬

式
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
に

よ
る

放
射

線
量

の
代

替
測

定
 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
・
ポ
ス
ト

が
機
能

喪
失
し

た
場

合
，
可

搬
式

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
・
ポ

ス
ト

に
よ

る
放

射
線

量
の

代
替

測
定
を
行

う
。

放
射
能
観

測
車

に
よ

る
空

気
中

の
放

射
性

物
質
の

濃
度
の

測
定

 
周

辺
監

視
区

域
境

界
付

近
等

の
空

気
中

の
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

放
射

能
観

測
車

に
よ

り
監

視
し

，
及

び
測

定
し

，
並
び

に
そ
の

結
果
を

記
録
す

る
。

 

1.0.6-98
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別
紙

10
（

５
／
７
）
 

手
順

項
目

 
項

目
概

要
 

そ の 他

放
射
能
測

定
装

置
に

よ
る

空
気

中
の

放
射

性
物
質

の
濃
度

 
の

代
替
測

定
 

放
射
能
測

定
装
置

（
可
搬

式
ダ
ス

ト
・
よ

う
素

サ
ン

プ
ラ

，
Ｇ

Ｍ
汚

染
サ

ー
ベ

イ
・

メ
ー

タ
，

Ｎ
ａ

Ｉ
シ

ン
チ

 
レ

ー
シ
ョ

ン
・
サ

ー
ベ
イ

・
メ
ー

タ
）
に

よ
り

空
気

中
の

放
射

性
物

質
の

濃
度

を
監

視
し

，
及

び
測

定
し

，
並

び
に
そ

の
結
果

を
記
録

す
る
。

放
射

能
測

定
装

置
等

に
よ

る
放

射
性

物
質

の
濃

度
及

び
放

射
線

量
の
測
定

 

発
電
所
及

び
そ
の

周
辺
（
周

辺
海

域
を
含

む
。
）
に

お
い

て
，
放

射
能

測
定

装
置

に
よ

り
，
放

射
性

物
質

の
濃

度
（

空
気

中
，
水

中
，
土
壌

中
）
及
び
放

射
線
量

の
測

定
を

行
う

。
放

射
能

測
定

装
置

に
よ

り
，
監

視
し

，
及

び
測

定
し

，
並

び
に
そ

の
結
果

を
記
録

す
る
。

 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ

・
ポ

ス
ト

の
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン
ド

低
減
対

策
放

射
性
物

質
の

放
出

に
よ

り
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
の

周
辺

の
汚

染
を

確
認

し
た

場
合

，
周

辺
の

汚
染

レ
ベ

ル
を

確
認
し

，
局
舎

壁
等
の

除
染
，

除
草
，

周
辺

の
土

壌
撤

去
等

に
よ

り
，

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

を
低

減
す

る
。

 

可
搬
式
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
ポ

ス
ト

の
バ

ッ
ク
グ
ラ

ウ
ン
ド

低
減
対

策
 

放
射

性
物

質
の

放
出

に
よ

り
可
搬

式
モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
ポ

ス
ト

の
周

辺
の

汚
染

を
確

認
し

た
場

合
，

周
辺

の
汚

染
レ

ベ
ル
を

確
認
し

，
除
草

，
周
辺

の
土
壌

撤
去

等
に

よ
り

，
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
を

低
減

す
る

。

可
搬
式
気

象
観

測
装

置
に

よ
る

気
象

観
測

項
目
の

代
替
測

定
 

可
搬

式
気

象
観

測
装

置
に

よ
り
発

電
所
に

お
け

る
風

向
，

風
速

及
び

そ
の

他
の

気
象

条
件

を
測

定
し

，
及

び
そ

の
結

果
を
記

録
す
る

。
 

海
上
モ
ニ

タ
リ

ン
グ

測
定

 
小

型
船
舶

を
使

用
し

，
放

射
能
測

定
装
置

に
よ

り
空

気
中

及
び

水
中

の
放

射
性

物
質

の
濃

度
や

放
射

線
量

の
測

定
を

行
う
。

 

放
射
性
物

質
の

濃
度

測
定

時
の

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ
ン

ド
低
減

対
策

 
放

射
能
測

定
装

置
の

検
出

器
を
遮

へ
い
材

で
囲

む
こ

と
等

に
よ

り
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
レ

ベ
ル

を
低

減
さ

せ
て

，
放

射
性
物

質
の
濃

度
を
測

定
す
る

。
 

緊
急
時
対

策
本

部
内

可
搬

式
エ

リ
ア

放
射

線
モ
ニ

タ
設
置

 
緊

急
時
対

策
所

の
居

住
性

の
確
認

（
線
量

率
の

測
定

）
を

行
う

た
め

，
緊

急
時

対
策

所
内

に
可

搬
式

エ
リ

ア
放

射
線

モ
ニ
タ

を
設
置

す
る

。
 

緊
急
時
対

策
所

空
気

浄
化

装
置

運
転

 
緊

急
時
対

策
所

で
活

動
す

る
緊
急

時
対
策

要
員

の
必

要
な

換
気

量
の

確
保

及
び

被
ば

く
の

低
減

の
た

め
，

緊
急

時
対

策
所
空

気
浄
化

送
風
機

を
起
動

す
る

。
 

1.0.6-99

107



別
紙

10
（

６
／
７
）
 

 

手
順

項
目

 
項

目
概

要
 

そ の 他  

緊
急

時
対

策
所

内
の

酸
素

濃
度

及
び

二
酸

化
炭

素
濃

度
の

測
定
 

緊
急
時
対

策
所
空

気
浄
化

装
置
運

転
，
酸

素
濃

度
及

び
二

酸
化

炭
素

濃
度

の
測

定
を

行
う

。
 

緊
急

時
対

策
所

空
気

ボ
ン

ベ
加

圧
装

置
設

備
に

よ
る

空
気

供
給

準
備

 
緊

急
時
対

策
所
空

気
ボ
ン

ベ
に
よ

る
緊
急

時
対

策
所

内
の

加
圧

に
必

要
な

系
統

構
成

を
行

い
，
漏

え
い

等
が

な
い

こ
と
を
確

認
し
，

切
り
替

え
の
準

備
を
行

う
。

 

緊
急

時
対

策
所

空
気

浄
化

装
置

か
ら

緊
急

時
対

策
所

空
気

ボ
ン

ベ
へ
の

加
圧

設
備

へ
の

切
替

 
格

納
容
器

ベ
ン
ト

を
実
施

す
る
場

合
に
備

え
，
緊

急
時

対
策

所
空

気
浄

化
送

風
機

か
ら

緊
急

時
対

策
所

空
気

ボ
ン

ベ
に
切
り

替
え
る

こ
と
に

よ
り
，

緊
急
時

対
策

所
へ

の
外

気
の

流
入

を
遮

断
す

る
。
 

緊
急

時
対

策
所

空
気

ボ
ン

ベ
加

圧
設

備
か

ら
緊

急
時

対
策

所
空

気
浄
化

装
置

へ
の

切
替

 
周

辺
環

境
中

の
放

射
性

物
質

が
十

分
減

少
し

た
場

合
に

プ
ル

ー
ム

通
過

後
の

緊
急

時
対

策
所

空
気

ボ
ン

ベ
か

ら
緊

急
時
対

策
所
空

気
浄
化

送
風
機

へ
の
切

り
替

え
を

行
う

。
 

緊
急
時
対

策
所

空
気

浄
化

装
置

の
待

機
側

へ
の
切

替
 

緊
急

時
対

策
所

空
気

浄
化

送
風

機
及

び
緊

急
時

対
策

所
空

気
浄

化
フ

ィ
ル

タ
ユ

ニ
ッ

ト
の

切
り

替
え

が
必

要
と

な
っ
た
場

合
に
，

待
機
側

を
起
動

し
，
切

り
替

え
を

実
施

す
る

。
 

緊
急
時
対

策
所

用
発

電
機

準
備

 
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

の
可
搬

ケ
ー
ブ

ル
接

続
を

行
う

手
順

を
整

備
す

る
。

 

緊
急
時
対

策
所

用
発

電
機

起
動

 
緊

急
時
対

策
所
の

必
要
な

負
荷
は

，
２

号
炉

の
非

常
用

低
圧

母
線

よ
り

受
電

さ
れ

る
が

，
同

母
線

よ
り

受
電

で
き

な
い
場
合

は
，
可

搬
型
代

替
交
流

電
源
設

備
で

あ
る

緊
急

時
対

策
所

用
発

電
機

か
ら

給
電

す
る

。
 

緊
急
時
対

策
所

用
発

電
機

の
切

替
 

２
号
炉
の

非
常
用

低
圧
母

線
よ
り

受
電
で

き
な

い
場

合
に

お
い

て
，
早

期
の

電
源

回
復

が
不

能
の

場
合

で
，
緊

急
時

対
策
所

用
発
電

機
を
運

転
し
た

際
は
，

燃
料

補
給

の
た

め
緊

急
時

対
策

所
用

発
電

機
を

切
り

替
え

る
。

 

緊
急
時
対

策
所

用
発

電
機

の
並

列
運

転
 

格
納
容
器

ベ
ン
ト

に
備
え

る
必
要

が
あ
る

場
合

に
備

え
，
緊

急
時

対
策

所
用

発
電

機
の

待
機

側
発

電
機

の
並

列
運

転
を
行
う

。
 

緊
急
時
対

策
所

用
発

電
機

（
予

備
）

の
切

替
手
順

 
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

が
２

台
損
傷
し

た
場

合
に

，
緊

急
時

対
策

所
用

発
電

機
（

予
備

）
へ

切
り

替
え

る
。
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別
紙

10
（

７
／
７
）
 

手
順

項
目

 
項

目
概

要
 

そ の 他

緊
急
時
対

策
所

チ
ェ

ン
ジ

ン
グ

エ
リ

ア
の

運
用
手

順
 

緊
急
時
対

策
所
へ

の
汚
染

の
持
ち

込
み
を

防
止

す
る

た
め

，
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
及

び
作

業
服

の
着

替
え

等
を

行
う

た
め

の
チ
ェ

ン
ジ
ン

グ
エ
リ

ア
を
運

用
す
る

。
 

放
射
線
管

理
用

資
機

材
の

維
持

管
理

等
 

緊
急
時
対

策
所
に

は
，
７
日

間
外

部
か
ら

の
支

援
が

な
く

と
も

緊
急

時
対

策
要

員
が

使
用

す
る

十
分

な
数

量
の

装
備
（
汚

染
防
護

服
，
個

人
線
量
計

，
全

面
マ
ス

ク
等

）
及

び
チ

ェ
ン

ジ
ン

グ
エ

リ
ア

用
資

機
材

を
配

備
す

る
と

と
も

に
，
通

常
時
か

ら
維
持

，
管
理

し
，
重

大
事

故
等

時
に

は
，

防
護

具
等

の
使

用
及

び
管

理
を

適
切

に
運

用
し

，
十

分
な
放

射
線
管

理
を
行

う
。

 

飲
料
水
，

食
料

等
の

維
持

管
理

 
重

大
事
故

等
に
対

処
す
る

た
め
に

必
要
な

指
示

を
行

う
要

員
等

が
重

大
事

故
等

の
発

生
後

，
少

な
く

と
も

外
部

か
ら

の
支
援

な
し
に

７
日
間

，
活
動

す
る
た

め
に

必
要

な
飲

料
水

，
食

料
等

を
備

蓄
す

る
と

と
も

に
，
通

常
時

か
ら

維
持
，
管

理
す
る

。
 

原
子

炉
建

物
燃

料
取

替
階

ブ
ロ

ー
ア

ウ
ト

パ
ネ

ル
閉

止
装

置
の

操
作

手
順

 
原

子
炉

棟
内

部
の

負
圧

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
場

合
は

原
子

炉
建

物
燃

料
取

替
階

ブ
ロ

ー
ア

ウ
ト

パ
ネ

ル
を

閉
止
す

る
。
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添付資料 1.0.7 

島根原子力発電所２号炉 

有効性評価における重大事故対応時の 

手順について 
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1.
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故

に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故

1.
1 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
又

は

設
計

基
準
事
故
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
を
除
く
）

の
発

生
後

，
高

圧
注

水
機

能
が

喪
失

し
，

原
子
炉
減
圧
に
は
成
功
す
る
が
，

低
圧

注
水

機
能

が
喪

失
す

る
こ

と
を

想
定

す
る
。
こ
の
た
め

，
逃
が
し
安
全

弁
に

よ
る

圧
力

制
御

に
伴

う
蒸

気
流

出
に

よ
り

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
保

有
水

量
が
減
少
し
，
原
子
炉
水
位
が
低

下
す

る
こ
と
か
ら
，
緩
和
措
置
が
と
ら

れ
な

い
場
合
に
は
，
原
子
炉
水
位
の
低

下
に

よ
り
炉
心
が
露
出
し
，
炉
心
損
傷

に
至

る
。
ま
た
，
低
圧
注
水
機
能
喪
失

を
想

定
す
る
こ
と
か
ら
，
併
せ
て
残
留

熱
除

去
系

機
能

喪
失

に
伴

う
崩

壊
熱

除
去

機
能
喪
失
等
を
想
定
す
る
。

 

逃
が

し
安

全
弁
の

手
動
開

操
作

に
よ

り
原

子
炉

を
減

圧
し
，

原
子

炉
減
圧

後

に
低

圧
原

子
炉

代
替
注

水
系

（
常
設

）

に
よ

り
炉

心
を

冷
却
す

る
こ

と
に
よ

っ

て
炉

心
損

傷
の

防
止
を

図
る

。
ま
た

，

格
納

容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型

）

に
よ

る
原

子
炉

格
納
容

器
冷

却
，
格

納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン
ト

系
に

よ
る
原

子

炉
格

納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
。

 

ａ
．
外
部
電
源
喪
失
及
び
原
子
炉
ス
ク

ラ
ム
確
認

ｂ
．
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
確
認

 

ｃ
．
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
急

速
減
圧

 

ｄ
．
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設

）

に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

ｅ
．
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器

冷
却

 

ｆ
．
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に

よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱

 

特
徴

 

対
応
手

順
の
概
要

 

基
本
的
な
考
え
方

 

解
析
上
の
対
応
手
順
の
概
要
フ
ロ
ー
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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詳細手順説明

原子力災害対策手順書 

給水全喪失による原子炉
水位低（レベル３）で原子炉
スクラムする。これにより
「事故時操作要領書（徴候ベ
ース）」における原子炉制御
「スクラム（ＲＣ）」を導入
する。

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」制

御にて発電用原子炉の停
止状態を確認する。続いて
「原子炉水位」「原子炉圧
力」「タービン・電源」の
制御を並行して行う。 

また，「格納容器制御導
入」を継続監視する。 

原子炉水位は全給水喪
失し，原子炉水位低（レベ
ル２）で原子炉隔離時冷却
系が自動起動するが高圧
注水機能喪失により，原子
炉圧力容器への注水が不
可となる。原子炉水位低
（レベル３）から原子炉水
位高（レベル８）に維持で
きないため，原子炉制御
「水位確保（ＲＣ／Ｌ）」
へ移行する。 

所内電源は外部電源が
喪失しているため「電源復
旧（ＰＳ／Ｒ）」へ移行し，
非常用ディーゼル発電機
等が自動起動し非常用母
線へ電源供給をする。 

逃がし安全弁の動作に
より，格納容器圧力が上昇
する。ドライウェル圧力
13.7kPa[gage]到達で格納
容器制御「ＰＣＶ圧力制御
（ＰＣ／Ｐ）」へ移行する。 

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ａ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位確保」 
プラント状態を的確に

把握し，作動すべきものが
自動で作動していない場
合は手動作動させる。 

高圧注水機能喪失によ
り，原子炉への注水ができ
ず，原子炉水位低下が継続
する。 

全給水喪失し原子炉隔
離時冷却系及び非常用炉
心冷却系の起動に失敗し
原子炉水位の低下が継続
する。ガスタービン発電機
起動及び低圧原子炉代替
注水系（常設）を起動し不
測事態「急速減圧（Ｃ２）」
へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

す

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｂ 

事故時操作要領書 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・ＦＬＳＲポンプによる原子

炉注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「急速減圧」 
低圧代替原子炉注水系

（常設）が起動しているこ
とを確認し，逃がし安全弁
（自動減圧機能付き）６個
を全開し原子炉を減圧す
る。 

原子炉水位が判明して
いることを確認し，不測事
態「水位回復（Ｃ１）」へ
移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「急速減圧」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｃ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位回復」 
原子炉減圧により，低圧

原子炉代替注水系（常設）
から原子炉へ注水が開始
し，原子炉水位が燃料棒有
効長頂部以上になれば，原
子炉制御「水位確保（ＲＣ
／Ｌ）」へ移行する。 

「水位確保」 
低圧原子炉代替注水系

（常設）により，原子炉水
位が原子炉水位低（レベル
３）から原子炉水位高（レ
ベル８）に維持できるた
め，原子炉制御「スクラム
（ＲＣ）」へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「水位回復」 Ｄ 

６

６

Ｅ 

６

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

す

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「スクラム」 
原子炉水位を継続監視

する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ａ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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原子力災害対策手順書 

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｆ 

N

Y

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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原子力災害対策手順書 

「ＰＣＶ圧力制御」 
サプレッション・チェン

バ圧力が 384kPa[gage]に
て，外部水源を用いた格納
容器代替スプレイを実施
する。 

炉心損傷が発生してい
ないことを確認する。 

サプレッション・プール
水位が＋1.29ｍ到達にて，
ウェットウェル側からの
格納容器ベントを実施す
る。

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器

スプレイ

Ｆ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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詳細手順説明

給水全喪失による原子炉
水位低（レベル３）で原子炉
スクラムする。これにより
「事故時操作要領書（徴候ベ
ース）」における原子炉制御
「スクラム（ＲＣ）」を導入
する。

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」制

御にて発電用原子炉の停
止状態を確認する。続いて
「原子炉水位」「原子炉圧
力」「タービン・電源」の
制御を並行して行う。 

また，「格納容器制御導
入」を継続監視する。 

原子炉水位は全給水喪
失するため水位が低下す
る。原子炉隔離時冷却系を
起動し原子炉水位低（レベ
ル３）から原子炉水位高
（レベル８）に維持する。
サプレッション・プール水
温度が100℃到達で機能喪
失するため，他の注水手段
を確保する。

所内電源は外部電源が
喪失しているため「電源復
旧（ＰＳ／Ｒ）」へ移行す
る。 

原子炉隔離時冷却系運
転及び逃がし安全弁から
放出される蒸気により，サ
プレッション・プール温
度，格納容器圧力が上昇す
る。 

サプレッション・プール
水温度 35℃到達で格納容
器制御「Ｓ／Ｃ水温度制御
（ＳＰ／Ｔ（Ｗ））」へ移
行する。ドライウェル圧力
13.7kPa[gage]到達で格納
容器制御「ＰＣＶ圧力制御
（ＰＣ／Ｐ）」へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ａ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「電源復旧」 
外部電源および非常用

ディーゼル発電機等が喪
失しているため，ガスター
ビン発電機の起動を試み
るが起動に失敗する。 

直流電源は蓄電池によ
り給電されるが，制御電源
を維持するため不要な負
荷を切り離す。 

逃がし安全弁用電源を
確保するため，電源切替を
実施する。 

B-115V 系直流電源につ
いては，B１-115V 系（SA）
直流電源から融通し 24 時
間維持する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 2：「原子炉減圧戦略」 

・ＳＲＶ駆動源確保（ＳＲＶ

電源切替）

AM 9：「代替監視戦略」 

・重要計器の電源切替

AM 11：「電源確保戦略」 

・B1-115V 蓄電池（SA）によ

る B-115V 系直流盤受電

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 電源復旧 Ｂ 

(2) 高圧発電機車

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「Ｓ／Ｃ温度制御」 
サプレッション・プール

冷却を試みるが全交流動
力電源喪失により，原子炉
補機冷却系／原子炉補機
海水系が喪失しているた
め，起動できない。 

サプレッション・プール
水温の上昇が継続する。サ
プレッション・プール水温
度が 100℃に到達後，不測
事態「急速減圧（Ｃ２）」
へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「Ｓ／Ｃ温度制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｃ 

炉 圧
0

100

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＡＭ設備別操作要領書 

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・大量送水車による原子炉注

水 

「急速減圧」 
低圧原子炉代替注水系

（可搬型）が起動している
ことを確認後，逃がし安全
弁（自動減圧機能付き）６
個を全開にし，原子炉を減
圧する。 
原子炉減圧後は，原子炉

圧力とドライウェル空間
部温度の相関関係から，原
子炉水位計が正常である
ことを確認する。 
原子炉水位が判明して

いることを確認し，格納容
器制御「Ｓ／Ｃ温度制御
（ＳＰ／Ｔ））」へ移行す
る。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

EHP 

・大量送水車を使用した送水 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「急速減圧」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｄ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 Ｅ 

※RC/Q 実施中は，RC/Q を優先する。

N

Y

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ＡＭ設備別操作要領書 

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器

スプレイ

「ＰＣＶ圧力制御」 
サプレッション・チェン

バ圧力が 384kPa[gage]に
て，外部水源を用いた格納
容器代替スプレイを実施
する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 Ｅ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 11：「電源確保戦略」 

・ＧＴＧによるＣ，Ｄ－Ｍ／

Ｃ受電

AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＲＨＲによる格納容器除熱 

「電源復旧」 
ガスタービン発電機が

起動可能になり，非常用母
線受電準備が完了してい
ること，移動式代替熱交換
設備の電源ケーブルが接
続されていることを確認
し，ガスタービン発電機を
起動し，非常用母線に給電
する。 

「ＰＣＶ圧力制御」 
非常用母線受電後，原子

炉補機冷却系，残留熱除去
系（格納容器冷却モード）
を起動する。 

操作補足事項 

原子力災害手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 電源復旧 Ｂ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

Ｅ 
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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詳細手順説明

給水全喪失による原子
炉水位低（レベル３）で原
子炉スクラムする。これに
より「事故時操作要領書
（徴候ベース）」における
原子炉制御「スクラム（Ｒ
Ｃ）」を導入する。 

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」

制御にて発電用原子炉の
停止状態を確認する。続
いて「原子炉水位」「原子
炉圧力」「タービン・電源」
の制御を並行して行う。 

また，「格納容器制御
導入」を継続監視する。 

原子炉水位は全給水喪
失するため水位が低下す
る。原子炉隔離時冷却系
を起動するが逃がし安全
弁が開固着しているた
め，水位低下が継続する。
原子炉水位低（レベル３）
到達で原子炉制御「水位
確保（ＲＣ／Ｌ）」へ移
行する。 

所内電源は外部電源が
喪失しているため「電源
復旧（ＰＳ／Ｒ）」へ移
行する。 

原子炉隔離時冷却系運
転及び逃がし安全弁から
放出される蒸気により，
サプレッション・プール
温度，格納容器圧力が上
昇する。サプレッショ
ン・プール水温度 35℃到
達で格納容器制御「Ｓ／
Ｃ水温度制御（ＳＰ／Ｔ
（Ｗ））」へ移行する。
ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力
13.7kPa[gage]到達で格
納容器制御「ＰＣＶ圧力
制御（ＰＣ／Ｐ）」へ移
行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ａ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「電源復旧」 
外部電源および非常用デ

ィーゼル発電機等が喪失し
ているため，ガスタービン
発電機車の起動を試みるが
起動に失敗する。 

直流電源は蓄電池により
給電されるが，制御電源を
維持するため不要な負荷を
切り離す。 

逃がし安全弁用電源を確
保するため，電源切替を実
施する 

B-115V 系直流電源につい
ては，B１-115V 系（SA）直
流電源から融通し 24 時間維
持する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 2：「原子炉減圧戦略」 

・ＳＲＶ駆動源確保（ＳＲＶ電

源切替） 

AM 9：「代替監視戦略」 

・重要計器の電源切替

AM 11：「電源確保戦略」 

・B1-115V 蓄電池（SA）による

B-115V 系直流盤受電

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

事故時操作要領書（徴候ベース） 電源復旧 Ｂ 

(2) 高圧発電機車
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「水位確保」 
逃がし安全弁が開固着し

ているため原子炉水位の低
下が継続する。低圧原子炉
代替注水系（可搬型）を準
備する。原子炉水位が燃料
棒有効長頂部以上に維持で
きないと判断し，不測事態
「水位回復（Ｃ１）」へ移
行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

EHP 

・大量送水車を使用した送水

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

Ｃ 事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

す

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・大量送水車による原子炉注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位回復」 
逃がし安全弁開固着によ

り，原子炉圧力容器内から
の水の流出が継続し原子炉
水位が燃料棒有効長頂部未
満であり原子炉水位の低下
が継続していることを確認
する。低圧原子炉代替注水
系（可搬型）の起動準備が
完了し不測事態「急速減圧
（Ｃ２）」へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「水位回復」 Ｄ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「急速減圧」 
低圧原子炉代替注水系

（可搬型）の起動している
ことを確認後，逃がし安全
弁（自動減圧機能付き）５
個を全開にし，原子炉を減
圧する。 

原子炉減圧後は，原子炉
圧力とドライウェル空間部
温度の相関関係から，原子
炉水位計が正常であること
を確認する。 

原子炉水位が判明してい
ることを確認し，不測事態
「水位回復（Ｃ１）」へ移
行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「急速減圧」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｅ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位回復」 
原子炉水位が燃料棒有効

長頂部以上で原子炉制御
「水位確保（ＲＣ／Ｌ）」
へ移行する。 

「水位確保」 

原子炉水位が原子炉水位
低（レベル３）から原子炉
水位高（レベル８）に維持
可能により原子炉制御「ス
クラム（ＲＣ）」へ移行す
る。

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「水位回復」 Ｆ 

Ｃ 事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

す

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「スクラム」 
原子炉水位を継続監視す

る。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 Ａ 
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操作補足事項 事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 Ｇ 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

N
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「ＰＣＶ圧力制御」 
サプレッション・チェン

バ圧力が 384kPa[gage]に
て，外部水源を用いた格納
容器代替スプレイを実施す
る。 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器ス

プレイ 

原子力災害対策手順書 

操作補足事項 

Ｇ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「電源復旧」 
ガスタービン発電機が

起動可能になり，非常用
母線受電準備が完了して
いること，移動式代替熱
交換設備の電源ケーブル
が接続されていることを
確認し，ガスタービン発
電機を起動し，非常用母
線に給電する。 

「ＰＣＶ圧力制御」 
非常用母線受電後，原

子炉補機冷却系，残留熱
除去系（格納容器冷却モ
ード）を起動する。 

操作補足事項 事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

原子力災害手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 11：「電源確保戦略」 

・ＧＴＧによるＣ，Ｄ－Ｍ

／Ｃ受電

AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＲＨＲによる格納容器除

熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 電源復旧 Ｂ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ス
ク

ラ
ム
確
認

ｂ
．
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る
原

子
炉
注
水

 

ｃ
．
残
留
熱
除
去
系
機
能
喪
失
確
認

 

ｄ
．
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
減

圧
 

ｅ
．
低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
常
設

）

に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

ｆ
．
格
納
容
器
代
替

ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器

冷
却

 

ｇ
．
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に

よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱

 

特
徴

 

対
応
手
順
の
概
要

 

基
本
的
な
考
え
方

 

解
析
上
の
対
応
手
順
の
概
要
フ
ロ
ー
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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詳細手順説明

給水全喪失による原子炉水
位低（レベル３）で原子炉スク
ラムする。これにより「事故時
操作要領書（徴候ベース）」
における原子炉制御「スクラ
ム（ＲＣ）」を導入する。

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」制

御にて発電用原子炉の停止
状態を確認する。続いて「原
子炉水位」「原子炉圧力」「タ
ービン・電源」の制御を並
行して行う。 

また，「格納容器制御導
入」を継続監視する。 

原子炉水位は全給水喪失
し水位が低下する。原子炉
隔離時冷却系を起動し原子
炉水位低（レベル３）から
原子炉水位高（レベル８）
に維持する。サプレッショ
ン・プール水温度が 100℃到
達で機能喪失するため，他
の注水手段を確保する。 

原子炉隔離時冷却系運転
及び逃がし安全弁から放出
される蒸気により，サプレ
ッション・プール水温度，
格納容器圧力が上昇する。
サプレッション・プール水
冷却のため残留熱除去系起
動を試みるが起動失敗によ
り残留熱除去機能が喪失し
ていることを判断する。

サプレッション・プール
水温度 35℃到達で格納容器
制御「Ｓ／Ｃ水温度制御（Ｓ
Ｐ／Ｔ（Ｗ））」へ移行す
る。 

ドライウェル圧力
13.7kPa[gage]到達で格納
容器制御「ＰＣＶ圧力制御
（ＰＣ／Ｐ）」へ移行する。 

所内電源は外部電源が喪
失しているため「電源復旧
（ＰＳ／Ｒ）」へ移行し，
非常用ディーゼル発電機等
が自動起動し非常用母線へ
電源供給をする。 

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ａ 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「Ｓ／Ｃ温度制御」 
残留熱除去系が起動でき

ないためサプレッション・
プール水温度の上昇が継続
する。サプレッション・プ
ール水温度が 100℃に到達
後，不測事態「急速減圧（Ｃ
２）」へ移行する。

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「Ｓ／Ｃ温度制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｂ 

0

禁止領域

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「急速減圧」 

ガスタービン発電機起動

及び低圧原子炉代替注水系

（常設）を起動後，逃がし

安全弁（自動減圧機能付き）

６個を全開にし，原子炉を

減圧する。 

原子炉減圧後は，原子炉

圧力とドライウェル空間部

温度の相関関係から，原子

炉水位計が正常であること

を確認する。 

原子炉水位が判明してい

ることを確認し，格納容器

制御「Ｓ／Ｃ温度制御（Ｓ

Ｐ／Ｔ）」へ移行する。 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

残留熱除去系が起動でき

ないため，サプレッショ

ン・プール水の冷却ができ

ない。

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「急速減圧」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｃ 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・ＦＬＳＲポンプによる原子炉

注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

Ｄ 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「ＰＣＶ圧力制御」 
サプレッション・チェン

バ圧力が 384kPa[gage]に
て，外部水源を用いた格納
容器代替スプレイを実施す
る。 

炉心損傷が発生していな
いことを確認する。 

サプレッション・プール
水位が＋1.29ｍ到達にて，
ウェットウェル側からの格
納容器ベントを実施する。

操作補足事項 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 

解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＦＣＶＳによる格納容器ベン

ト 

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器ス

プレイ 

原子力災害対策手順書 

Ｄ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1.
6 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能
喪
失
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

原
子

炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

を
構

成
す

る
配
管
の
中
小
破
断
の
発
生
後
，
高
圧

注
水

機
能

及
び

低
圧

注
水

機
能

が
喪

失
す

る
こ

と
を

想
定

す
る

。
こ

の
た

め
，
破
断
箇
所
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
が

流
出
し
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
こ

と
か
ら
，
緩
和
措
置
が
と
ら
れ
な
い
場

合
に
は
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
に
よ
り

炉
心
が
露
出
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
。

ま
た
，
低
圧
注
水
機
能
喪
失
を
想
定
す

る
こ
と
か
ら
，
併
せ
て
残
留
熱
除
去
系

機
能

喪
失

に
伴

う
崩

壊
熱

除
去

機
能

喪
失
等
を
想
定
す
る
。

 

逃
が

し
安

全
弁

の
手
動

開
操

作
に
よ

り
原

子
炉
を

減
圧
し

，
原
子

炉
減
圧

後

に
低

圧
原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常
設

）

に
よ

り
炉
心

を
冷
却

す
る
こ

と
に
よ

っ

て
炉

心
損
傷

の
防
止

を
図
る

。
ま
た

，

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型

）

に
よ

る
原
子

炉
格
納

容
器
冷

却
，
格

納

容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
に

よ
る
原

子

炉
格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
。

 

ａ
．
外
部
電
源
喪
失
及
び
原
子
炉
ス
ク

ラ
ム
確
認

ｂ
．
高
圧
・
低
圧
注

水
機
能
喪
失
確
認

 

ｃ
．
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
急

速
減
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ｄ
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原
子
炉
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替
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る
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注
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納
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器
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搬
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ｆ
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格
納
容
器
フ
ィ
ル
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ベ
ン
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系
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よ
る
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納
容
器
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熱
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徴

 

対
応
手
順
の
概
要

 

基
本
的
な
考
え
方

 

解
析
上
の
対
応
手
順
の
概
要
フ
ロ
ー
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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詳細手順説明

給水全喪失による原子炉水
位低（レベル３）で原子炉スク
ラムする。これにより「事故時
操作要領書（徴候ベース）」
における原子炉制御「スクラ
ム（ＲＣ）」を導入する。

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」制

御にて発電用原子炉の停止
状態を確認する。続いて「原
子炉水位」「原子炉圧力」「タ
ービン・電源」の制御を並
行して行う。 

また，「格納容器制御導
入」を継続監視する。 

原子炉水位は全給水喪失
し，原子炉水位低（レベル
２）で原子炉隔離時冷却系
が自動起動するが高圧注水
機能喪失により，原子炉圧
力容器への注水が不可とな
る。原子炉水位低（レベル
３）から原子炉水位高（レ
ベル８）に維持できないた
め，原子炉制御「水位確保
（ＲＣ／Ｌ）」へ移行する。 

格納容器内パラメータに
より格納容器内の漏えいが
あることを確認する。 

格納容器内漏えい及び逃
がし安全弁から放出される
蒸気により，格納容器圧力
が上昇する。ドライウェル
圧力 13.7kPa [gage]到達で
格納容器制御「ＰＣＶ圧力
制御（ＰＣ／Ｐ）」へ移行
する。 

所内電源は外部電源が喪
失しているため「電源復旧
（ＰＳ／Ｒ）」へ移行し，
非常用ディーゼル発電機等
が自動起動し非常用母線へ
電源供給をする。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

Ａ 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位確保」 
プラント状態を的確に把

握し，作動すべきものが自
動で作動していない場合は
手動作動させる。 
全給水喪失し原子炉隔離

時冷却系及び非常用炉心冷
却系の起動に失敗し原子炉
水位の低下が継続する。ガ
スタービン発電機起動及び
低圧原子炉代替注水系（常
設）を起動し不測事態「急
速減圧（Ｃ２）」へ移行す
る。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・ＦＬＳＲポンプによる原子炉

注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

Ｂ 
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「急速減圧」 
低圧原子炉代替注水系

（常設）が起動しているこ
とを確認し，逃がし安全弁
（自動減圧機能付き）６個
を全開し原子炉を減圧す
る。 
原子炉減圧後は，原子炉

圧力とドライウェル空間部
温度の相関関係から，原子
炉水位計が正常であること
を確認する。 
原子炉水位が判明してい

ることを確認し，不測事態
「水位回復（Ｃ１）」へ移
行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「急速減圧」 Ｃ 
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「水位回復」 
原子炉減圧により，低圧

原子炉代替注水系（常設）
から原子炉へ注水が開始
し，原子炉水位が燃料棒有
効長頂部以上になれば，原
子炉制御「水位確保（ＲＣ
／Ｌ）」へ移行する。 

「水位確保」 
低圧原子炉代替注水系

（常設）により，原子炉水
位が原子炉水位低（レベル
３）から原子炉水位高（レ
ベル８）に維持できるため，
原子炉制御「スクラム（Ｒ
Ｃ）」へ移行する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「水位回復」 Ｄ 

６

６

Ｅ 

６

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 

す
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

「スクラム」 
原子炉水位を継続監視す

る。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

ＡＭ設備別操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 Ａ 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

操作補足事項 事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 Ｆ 

N

Y

・PLR ・CUW
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

「ＰＣＶ圧力制御」 
サプレッション・チェン

バ圧力が 384kPa[gage]に
て，外部水源を用いた格納
容器代替スプレイを実施す
る。 

炉心損傷が発生していな
いことを確認する。 

サプレッション・プール
水位が＋1.29ｍ到達にて，
ウェットウェル側からの格
納容器ベントを実施する。

操作補足事項 事故時操作要領書 解析上の対応手順の概要フロー 

原子力災害対策手順書 

ＡＭ設備別操作要領書 

4AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＦＣＶＳによる格納容器ベン

ト 

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器ス

プレイ 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」 Ｆ 
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2.
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故

2.
1 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）

 

2.
1.
2 

残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合

 

発
電

用
原

子
炉

の
運

転
中

に
運

転

時
の
異
常
な
過
渡

変
化
，
原
子
炉
冷
却

材
喪
失
事
故
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
又
は
全
交

流
動

力
電

源
喪

失
が

発
生

す
る

と
と

も
に
，
非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
の
安
全

機
能

の
喪

失
が

重
畳

す
る

。
こ

の
た

め
，
緩
和
措
置
が
と
ら
れ
な
い
場
合
に

は
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
流
出
し
た

高
温

の
原

子
炉

冷
却

材
や

溶
融

炉
心

の
崩

壊
熱

等
の

熱
に

よ
っ

て
発

生
し

た
水
蒸
気
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応

等
に

よ
っ

て
発

生
し

た
非

凝
縮

性
ガ

ス
等
の
蓄
積
に
よ

っ
て
，
原
子
炉
格
納

容
器
内
の
雰
囲
気

圧
力
・
温
度
が
徐
々

に
上

昇
し

，
原

子
炉

格
納

容
器

の
過

圧
・
過
温
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
の

破
損
に
至
る
。

損
傷

炉
心

の
冷

却
の

た
め

の
低

圧

原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る

原
子
炉
注
水
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ

イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納

容
器
冷
却
，
格
納
容

器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン

ト
系

に
よ

る
原

子
炉

格
納

容
器

除
熱

に
よ

っ
て

原
子

炉
格

納
容

器
の

破
損

及
び

放
射

性
物

質
の

異
常

な
水

準
で

の
敷
地
外
へ
の
放
出
を
防
止
す
る
。
ま

た
，
原
子
炉
格
納
容
器
の
水
素
濃
度
及

び
酸

素
濃

度
が

可
燃

領
域

に
至

る
こ

と
を
防
止
す
る
た
め
に
，
原
子
炉
格
納

容
器

内
へ

窒
素

を
注

入
す

る
こ

と
に

よ
っ
て
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
お
け

る
水

素
燃

焼
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
の
破
損
を
防
止
す
る
。

ａ
．
原
子
炉
ス
ク
ラ

ム
確
認
及
び
非
常

用
炉
心
冷
却
系

等
機
能
喪
失
確
認

 

ｂ
．
全
交
流
動
力
電

源
喪
失

及
び
早
期

の
電

源
回

復
不

能
判

断
並

び
に

対

応
準
備

 

ｃ
．
炉
心
損
傷
確
認

 

ｄ
．
常
設
代

替
交
流

電
源
設
備
に
よ
る

交
流

電
源

供
給

及
び

低
圧

原
子

炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
に

よ
る

原

子
炉
注
水

 

ｅ
．
水
素
濃
度
及
び

酸
素
濃
度
監
視
設

備
の
起
動

 

ｆ
．
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型

）
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器

冷
却

 

ｇ
．
格
納
容
器
フ
ィ

ル
タ
ベ
ン
ト
系
に

よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱

 

特
徴

 

対
応
手
順
の
概
要

 

基
本
的
な
考
え
方

 

解
析
上
の
対
応
手
順
の
概
要
フ
ロ
ー
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事故時操作運転手順書 ＥＯＰ対応フロー

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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事故時運転操作手順書 ＳＯＰ対応フロー

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

1.0.7-91

160



ＬＯＣＡによる格納容器圧
力異常高で原子炉スクラムす
る。これにより「事故時操作要
領書（徴候ベース）」における
原子炉制御「スクラム（ＲＣ）」
を導入する。 

「スクラム」 
最初に「原子炉出力」制

御にて発電用原子炉の停止
状態を確認する。続いて「原
子炉水位」「原子炉圧力」「タ
ービン・電源」の制御を並
行して行う。 

また，「格納容器制御導
入」を継続監視する。 

原子炉水位は大破断ＬＯ
ＣＡ及び非常用炉心冷却
系，原子炉隔離時冷却系の
起動が失敗するため水位が
低下する。原子炉水位低（レ
ベル３）から原子炉水位高
（レベル８）に維持できな
いため原子炉制御「水位確
保（ＲＣ／Ｌ）」へ移行する。 

所内電源は外部電源が喪
失しているため「電源復旧
（ＰＳ／Ｒ）」へ移行する。 

ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力 高
（13.7kPa）[gage]到達によ
り，格納容器内で，漏えい
が発生していることを確認
する。 

操作補足事項 

原子力災害対策手順書 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

ＡＭ設備別操作要領書 

Ａ 事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「スクラム」 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

詳細手順説明

1.0.7-92
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「水位確保」 
プラント状態を的確に把

握し，作動すべきものが自
動で作動していない場合は
手動作動させる。 

原子炉圧力とドライウェ
ル空間部温度の相関関係に
よる「水位不明判断曲線」
で原子炉水位が水位不明と
判断し不測事態「水位不明
（Ｃ３）」へ移行する。

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 原子炉制御「水位確保」 Ｂ 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「水位不明」 
原子炉へ注水可能な系統

を１系統も運転状態にする
ことができないため，不測
事態「ＡＭ初期対応（Ｃ４）」
へ移行する。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「水位不明」 

ＡＭ設備別操作要領書 

Ｃ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「ＡＭ初期対応」 
格納容器モニタを確認

し，格納容器内γ線線量率
が各種設計基準事故時に想
定される値の 10倍を超えた
場合に，事故時操作要領書
「シビアアクシデント」の
「注水―１」へ移行する。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

Ｄ 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（徴候ベース）「ＥＯＰ」 不測事態「ＡＭ初期対応」 

ＡＭ設備別操作要領書 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「注水―１」 
格納容器破損の防止のた

め，「放出」へ移行する。 
原子炉格納容器内漏えい

を確認したため，隔離操作
を実施する。 

低圧原子炉代替注水系
（常設）による原子炉へ注
水のため，低圧原子炉代替
注水ポンプを起動する。 

中央制御室作業環境確保
のため，中央制御室換気系
を起動する。 

損傷炉心が冷却できてい
ること及び原子炉圧力容器
が健全であることを確認
し，「注水―２」「除熱―１」
へ移行する。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

Ｅ 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（シビアアクシデント）「ＳＯＰ」 

注水－１（損傷炉心への注水） 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 10：「居住性確保戦略」 

・ＭＣＲによる居住性確保

AM 1：「原子炉注水戦略」 

・ＦＬＳＲポンプによる原子炉

注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「注水―２」 
原子炉水位が確認できず

ＬＯＣＡが発生しているた
め，シュラウド内水位回復
に必要な時間注水後，崩壊
熱相当分注水し，引き続き
損傷炉心が冷却されている
ことおよび原子炉圧力容器
が健全であることを確認す
る。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（シビアアクシデント）「ＳＯＰ」 

注水－２（長期の原子炉水位の確保） 

ＡＭ設備別操作要領書 

Ｆ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「電源復旧」 
ガスタービン発電機を起

動し，非常用母線に給電す
る。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 11：「電源確保戦略」 

・ＧＴＧによるＣ，Ｄ－Ｍ／Ｃ

受電 

事故時操作要領書（徴候ベース） 電源復旧 Ｇ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「除熱―１」 
格納容器圧力が 640kPa

［gage］到達後，格納容器
代替スプレイ系による格納
容器スプレイ（間欠スプレ
イ）を実施する。

残留熱除去系による除熱
ができないかつ，Ｓ／Ｐ水
位が＋1.29m に到達後，「放
出」へ移行する。 

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

EHP 

・大量送水車を使用した送水

Ｈ 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（シビアアクシデント）「ＳＯＰ」 

除熱－１（損傷炉心冷却後の除熱） 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 5：「格納容器機能維持戦

略」 

・大量送水車による格納容器ス

プレイ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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「放出」 
格納容器圧力が 640kPa

［gage］到達後，格納容器
ベント準備を行う。 

サプレッション・プール
水位が＋1.29m に到達後，格
納容器スプレイの停止操
作，中央制御室換気系を循
環運転に切り替えを行う。 

格納容器スプレイ停止空
調換気系循環運転切り替え
後，格納容器フィルタベン
ト系によるベントを行う。

補足説明事項 

原子力災害対策手順書 

Ｉ 

解析上の対応手順の概要フロー 事故時操作要領書 

事故時操作要領書（シビアアクシデント）「ＳＯＰ」 

放出（ＰＣＶ破損防止） 

ＡＭ設備別操作要領書 

AM 4：「格納容器除熱戦略」 

・ＦＣＶＳによる格納容器ベン

ト 

PCV圧力制御 
PC/P 

６ 

PCV圧力制御 
PC/P 

６ 

PCV圧力制御 
PC/P 

６ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.0.9 

島根原子力発電所２号炉 

重大事故等対策の対処に係る 

教育及び訓練について 
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

１
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
 

緊
急

停
止
失

敗
時
に

発
 

電
用

原
子
炉

を
未
臨

界
 

に
す

る
た
め

の
手
順

等
 

原
子
炉
の
停
止
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
ス

ク
ラ
ム

」
（
原

子
炉
出

力
）
 

運
転

員
 

・
代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
に
よ
る
制
御
棒
緊
急
挿
入
：
１
回
／
年
以
上
 

反
応
度
制
御
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
反

応
度
制

御
」
 

運
転

員
 

・
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
停
止
に
よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制
：
１
回
／
年
以
上

 

・
自
動
減
圧
系

等
の
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ
に
よ
る
原
子
炉
出
力
急
上
昇
防

止
：
１
回
／
年
以
上
 

・
ほ
う
酸
水
注
入
：
１
回
／
年
以
上
 

注
１
：
教
育
訓
練
に
使
用
す
る
手
順
書
，
訓
練
名
称
及
び
頻
度
等
は
，
今
後
の
検
討
等
に
よ
り
変
更
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
以
下
，
第
４
表
に
お
い
て
同
じ
。

 

注
２
：「

1.
19
 通

信
連
絡
に
関
す
る
手
順
等

」
に
つ
い
て
は
，
各
手
順
の
訓
練
の
中
で
実
際
に
使
用
す
る
こ
と
で
習
熟
し
て
い
く
。
以
下
，
第
４
表
に
お
い
て
同
じ
。

 

 
 

1.0.9-13
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

２
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.2
 

原
子

炉
冷
却

材
圧
力

バ
 

ウ
ン

ダ
リ
高

圧
時
に

発
 

電
用

原
子
炉

を
冷
却

す
 

る
た

め
の
手

順
等
 

高
圧
原
子
炉
へ
の
注
水
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
水

位
確
保

」
等
 

運
転

員
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却
：
１
回
／
年
以
上

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却
：
１
回
／
年
以
上

 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

 
「

Ｈ
Ｐ
Ａ

Ｃ
に
よ

る
原
子

炉
注
水

」
 

運
転

員
 

・
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
中
央
制
御
室
か
ら
の
操
作
に
よ
る
発
電
用
原

子
炉
の
冷
却

：
１
回
／
年
以
上
 

・
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
現
場
操
作
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却
：
 

１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

 
「

Ｒ
Ｃ
Ｉ

Ｃ
に
よ

る
原
子

炉
注
水

」
 

運
転

員
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
現
場
操
作
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却
：
１

回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

 
「

Ｓ
Ｌ
Ｃ

に
よ
る

原
子
炉

注
水
」
 

運
転

員
 

・
ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る
進
展
抑
制
（
ほ
う
酸
水
注
入
）
：
１
回
／
年

以

上
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第
４
表

 
重
大

事
故

等
対
策
に

関
す
る

主
な

訓
練
（

３
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.3
 

原
子

炉
冷
却

材
圧
力
バ
 

ウ
ン

ダ
リ
を

減
圧
す

る

た
め

の
手
順

等

原
子
炉
の
減
圧
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
減

圧
冷
却

」
等

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
シ

ビ
ア
ア

ク
シ

デ
ン

ト
）

「
注

水
－
1」

運
転

員
 

・
手
動
操
作
に
よ
る
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
）
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ｒ
Ｖ
駆

動
源
確

保
（
Ｓ

Ｒ
Ｖ
電

源
切

替
）

」
運

転
員
 

・
可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復
：
１
回
／
年
以

上

〇
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｓ

Ｒ
Ｖ
駆

動
源
確

保
（
Ｓ

Ｒ
Ｖ
用

蓄
電

池
）

」
 

運
転

員
 

・
主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
（
補
助
盤
室
）
に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁

機
能
回
復
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
蓄

電
池

設
備
に

よ
る
主

蒸
気
逃

が
し

安
全

弁
開

放
操
作

（
補
助

盤

室
）

」
 

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ｒ
Ｖ
駆

動
源
確

保
（
窒

素
ガ
ス

ボ
ン

ベ
）

」
運

転
員
 

・
逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
供
給
系
に
よ
る
窒
素
ガ
ス
確
保
：
１
回
／
年
以

上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ｒ
Ｖ

背
圧
対

策
」

運
転

員
 

・
逃
が
し
安
全
弁
の
背
圧
対
策
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
窒

素
ガ
ス

ボ
ン
ベ

に
よ
る

主
蒸
気

逃
が

し
安

全
弁

背
圧
対

策
」

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス

テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
の

対
応

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
二

次
格
納

施
設
制

御
」
等

運
転

員
 

・
二
次
格
納
施
設
制
御
：
１
回
／
年

以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

４
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.4
 

原
子

炉
冷
却

材
圧
力

バ

ウ
ン

ダ
リ
低

圧
時
に

発

電
用

原
子
炉

を
冷
却

す

る
た

め
の
手

順
等

低
圧
原
子
炉
へ
の
注
水
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
水

位
確
保

」
等

運
転

員
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却

：

１
回
／
年
以
上

・
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却
：
１
回
／
年
以
上

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
減

圧
冷
却

」
等

運
転

員
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉

か
ら
の
除
熱

：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｆ

Ｌ
Ｓ
Ｒ

ポ
ン
プ

に
よ
る

原
子
炉

注
水

」
運

転
員
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
へ
の
冷
却

：
１
回
／
年
以
上

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

：

１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
大

量
送
水

車
に
よ

る
原
子

炉
注
水

」
運

転
員
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
へ
の
冷
却
：

１
回
／
年
以
上
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

：
 

１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｒ

Ｈ
Ｒ
に

よ
る
原

子
炉
注

水
」

運
転

員
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）

の
復
旧
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｌ

Ｐ
Ｃ
Ｓ

に
よ
る

原
子
炉

注
水
」

運
転

員
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
復
旧
：
１
回

／
年
以
上

原
子
炉
の
除
熱
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｒ

Ｈ
Ｒ
に

よ
る
原

子
炉
除

熱
」

運
転

員
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却

モ
ー
ド
）
の
復
旧
：
１
回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

５
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.5
 

最
終

ヒ
ー
ト

シ
ン
ク

へ

熱
を

輸
送
す

る
た
め

の

手
順

等
 

最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
へ
の
 

熱
輸
送
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
Ｓ

／
Ｃ
温

度
制
御

」
 

運
転

員
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
系

（
原
子
炉
補
機
海
水
系
を
含
む
。
）

に
よ
る
除
熱
：

１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

に
よ
る

格
納
容

器
ベ
ン

ト
」

 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

停
止
後

の
Ｎ
２

パ
ー
ジ

」
 

運
転

員
 

・
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び

除
熱
：
１
回
／
年
以
上
 

・
現
場
操
作

に
よ
る
格
納
容
器
ベ
ン
ト
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

 
「

格
納
容

器
フ
ィ

ル
タ
ベ

ン
ト
系

系
統

構
成

」
 

「
可

搬
式
窒

素
供
給

装
置
を

使
用
し

た
格

納
容

器
フ

ィ
ル
タ

ベ
ン
ト

系
の

窒
素
ガ

ス
置
換

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員

) 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
移

動
式
代

替
熱
交

換
設
備

に
よ
る

冷
却

水
確

保
」
 

運
転

員
 

・
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
移

動
式
熱

交
換
設

備
お
よ

び
大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

を
使
用

し
た
最

終
ヒ

ー
ト
シ

ン
ク
確

保
(Ｕ

Ｈ
Ｓ

Ｓ
編
)」

 

「
大

型
送
水

ポ
ン
プ

車
を
使

用
し
た

海
水

供
給

（
ハ

イ
ド
ロ

サ
ブ
 

編
）

」
 

 
「

移
動
式

熱
交
換

設
備
お

よ
び
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
を
使

用
し
た

最

終
ヒ

ー
ト
シ

ン
ク
確

保
（
電

源
編
）

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員

) 
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

６
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.6
 

原
子

炉
格
納

容
器
内

の

冷
却

等
の
た

め
の
手

順

等
 

格
納
容
器
内
の
冷
却
・
減

圧
・
除
熱
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
Ｐ

Ｃ
Ｖ
圧

力
制
御

」
 

「
Ｄ

／
Ｗ
温

度
制
御

」
 

「
Ｓ

／
Ｃ
温

度
制
御

」
 

「
Ｐ

Ｃ
Ｖ
水

素
濃
度

制
御
」
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
シ

ビ
ア
ア

ク
シ

デ
ン

ト
）
 

「
除

熱
－
１

」
 

「
除

熱
－
２

」
 

運
転

員
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内

へ
の
ス
プ
レ
イ

：
１
回
／
年
以
上
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

 

「
Ｓ

／
Ｃ
温

度
制
御

」
 

運
転

員
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
の
除
熱
：
１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｆ

Ｌ
Ｓ
Ｒ

ポ
ン
プ

に
よ
る

格
納
容

器
ス

プ
レ

イ
」
 

運
転

員
 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の

ス
プ
レ
イ
：

１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
大

量
送
水

車
に
よ

る
格
納

容
器
ス

プ
レ

イ
」
 

運
転

員
 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ

の
ス
プ
レ
イ
（
淡
水
／
海
水
）
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」
 

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｒ

Ｈ
Ｒ
に

よ
る
格

納
容
器

除
熱
」
 

運
転

員
 

・
残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ
：
１

回
／
年
以
上
 

・
残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル

水
の
除
熱

：

１
回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

７
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.7
 

原
子

炉
格
納

容
器
の

過

圧
破

損
を
防

止
す
る

た

め
の

手
順
等
 

格
納
容
器
内
の
減
圧
・
除
熱
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

に
よ
る

格
納
容

器
ベ
ン

ト
」

 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

ス
ク
ラ

バ
容
器

水
位
調

整
」

 

運
転

員
 

・
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び

除
熱
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
第

１
ベ
ン

ト
フ
ィ

ル
タ
ス

ク
ラ
バ

容
器

へ
の

水
補

給
」
 

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」
 

「
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
系

統
構

成
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

に
よ
る

格
納
容

器
ベ
ン

ト
」

 
運

転
員
 

・
現
場
操
作
に
よ
る
格
納
容
器
ベ
ン
ト
：
１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

停
止
後

の
Ｎ
２

パ
ー
ジ

」
 

運
転

員
 

・
不
活
性
ガ
ス
（
窒
素
ガ
ス
）
に
よ
る
系
統
内
の
置
換
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
可

搬
式
窒

素
供
給

装
置
を

使
用
し

た
格

納
容

器
フ

ィ
ル
タ

ベ
ン
ト
 

系
の

窒
素
ガ

ス
置
換

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｒ

Ｈ
Ａ
Ｒ

に
よ
る

格
納
容

器
除
熱

」
 

運
転

員
 

・
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱
：
１

回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

８
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.8
 

原
子

炉
格
納

容
器
下

部

の
溶

融
炉
心

を
冷
却

す

る
た

め
の
手

順
等
 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注

水
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｆ

Ｌ
Ｓ
Ｒ

ポ
ン
プ

に
よ
る

ペ
デ
ス

タ
ル

注
水

」
運

転
員
 

・
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

へ
の

注
水

：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
大

量
送

水
車
に

よ
る
格

納
容
器

ス
プ

レ
イ

」

「
大

量
送
水

車
に
よ

る
ペ
デ

ス
タ
ル

注
水

」

運
転

員
 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

へ
の
注
水
：
１
回
／
年
以
上

・
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

へ

の
注
水

：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｈ

Ｐ
Ａ
Ｃ

に
よ
る

原
子
炉

注
水
」

運
転

員
 

・
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
：
１
回
／

年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ｌ
Ｃ
に

よ
る
原

子
炉
注

水
」

運
転

員
 

・
ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
ほ
う
酸
水
注
入
：
１
回

／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｆ

Ｌ
Ｓ
Ｒ

ポ
ン
プ

に
よ
る

原
子
炉

注
水

」
運

転
員
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
：

１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
大

量
送
水

車
に
よ

る
原
子

炉
注
水

」
運

転
員
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注

水
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」

実
施

組
織
 

（
復

旧
班
員
）
 

1.0.9-20
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

９
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.9
 

水
素

爆
発
に

よ
る
原

子

炉
格

納
容
器

の
破
損

を

防
止

す
る
た

め
の
手

順

等
 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
の
破
損
防
止
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
可

搬
式
窒

素
供
給

装
置
を

使
用
し

た
格

納
容

器
の

窒
素
ガ

ス
置

換
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
原

子
炉

格
納

容
器

内
不

活
性

化
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
水

素
爆

発
防

止
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｆ

Ｃ
Ｖ
Ｓ

に
よ
る

格
納
容

器
ベ
ン

ト
」

運
転

員
 

・
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
ガ
ス

及
び
酸
素
ガ
ス
の
排
出

：
１
回
／
年
以
上

 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
系

統
構

成
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｍ

Ｃ
Ａ
Ｍ

Ｓ
に
よ

る
格
納

容
器
水

素
・

酸
素

濃
度

測
定
」

「
Ｃ

Ａ
Ｍ

Ｓ
に
よ

る
格
納

容
器
水

素
・

酸
素

濃
度

測
定
」

運
転

員
 

・
水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
の
監
視
：
１
回
／
年
以
上

1.0.9-21
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

０
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
0 

水
素

爆
発
に

よ
る
原

子

炉
建

屋
等
の

損
傷
を

防

止
す

る
た
め

の
手
順

等
 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉

建
物

等
の
損
傷

防
止
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
シ

ビ
ア
ア

ク
シ

デ
ン

ト
）

「
水

素
」

運
転

員
 

・
原
子
炉
建
物
内
の
水
素
濃
度
監
視

：
１
回
／
年
以
上

1.0.9-22
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

１
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
1 

使
用

済
燃
料

貯
蔵
槽

の

冷
却

等
の
た

め
の
手

順

等
 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
 

及
び
ス
プ
レ
イ
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
）
に
よ
る

燃
料
プ
ー

ル
へ
の
注
水
：
１
回
／
年
以
上

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
）
に
よ
る

燃
料
プ
ー

ル
へ
の
ス
プ
レ
イ
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
」

「
原

子
炉
建

物
内
ホ

ー
ス
展

張
に
よ

る
燃

料
プ

ー
ル

へ
の
注

水
及
び

ス
プ

レ
イ
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）
に
よ
る

燃
料
プ

ー
ル
へ
の
注
水
：
１
回
／
年
以
上

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）
に
よ
る

燃
料
プ

ー
ル
へ
の
ス
プ
レ
イ
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ｆ
Ｐ
監

視
カ
メ

ラ
用
冷

却
設
備

起
動

」
運

転
員
 

・
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
監
視
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｆ

Ｐ
Ｃ
に

よ
る
燃

料
プ
ー

ル
除
熱

」
運

転
員
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
の
除
熱

：
１
回
／
年
以
上

1.0.9-23
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

２
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
2 

発
電

所
外
へ

の
放
射

性

物
質

の
拡
散

を
抑
制

す

る
た

め
の
手

順
等
 

発
電
所
外
へ
の
放
射
性
 

物
質
の
拡
散
抑
制
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
放

水
砲
に

よ
る
大

気
へ
の

放
射
性

物
質

の
拡

散
抑

制
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
シ

ル
ト
フ

ェ
ン
ス

に
よ
る

海
洋
へ

の
放

射
性

物
質

の
拡
散

抑
制
」
 

「
放

射
性
物

質
吸
着

材
に
よ

る
海
洋

へ
の

放
射

性
物

質
の
拡

散
抑
制

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
海
洋
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制
：
１
回
／
年
以
上
 

消
火
活
動
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
放

水
砲
に

よ
る
消

火
活
動

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
航
空
機
燃
料
火
災
へ
の
対
応
：
１
回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

３
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
3 

重
大

事
故
等

の
収
束

に

必
要

と
な
る

水
の
供

給

手
順

等
 

送
水
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送

水
車
を

使
用
し

た
送
水

」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西

２
）
を
水
源
と
し
た
送

水
：

１
回
／
年
以
上
 

・
海
を
水
源
と
し
た
送
水
：
１
回
／
年
以
上

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

へ
の
補
給
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
／

補
給

」
実

施
組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
を
水
源
と
し
た
補
給

（
淡
水
／
海
水
）
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
海

水
を
利

用
し
た

水
源
の

補
給
」

・
海
を
水
源
と
し
た
補
給
：
１
回
／
年
以
上

輪
谷
貯
水
槽

へ
の
補
給
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
海

水
を
利

用
し
た

水
源
の

補
給
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
又
は

輪
谷
貯
水
槽
（
西

２
）
へ
の
海
水
補
給
：
１

回
／
年
以
上

水
源
切
替
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
／

補
給

」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
補
給
す
る
水
源
の
切
替
え
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
海

水
を
利

用
し
た

水
源
の

補
給
」

「
大

量
送
水

車
を
使

用
し
た

送
水
／

補
給

」

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
へ
補
給
す
る
水
源
の

切
替
え
：
１
回
／
年
以
上

・
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西

２
）
か
ら
海
へ
の
切
替

え
：

１
回
／
年
以
上
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
シ

ビ
ア
ア

ク
シ

デ
ン

ト
）

「
注

水
-2
」

運
転

員
 

・
外
部
水
源
か
ら
内
部
水
源
へ
の
切
替
え
（
外
部
水
源
（
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
槽
）
か
ら
内
部
水
源
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
へ
の
切
替

え
）
）

：
１
回
／
年
以
上

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
シ

ビ
ア
ア

ク
シ

デ
ン

ト
）

「
注

水
-4
」

・
外
部
水
源
か
ら
内
部
水
源
へ
の
切
替
え
（
外
部
水
源
（
輪
谷
貯
水
槽
（
西

１
）
及
び

輪
谷
貯
水
槽
（
西

２
）
）
か
ら
内
部
水
源
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン

・

チ
ェ
ン
バ
へ
の
切
替
え
）
）

：
１
回
／
年
以
上

1.0.9-25
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

４
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
4 

電
源

の
確
保

に
関
す

る

手
順

等
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
に

よ
る
給
電
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
外

部
電
源

喪
失
時

対
応
手

順
」

「
電

源
復
旧

」

運
転

員
 

・
非
常
用
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年
以
上

非
常
用
直
流
電
源
設
備
に

よ
る
給
電
 

○
事

故
時
操

作
要
領

書
（
徴

候
ベ
ー

ス
）

「
電

源
復
旧

」
運

転
員
 

・
非
常
用
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年
以
上

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ

る
給
電
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｇ

Ｔ
Ｇ
に

よ
る
Ｃ

，
Ｄ
－

Ｍ
／
Ｃ

受
電

」
運

転
員
 

・
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
ガ

ス
タ
ー

ビ
ン
発

電
機
の

現
場
起

動
に

よ
る

電
源

確
保
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
高

圧
発
電

機
車
に

よ
る
Ｃ

，
Ｄ
－

Ｍ
／

Ｃ
受

電
」

運
転

員
 

・
可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

緊
急
用

メ
タ

ク
ラ

接
続

プ
ラ
グ

盤
か
ら

の

電
源

確
保
」
 

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

メ
タ
ク

ラ
切

替
盤

を
使

用
し
た

Ｍ
／
Ｃ

 

Ｃ
系

又
は
Ｍ

／
Ｃ
 

Ｄ
系
電

源
確
保

」
 

「
タ

ン
ク
ロ

ー
リ
か

ら
各
機

器
等
へ

の
給

油
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ

る
給
電
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｂ

１
－
11
5V

系
蓄

電
池

（
Ｓ
Ａ

）
に
よ

る
Ｂ

－
11
5V

系
直

流
盤

受
電

」
 

「
充

電
器
復

旧
，
中

央
監
視

計
器
復

旧
」

 

運
転

員
 

・
所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年

以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｓ

Ａ
用

11
5V

系
蓄

電
池

に
よ

る
Ｂ
－

11
5V

系
直

流
盤

受
電
」

運
転

員
 

・
常
設
代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電

：
１
回
／
年

以
上

1.0.9-26

185



第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

５
／

２
０

）

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
4 

電
源

の
確
保

に
関
す

る

手
順

等
（
続

き
）
 

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ

る
給
電
（
続
き
）
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
高

圧
発
電

機
車
に

よ
る
Ｓ

Ａ
－
Ｌ

／
Ｃ

，
Ｃ

／
Ｃ

受
電
」

「
充

電
器
復

旧
，
中

央
監
視

計
器
復

旧
」

運
転

員
 

・
可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年

以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

緊
急
用

メ
タ

ク
ラ

接
続

プ
ラ
グ

盤
か
ら

の

電
源

確
保
」
 

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

メ
タ
ク

ラ
切

替
盤

を
使

用
し
た

緊
急
用

Ｍ
 

／
Ｃ

電
源
確

保
」
 

「
高

圧
発
電

機
車
に

よ
る
直

流
電
源

確
保

時
の

可
搬

ケ
ー
ブ

ル
を
使
 

用
し

た
中
央

制
御
室

排
風
機

電
源
確

保
」

 

「
タ

ン
ク
ロ

ー
リ
か

ら
各
機

器
等
へ

の
給

油
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ

る
給
電
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
Ｇ

Ｔ
Ｇ
に

よ
る
Ｓ

Ａ
－
Ｌ

／
Ｃ
，

Ｃ
／

Ｃ
受

電
」

「
高

圧
発
電

機
車
に

よ
る
Ｓ

Ａ
－
Ｌ

／
Ｃ

，
Ｃ

／
Ｃ

受
電
」

「
主
要

弁
の

電
源
切

替
」

運
転

員
 

・
代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ
る
給
電
：
１
回
／
年
以
上

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
ガ

ス
タ
ー

ビ
ン
発

電
機
の

現
場
起

動
に

よ
る

電
源

確
保
」

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

緊
急
用

メ
タ

ク
ラ

接
続

プ
ラ
グ

盤
か
ら

の

電
源

確
保
」
 

「
高

圧
発

電
機
車

に
よ
る

メ
タ
ク

ラ
切

替
盤

を
使

用
し
た

緊
急
用

Ｍ

／
Ｃ
電

源
確

保
」
 

「
タ

ン
ク
ロ

ー
リ
か

ら
各
機

器
等
へ

の
給

油
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

燃
料
の
補
給
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
軽

油
タ
ン

ク
等
を

使
用
し

た
タ
ン

ク
ロ

ー
リ

へ
の

燃
料
積

載
」

「
タ

ン
ク
ロ

ー
リ
か

ら
各
機

器
等
へ

の
給

油
」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
燃
料
補
給
設
備
に
よ
る
給
油

：
１
回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（
１

６
／

２
０

）
 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
5 

事
故

時
の
計

装
に
関

す

る
手

順
等
 

事
故
時
の
計
装
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
重

要
計
器

の
監
視

・
復
旧

」

実
施
組

織
 

(プ
ラ

ン
ト
 

監
視

班
員
) 

・
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
る
計
測
：
１
回
／
年
以
上

・
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
推
定
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
可

搬
型
計

測
器
に

よ
る
計

測
」

運
転

員
 

・
可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
計
測
：
１
回
／
年
以
上

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書

「
重

要
計
器

の
電
源

切
替
」

運
転

員
 

・
設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
と
重
大
事
故
等
対
処
設
備
を
兼
用
す
る

計
装
設

備
へ
の
給
電

：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
Ｓ

Ｐ
Ｄ
Ｓ

に
よ
る

パ
ラ
メ

ー
タ
記

録
結

果
の

保
存

」

運
営

支
援
組
織
 

(情
報

管
理
 

班
員

) 

・
パ
ラ
メ
ー
タ
記
録
：
１
回
／
年
以
上

1.0.9-28
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

１
７

／
２

０
）

 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
6 

原
子

炉
制
御

室
の
居

住

性
等

に
関
す

る
手
順

等
 

中
央
制
御
室
の

居
住
性
の

確
保
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｍ

Ｃ
Ｒ
に

よ
る
居

住
性
確

保
」
 

運
転

員
 

・
Ｍ
Ｃ
Ｒ
運
転
に
よ
る
居
住
性
確
保

：
１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
待

避
室
の

居
住
性

確
保
」
 

運
転

員
 

・
中
央
制
御
室
待
避
室
の
使
用
：
１
回
／
年
以
上
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
中

央
制
御

室
の
居

住
性
確

保
」
 

運
転

員
 

・
可
搬
型
照
明
に
よ
る
居
住
性
確
保
：
１
回
／
年
以
上
 

・
中
央
制
御
室
の
酸
素
及
び
二
酸
化
炭
素
の
濃
度
測
定
と
濃
度
管
理
：
１
回

／
年
以
上
 

運
転
員
等
の
被
ば
く
低
減
 

○
Ａ

Ｍ
設
備

別
操
作

要
領
書
 

「
Ｓ

Ｇ
Ｔ
に

よ
る
放

射
性
物

質
除
去

」
 

運
転

員
 

・
Ｓ
Ｇ
Ｔ
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
除
去
：
１
回
／
年
以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

１
８

／
２

０
）

 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
7 

監
視

測
定
等

に
関
す

る

手
順

等
 

放
射
線
量
の
代
替
測
定
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
可

搬
式
モ

ニ
タ
リ

ン
グ
・
ポ

ス
ト

に
よ

る
放

射
線

量
の
代

替
測
定

」 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
に
よ
る
放
射
線
量
の
代
替
測
定
：
１
回
 

／
年
以
上
 

空
気
中
の
放
射
性
物
質
の

濃
度
の
代
替
測
定
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
放

射
能
測

定
装
置

に
よ
る

空
気
中

の
放

射
性

物
質

の
濃
度

の
代
替
 

測
定

」
 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
放
射
能
測
定
装
置
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定

：
 

１
回
／
年
以
上
 

放
射
線
量
の
測
定
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
可

搬
式
モ

ニ
タ
リ

ン
グ
・

ポ
ス
ト

に
よ

る
放

射
線

量
の
測

定
」
 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
に
よ
る
放
射
線
量
の
測
定
：
１
回
／
年
 

以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
放

射
能
測

定
装
置

等
に
よ

る
放
射

性
物

質
の

濃
度

及
び
放

射
線
量
 

の
測

定
」
 

・
放
射
能
測
定
装
置
等
に
よ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
放
射
線
量
の
測

定
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
海

上
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
測
定

」
 

・
海
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
測
定

：
１
回
／
年
以
上
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
（
空
気

中
，
水
中
，
土
壌
中
）
の
測

定
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
放

射
能
測

定
装
置

等
に
よ

る
放
射

性
物

質
の

濃
度

及
び
放

射
線
量
 

の
測

定
」
 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
放

射
能

測
定

装
置

等
に

よ
る

放
射

性
物

質
の

濃
度

及
び

放
射

線
量

の
測

定
：
１
回
／
年
以
上
 

海
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
海

上
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
測
定

」
 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
海
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
測
定

：
１
回
／
年
以
上
 

気
象
観
測
項
目
の
代
替
測

定
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
可

搬
式
気

象
観
測

装
置
に

よ
る
気

象
観

測
項

目
の

代
替
測

定
」
 

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
可
搬
式
気
象
観
測
装
置
に
よ
る
気
象
観
測
項
目
の
代
替
測
定
：
１
回
／
年

以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

１
９

／
２

０
）

 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.1
8 

緊
急

時
対
策

所
の
居

住

性
等

に
関
す

る
手
順

等
 

緊
急
時
対
策
所
の
居
住
性

の
確
保
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
緊

急
時
対

策
所
空

気
浄
化

装
置
運

転
」

「
緊

急
時
対

策
所
内

の
酸
素

濃
度
及

び
二

酸
化

炭
素

濃
度
の

測
定
」

「
緊

急
時
対

策
所
空

気
ボ
ン

ベ
加
圧

設
備

に
よ

る
空

気
供
給

準
備
」

「
緊

急
時
対

策
所
空

気
浄
化

装
置
か

ら
緊

急
時

対
策

所
空
気

ボ
ン
ベ

加
圧

設
備
へ

の
切
替

」

「
緊

急
時
対

策
所
空

気
ボ
ン

ベ
加
圧

設
備

か
ら

緊
急

時
対
策

所
空
気

浄
化

装
置
へ

の
切
替

」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
装
置
運
転
：
１
回
／
年

以
上

・
緊
急
時
対
策
所
内
の
酸
素
濃
度
及
び
二
酸
化
炭
素
濃
度
の
測
定
：
１
回
／

年
以
上

・
緊
急
時
対
策
所
空
気
ボ
ン
ベ
加
圧
設
備

に
よ
る
空
気
供
給
準
備
：
１
回
／

年
以
上

・
緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
装
置
か
ら
緊
急
時
対
策
所

空
気
ボ
ン
ベ
加
圧
設

備
へ
の
切
替
：
１
回
／
年
以
上
 

・
緊
急
時
対
策
所

空
気
ボ
ン
ベ
加
圧
設
備

か
ら
緊
急
時
対
策
所
空
気
浄
化
装

置
へ
の
切
替
：
１
回
／
年
以
上
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
緊

急
時
対

策
本
部

内
可
搬

式
エ
リ

ア
放

射
線

モ
ニ

タ
設
置

手
順
」

技
術

支
援
組
織
 

(放
射

線
管
理
 

班
員

) 

・
緊
急
時
対
策
本
部
内
可
搬
式
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
設
置
：
１
回
／
年
以

上

必
要
な
指
示
及
び
通
信
連

絡
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
安

全
パ
ラ

メ
ー
タ

表
示
シ

ス
テ
ム

（
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
）

に
よ
る

プ
ラ
ン

ト
パ

ラ
メ
ー

タ
等
の

監
視
」

実
施
組

織
 

(プ
ラ

ン
ト
 

監
視

班
員
) 

・
安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ
）
に
よ
る
プ
ラ
ン
ト
パ
ラ

メ
ー
タ
等
の
監
視
：
１
回
／
年

代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら

の
給
電
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書

「
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

準
備
」

「
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

起
動
」

「
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

の
切
替

」

「
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

へ
の
燃

料
給

油
」

「
緊

急
時
対

策
所
用

発
電
機

（
予
備

）
の

切
替

」

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
準
備
：
１
回
／
年

以
上

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
起
動
：
１
回
／
年

以
上

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
の
切
替

：
１
回
／
年
以
上

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
へ
の
燃
料
給
油
：

１
回
／
年
以
上

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
予
備
）
の
切
替

：
１
回
／
年

以
上
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第
４
表
 

重
大
事

故
等

対
策
に
関

す
る
主

な
訓

練
（

２
０

／
２

０
）

 

技
術

的
能
力

審
査
基

準
 

教
育
訓
練
項
目
 

教
育

訓
練
に

使
用
す

る
手
順

書
 

対
象

者
 

訓
練

名
称
及
び
頻
度
 

1
.0
 

共
通

事
項
 

ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
確
保
 

○
原

子
力
災

害
対
策

手
順
書
 

「
ホ

イ
ー
ル

ロ
ー
ダ

を
使
用

し
た
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

確
保
」
 

実
施

組
織
 

(復
旧

班
員
) 

・
ホ
イ
ー
ル
ロ
ー
ダ
を
使
用
し
た
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
確
保
：
１
回
／
年
以
上
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1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

＜目 次＞ 

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方

(2) 対応手段と設備の選定の結果

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件

(d) 復旧

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及び設備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｅ．手順等 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧

ａ．手動操作による減圧 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）開放 

ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給系による逃がし安全弁駆動源確保 

(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給系による背圧対策
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(4) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

(5) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱を防止

する手順 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 
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添付資料1.3.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.3.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.3.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料1.3.4 重大事故対策の成立性 

1．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

2．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全 

弁開放 

3．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安 

全弁（自動減圧機能付き）開放 

4．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自 

動減圧機能なし）開放 

5．逃がし安全弁窒素ガス供給系による逃がし安全弁駆動源確 

保 

6．逃がし安全弁窒素ガス供給系による背圧対策 

7．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の漏えい停止操作 

添付資料1.3.5 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概要図 

添付資料1.3.6 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破断面積及び現場

環境等について 

添付資料1.3.7 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について 

添付資料1.3.8 発電用原子炉の減圧操作について 

添付資料1.3.9 逃がし安全弁の電源受電状態について 

添付資料1.3.10 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧 

2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料 1.3.11 手順のリンク先について
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1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器

により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開

放して，発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源設備として使用

する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器による直流電源の供給準備が整

うまでの期間は，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電

池にて逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開

放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室の計器にて確認が

可能である。 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態又は全交流動力電源喪失時に，原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧する際に直流電源の切替が必要な状態において，以下の条件が

すべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉注水が可能な系

統又は低圧代替注水系のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力

容器への注水手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用原子

炉の減圧は，高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系統１系

統※２以上が使用可能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規

定水位（燃料棒有効長底部より燃料棒有効長の20％高い位置）に到

達した場合。 

・逃がし安全弁作動用の窒素ガスが確保されている場合。 

・逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を常設代替直流電源設備から

給電可能な場合。 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代替注水系のうち１

系統以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時で

の注水が可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプ

レイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び復水・給水系の

うち１系統以上起動すること，また，それができない場合は低

圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原

子炉代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動することをい

う。 

 

※２：「低圧注水系統１系統」とは，低圧炉心スプレイ系，残留熱除

去系（低圧注水モード），低圧原子炉代替注水系（常設），復
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水輸送系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいず

れか１系統をいう。 

 

(b) 操作手順 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第 1.3－3 図及び第 1.3－6 図に，概要図を第 1.3

－7 図に，タイムチャートを第 1.3－8 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に可搬型直流電

源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器による

逃がし安全弁開放の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に可搬型

直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器

による直流電源の復旧を依頼する。 

③当直副長は，可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び

ＳＡ用 115V 系充電器による直流電源の復旧が完了するまでの間，逃

がし安全弁により発電用原子炉を減圧するため，運転員に常設代替

直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池による逃がし安全

弁開放の準備開始を指示する。 

④現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室の原子炉プロセス計測盤に，原子

炉圧力（可搬型計測器）を接続し，原子炉圧力容器内の圧力を確認

する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室のＳＲＶ用電源切替盤で，逃がし

安全弁の制御回路電源を所内常設蓄電式直流電源設備として使用す

るＢ－115V系蓄電池から常設代替直流電源設備として使用するＳＡ

用115V系蓄電池への切替えを実施し，当直副長に常設代替直流電源

設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池による逃がし安全弁開放の

準備完了を報告する。 

⑥当直副長は，中央制御室運転員に常設代替直流電源設備として使用

するＳＡ用 115V 系蓄電池による逃がし安全弁の開放を指示する。 

⑦当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現場運転員

に，発電用原子炉の減圧状況の確認を指示する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁を手動で開操作し，発電用原

子炉の減圧を開始する。 

⑨現場運転員Ｂ及びＣは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを補

助盤室の原子炉プロセス計測盤に接続した原子炉圧力（可搬型計測

器）指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

⑩現場運転員Ｂ及びＣは，原子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁に
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よる減圧完了圧力となったことを確認し，当直副長へ発電用原子炉

の減圧が完了したことを報告する。 

なお，可搬型直流電源設備から電源供給が開始されると，負荷への給

電がＳＡ用 115V 系蓄電池からＳＡ用 115V 系充電器による給電へ操作無

く自動で切り替わることから，可搬型直流電源設備からの受電操作につ

いては不要である。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員２名にて作業を実

施した場合，作業開始を判断してから常設代替直流電源設備による逃が

し安全弁開放まで 40 分以内で可能である。また，可搬型直流電源設備に

関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整理す

る。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。また，速やかに作業が開始できるよう，使用する

資機材は作業場所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.3.4－1) 

 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

補助盤室にて逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池を接

続し，逃がし安全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室の計器にて確認が

可能である。 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態において，以下の条件がすべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉注水が可能な系

統又は低圧代替注水系のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力

容器への注水手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用原子

炉の減圧は，高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系統１系

統※２以上が使用可能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規

定水位（燃料棒有効長底部より燃料棒有効長の20％高い位置）に到

達した場合。 

・逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されている場合。 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は低圧代替注水系のうち１

系統以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時で

の注水が可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプ

レイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び復水・給水系の
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1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

＜目 次＞ 

1.5.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方

(2) 対応手段と設備の選定の結果

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送

(b) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送

(c) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｃ．手順等 

1.5.2 重大事故等時の手順 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(3)�最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

(4) 重大事故等時の対応手段の選択

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送

ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

ｂ．大型送水ポンプ車による除熱 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択

1.5.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）による除熱

1.5.2.4 その他の手順項目について考慮する手順 
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添付資料1.5.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.5.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.5.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料1.5.4 重大事故対策の成立性 

1．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(1) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(2) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系の

系統構成

(3) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系に

よる補機冷却水確保

2．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び

除熱 

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱 

(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱（現場操作） 

(3) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

(4) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）

(5) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

(6) フィルタベント計装（第１ベントフィルタ出口水素濃度）

(7) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

3．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

4．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(1) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び

除熱

(2) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び

除熱（現場操作）

(3) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ

5．原子炉補機代替冷却系による除熱 

(1) 系統構成

(2) 移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車による除熱

6．大型送水ポンプ車による除熱 

(1) 系統構成

(2) 大型送水ポンプ車による除熱

7．原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）による除熱 

添付資料1.5.5 スクラビング水の保有水量の設定根拠について 

添付資料1.5.6 格納容器ベント操作について 

添付資料1.5.7 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧

1.5-2

199



2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料1.5.8 手順のリンク先について 

1.5-3

下線は，今回の提出資料を示す。
（関連する図表を含む。）
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(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が

喪失した場合，格納容器フィルタベント系により最終ヒートシンク（大気）

へ熱を輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除

去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス濃度

制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素

供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並び

に原子炉格納容器内の圧力 427kPa[gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内

の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が可燃限界未満で

あることを確認した場合は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ 

Ｎ２ドライウェル出口隔離弁（以下「第１弁」という。）を全閉し，格納

容器ベントを停止することを基本として，その他の要因を考慮した上で総

合的に判断し，適切に対応する。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁

（以下「第２弁」という。）又はＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパ

ス弁（以下「第２弁バイパス弁」という。）は，第１弁を全閉後，原子炉

格納容器内の除熱機能が更に１系統回復する等，より安定的な状態になっ

た場合に全閉する。 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，残留熱除去系及び残留熱代替除去系による

原子炉格納容器内の減圧及び除熱ができず，原子炉格納容器内の圧力

が 245kPa[gage]に到達した場合。 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率の

10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡ

ＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上

を確認した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

の手順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概

要図を第 1.5－11 図に，タイムチャートを第 1.5－12 図及び第 1.5－13

図に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様)］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベ

ント系によるウェットウェル（以下「Ｗ／Ｗ」という。）側から
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の格納容器ベントの準備を開始するよう運転員に指示する（Ｗ／

Ｗ側からの格納容器ベントができない場合は，ドライウェル（以

下「Ｄ／Ｗ」という。）側からの格納容器ベントの準備を開始す

るよう指示する)。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントの準備のため，ＦＣ

ＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

格納容器フィルタベント系による格納容器ベントに必要な第２弁，

第２弁バイパス弁及び第１弁の電源切替え操作を実施する。 

③ｂ非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，格納容器フィルタ

ベント系による格納容器ベントに必要な第２弁，第２弁バイパス

弁及び第１弁の電源切替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントに必要な電動弁の電源が確保されたこと及び監視計器の

電源が確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の確認として，格納容

器隔離信号が発生している場合は，格納容器隔離信号の除外操作

を実施する。 

⑦緊急時対策要員は，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を

実施し，緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当

直長に報告する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，Ｓ

ＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離

弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ

常用空調換気入口隔離弁後弁の全閉及びＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベ

ントフィルタ入口弁（以下「第３弁」という。）の全開を確認後，

第２弁を全開し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベン

ト準備完了を当直副長に報告する。第２弁の開操作ができない場

合は，第２弁バイパス弁を全開し，格納容器フィルタベント系に

よる格納容器ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収集
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を適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格納容

器内の圧力及び水位に関する情報を緊急時対策本部に報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運

転員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプレ

ッション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達した場

合。 

・原子炉格納容器内の圧力が 384kPa[gage]に到達した場合におい

て，外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施できない

場合。 

⑬ａＷ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｗ／Ｗ）の全開操作により，格

納容器フィルタベント系による格納容器ベントを開始する。 

⑬ｂＤ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｄ／Ｗ）の全開操作により，格

納容器フィルタベント系による格納容器ベントを開始する。 

⑭中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の

低下，並びに第１ベントフィルタスクラバ容器温度指示値の上昇

により確認するとともに，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）指示値の上昇により確認し，当直副長に

報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントが開始されたことを

緊急時対策本部に報告する。 

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直

副長に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊急

時対策本部に依頼する。 

⑯当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代

替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可

燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制

御機能及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防

止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力 427kPa 

[gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満及び原子

炉格納容器内の水素濃度が可燃限界未満であることを確認するこ

1.5-22

203



とにより，第１弁の全閉操作を実施し，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベントを停止するよう運転員に指示する。 

⑰中央制御室運転員Ａは，第１弁の全閉操作を実施し，格納容器フ

ィルタベント系による格納容器ベントを停止する。 

⑱当直副長は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更

に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，第２弁

又は第２弁バイパス弁の全閉操作を実施するよう運転員に指示す

る。 

⑲中央制御室運転員Ａは，第２弁又は第２弁バイパス弁の全閉操作

を実施する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから，格納容器ベント準備完了

までの必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からの第２弁操作の場合 

中央制御室運転員１名，現場運転員２名及び緊急時対策要員２名

にて作業を実施した場合，45 分以内で可能である。 

格納容器ベント基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要員

数及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からの第１弁（Ｗ／Ｗ）操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

・中央制御室からの第１弁（Ｄ／Ｗ）操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を中央制御室及び

現場にて実施した場合，45 分以内で可能である。また，格納容器

ベント基準到達後，第１弁（Ｗ／Ｗ）操作を中央制御室にて実施

した場合，10 分以内で可能である。 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を中央制御室及び

現場にて実施した場合，45 分以内で可能である。また，格納容器

ベント基準到達後，第１弁（Ｄ／Ｗ）操作を中央制御室にて実施

した場合，10 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.5.4－2(1)） 

 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が通常水位を下回り下限水位
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に到達する前に，輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）を水源と

した大量送水車により第１ベントフィルタスクラバ容器へ水張りを実施

する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位の水位低警報が発報した場合。 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）手順の概要は

以下のとおり。概要図を第 1.5－14 図に，タイムチャートを第 1.5－15

図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，

緊急時対策本部へ第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）の準備開始を依頼する。

②緊急時対策本部は，緊急時対策要員に第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）の準備開始を指示する。

③当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）の準備開始を指示する。

④中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水張り）に必要な監視計器の電源が確保されていることを状

態表示等により確認し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水張り）の準備完了を当直副長に報告する。

⑤当直長は，当直副長からの依頼に基づき，第１ベントフィルタス

クラバ容器水位調整（水張り）の準備完了を緊急時対策本部に報

告する。 

⑥緊急時対策要員は，事前に他の対応手段により設置した第１ベン

トフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用する大量

送水車の配備及び第１ベントフィルタスクラバ容器補給用接続口

へ送水ホースを接続し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水張り）の準備が完了したことを緊急時対策本部に報告する。 

⑦緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）の準備完了を当直長に報告する。

⑧当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に第１

ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用する

大量送水車による送水開始を依頼する。

⑨緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）として使用する大量送水車の起動を緊急時対策要員に指示

する。

⑩緊急時対策要員は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）として使用する大量送水車を起動した後，ＦＣＶＳ補給止
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め弁の全開操作を実施し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位

調整（水張り）として使用する大量送水車により注水を開始した

ことを，第１ベントフィルタ格納槽付近（屋外）の計器ラックに

て，第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値の上昇により確

認し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）とし

て使用する大量送水車による送水を開始したことを緊急時対策本

部に報告する。 

⑪緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）として使用する大量送水車による送水を開始したことを当

直長に報告する。

⑫当直副長は，第１ベントフィルタスクラバ容器の水位を監視する

よう運転員に指示する。

⑬中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位に

て水位を継続監視する。

⑭緊急時対策要員は，規定水位に到達したことを確認し，ＦＣＶＳ

補給止め弁を全閉とした後，第１ベントフィルタスクラバ容器水

位調整（水張り）として使用する大量送水車を停止し，第１ベン

トフィルタスクラバ容器補給用接続口送水ホースの取外し操作を

実施する。 

⑮緊急時対策要員は，緊急時対策本部に第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）として使用する大量送水車による送水

を停止したことを報告する。

⑯緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）として使用する大量送水車による送水を停止したことを当

直長に報告する。

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，作業開始を判断してから第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）の開始及び完了までの必要な要員数及び想

定時間は以下のとおり。 

輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）から大量送水車を展開

した第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）操作は，中

央制御室運転員１名及び緊急時対策要員12名にて作業を実施した場合，

作業開始を判断してから水源と送水ルートの特定～大量送水車の配備

～送水準備～第１ベントフィルタスクラバ容器補給用接続口使用によ

る大量送水車による注水開始まで２時間 10 分以内，第１ベントフィル

タスクラバ容器水位調整（水張り）完了まで２時間 30 分以内で可能で

ある。 

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであることから，
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本操作における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用す

る大量送水車からのホースの接続は，汎用の結合金具であり，十分な

作業スペースを確保していることから，容易に操作が可能である。 

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗

闇における作業性についても確保する。 

（添付資料 1.5.4－2(3)） 

 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） 

格納容器ベントにより原子炉格納容器内から排気されたガスが格納容

器フィルタベント系の配管内及び第１ベントフィルタスクラバ容器内で

凝縮し，その凝縮水が第１ベントフィルタスクラバ容器に溜まることで

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判断し

た場合は，格納容器フィルタベント系機能維持のため第１ベントフィル

タスクラバ容器の排水を実施する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判

断した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）手順の概要は

以下のとおり。概要図を第 1.5－16 図に，タイムチャートを第 1.5－17

図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員へ第１ベント

フィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，ドレン移送ポンプ，ＦＣＶＳ第１ベント

フィルタスクラバ容器１次ドレン弁，ＦＣＶＳドレン移送ライン

連絡弁の電源が確保されていることを状態表示にて確認し，ＦＣ

ＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容器１次ドレン弁及びＦＣＶＳ

ドレン移送ライン連絡弁の全開操作を実施する。 

③中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水抜き）系統構成完了を当直副長に報告する。 

④当直副長は，運転員へ第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水抜き）の開始を指示する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，ドレン移送ポンプの起動操作を実施し，

第１ベントフィルタスクラバ容器からの排水が開始されたことを

第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値の低下により確認す
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る。 

その後，通常水位に到達したことを確認し，ドレン移送ポンプを

停止し，ＦＣＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容器１次ドレン弁

及びＦＣＶＳドレン移送ライン連絡弁を全閉操作する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，当直副長に第１ベントフィルタスクラバ

容器水位調整（水抜き）の完了を報告する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

抜き）完了まで２時間 20 分以内で可能である。 

（添付資料 1.5.4－2(4)） 

 

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

格納容器ベント停止後において，スクラビング水に貯留された放射性

物質による水の放射線分解にて発生する水素ガス及び酸素ガスを排出す

る。また，第１ベントフィルタスクラバ容器上流側の残留蒸気凝縮によ

り第１ベントフィルタスクラバ容器上流側配管内が負圧となることによ

り，スクラビング水が上流側配管に吸い上げられることを防止するため，

格納容器フィルタベント系の窒素ガスによるパージを実施する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，格納容器ベント移行条件※２に達した場合。 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容

器内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量

率の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ

（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で

300℃以上を確認した場合。 

※２：原子炉格納容器内の圧力が 245kPa[gage]に到達した場合に

格納容器ベント準備を開始する。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ手順の概要は以

下のとおり。概要図を第1.5－18図に，タイムチャートを第1.5－19図

に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由し，緊

急時対策本部に格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパー

ジの準備開始を依頼する。 

②緊急時対策本部は，緊急時対策要員に格納容器フィルタベント系

停止後の窒素ガスパージの準備開始を指示する。 
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③a窒素供給ライン接続口を使用した格納容器フィルタベント系停止

後の窒素ガスパージの場合

緊急時対策要員は，原子炉建物南側（屋外）に可搬式窒素供給装

置を配備し，送気ホースを接続口に取り付け，可搬式窒素供給装

置の準備完了を緊急時対策本部に報告する。

③b窒素供給ライン接続口（建物内）（原子炉建物付属棟西側扉）を

使用した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場

合

緊急時対策要員は，原子炉建物西側（屋外）に可搬式窒素供給装

置を配備し，送気ホースを接続口に取り付け，可搬式窒素供給装

置の準備完了を緊急時対策本部に報告する。

③c窒素供給ライン接続口（建物内）（タービン建物北側扉）を使用

した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場合

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響が

ある場合）

緊急時対策要員は，タービン建物北側（屋外）に可搬式窒素供給

装置を配備し，送気ホースを接続口に取り付け，可搬式窒素供給

装置の準備完了を緊急時対策本部に報告する。

④緊急時対策要員は，原子炉建物南側（屋外）に可搬型設備（車両）

である第１ベントフィルタ出口水素濃度を配備しホース等を接続

口に取り付け，可搬型設備（車両）である第１ベントフィルタ出

口水素濃度の準備完了を緊急時対策本部に報告する。

⑤緊急時対策本部は，格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガス

パージの準備完了を当直長に報告する。

⑥当直副長は，運転員に格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガ

スパージの系統構成開始を指示する。

⑦中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系停止後の窒素

ガスパージの系統構成として，第１弁の全閉確認，並びに第３弁，

第２弁又は第２弁バイパス弁の全開を確認し，格納容器フィルタ

ベント系停止後の窒素ガスパージの系統構成完了を当直副長に報

告する。

⑧当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に窒素

ガスパージの開始を依頼する。

⑨緊急時対策本部は，緊急時対策要員に窒素ガスパージの開始を指

示する。

⑩a窒素供給ライン接続口を使用した格納容器フィルタベント系停止

後の窒素ガスパージの場合

緊急時対策要員は，原子炉建物南側（屋外）にて，可搬式窒素供

給装置を起動した後，ＦＣＶＳ窒素ガス補給元弁の開操作を実施
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し，窒素ガスの供給を開始するとともに，緊急時対策本部に窒素

ガスパージを開始したことを報告する。 

⑩b窒素供給ライン接続口（建物内）（原子炉建物付属棟西側扉）を

使用した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場

合

緊急時対策要員は，原子炉建物西側（屋外）にて，可搬式窒素供

給装置を起動した後，原子炉建物付属棟にて，ＦＣＶＳ建物内窒

素ガス補給元弁の開操作を実施し，窒素ガスの供給を開始すると

ともに，緊急時対策本部に窒素ガスパージを開始したことを報告

する。

⑩c窒素供給ライン接続口（建物内）（タービン建物北側扉）を使用

した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場合

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響が

ある場合）

緊急時対策要員は，タービン建物北側（屋外）にて，可搬式窒素

供給装置を起動した後，原子炉建物付属棟にて，ＦＣＶＳ建物内

窒素ガス補給元弁の開操作を実施し，窒素ガスの供給を開始する

とともに，緊急時対策本部に窒素ガスパージを開始したことを報

告する。

⑪緊急時対策本部は，窒素ガスパージを開始したことを当直長に報

告するとともに，緊急時対策要員に水素濃度測定のための可搬型

設備（車両）である第１ベントフィルタ出口水素濃度のサンプリ

ング装置の起動を指示する。

⑫緊急時対策要員は，可搬型設備（車両）である第１ベントフィル

タ出口水素濃度のサンプリング装置の起動を実施するとともに，

緊急時対策本部に可搬型設備（車両）である第１ベントフィルタ

出口水素濃度のサンプリング装置の起動完了を報告する。 

⑬緊急時対策本部は，可搬型設備（車両）である第１ベントフィル

タ出口水素濃度のサンプリング装置の起動完了を当直長に報告す

るとともに，第１ベントフィルタスクラバ容器内の圧力及び第１

ベントフィルタ出口水素濃度の監視を依頼する。 

⑭当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器内の圧力

及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を監視するよう指示する。

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器内圧力指示値により，第１ベントフィルタスクラバ

容器内の圧力が正圧であることを確認する。また，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度が許容濃度以下まで低下したことを確認し，

当直副長に報告する。 

⑯中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器内の圧

1.5-29

210



力及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を継続して監視する。 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名及び緊急時対策要員４名にて

作業を実施した場合，作業開始を判断してから格納容器フィルタベン

ト系停止後の窒素ガスパージ開始までの想定時間は以下のとおり。

・窒素供給ライン接続口を使用した格納容器フィルタベント系停止

後の窒素ガスパージの場合，２時間以内で可能である。

・窒素供給ライン接続口（建物内）（原子炉建物付属棟西側扉）を

使用した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場

合，２時間以内で可能である。

・窒素供給ライン接続口（建物内）（タービン建物北側扉）を使用

した格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージの場合

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響が

ある場合），６時間 40 分以内で可能である。

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであることから，

本操作における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗

闇における作業性についても確保する。 

(添付資料1.5.4－2(5)，1.5.4－2(6)) 

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）によりスクラビ

ング水に含まれる薬液が排水されることでスクラビング水のｐＨが規定

値よりも低くなることを防止するため薬液を補給する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

排気ガスの凝縮水により，第１ベントフィルタスクラバ容器の水位

が上限水位に到達すると判断し，排水を行った場合。 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整の手順の

概要は以下のとおり。概要図を第 1.5－20 図に，タイムチャートを第

1.5－21 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員へスクラビン

グ水のｐＨ測定，第１ベントフィルタスクラバ容器水位測定及び

薬液補給の準備開始を指示する。

②中央制御室運転員Ａは，スクラバ水ｐＨ指示値により確認したｐ
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Ｈ値及び第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値により確認

した水位を当直副長に報告する。 

③当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器への薬液

補給の開始を指示する。

④中央制御室運転員Ａは，薬液補給のためＦＣＶＳ薬品注入タンク

出口弁及びＦＣＶＳ循環ライン止め弁を全開操作し，ドレン移送

ポンプを起動，所定量の薬液を補給する。薬液補給完了後は，薬

液が均一になるよう循環運転を実施する。

⑤中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤のスクラバ水ｐＨ指示値

及び第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値によりスクラビ

ング水のｐＨ値及び水位を確認するとともに，スクラビング水の

ｐＨ値が規定値であることを確認し，薬液補給の完了を当直副長

に報告する。 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング

水ｐＨ調整開始まで 15 分以内で可能である。 

（添付資料 1.5.4－2(7)） 
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(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現

場操作） 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が

喪失した場合，格納容器フィルタベント系により最終ヒートシンク（大気）

へ輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除

去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス濃度

制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素

供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並び

に原子炉格納容器内の圧力 427kPa[gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内

の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が可燃限界未満で

あることを確認した場合は，第１弁を全閉し，格納容器ベントを停止する

ことを基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，適切に

対応する。なお，第２弁又は第２弁バイパス弁は，第１弁を全閉後，原子

炉格納容器内の除熱機能が更に１系統回復する等，より安定的な状態にな

った場合に全閉する。 

全交流動力電源喪失時は，現場手動にて系統構成を行う。 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作） 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，残留熱除去系及び残留熱代替除去系による

原子炉格納容器内の減圧及び除熱ができず，原子炉格納容器内の圧力

が245kPa[gage]に到達した場合。 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容

器内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線

量率の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニ

タ（ＣＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度

で 300℃以上を確認した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

の手順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概

要図を第 1.5－29 図に，タイムチャートを第 1.5－30 図及び第 1.5－31

図に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様)］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベ

ント系によるＷ／Ｗ側からの格納容器ベント準備を開始するよう

運転員に指示する(Ｗ／Ｗ側からの格納容器ベントができない場
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合は，Ｄ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指示

する)。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントの準備のため，ＦＣ

ＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を依頼する。 

③中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントに必要な監視計器の電源が確保されていることを確認す

る。 

④中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，Ｓ

ＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離

弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ

常用空調換気入口隔離弁後弁の全閉及び第３弁の全開を確認する。 

⑥緊急時対策要員は，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を

実施し，緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当

直長に報告する。 

⑦現場運転員Ｂ及びＣは，第２弁を遠隔手動弁操作機構による操作

で全開とする。第２弁の開操作ができない場合は，第２弁バイパ

ス弁を遠隔手動弁操作機構にて全開とする。 

⑧中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収集

を適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格納容

器内の圧力及び水位に関する情報を緊急時対策本部に報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運

転員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプレ

ッション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達した場

合。 

・原子炉格納容器内の圧力が 384kPa[gage]に到達した場合におい

て，外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施できない

場合。 

⑬ａＷ／Ｗベントの場合 
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現場運転員Ｂ及びＣは，第１弁（Ｗ／Ｗ）を遠隔手動弁操作機構

による操作で全開とし，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベント操作を開始する。 

⑬ｂＤ／Ｗベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，第１弁（Ｄ／Ｗ）を遠隔手動弁操作機構

による操作で全開とし，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベント操作を開始する。 

⑭中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の

低下，並びに第１ベントフィルタスクラバ容器圧力及びスクラバ

容器温度指示値の上昇により確認するとともに，第１ベントフィ

ルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）指示値の上昇によ

り確認し，当直副長に報告する。また，当直長は，当直副長から

の依頼に基づき，格納容器フィルタベント系による格納容器ベン

トが開始されたことを緊急時対策本部に報告する。 

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直

副長に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊急

時対策本部に依頼する。 

⑯当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代

替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可

燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制

御機能及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防

止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力 427kPa

［gage］（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満及び原

子炉格納容器内の水素濃度が可燃限界未満であることを確認する

ことにより，第１弁を全閉し，格納容器フィルタベント系による

格納容器ベントを停止するよう運転員に指示する。 

⑰中央制御室運転員Ａは，第１弁の全閉操作を実施し，格納容器フ

ィルタベント系による格納容器ベントを停止する。 

⑱当直副長は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更

に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，第２弁

又は第２弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。 

⑲中央制御室運転員Ａは，第２弁又は第２弁バイパス弁の全閉操作

を実施する。 

 

ⅲ 操作の成立性 
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格納容器ベント準備開始を判断してから格納容器ベント準備完了ま

での必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からの第２弁操作の場合 

中央制御室運転員１名，現場運転員２名及び緊急時対策要員２名に

て作業を実施した場合，１時間 20 分以内で可能である。 

格納容器ベント判断基準到達から格納容器ベント開始までの必要な

要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からの第１弁（Ｗ／Ｗ）操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能

である。 

・現場からの第１弁（Ｄ／Ｗ）操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能

である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を現場にて実施した場

合，１時間 20 分以内で可能である。また，格納容器ベント基準到達後，

第１弁（Ｗ／Ｗ）操作を現場にて実施した場合，１時間 30 分以内で可

能である。（総要員数：中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊

急時対策要員２名，総想定時間：２時間 50 分以内） 

 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を現場にて実施した場

合，１時間 20 分以内で可能である。また，格納容器ベント基準到達後，

第１弁（Ｄ／Ｗ）操作を現場にて実施した場合，１時間 30 分以内で可

能である。（総要員数：中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊

急時対策要員２名，総想定時間：２時間 50 分以内） 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

遠隔手動弁操作機構の操作については，操作に必要な工具はなく通

常の弁操作と同様であるため，容易に実施可能である。 

また，作業エリアには電源内蔵型照明を配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保しているが，ヘッドライト及び懐中

電灯を携行する。 

室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.5.4－2(2)) 

 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水張り) 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が通常水位を下回り下限水位
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に到達する前に，輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）を水源と

した大量送水車により第１ベントフィルタスクラバ容器補給水ラインか

ら第１ベントフィルタスクラバ容器へ水張りを実施する。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(b) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位調整（水張り）」の操作手順と同様である。

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水抜き)

格納容器ベントにより原子炉格納容器内から排気されたガスが格納容

器フィルタベント系の配管内及び第１ベントフィルタスクラバ容器内で

凝縮し，その凝縮水が第１ベントフィルタスクラバ容器に溜まることで，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判断し

た場合は，格納容器フィルタベント系機能維持のため第１ベントフィル

タスクラバ容器の排水を実施する。

ドレン移送ポンプ及び電動弁の電源は，代替交流電源設備から受電可

能である。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(c) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位調整（水抜き）」の操作手順と同様である。

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

格納容器ベント停止後において，スクラビング水に貯留された放射性

物質による水の放射線分解にて発生する水素ガス及び酸素ガスを排出す

る。また，第１ベントフィルタスクラバ容器上流側の残留蒸気凝縮によ

り第１ベントフィルタスクラバ容器上流側配管内が負圧となることによ

り，スクラビング水が上流側配管に吸い上げられることを防止するため，

格納容器フィルタベント系の窒素ガスによるパージを実施する。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(d) 格納容器フィルタベ

ント系停止後の窒素ガスパージ」の操作手順と同様である。

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）によりスクラビ

ング水に含まれる薬液が排水されることでスクラビング水のｐＨ値が規

定値よりも低くなることを防止するため薬液を補給する。 

ドレン移送ポンプ及び電動弁の電源は，代替交流電源設備から受電可

能である。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(e) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整」の操作手順と同様である。

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

中長期的に原子炉格納容器内の水蒸気凝縮による原子炉格納容器の
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第 1.5－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
除
熱

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モー

ド）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

－ 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海
水
系
を
含
む
。
）
に
よ
る
除
熱

原子炉補機海水ポンプ 

原子炉補機冷却水ポンプ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。） 配

管・弁・海水ストレーナ 

原子炉補機冷却系サージタンク 

原子炉補機冷却系熱交換器 

非常用交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張
）

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

取水口 

取水管 

取水槽 
重
大
事
故
等
対
処
設
備

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。

1.5-63

219



 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（３／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード，サプレッション・プ

ール水冷却モード及び格納容

器冷却モード） 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

残留熱代替除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉補機代替冷却系 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

ホース・接続口 

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器

除熱」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／６） 

（フロントライン系故障時）

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード，サプレッション・プ

ール水冷却モード及び格納容

器冷却モード） 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

格納容器フィルタベント系 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

スクラバ容器補給設備

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位

調整」 

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラ

バ容器への水補給」 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置

換」 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配

管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空

破壊装置を含む。） 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書  

「耐圧強化ベントによる格納

容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後のＮ

２パージ」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。
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対応手段，対処設備，手順書一覧（５／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード，サプレッション・プ

ール水冷却モード及び格納容

器冷却モード） 

全交流動力電源 

現
場
操
作 

遠隔手動弁操作機構 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給 

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

原子力災害対策手順書  

「可搬式窒素供給装置を使用 

した格納容器の窒素ガス置

換」  

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配

管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空

破壊装置を含む。） 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「耐圧強化ベントによる格納

容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後のＮ

２パージ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（６／６） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

原子炉補機冷却系（原子炉補機

海水系を含む。） 

全交流動力電源 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

移動式代替熱交換設備 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁・サージタンク 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

燃料補給設備※１ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「移動式代替熱交換設備によ

る冷却水確保」 

 

原子力災害対策手順書 

「移動式熱交換設備および大

型送水ポンプ車を使用した最

終ヒートシンク確保(ＵＨＳ

Ｓ編)」 

「大型送水ポンプ車を使用し

た海水供給（ハイドロサブ

編）」 

「移動式熱交換設備および大

型送水ポンプ車を使用した最

終ヒートシンク確保（電源

編）」 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※３ 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モー

ド）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
除
熱 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※２ 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モー

ド）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

燃料補給設備※１ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大型送水ポンプ車による冷

却水確保」 

 

原子力災害対策手順書 

「大型送水ポンプ車を使用し

た海水供給（ハイドロサブ

編）」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第 1.5－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

 

監視計器一覧（１／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器除熱」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）サプレッション・

プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 残留熱代替除去系原子炉注水流量 

最終ヒートシンクの確保 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

補機監視機能 
残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口流量 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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監視計器一覧（２／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベント」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系系統構成」 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レン

ジ） 

  

1.5-69

225



 

 

監視計器一覧（３／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

 

原子力災害対策手順 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パージ」 

 

原子力災害対策手順 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」 
判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

補機監視機能 
第１ベントフィルタ出口水素濃度 

スクラバ容器圧力 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器ｐＨ調整」 

 

原子力災害対策手順 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

判
断
基
準 

－ － 

操
作 

補機監視機能 
スクラバ水ｐＨ 

スクラバ容器水位 

  

1.5-70

226



監視計器一覧（４／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合）

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

の窒素ガス置換」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

操
作

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 
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監視計器一覧（５／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(a)  耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベントによる格納容器ベント」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 非常用ガス処理系排ガス・モニタ 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベント後のＮ２パージ」 

 

原子力災害対策手順 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 
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監視計器一覧（６／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベント」 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系系統構成」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ）

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ）

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位

スクラバ容器圧力

スクラバ容器温度

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レン

ジ） 
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監視計器一覧（７／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水張り)

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

原子力災害対策手順 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水抜き)

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パージ」 

原子力災害対策手順 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

操
作 補機監視機能 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

スクラバ容器圧力

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合）

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器ｐＨ調整」 

原子力災害対策手順 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

判
断
基
準

－ － 

操
作 補機監視機能 

スクラバ水ｐＨ

スクラバ容器水位
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監視計器一覧（８／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 
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監視計器一覧（９／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

(a)  耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベントによる格納容器ベント」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 非常用ガス処理系排ガス・モニタ 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベント停止後のＮ２パージ」 

 

原子力災害対策手順 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 
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監視計器一覧（１０／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「移動式代替熱交換設備による冷却水確

保」 

 

原子力災害対策手順書 

「移動式熱交換設備および大型送水ポンプ

車を使用した最終ヒートシンク確保（ＵＨ

ＳＳ編）」 

「大型送水ポンプ車を使用した海水供給

（ハイドロサブ編）」 

「移動式熱交換設備および大型送水ポンプ

車を使用した最終ヒートシンク確保（電源

編）」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 
Ａ－ＲＣＷサージタンク水位 

Ｂ－ＲＣＷサージタンク水位 

操
作 

最終ヒートシンクの確保 
Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

補機監視機能 
移動式代替熱交換設備淡水ポンプ出口圧力 

大型送水ポンプ車出口圧力 

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ｂ．大型送水ポンプ車による除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大型送水ポンプ車による冷却水確保」 

 

原子力災害対策手順書 

「大型送水ポンプ車を使用した海水供給

（ハイドロサブ編）」 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操

作 

最終ヒートシンクの確保 
Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

補機監視機能 大型送水ポンプ車出口圧力 
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監視計器一覧（１１／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）による除熱

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

ドライウェル温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

水源の確保 
Ａ－ＲＣＷサージタンク水位 

Ｂ－ＲＣＷサージタンク水位 

操
作

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

最終ヒートシンクの確保 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ⅰ－原子炉補機冷却水ポンプ出口圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却水ポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 
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添付資料 1.5.4－2 

2. 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

ａ．操作概要 

中央制御室からの格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減

圧及び除熱が必要な状況において，原子炉建物付属棟３階まで移動するととも

に，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切替えを実施する。また，中央制

御室操作により系統構成及び格納容器ベント操作を実施し，格納容器ベントを

実施する。 

ｂ．作業場所 

電源切替え 原子炉建物付属棟 ３階（非管理区域） 

系統構成，ベント実施操作 制御室建物 ４階（非管理区域）（中央制御室） 

排気ラインドレン排出弁操作 屋外（原子炉建物南側周辺） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，

最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切替えを実施し，第一優先のＷ／

Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は同

一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊急時対策

要員２名） 

想定時間  ：移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）20 分以内（所要時間目安
※１：８分）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）20 分以内（所要時間目安
※１：４分）

電源確認（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４分） 

系統構成（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４分） 

ベント実施操作（中央制御室）10 分以内（所要時間目安※１：

３分）

排気ラインドレン排出弁操作（屋外）40 分以内（所要時間目

安※１：31 分）

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安４分

・電源確認：所要時間目安４分（電源確認：中央制御室）
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●系統構成（第２弁全開操作）：想定時間５分，所要時間目安４分 

・系統構成（第２弁全開操作）：所要時間目安４分（操作対象１弁：中央

制御室） 

●ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作） 

：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作） 

：所要時間目安３分（操作対象１弁：中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系：第１弁）：想定時間 20 分，所要時間

目安８分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系：第１弁）：所要時間目安３分（電源切替操

作：原子炉建物付属棟３階） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系：第２弁）：想定時間 20 分，所要時間

目安４分 

・移動：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系：第２弁）：所要時間目安３分（電源切替操

作：原子炉建物付属棟３階） 

【緊急時対策要員】 

●緊急時対策所～原子炉建物南側周辺移動：想定時間 30 分，所要時間目

安 26 分 

・移動：所要時間目安 26 分（移動経路：緊急時対策所～原子炉建物南側

周辺） 

●排気ラインドレン排出弁操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・排気ラインドレン排出弁操作：所要時間目安５分（排気ラインドレン

排出弁操作：屋外（原子炉建物南側周

辺）） 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

(b) 現場操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯を携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）
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を装備して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト及び懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の受電操作であり，排気ラインドレン排出弁操作について

は，操作に必要な工具はなく通常の弁操作と同様であるため，

容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備により，中央制

御室との連絡が可能である。また，衛星電話設備（固定型，携

帯型），無線通信設備（固定型，携帯型），電力保安通信用電話

設備，所内通信連絡設備（警報装置を含む。）のうち，使用可

能な設備により，緊急時対策本部との連絡が可能である。 
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(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作）

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要

な状況で，中央制御室からの操作により電動弁を操作できない場合において，

原子炉建物付属棟３階まで移動するとともに，現場での遠隔手動弁操作機構に

よる操作により系統構成を実施する。格納容器ベントについては，原子炉建物

付属棟１階又は原子炉建物付属棟２階まで移動するとともに，現場での遠隔手

動弁操作機構により格納容器ベントする。 

ｂ．作業場所 

系統構成  原子炉建物付属棟 ３階 北側通路（非管理区域） 

Ｗ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 １階 西側（非管理区域） 

Ｄ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 ２階 西側（非管理区域） 

電源確認  制御室建物 ４階（非管理区域）（中央制御室） 

排気ラインドレン排出弁操作 屋外（原子炉建物南側周辺） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，

第一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は同

一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊急時対策

要員２名） 

想定時間  ：系統構成（原子炉建物付属棟）１時間 20 分以内（所要時間

目安※１：１時間４分） 

ベント実施操作（原子炉建物付属棟）１時間 30 分以内（所

要時間目安※１：１時間９分） 

排気ラインドレン排出弁操作（屋外）40 分以内（所要時間目

安※１：31 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間 10 分，所要時間目安４分

・電源確認：所要時間目安４分（中央制御室）

【現場運転員】 
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●移動，系統構成（第２弁全開操作）：想定時間１時間 20 分，所要時間目

安１時間４分 

・移動：所要時間目安 10 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

３階） 

・系統構成（第２弁全開操作）：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：原

子炉建物付属棟３階） 

●移動，ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作）

：想定時間１時間 30 分，所要時間目安１時間９分 

・移動：所要時間目安 15 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

１階） 

・ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作）

：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟１階） 

【緊急時対策要員】 

●緊急時対策所～原子炉建物南側周辺移動：想定時間 30 分，所要時間目

安 26 分 

・移動：所要時間目安 26 分（移動経路：緊急時対策所～原子炉建物南側

周辺） 

●排気ラインドレン排出弁操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分

・排気ラインドレン排出弁操作：所要時間目安５分（排気ラインドレン

排出弁操作：屋外（原子炉建物南側周

辺）） 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

(b) 現場作業

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用照明

消灯時における作業性を確保している。また，ヘッドライト及

び懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性が

あることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴ

ム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理区

域においては汚染の可能性を考慮し，防護具（全面マスク，個

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を

行う。 

現場運転員の放射線防護を考慮し，遠隔手動弁操作機構は，原
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子炉建物付属棟に設置している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接可能

である。また，ヘッドライト及び懐中電灯を携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。遠隔手動弁操作

機構の操作についても，操作に必要な工具はなく，通常の弁操

作と同様であるため，容易に実施可能であり，排気ラインドレ

ン排出弁操作についても，操作に必要な工具はなく通常の弁操

作と同様である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備により，中央制

御室に連絡する。また，衛星電話設備（固定型，携帯型），無

線通信設備（固定型，携帯型），電力保安通信用電話設備，所

内通信連絡設備（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備

により，緊急時対策本部との連絡が可能である。 

 

 

ベント操作（遠隔手動弁操作機構） 
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添付資料 1.5.6 

 

格納容器ベント操作について 

 

格納容器フィルタベント系の放出系統として，サプレッション・チェンバから

とドライウェルから放出する系統の２通りあるが，サプレッション・プールにお

けるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が期待できるサプレッショ

ン・チェンバからのベントを優先して使用する。 

ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合には，ド

ライウェルからのベントを実施する。 

また，ベント準備を含めたベント弁開操作は，以下を考慮し，第２弁から実施

する。 
・現場の雰囲気線量を考慮した操作手順 

第１弁から開操作を実施した場合，格納容器内の蒸気（放射性物質を含む）

が原子炉建物原子炉棟内の系統配管内に滞留することにより，現場の雰囲気

線量が上昇する可能性がある。 

・格納容器内への閉じ込め機能維持を考慮した操作手順 

機能を発揮している格納容器バウンダリを変更しないため，第２弁から開

操作を実施する。 

・現場での手動操作時間を考慮した操作手順 

第１弁から開操作を実施した場合，操作する弁の片側に蒸気圧がかかり，

現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力による遠隔操作）を実施する

際，操作に時間を要する可能性がある。 

なお，ベント停止時に第１弁で隔離する理由は，格納容器バウンダリ範囲を通

常時と同様にするためである。 

格納容器フィルタベント系の系統概要図（操作対象箇所）を第１図に示す。 
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1. 格納容器フィルタベント系におけるベントタイミング 

格納容器フィルタベント系によるベント操作は，第１表に示す基準に到達し

た場合に，当直副長の指示の下に運転員が実施する。これにより，格納容器の

過圧破損防止及び格納容器内での水素燃焼防止が可能である。 

 

第１表 ベント実施判断基準 

炉心状態 目的 実施判断基準 

炉心損傷なし 

過圧破損防止 

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m

到達 

炉心損傷を 

判断した場合 

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m

到達 

水素燃焼防止 
格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及び 

ウェット条件にて 1.5vol％到達 

 

 

格納容器の過圧破損防止の観点では，炉心損傷なしの場合は，残留熱除去系

等の格納容器除熱機能が喪失し格納容器圧力が上昇した際，格納容器圧力が

384kPa[gage]から 334kPa[gage]の範囲で格納容器代替スプレイ系（可搬型）に

よる格納容器スプレイ（間欠）を実施する。外部水源によるスプレイであるた

め，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器ス

プレイを停止し，ベントの実施を判断する。これは，格納容器除熱機能の復旧

時間の確保及び追加放出された希ガスの減衰時間を確保することを目的として

いる。 
炉心損傷を判断した場合は，640kPa［gage］から 588kPa［gage］の範囲で格

納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイ（間欠）を実施し，

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器スプレ

イを停止するとともにベントを実施する。これにより確実に 853kPa［gage］

（２Pd）到達までに格納容器ベントが実施できる。炉心損傷の有無により，格

納容器スプレイ実施基準を変更する理由は，炉心損傷した場合，格納容器内に

放射性物質が放出されるため，炉心損傷なしの場合に比べてベント実施操作判

断基準に到達するタイミングを遅らせることにより，ベント時の外部影響を軽

減させるためである。 
また，炉心損傷を判断した場合は，ジルコニウム－水反応により大量の水素

が発生し，格納容器内の水素濃度は可燃限界の４vol％を超過する。その後，水

の放射線分解によって格納容器内酸素濃度が上昇し，格納容器内水素・酸素濃

度が可燃限界に到達することにより，格納容器内で水素燃焼が発生するおそれ

がある。この水素燃焼の発生を防止するため，格納容器内酸素濃度がドライ条

件にて 4.4vol％及びウェット条件にて 1.5vol％に到達した時点でベント操作を

実施することで格納容器内の水素・酸素を排出する。ベント実施の判断フロー

を第２～４図に示す。 
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炉心損傷の有無の判断は，第２表に示すパラメータを確認する。 
第２表 確認パラメータ（炉心損傷判断） 

確認パラメータ 炉心損傷判断 

ドライウェル又はサプレッシ
ョン・チェンバのγ線線量率 

設計基準事故（原子炉冷却材喪失）において想定する

希ガスの追加放出量相当のγ線線量率の 10 倍を超えた

場合，炉心が損傷したものと判断する※。 

※ この基準は，炉内蓄積量の割合約 0.1％に相当する希ガスが格納容器内に放出した

場合のγ線線量率相当となっている。 

さらに，重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断基

準として，第３表に示す判断基準を整理している。これらの状況においても，

格納容器ベント実施により，格納容器破損の緩和又は大気へ放出される放射性

物質の総量の低減が可能である。 
 

第３表 重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断

基準 

炉心状態 実施判断基準 

炉心損傷なし 
格納容器スプレイが実施できない場合（384kPa[gage]以下維持不

可) 

炉心損傷を 

判断した場合 

格納容器スプレイが実施できない場合（1.5Pd 以下維持不可） 

原子炉建物水素濃度 2.5vol％到達 

格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合 

可搬式モニタリング・ポスト指示の急激な上昇 

原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタ指示値の急激な上昇 

 

なお，炉心損傷後の格納容器代替スプレイが実施できない場合でも，格納容

器圧力が 640kPa[gage]に到達後，２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに５時

間程度以上の時間があるため，ベント準備時間が約１時間 30 分であることを踏

まえても格納容器圧力２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに準備ができる。 

重大事故時における格納容器スプレイ手段として，常設設備を用いた残留熱

除去系，格納容器代替スプレイ系（常設）及び残留熱代替除去系並びに可搬型

設備を用いた格納容器代替スプレイ系（可搬型）がある。想定し難い状況では

あるが，これら格納容器スプレイ手段が喪失した場合，想定する希ガスの減衰

時間が短くなるが，格納容器の圧力を抑制する観点から，格納容器破損の緩和

のためベントを実施する。 

また，格納容器から漏えいした水素により，原子炉建物水素濃度が上昇した

場合，原子炉建物原子炉棟内で水素爆発が発生することよって格納容器が破損

するおそれがある。このような場合，格納容器圧力を低下させることで格納容

器から漏えいする水素量を低減し，原子炉建物原子炉棟内での水素爆発による

格納容器破損を緩和するため，水素の可燃限界濃度４vol％を考慮し，原子炉建
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物水素濃度 2.5vol％到達によりベントを実施する。 

格納容器への十分な注水等ができない場合，格納容器雰囲気が過熱状態にな

り，格納容器は限界圧力を下回る 853kPa[gage]に達する前に 200℃に達し，い

ずれは過温破損に至ることが考えられる。この場合，ベントを実施することに

よって過温破損を防止できないが，フィルタ装置を介した放出経路を形成し，

大気への放射性物質の放出を極力低減するためのベントを実施する。 

さらに，格納容器が限界圧力を下回る 853kPa［gage］及び限界温度を下回る

200℃に到達する前に，何らかの理由により格納容器の健全性が損なわれ，格納

容器から異常な漏えいがある場合，可搬式モニタリング・ポスト指示値及び原

子炉建物原子炉棟内の放射線モニタ指示値が急激に上昇することが考えられる。

この場合，格納容器圧力を低下させることで漏えい箇所からの漏えい量を低減

させることが可能と考えられることから，フィルタ装置を介さない大気への放

射性物質の放出を極力低減するためにベントを実施する。 
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第３図 炉心損傷していない場合のベント実施フロー 

  

 

④ベント成否確認 

①格納容器圧力 245kPa[gage]到達 

⑤安定停止に向けた復旧 

（ベント停止） 

①ベント準備操作開始 

・サプレッション・プール水位計の指示が通常水位

＋約 1.3m 到達後，速やかにベントを実施可能とす

るため，事前に第２弁の開操作及び FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁の閉操作を実施する。 

・第２弁の操作は中央制御室からのスイッチ操作を

実施する。スイッチ操作不可（弁開閉表示の消灯，

スイッチによる開弁不可）の場合は，現場にて人

力操作を実施する。 

・第２弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 20 分である。 

・FCVS 排気ラインドレン排出弁の操作は２名で実施

し，弁操作時間は 40 分である。 

③格納容器代替スプレイ停止 

・サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 

に到達すれば，格納容器代替スプレイを停止する。 

 

ベント操作 

・格納容器代替スプレイ停止後，速やかにベント操

作を行う。 

・第１弁の操作はサプレッション・チェンバ側を優

先し，開弁することでベントを開始する。中央制

御室から遠隔操作できない場合（弁開閉表示によ

って開動作したことが確認できない場合）は，第

１弁操作場所へ移動し，現場操作（人力による遠

隔操作）を実施する。サプレッション・チェンバ

側ベント弁が開弁できない場合は，ドライウェル

側ベント弁の操作を行う。 

・第１弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 30 分である。 

④ベント成否確認 

・ベント操作実施後，格納容器圧力及び温度が減少

し，フィルタ装置出口放射線量率，スクラバ容器

圧力が上昇していることを確認する。 

・遠隔操作によりパラメータに変化が見られない場

合，ベント失敗の可能性があるため，第１弁操作

場所へ移動し，人力操作によるベントを実施する。 

⑤安定停止に向けた復旧 

・下記機能が使用可能と判断した場合，格納容器ベ

ントを停止する。 

○格納容器除熱機能 

○窒素供給機能 

○格納容器内水素・酸素濃度制御機能 

②格納容器代替スプレイ実施 

（格納容器圧力 384kPa[gage]到達） 
②格納容器代替スプレイ実施 
・384kPa［gage］～334kPa［gage］間欠スプレイ 

③サプレッション・プール通常水位 

＋約 1.3m 到達 

（格納容器代替スプレイ停止， 

ベント操作） 
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第４図 炉心損傷を判断した場合のベント実施フロー 

  

 

①格納容器代替スプレイ実施 

（格納容器圧力 640kPa［gage］到達） 

③ベント成否確認 

②ベント操作 

（格納容器代替スプレイ停止） 

（サプレッション・プール水位計の 

指示が通常水位＋約 1.3m 到達後） 

① 格納容器代替スプレイ実施 

・640kPa［gage］～588kPa［gage］間欠スプレイ 

①ベント準備操作開始 

・サプレッション・プール水位計の指示が通常水位

＋約 1.3m 到達後，速やかにベントを実施可能とす

るため，事前に第２弁の開操作及び FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁の閉操作を実施する。 

・第２弁の操作は，中央制御室からのスイッチ操作

を実施する。スイッチ操作不可（弁開閉表示の消

灯，スイッチによる開弁不可）の場合は，現場に

て人力操作を実施する。 

・第２弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 20 分である。 

・FCVS 排気ラインドレン排出弁の操作は２名で実施

し，弁操作時間は 40 分である。 

 

②ベント操作 

・格納容器圧力 853kPa「gage」までに確実にベント

を実施するため，サプレッション・プール水位計

の指示が通常水位＋約 1.3m 到達後，格納容器スプ

レイを停止し，速やかにベント操作を行う。 

・第１弁の操作はサプレッション・チェンバ側を優

先し，開弁することでベントを開始する。サプレ

ッション・チェンバ側ベント弁が開弁できない場

合は，ドライウェル側ベントの操作を行う。 

・ベント開始後，中央制御室操作者は中央制御室待

避室に退避する。 

・中央制御室から遠隔操作できない場合（弁開閉表

示によって開動作したことが確認できない場合）

は，現場にて人力操作を実施する。 

・第１弁の人力操作は２名で実施し，開操作時間は

１時間 30 分である。 

③ベント成否確認 

・ベント操作実施後，格納容器圧力及び温度が減少

し，フィルタ装置出口放射線量率，スクラバ容器

圧力が上昇していることを確認する。 

・遠隔操作によりパラメータに変化が見られない場

合，ベント失敗の可能性があるため，第１弁操作

場所へ移動し，人力操作によるベントを実施する。 

④安定停止に向けた復旧 

（ベント停止） 

④安定停止に向けた復旧 

・下記機能が使用可能と判断した場合，格納容器フ

ィルタベントを停止する。 

○格納容器除熱機能 

○窒素供給機能 

○格納容器内水素・酸素濃度制御機能 
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2. 格納容器フィルタベント系の操作手順の概要

(1) 系統待機状態の確認

格納容器フィルタベント系の待機状態において，第４表に示すパラメータ

により，系統に異常がないことを確認する。 

第４表 確認パラメータ（系統待機状態） 

確認パラメータ 確認内容 

スクラバ容器水位 待機水位である 1,700～1,900 ㎜ の範囲にあること 

スクラバ容器ｐＨ であること 

フィルタ装置出口配管圧力 微正圧に維持されていること 

(2) ベント準備操作

ベント準備操作は，ベント操作が必要になった場合に速やかに実施できる

よう，以下に示す事前準備を行う。 

なお，弁名称及び弁名称に付記する①～⑦の番号は，第１図の番号に対応

している。 

ａ．ベント実施に必要な隔離弁の健全性確認 

中央制御室にてベント実施に必要な隔離弁の健全性を確認するため，当

該弁に電源が供給されていることを表示灯により確認する。 

①第１弁（サプレッション・チェンバ側）

②第１弁（ドライウェル側）

③第２弁

④第３弁（開確認のみ）

ｂ．他系統との隔離確認 

ベント操作前に，中央制御室にて他系統（原子炉棟空調換気系，非常用

ガス処理系及び耐圧強化ベント系）と隔離する弁が全閉となっていること

を表示灯により確認する。 

⑤ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁

⑥ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁

⑦ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁

ｃ．第２弁の開操作 

中央制御室にて開操作を実施する。万一，中央制御室での開操作ができ

ない場合には，現場にて第２弁の人力による開操作を実施する。 

また，格納容器フィルタベント系の放出経路として，サプレッション・

チェンバからとドライウェルから放出する経路の２通りあるが，サプレッ

ション・プールにおけるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が

期待できるサプレッション・チェンバからのベントを優先して使用する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合に

は，ドライウェルからのベントを実施する。 

現場操作の着用装備は，全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，

汚染防護服であり，着用時間は約６分である。 

ｄ．FCVS 排気ラインドレン排出弁閉操作 

ベントガスの排出を防止するため，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の

閉操作を実施する。 

ｅ．可搬型重大事故等対処設備（第１ベントフィルタ出口水素濃度，可搬式

窒素供給装置）準備 

ベント停止操作にあたり，格納容器及び格納容器フィルタベント系統内

を掃気し不活性化を行うことを目的に，可搬型設備（車両）である可搬式

窒素供給装置及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を準備する。 

3. ベント準備判断の確認パラメータ

ベント準備及び可搬型設備着手判断である格納容器圧力 245kPa[gage]及び

640kPa[gage]の確認に必要なパラメータを以下に示す。また，確認パラメータ

については，手順書に定め明確化する。 

また，残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施してい

る場合，ドライ条件で 4.0vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達後，ベント準

備を開始する。 

ベント準備着手判断に必要なパラメータを以下に示す。 

・格納容器圧力

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

4. ベント準備作業の妥当性

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷ありの場合の作業項目及び作業環境を第５

表に示す。ベント弁の開操作については，中央制御室での遠隔操作の場合と現

場での手動操作（人力による遠隔操作）の場合について記載している。 

可搬型設備は，ベント実施後長期で必要となる設備であるため，ベント実施

までに準備が完了する必要はないが，念のため準備を実施する。 

なお，可搬型設備の準備にあたっては，炉心損傷防止対策及び格納容器破損

防止対策に用いる設備の準備を優先する。 

また，ベント実施までに準備が完了していない場合でも，操作場所は原子炉

建物及びフィルタ装置の第 1 ベントフィルタ格納槽のコンクリートを隔てた屋

外であるため，ベント直後からプルームの影響を受ける期間以外は，十分作業

できる環境にある。 
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フィルタ装置（スクラバ容器）のスクラビング水（水・薬剤）の補給操作に

ついては，格納容器ベント実施後 168 時間までは補給不要の設計のため，ベン

ト後，補給が必要となった場合に準備作業を開始する。

第５表 ベント準備操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 
作業・操作 

場所 

作業環境 
連絡手段 

温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の 

健全性確認 

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※３）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には

支障とな

る設備は

ない。 

中央制御室内のた

め口頭にて連絡可

能である。 
他系統との

隔離確認 

第２弁開 

操作 

（移動含

む） 

原子炉建物

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

9.3mSv/h 以下 

（マスク着用※３）

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

有線式通信設備，

電力保安通信用電

話設備，所内通信

連絡設備により連

絡可能である。 

FCVS 排水ラ

インドレン

排出弁閉操

作（移動含

む） 

屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

6.7mSv/h 以下 

（マスク着用※３）

ヘッドライ

ト及び懐中

電灯により

作業可能で

ある。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

衛星電話設備（固

定型，携帯型），

無線通信設備（固

定型，携帯型），

電力保安通信用電

話設備，所内通信

連絡設備により連

絡可能である。 

可搬型設備 

の準備 

（第１ベン

トフィルタ

出口水素濃

度，可搬式

窒素供給装

置） 

屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

6.7mSv/h 以下 

（マスク着用※３）

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

衛星電話設備（固

定型，携帯型），

無線通信設備（固

定型，携帯型），

電力保安通信用電

話設備，所内通信

連絡設備により連

絡可能である。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制

御室換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障とな

る環境とはならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中

央制御室換気系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：設計基準事故相当の γ 線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料

被覆管破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。

※３：全面マスク（PF50）の着用
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5. ベント準備操作の余裕時間 

有効性評価で示したシナリオを例に，ベント準備操作の余裕時間を以下に示

す。 

(1) 炉心損傷なしの場合 

炉心損傷なしの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第６表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 245kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②又

は③）の開操作，第３弁（①）の開確認及び可搬型設備の準備を実施すると

ともに，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁（⑥）を閉操作する。 

第２弁（②又は③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行う

ことにより，短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができな

い場合には，現場にて第２弁（②又は③）の現場での手動操作（人力による

遠隔操作）を実施する。 

第６図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第６表及び第６図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達するまでに十分

な時間があることから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了する

ことができる。 
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第６表 炉心損傷なしの場合のベント関連時間 

事故シーケンス 
245kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 ベント時間※１ 

高圧・低圧注水機能喪失 約 16 時間 約 1時間 20 分 

（245kPa[gage] 

到達後から） 

約 30 時間 

崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障) 約 14 時間 約 30 時間 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失（中小破断ＬＯＣＡ） 約 15 時間 約 27 時間 

※１：サプレッション・プール水位が通常水位+約 1.3m に到達する時間。 

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，格納容

器温度を代替パラメータとする。 

 

(2) 炉心損傷ありの場合 

炉心損傷ありの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第７表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 640kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②又

は③）の開操作，第３弁（①）の開確認及び可搬型設備の準備を実施すると

ともに，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁（⑥）を閉操作する。 

第２弁（②又は③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行う

ことにより短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができない

場合には，現場にて第２弁（②又は③）の手動操作（人力による遠隔操作）

を実施する。 

第７図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第７表及び第７図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達するまでに十分

な時間があることから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了する

ことができる。 
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第７表 炉心損傷ありの場合のベント関連時間 

格納容器破損モード 
640kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 ベント時間※１ 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（過圧・過温破損） 

残留熱代替除去系を使用しない場合 

約 27 時間 

約 1時間 20 分 

（640kPa[gage] 

到達後から） 

約 32 時間 

※１：サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達する時間。 

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，

格納容器温度を代替パラメータとする。 
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上
考

慮
せ

ず

―
・

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
出

口
水

素
濃

度
準

備
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
（

2
人

）

c
,
d

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

―
・

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
補

給

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

大
量

送
水

車
へ

の
補

給

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

必
要

人
員

数
　

合
計

1
人 A

1
8
人

a
～

r

―
・

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
水

ポ
ン

プ
を

再
起

動
し

燃
料

プ
ー

ル
の

冷
却

を
再

開
す

る
。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

2
人

B
,
C

（
）

内
の

数
字

は
他

の
作

業
終

了
後

，
移

動
し

て
対

応
す

る
人

員
数

。

1
時

間
3
0
分

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

q
,
r

1
0
分

―
2
時

間
3
0
分

―
適

宜
実

施

（
2
人

）

B
,
C

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作

――
2
人

o
,
p

―
2
時

間

―
2
時

間

―

1
時

間
2
0
分

2
人

B
,
C

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
格

納
容

器
圧

力
が

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

後
，

原
子

炉
格

納
容

器
空

間
部

へ
の

熱
放

出
を

防
止

す
る

た
め

，

原
子

炉
へ

の
注

水
流

量
を

増
や

し
て

原
子

炉
水

位
を

で
き

る
だ

け
高

く
維

持
す

る

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

――

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

―
 
適

宜
実

施

―
 
適

宜
実

施

―
適

宜
実

施

2
時

間
1
0
分

―
1
0
分

―

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―

1
4
人

a
～

n

1
0
分

―

1
0
分

――
原

子
炉

水
位

を
レ

ベ
ル

２
～

レ
ベ

ル
８

で
維

持

― ―
1
0
分

運
転

員

（
現

場
）

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

7

操
作

項
目

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

の
内

容

　

通
報

連
絡

者
緊

急
時

対
策

本
部

要
員

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

2
0

3
0

3
1

3
2

5
6

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

5
6

7
8

9
1
0

5
0

6
0

1
2

3
4

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪

失
（

残
留

熱
除

去
系

が
故

障
し

た
場

合
）

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

８
時

間
サ

プ
レ
ッ

シ
ョ
ン

・
プ
ー

ル
水
温

度
10
0℃

到
達

原
子

炉
急

速
減
圧

原
子

炉
隔

離
時
冷

却
系
停

止
低

圧
原
子

炉
代
替

注
水
系

（
常
設

）
原
子

炉
注
水

開
始

約
14
時
間

格
納
容
器
圧
力
24
5
kP
a
[g
a
ge
]到

達

約
30
時

間
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
位

通
常

水
位
＋

約
1.
3ｍ

到
達

事
象

発
生

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

約
21
秒

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ
ル

２
）

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

遠
隔

操
作
に

失
敗
し

た
場
合

は
，
現

場
操
作

に
て
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
に

よ
る
原

子
炉
格

納
容
器

除
熱
を

行
う
。

操
作

は
，
現

場
へ
の

移
動
を

含
め
，

約
14
分

か
ら
開

始
可
能

で
あ
る

。
（
操

作
完
了

は
約

1時
間

30
分

後
）

具
体

的
な
操

作
方
法

は
，
遠

隔
手
動

弁
操
作

機
構
に

よ
り
，

原
子
炉

建
物
付

属
棟
内

か
ら
操

作
を
行

う
。

適
宜

実
施

約
19
時

間
格

納
容

器
圧

力
38
4k
Pa
[
ga
g
e]
到

達

第
６

図
 

崩
壊
熱

除
去

機
能
喪
失

（
残
留

熱
除

去
系
故
障

）
時

の
作

業
・

操
作

の
所

要
時

間
 

ベ
ン

ト
弁

（
第

２
弁

）
開

操
作

 

可
搬

型
設

備
準

備
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責
任

者
当

直
長

1
人

中
央

制
御

室
監

視

緊
急

時
対

策
本

部
連

絡

指
揮

者
当

直
副

長
1
人

運
転

操
作

指
揮

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

緊
急

時
対

策
要

員

（
現

場
）

・
 
外

部
電

源
喪

失
確

認

・
 
給

水
流

量
の

全
喪

失
確

認

・
 
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

確
認

，
タ

ー
ビ

ン
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
 
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
機

能
喪

失
確

認

・
 
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
 
原

子
炉

へ
の

注
水

機
能

喪
失

を
確

認

・
 
主

蒸
気

隔
離

弁
全

閉
確

認

・
 
炉

心
損

傷
確

認

・
 
早

期
の

電
源

回
復

不
能

確
認

―
―

・
 
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
　

機
能

回
復

―
―

・
 
外

部
電

源
　

回
復

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失

調
査

，
復

旧
操

作
―

―
・

 
復

水
・

給
水

系
，

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
，

　
 
残

留
熱

除
去

系
，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
　

機
能

回
復

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

起
動

操
作

（
1
人

）

A
―

・
 
常

設
代

替
交

流
電

源
設

備
起

動
，

受
電

操
作

（
1
人

）

A
―

・
 
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
 
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
 
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
 
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
 
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
 
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）
2
5
分

―
―

・
 
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

2
5
分

（
1
人

）

A
―

・
 
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）
5
分

―
―

・
 
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

5
分

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

　
運

転
確

認
（

1
人

）

A
―

・
 
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
　

自
動

起
動

確
認

・
 
原

子
炉

建
物

差
圧

監
視

・
 
原

子
炉

建
物

差
圧

調
整

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

適
宜

実
施

ほ
う

酸
水

注
入

系
に

よ
る

原
子

炉

圧
力

容
器

へ
の

ほ
う

酸
水

注
入

（
1
人

）

A
―

・
 
ほ

う
酸

水
注

入
系

　
起

動
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
格

納
容

器
水

素
濃

度
（

Ｓ
Ａ

）
及

び
格

納
容

器
酸

素
濃

度
（

Ｓ
Ａ

）
起

動
操

作
 
5
分

―
・

 
格

納
容

器
水

素
濃

度
（

Ｓ
Ａ

）
及

び
格

納
容

器
酸

素
濃

度
（

Ｓ
Ａ

）

　
 
シ

ス
テ

ム
起

動
，

暖
気

4
0
分

―
・

 
格

納
容

器
水

素
濃

度
及

び
酸

素
濃

度
の

監
視

適
宜

監
視

（
1
人

）

A
―

・
 
系

統
構

成

・
 
中

央
制

御
室

換
気

系
起

動
操

作
2
0
分

　

―
―

・
 
中

央
制

御
室

換
気

系
　

系
統

構
成

（
1
人

）

A
―

・
 
中

央
制

御
室

換
気

系
　

加
圧

運
転

操
作

1
0
分

（
1
人

）

A
―

・
 
中

央
制

御
室

換
気

系
　

加
圧

運
転

か
ら

系
統

隔
離

運
転

へ
の

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
 
中

央
制

御
室

換
気

系
　

系
統

隔
離

運
転

か
ら

加
圧

運
転

へ
の

切
替

え
操

作
5
分

―
―

・
 
中

央
制

御
室

待
避

室
系

統
構

成
3
0
分

（
1
人

）

A
―

・
 
中

央
制

御
室

待
避

室
加

圧
操

作

中
央

制
御

室
待

避

（
５

名
）

当
直

長
，

当
直

副

長
，

運
転

員
A
,
D
,
E

―
・

 
中

央
制

御
室

待
避

室
内

へ
の

待
避

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

ｐ
Ｈ

制
御

系
起

動
操

作

（
1
人

）

A
―

・
 
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
ｐ

Ｈ
制

御
系

起
動

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
 
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
 
注

水
弁

電
源

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
 
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成
/
漏

え
い

隔
離

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
 
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

1
0
分

中
央

制
御

室
待

避
室

に
退

避
す

る
前

に
原

子
炉

注
水

流
量

を
崩

壊
熱

相
当

に
調

整
す

る
。

―
・

 
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
・

 
大

量
送

水
車

に
よ

る
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の
補

給
準

備

　
（

大
量

送
水

車
配

置
，

ホ
ー

ス
展

張
・

接
続

）

―
・

 
大

量
送

水
車

に
よ

る
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の
補

給

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
を

満
水

に

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

低
圧

原
子

代
替

注
水

槽
を

満
水

に
す

る
こ

と
に

よ
り

待
避

中
も

注
水

を
維

持
で

き
る

。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

原
子

炉
ウ

ェ
ル

代
替

注
水

系

注
水

操
作

―
・

 
大

量
送

水
車

に
よ

る
原

子
炉

ウ
ェ

ル
へ

の
注

水
解

析
上

考
慮

せ
ず

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成
1
0
分

―
（

2
人

）

a
,
b

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

―
（

1
2
人

）

a
～

l
・

 
資

機
材

配
置

及
び

ホ
ー

ス
敷

設
，

系
統

水
張

り
，

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
電

源
ケ

ー
ブ

ル
接

続
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
―

・
 
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

系
統

構
成

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

c
,
d

・
 
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

運
転

状
態

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
の

流
量

を
調

整

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

流
量

調
整

す
る

こ
と

で
待

避
中

も
燃

料
補

給
が

不
要

と
な

る
。

（
1
人

）

A
―

・
 
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

冷
却

水
流

量
調

整
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
格

納
容

器
内

雰
囲

気
計

装
起

動
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
格

納
容

器
内

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

の
監

視
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
・

 
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
・

 
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
等

か
ら

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

へ
の

補
給

燃
料

補
給

作
業

―
・

 
大

量
送

水
車

，
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
へ

の
補

給
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

適
宜

実
施

―
・

 
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
ｐ

H
制

御
　

系
統

構
成

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
ｐ

H
制

御
　

起
動

1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
（

2
人

）

g
,
h

・
 
Ｆ

Ｃ
Ｖ

Ｓ
排

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
排

出
弁

閉
操

作
4
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

o
,
p

・
 
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

水
素

濃
度

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

e
,
f

・
 
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
 
緊

急
時

対
策

所
へ

の
待

避
2
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
 
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

必
要

人
員

数
　

合
計

1
人 A

1
9
人

a
～

s

― 4
人

B
,
C
,
D
,
E

（
）

内
の

数
字

は
他

の
作

業
終

了
後

，
移

動
し

て
対

応
す

る
人

員
数

。

1
時

間
3
0
分

―
1
0
分

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

水
ポ

ン
プ

を
再

起
動

し
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
を

再
開

す
る

。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

1
時

間
2
0
分

―
2
時

間

―
2
時

間

（
2
人

）

B
,
C

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
操

作
（

1
人

）

A

― ―

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
補

給
。

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
可

搬
型

設
備

へ
燃

料
補

給
を

実
施

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

―

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

　
適

宜
実

施

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

r
,
s

1
0
分

―
2
時

間
3
0
分

適
宜

実
施

―

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

に
よ

る

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

（
1
人

）

A

― ―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

適
宜

実
施

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

運
転

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
確

認
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

―
7
時

間
2
0
分

―
3
人

o
,
p
,
q

―
1
時

間
4
0
分

（
2
人

）

B
,
C

1
時

間
4
0
分

―

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

適
宜

実
施

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
上

部
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
内

雰
囲

気
温

度
低

下
を

確
認

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

蒸
発

に
よ

る
水

位
低

下
を

考
慮

し
て

定
期

的
に

注
水

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

適
宜

実
施

―

（
2
人

）

a
,
b

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

適
宜

実
施

　
　

注
水

継
続

適
宜

実
施

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―
1
4
人

a
～

n

1
0
分

―
2
時

間
1
0
分

―
　

　
　

　
　

　
注

水
開

始
3
0
分

は
最

大
流

量
と

し
，

そ
の

後
は

崩
壊

熱
相

当
量

で
注

水
継

続

―
　

　
1
0
時

間

―

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

2
人

D
,
E

1
0
分

2
0
分

―
1
0
分

中
央

制
御

室
換

気
系

運
転

モ
ー

ド
切

替
え

―
5
分

―

中
央

制
御

室
待

避
室

準
備

（
2
人

）

D
,
E

―
5
分

（
2
人

）

D
,
E

4
0
分

中
央

制
御

室
換

気
系

起
動

― ―― ―

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

設
備

の
起

動

（
1
人

）

A

― ― ―

（
2
人

）

B
,
C

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―

（
2
人

）

B
,
C

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―
5
分

（
2
人

）

B
,
C

5
分

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―2
人

B
,
C

1
0
分

3
5
分

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―
2
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

― ― ―
1
0
分

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

交
流

電
源

回
復

操
作

―

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

運
転

員

（
現

場
）

操
作

項
目

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

　

通
報

連
絡

者
緊

急
時

対
策

本
部

要
員

4
2

4
3

5
6

7
3
1

3
2

3
3

3
4

4
0

4
1

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
1

1
2

2
2

2
3

2
4

5
6

7
8

9
1
0

5
0

6
0

1
2

3
4

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）

必
要

な
要

員
と

作
業

項
目

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

約
27
時

間
格

納
容

器
圧
力

64
0
kP
a
[g
a
ge
]到

達

1
0分

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備
に

よ
る
給

電

遠
隔

操
作
に

失
敗
し

た
場
合

は
，
現

場
操
作

に
て
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
に

よ
る
原

子
炉
格

納
容
器

除
熱
を

行
う
。

操
作

は
，
現

場
へ
の

移
動
を

含
め
，

約
14
分

後
か
ら

開
始
可

能
で
あ

る
。
（

操
作
完

了
は
約

1時
間

30
分

後
）

具
体

的
な
操

作
方
法

は
，
遠

隔
手
動

弁
操
作

機
構
に

よ
り
，

原
子
炉

建
物
付

属
棟
内

か
ら
操

作
を
行

う
。

約
5分

炉
心
損

傷

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

約
10
分

燃
料

被
覆

管
温
度

12
0
0℃

到
達

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

3
0分

低
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
（

常
設
）

原
子
炉

注
水
開

始

約
28
分

燃
料
温
度
25
0
0K
（
22
27
℃
）
到
達

約
１

時
間

非
常
用

ガ
ス
処

理
系

運
転
開

始

約
32
時

間
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル
水

位

通
常

水
位
＋

約
1.
3m
到

達

約
１

時
間

40
分

中
央

制
御

室
換
気

系
運

転
開
始

第
７

図
 

雰
囲

気
圧

力
・
温
度
に

よ
る
静

的
負

荷
（
格
納

容
器
過

圧
・

過
温

破
損

）
時

の
作

業
・

操
作

の
所

要
時

間
 

 

ベ
ン

ト
弁

（
第

２
弁

）
開

操
作

 

可
搬

型
設

備
準

備
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6. ベント実施操作判断基準 

(1) 炉心損傷なしの場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器の健全性を確保するため，サプレッション・プール水位が通常

水位＋約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

(2) 炉心損傷を判断した場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器へ大量の放射性物質が放出されることから，大気への放射性物

質の放出を極力遅らせることでベント時の外部影響を軽減させるため，限

界圧力を下回る 853kPa[gage]に到達するまでにベントを実施する。具体的

には，中央制御室での遠隔操作に失敗した場合の現場手動操作時間を考慮

し，格納容器スプレイ停止基準であるサプレッション・プール水位が通常

水位＋約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及びウェット条件にて

1.5vol％に到達した場合 

炉心損傷時には，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により水

素・酸素が発生し，可燃限界に到達すると水素燃焼が発生するおそれがあ

る。これを防止するため，可燃限界到達前に格納容器内の水素・酸素を排

出することを目的として，格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及

びウェット条件にて 1.5vol％に到達した場合にベントを実施する。

4.4vol％の基準設定に当たっては，酸素濃度の可燃限界である 5vol％に対

し，計器誤差の±約 0.5vol％及び 0.1vol％の余裕を考慮して設定した。 

 

7. ベント実施操作判断の確認パラメータ 

(1) 炉心損傷なしの場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷がない場合は，サプレッション・プール水位にてベント実施操

作を判断するため，確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

(2) 炉心損傷を判断した場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷を判断した場合は，格納容器スプレイを間欠にて実施しながら，

サプレッション・プール水位にてベント実施操作を判断する。したがって，

確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及びウェット条件にて

1.5vol％に到達した場合 

格納容器酸素濃度によりベント実施操作を判断するため，確認パラメー

タは以下のとおり。

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

8. ベント実施操作の妥当性

ベントは，第１弁を開弁することで実施する。炉心損傷していない場合及び

炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を第８表に示す。ベント弁の

開操作については，中央制御室での操作を基本とするが，万一，中央制御室で

の操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力に

よる遠隔操作）を実施する。 

なお，炉心損傷を判断する有効性評価の「格納容器圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」シーケ

ンスにおいて，ベント準備段階の現場アクセス，現場待機，現場での手動操作，

プルーム通過までの現場待機及び帰還の一連の作業での実効線量は，約 19mSv

である。 
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第８表 ベント実施操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

第１弁の開

操作 

・開確認

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※３ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中 央 制 御

室 内 の た

め 口 頭 に

て 連 絡 可

能 で あ

る。 

原子炉建物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度 
※２※３

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下 

（マスク着用※４）

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有 線 式 通

信 設 備 ，

電 力 保 安

通 信 用 電

話 設 備 ，

所 内 通 信

連 絡 設 備

に よ り 連

絡 可 能 で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：事故あたりに放出される放射性物質全量に対する線量

※３：設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管

破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※４：全面マスク（PF50）の着用
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9. ベント成否確認 

格納容器過圧破損防止の目的から，格納容器圧力の低下による判断を基本と

し，以下のパラメータについても参考として判断する。 

・ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

・ スクラバ容器圧力 

・ スクラバ容器水位 

・ 格納容器温度 

・ サプレッション・チェンバ水位 

パラメータに変化が見られない場合は，ベント失敗の可能性があるため，現

場操作によるベントを実施する。 

ベント開始直後は，格納容器内で発生する水素，水蒸気及び窒素等からなる

ベントガスが系統内に流入するが，系統内は不活性化されているため，高濃度

の水素が流入しても水素燃焼には至らない。 

 

10. ベント継続時 

ベント継続時は，第９表に示すパラメータによりベント継続状況に異常がな

いことを確認する。 

 

第９表 確認パラメータ（ベント継続時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 

各パラメータに異常な変化がないこと 

格納容器温度 

サプレッション・チェンバ水位 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

モニタリング・ポスト 

 

ベント継続時には，格納容器内及びフィルタ装置内では放射性物質の崩壊熱

による多量の蒸気が発生することにより，水素濃度は低く抑えられるため，可

燃限界に至らない。 

なお，炉心損傷がない場合の格納容器フィルタベント系によるベント実施中

に炉心損傷を判断した場合は，ベントを継続する運用とする。これは，ベント

実施までには格納容器代替スプレイにより外部注水制限に到達していることが

想定され，事象が進むことで発生する可能性のある炉心のリロケーション※及
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び原子炉圧力容器破損時の過熱蒸気発生の影響による格納容器圧力の急激な上

昇を抑制する手段がベントのみであるためである。加えて，次のとおり，ベン

トを継続した場合でも，一時的にベント停止する場合と比較し，被ばくの観点

で大きな差異はないと考えられる。 

・ベントを停止しても格納容器の圧力上昇により再度ベントすることとなり，

希ガス保持時間を大きく確保することはできないこと 

・このような事態では，原子炉スクラムしてからある程度の時間が経過して

いることから，希ガスの減衰時間は十分に確保されており，ベントを停止

しない場合でも大きな放出量にならないと考えられること 

※ ここで言うリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プ

レナムに移行する状態を指す。 
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11. ベント停止操作

第 10 表に示す機能が全て使用可能となったことにより，ベント停止後も長期

的に格納容器の安定状態を継続可能であることを判断する。また，第 11 表に示

すパラメータを確認し，ベント停止操作が可能であることを判断した場合には，

第１弁を閉とすることでベントを停止する。 

第 10 表 ベント停止のために必要な機能及び設備 

必要な機能 設備 設備概要 

格納容器除熱機能 

残留熱除去系又は残留熱代替除去系 
格納容器内に残存する核分裂生成物

から発生する崩壊熱を除去し，最終

的な熱の逃がし場へ熱を輸送する 原子炉補機代替冷却系 

窒素供給機能 可搬式窒素供給装置 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝

縮により，格納容器内が負圧にな

ることを防止する

・系統内のパージを実施する

格納容器内水素・酸素濃

度制御機能 

可燃性ガス濃度制御系 

水の放射線分解によって発生する水

素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に

到達することを防止する 

格納容器水素・酸素濃度計 
格納容器内の水素・酸素濃度を監視

する 

第 11 表 確認パラメータ（ベント停止時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 427kPa[gage]以下であること及び 171℃以下であるこ

と。 格納容器温度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

可燃限界未満であること。 格納容器水素濃度（ＳＡ） 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

ベント停止前から可搬式窒素供給装置による格納容器への窒素供給を行い，

ベント停止後も継続し，系統を含めて不活性化することで，水素濃度は低く抑

えられ，可燃限界には至らない。 
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12. ベント停止操作手順 

次にベント停止の流れを示す。 

①ベント停止可能であると判断した場合，可搬式窒素供給装置により格納容

器に窒素注入を開始する。 

・ベント弁は開状態であるため，注入した窒素はそのまま排出されると考

えられるが，ベント弁閉後における「水の放射性分解によって発生する

水素・酸素濃度の上昇」を抑制するため，早期に注入開始することを目

的として最初に実施する。 

ドライウェル内に水素・酸素が滞留している可能性を考慮して，ドライ

ウェル側から窒素供給する。 

②第１弁を微開とする。 

③残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・ベント弁を微開後，サプレッション・プール水温度が飽和温度以下であ

ることを確認し，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施すること

で，格納容器内の気相を蒸気から窒素へ置換する。 

④格納容器の気相が蒸気から窒素への置換が完了したことを確認する。 

⑤可燃性ガス濃度制御系を起動する。 

・残留熱除去系による冷却水を供給し，可燃性ガス濃度制御系の暖気運転

を開始する。 

・起動後３時間以内に暖機運転が完了し，処理が開始される。 

⑥第１弁を閉とする。 

⑦格納容器への窒素注入を停止する。 

⑧格納容器内水素濃度・酸素濃度により，格納容器内の水素・酸素濃度を監

視する。 

 

13. ベント停止操作の妥当性 

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を

第 12 表に示す。ベント弁の閉操作については，中央制御室での操作を基本とす

るが，万一，中央制御室での操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属

棟）にて手動操作を実施する。 
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第 12 表 ベント停止操作項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の

閉操作 

中央制御

室 
－※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

原子炉建

物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下※３ 

（マスク着用※４） 

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有線式通信設

備，電力保安

通信用電話設

備，所内通信

連絡設備によ

り連絡可能で

ある。 

窒素供給 

操作 
屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

5.0mSv/h 以下※３ 

（マスク着用※４） 

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

衛星電話設備

（固定型，携

帯型），無線

通信設備（固

定 型 ， 携 帯

型），電力保

安通信用電話

設備，所内通

信連絡設備に

より連絡可能

である。 

水素濃度 

測定操作 

中央制御

室 
－※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下※３ 

（マスク着用※４） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管破

裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※３：事故後 168 時間以降を想定 

※４：全面マスク（PF50）の着用 
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14. ベント停止後の操作 

ベント停止後は，第 13 表で示すパラメータにより格納容器及び格納容器フィ

ルタベント系に異常がないことを確認する。 

 

第 13 表 確認パラメータ（ベント停止後） 

監視パラメータ 監視理由 

スクラバ容器水位 

フィルタ装置水位が運転範囲内にあることを監視する。 

また，蒸発による水位低下時においては，水補給の必要性を判断す

る。 

スクラバ容器圧力 
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

スクラバ容器温度 指示値によりスクラビング水からの水蒸気発生の有無を監視する。 

フィルタ装置出口配管圧力 
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 指示値により系統に水素が滞留していないことを監視する。 

第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ） 
指示値が安定していることを監視する。 

モニタリング・ポスト 指示値が安定していることを監視する。 

スクラバ水ｐＨ アルカリ性に維持されていることを監視する。 

格納容器圧力 格納容器内が負圧でないこと。また，ベント停止後長期的に格納容

器圧力及び温度の異常な上昇がないこと。 格納容器温度 

格納容器水素濃度 
格納容器内の水素・酸素濃度の異常な上昇がないこと。 

格納容器酸素濃度 
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1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

＜目 次＞ 

1.7.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方

(2) 対応手段と設備の選定の結果

ａ．原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手段及び設備 

(a) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(b) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(c) サプレッション・プール水ｐＨ制御

(d) ドライウェルｐＨ制御

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｂ．手順等 

1.7.2 重大事故等時の手順 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ｃ．サプレッション・プール水ｐＨ制御 

ｄ．ドライウェルｐＨ制御 

ｅ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

1.7.2.2 その他の手順項目について考慮する手順 

1.7.2.3 重大事故等時の対応手段の選択 
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添付資料1.7.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.7.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.7.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料1.7.4 重大事故対策の成立性 

1. 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(1) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(2) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系の

系統構成

(3) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系に

よる補機冷却水確保

2. 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱 

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱 

(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱（現場操作） 

(3) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

(4) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）

(5) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

(6) フィルタベント計装（第１ベントフィルタ出口水素濃度）

(7) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整3.

サプレッション・プール水ｐＨ制御

4. ドライウェルｐＨ制御

5. 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給

添付資料 1.7.5 残留熱代替除去系の長期運転及び不具合等を想定した対策につ

いて 

添付資料 1.7.6 ベント実施に伴う現場操作地点等における被ばく評価について 

添付資料 1.7.7 スクラビング水の保有水量の設定根拠について

添付資料 1.7.8 格納容器ベント操作について 

添付資料 1.7.9 炉心損傷，原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方につ

いて 

添付資料1.7.10 解釈一覧 

1. 判断基準の解釈一覧

2. 操作手順の解釈一覧

3. 弁番号及び弁名称一覧

添付資料1.7.11 手順のリンク先について 

添付資料1.7.12 フォルトツリー解析の実施の考え方について 

1.7-2

下線は，今回の提出資料を示す。
（関連する図表を含む。）
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ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系の機能が喪失

した場合，及び残留熱代替除去系の運転が期待できない場合は，サプレッ

ション・チェンバ以外の水源を用いた原子炉格納容器内へのスプレイを実

施しているため，サプレッション・プール水位が上昇するが，サプレッシ

ョン・プール水位指示値が通常水位＋約1.3mに到達した場合は，このスプ

レイを停止するため，原子炉格納容器内の圧力を853kPa[gage]以下に抑制

できる見込みがなくなることから，格納容器フィルタベント系による原子

炉格納容器内の減圧及び除熱を実施することで原子炉格納容器の過圧破損

を防止する。 

また，原子炉格納容器内でジルコニウム－水反応により発生した水素ガ

スが原子炉建物原子炉棟に漏えいする可能性があることから，原子炉建物

原子炉棟４階（燃料取替階）天井付近の水素濃度，非常用ガス処理系吸込

配管付近の水素濃度及び原子炉建物原子炉棟４階（燃料取替階）以外のエ

リアの水素濃度並びに静的触媒式水素処理装置の出入口温度の監視を行い，

原子炉建物原子炉棟内において異常な水素ガスの漏えいを検知した場合は

原子炉格納容器内に滞留した水素ガスを排出することで，原子炉建物原子

炉棟への水素ガスの漏えいを防止する。 

なお，格納容器フィルタベント系を使用する場合は，プルームの影響に

よる被ばくを低減させるため，運転員は中央制御室待避室へ待避しプラン

トパラメータを継続して監視する。 

格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガス濃度制御系による原

子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素供給装置による

原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容

器内の圧力427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度171℃未

満及び原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確

認した場合はＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドライウ

ェル出口隔離弁（以下「第１弁」という。）を全閉し，格納容器ベントを停

止することを基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，

適切に対応する。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁（以下「第２弁」

という。）又はＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁（以下「第２弁

バイパス弁」という。）は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能

が更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉する。 
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(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，残留熱除去系及び残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱ができず，原子炉格納容

器圧力が640kPa[gage]に到達した場合※２，若しくは，原子炉建物原子

炉棟内のいずれかの原子炉建物水素濃度指示値が2.1vol%に到達した場

合。 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器内

のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率の10

倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）

が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で300℃以上を確認

した場合。 

※２：発電用原子炉の冷却ができない場合，又は原子炉格納容器内の

温度及び圧力の制御ができない場合は，速やかに格納容器ベン

トの準備を開始する。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱の

手順は以下のとおり。手順の対応フローを第1.7－3図に，概要図を第

1.7－10図に，タイムチャートを第1.7－11図及び第1.7－12図に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合（Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様）］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベン

ト系によるウェットウェル（以下「Ｗ／Ｗ」という。）側からの格

納容器ベントの準備を開始するよう運転員に指示する（Ｗ／Ｗ側か

らの格納容器ベントができない場合は，ドライウェル（以下「Ｄ／

Ｗ」という。）側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指示

する）。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納容

器フィルタベント系による格納容器ベントの準備のため，ＦＣＶＳ

排気ラインドレン排出弁の閉操作を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，格

納容器フィルタベント系による格納容器ベントに必要な第２弁，第

２弁バイパス弁及び第１弁の電源切替え操作を実施する。 

③ｂ非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，格納容器フィルタベ

ント系による格納容器ベントに必要な第２弁，第２弁バイパス弁及

び第１弁の電源切替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器 
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ベントに必要な電動弁の電源が確保されたこと及び監視計器の電源

が確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタス

クラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の確認として，格納容器

隔離信号が発生している場合は，格納容器隔離信号の除外操作を実

施する。 

⑦緊急時対策要員は，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を実

施し，緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長

に報告する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，ＳＧ

Ｔ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後

弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントラ

イン止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常用空調

換気入口隔離弁後弁の全閉，及びＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィ

ルタ入口弁（以下「第３弁」という。）の全開を確認後，第２弁を

全開し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベント準備完了

を当直副長に報告する。第２弁の開操作ができない場合は，第２弁

バイパス弁を全開し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ント準備完了を当直副長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位，並びに原子炉建物

原子炉棟内の水素濃度に関する情報収集を適宜行い，当直長に報告

する。また，当直長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位，並びに

原子炉建物原子炉棟内の水素濃度に関する情報を緊急時対策本部に

報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運転

員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器内へのスプレイを実施中に，サ

プレッション・プール水位指示値が通常水位＋約1.3mに到達した

場合。 

・原子炉建物原子炉棟内のいずれかの原子炉建物水素濃度指示値が

2.5vol％に到達した場合。 

⑬ａＷ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｗ／Ｗ）の全開操作により，格納

容器フィルタベント系による格納容器ベント操作を開始する。 
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⑬ｂＤ／Ｗ ベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｄ／Ｗ）の全開操作により，格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントを開始する。 

⑭中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器

ベントが開始されたことを，格納容器内圧力指示値の低下又は原子 

炉建物水素濃度指示値が安定若しくは低下，並びに第１ベントフィ

ルタスクラバ容器圧力及びスクラバ容器温度指示値の上昇により確

認するとともに，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ）指示値の上昇により確認し，当直副長に報告する。

また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタ

ベント系による格納容器ベントが開始されたことを緊急時対策本部

に報告する。 

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタス

クラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直副長

に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，第１

ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊急時対策

本部に依頼する。 

⑯当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉

格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガ

ス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及

び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使

用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力427kPa [gage]（１

Pd）未満，原子炉格納容器内の温度171℃未満及び原子炉格納容器

内の水素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確認することによ

り，第１弁を全閉し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントを停止するよう運転員に指示する。 

⑰中央制御室運転員Ａは，第１弁の全閉操作を実施し，格納容器フィ

ルタベント系による格納容器ベントを停止する。 

⑱当直副長は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に

１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，第２弁又は

第２弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。 

⑲中央制御室運転員Ａは，第２弁又は第２弁バイパス弁の全閉操作を

実施する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから格納容器ベント準備完了まで

の必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からの第２弁操作の場合 
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中央制御室運転員１名，現場運転員２名及び緊急時対策要員２名に

て作業を実施した場合，45 分以内で可能である。 

格納容器ベント基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要員数

及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からの第１弁（Ｗ／Ｗ）操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

・中央制御室からの第１弁（Ｄ／Ｗ）操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を中央制御室及び現

場にて実施した場合，45 分以内で可能である。また，格納容器ベン

ト基準到達後，第１弁（Ｗ／Ｗ）操作を中央制御室にて実施した場

合，10 分以内で可能である。 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を中央制御室及び現

場にて実施した場合，45 分以内で可能である。また，格納容器ベン

ト基準到達後，第１弁（Ｄ／Ｗ）操作を中央制御室にて実施した場

合，10 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.7.4-2(1)，添付資料1.7.6） 
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(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現

場操作） 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系の機能が喪失

した場合，及び残留熱代替除去系の運転が期待できない場合は，サプレッ

ション・チェンバ以外の水源を用いた原子炉格納容器内へのスプレイを実

施しているため，サプレッション・プール水位が上昇するが，サプレッシ

ョン・プール水位指示値が通常水位＋約1.3mに到達した場合は，このスプ

レイを停止するため，原子炉格納容器内の圧力を853kPa[gage]以下に抑制

できる見込みがなくなることから，格納容器フィルタベント系による原子

炉格納容器内の減圧及び除熱を実施することで，原子炉格納容器の過圧破

損を防止する。 

また，原子炉格納容器内でジルコニウム－水反応により発生した水素ガ

スが原子炉建物原子炉棟に漏えいする可能性があることから，原子炉建物

原子炉棟４階（燃料取替階）天井付近の水素濃度，非常用ガス処理系吸込

配管付近の水素濃度及び原子炉建物原子炉棟４階（燃料取替階）以外のエ

リアの水素濃度並びに静的触媒式水素処理装置の出入口温度の監視を行い，

原子炉建物原子炉棟内において異常な水素ガスの漏えいを検知した場合は

原子炉格納容器内に滞留した水素ガスを排出することで，原子炉建物原子

炉棟への水素ガスの漏えいを防止する。 

なお，格納容器フィルタベント系を使用する場合は，プルームの影響に

よる被ばくを低減させるため，運転員は中央制御室待避室へ待避しプラン

トパラメータを継続して監視する。 

格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガス濃度制御系による原

子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素供給装置による

原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容

器内の圧力427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度171℃未

満及び原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確

認した場合は第１弁を全閉し，格納容器ベントを停止することを基本とし

て，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，適切に対応する。なお，

第２弁又は第２弁バイパス弁は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除

熱機能が更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉す

る。全交流動力電源喪失時は，現場手動にて系統構成を行う。 

 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作） 

ⅰ 手順着手の判断基準 
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全交流動力電源喪失時に，早期の電源復旧が見込めず，炉心損傷を判

断した場合※１において，残留熱除去系及び残留熱代替除去系による原

子炉格納容器内の減圧及び除熱ができず，原子炉格納容器圧力が

640kPa[gage]に到達した場合※２，若しくは，原子炉建物原子炉棟内の

いずれかの原子炉建物水素濃度指示値が2.1vol%に到達した場合。 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器内

のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率の10

倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）

が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で300℃以上を確認

した場合。 

※２：発電用原子炉の冷却ができない場合，又は原子炉格納容器内の

温度及び圧力の制御ができない場合は，速やかに格納容器ベン

トの準備を開始する。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作）の手順は以下のとおり。手順の対応フローを第1.7－3図に，

概要図を第1.7－27図に，タイムチャートを第1.7－28図及び第1.7－29

図に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合（Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様）］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベン

ト系によるＷ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう運

転員に指示する（Ｗ／Ｗ側からの格納容器ベントができない場合は，

Ｄ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指示する）。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納容

器フィルタベント系による格納容器ベントの準備のため，ＦＣＶＳ

排気ラインドレン排出弁の閉操作を依頼する。 

③中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器

ベントに必要な監視計器の電源が確保されていることを確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタス

クラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成としてＳＧＴ 

ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁，

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン

止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常用空調換気

入口隔離弁後弁の全閉及び第３弁の全開を確認する。 

⑥緊急時対策要員は，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を実

施し，緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長

に報告する。 
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⑦現場運転員Ｂ及びＣは，第２弁を遠隔手動弁操作機構にて全開とす

る。第２弁の開操作ができない場合は，第２弁バイパス弁を遠隔手

動弁操作機構にて全開とする。 

⑧中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器

ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位，並びに原子炉建物

原子炉棟内の水素濃度に関する情報収集を適宜行い，当直長に報告

する。また，当直長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位，並びに

原子炉建物原子炉棟内の水素濃度に関する情報を緊急時対策本部に

報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運転

員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器内へのスプレイを実施中に，サ

プレッション・プール水位指示値が通常水位＋約1.3mに到達した

場合。 

・原子炉建物原子炉棟内のいずれかの原子炉建物水素濃度指示値が

2.5vol％に到達した場合。 

⑬ａＷ／Ｗ ベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，第１弁（Ｗ／Ｗ）を遠隔手動弁操作機構に

よる操作で全開とし，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントを開始する。 

⑬ｂＤ／Ｗ ベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，第１弁（Ｄ／Ｗ）を遠隔手動弁操作機構に

よる操作で全開とし，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ント操作を開始する。 

⑭中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器

ベントが開始されたことを，格納容器内圧力指示値の低下又は原子

炉建物水素濃度指示値が安定若しくは低下，並びに第１ベントフィ

ルタスクラバ容器圧力及びスクラバ容器温度指示値の上昇により確

認するとともに，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ）指示値の上昇により確認し，当直副長に報告する。

また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタ

ベント系による格納容器ベントが開始されたことを緊急時対策本部

へ報告する。 

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタス
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クラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直副長

に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，第１

ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊急時対策

本部に依頼する。 

⑯当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉

格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガ

ス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及

び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使

用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力427kPa［gage］（１

Pd）未満，原子炉格納容器内の温度171℃未満及び原子炉格納容器

内の水素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確認することによ

り，第１弁を全閉し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントを停止するよう運転員に指示する。 

⑰中央制御室運転員Ａは，第１弁の全閉操作を実施し，格納容器フィ

ルタベント系による格納容器ベントを停止する。 

⑱当直副長は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に

１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，第２弁又は

第２弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。 

⑲中央制御室運転員Ａは，第２弁又は第２弁バイパス弁の全閉操作を

実施する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから格納容器ベント準備完了まで

の必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からの第２弁操作の場合 

中央制御室運転員１名，現場運転員２名及び緊急時対策要員２名に

て作業を実施した場合，１時間 20 分以内で可能である。 

格納容器ベント判断基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要

員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からの第１弁（Ｗ／Ｗ）操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能

である。 

・現場からの第１弁（Ｄ／Ｗ）操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能

である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を現場にて実施した

場合，１時間 20 分以内で可能である。また，格納容器ベント基準
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到達後，第１弁（Ｗ／Ｗ）操作を現場にて実施した場合，１時間 30

分以内で可能である。（総要員数：中央制御室運転員１名，現場運

転員２名，緊急時対策要員２名，総想定時間：２時間 50 分以内） 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，第２弁操作を現場にて実施した

場合，１時間 20 分以内で可能である。また，格納容器ベント基準

到達後，第１弁（Ｄ／Ｗ）操作を現場にて実施した場合，１時間 30

分以内で可能である。（総要員数：中央制御室運転員１名，現場運

転員２名，緊急時対策要員２名，総想定時間：２時間 50 分以内） 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

遠隔手動弁操作機構の操作については，操作に必要な工具はなく通常

の弁操作と同様であるため，容易に実施可能である。 

また，作業エリアには電源内蔵型照明を配備しており，建物内常用照

明消灯時における作業性を確保しているが，ヘッドライト及び懐中電灯

を携行する。 

（添付資料1.7.4－2(2)，添付資料1.7.6） 
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第 1.7－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／２) 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
防
止

― 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

残留熱代替除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉補機代替冷却系※４ 

サプレッション・チェンバ

残留熱代替除去系 配管・弁

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ

低圧原子炉代替注水系 配管・弁

格納容器スプレイ・ヘッダ

ホース・接続口

原子炉圧力容器

原子炉格納容器

常設代替交流電源設備※２

代替所内電気設備※２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「除熱‐１」

「除熱‐２」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器除

熱」 

大量送水車※１ 

輪谷貯水槽（西１）※１，※３ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 
自
主
対
策
設
備

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

第１ベントフィルタスクラバ容器 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

圧力開放板 

遠隔手動弁操作機構 

可搬式窒素供給装置 

第１ベントフィルタ格納槽遮蔽 

配管遮蔽 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

格納容器フィルタベント系 配管・弁 

ホース・接続口

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空

破壊装置を含む。）

常設代替交流電源設備※２

可搬型代替交流電源設備※２

代替所内電気設備※２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「放出」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位

調整」

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラ

バ容器への水補給」 

「大量送水車を使用した送水」 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※３

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 

ドレン移送ポンプ 

薬品注入タンク 

大量送水車※１ 

ホース・接続口

自
主
対
策
設
備

全交流動力電源 

現
場
操
作

遠隔手動弁操作機構 
重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「放出」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」

※１：手順は，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。

※２：手順は，「1.14 電源の確保に関する手順」にて整備する。

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１b)項を満足するための代替淡水源（措置）

※４：手順は，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。
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対応手段，対処設備，手順書一覧(２／２) 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
防
止 

― 

不
活
性
ガ
ス
（
窒
素
ガ
ス
） 

に
よ
る
系
統
内
の
置
換 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

原
子
炉
格
納
容
器 

負
圧
破
損
の
防
止 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

窒素ガス代替注入系 配管・弁 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置換」 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
ｐ
Ｈ

制
御 

残留熱除去系 配管 

サプレッション・チェンバスプレイヘッダ 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水‐１」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「Ｓ／Ｐ水ｐＨ制御」 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
ｐ
Ｈ
制
御 

残留熱代替除去ポンプ 

原子炉補機代替冷却系 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱‐１」 

「除熱‐２」 

 

 

※１：手順は，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 
※２：手順は，「1.14 電源の確保に関する手順」にて整備する。 

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１b)項を満足するための代替淡水源（措置） 

※４：手順は，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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第 1.7－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

 

監視計器一覧(１／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順 

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(a) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「除熱‐１」 

「除熱‐２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器除熱」 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操

作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 残留熱代替除去系原子炉注水流量 

最終ヒートシンクの確保 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

補機監視機能 
残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口流量 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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監視計器一覧(２／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順 

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベント」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系系統構成」 

判 

断 

基 

準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉棟内の水素濃度 

原子炉建物水素濃度 

・原子炉建物原子炉棟４階 

静的触媒式水素処理装置入口温度 

静的触媒式水素処理装置出口温度 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操

作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ） 

原子炉棟内の水素濃度 

原子炉建物水素濃度 

・原子炉建物原子炉棟４階 

・原子炉建物原子炉棟２階 

・原子炉建物原子炉棟１階 

・原子炉建物原子炉棟地下１階 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低

レンジ） 
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監視計器一覧(３／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

「大量送水車を使用した送水」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パージ」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

操
作 補機監視機能 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

スクラバ容器圧力

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための対応手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器ｐＨ調整」 判
断
基
準

－ － 

操
作 補機監視機能 

スクラバ水ｐＨ

スクラバ容器水位
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監視計器一覧(４／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順 

ｃ．サプレッション・プール水ｐＨ制御 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「Ｓ／Ｐ水ｐＨ制御」 

 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

操
作 

補機監視機能 薬液タンク水位 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順 

ｄ．ドライウェルｐＨ制御 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

 
判

断

基

準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

操

作 

原子炉格納容器への 

注水量 
残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

補機監視機能 残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(1) 交流動力電源が健全である場合の対応手順 

ｅ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

の窒素ガス置換」 

 
判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 
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監視計器一覧(５／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベント」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系系統構成」 

判 

断 

基 

準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉棟内の水素濃度 

原子炉建物水素濃度 

・原子炉建物原子炉棟４階 

静的触媒式水素処理装置入口温度 

静的触媒式水素処理装置出口温度 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操

作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉棟内の水素濃度 

原子炉建物水素濃度 

・原子炉建物原子炉棟４階 

・原子炉建物原子炉棟２階 

・原子炉建物原子炉棟１階 

・原子炉建物原子炉棟地下１階 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レン

ジ） 
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監視計器一覧(６／６) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラバ容器への水

補給」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

ＡＭ設備別要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準

補機監視機能 スクラバ容器水位

操
作 補機監視機能 スクラバ容器水位

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パージ」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

フィルタベント系の窒素ガス置換」

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

操
作 補機監視機能 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

スクラバ容器圧力

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位調整」 
判
断
基
準

－ － 

操
作 補機監視機能 

スクラバ水ｐＨ

スクラバ容器水位

1.7.2.1 原子炉格納容器の過圧破損防止のための手順 

(2) 全交流動力電源喪失時の対応手順

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

の窒素ガス置換」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

操
作

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 
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Ｆ
Ｃ
Ｖ
Ｓ
排
気
ラ
イ
ン
ド
レ
ン
排
出
弁

 

⑧
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Ｔ
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Ｇ
Ｃ
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絡
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Ｓ
Ｇ
Ｔ
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Ｃ
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後
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Ｇ
Ｔ
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⑧
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Ｇ
Ｔ
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Ｃ
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Ｔ
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Ｃ
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Ｓ
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⑲
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Ｇ
Ｃ
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⑲
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Ｇ
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２
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／
Ｗ
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※
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添付資料 1.7.4－2 

2. 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

ａ．操作概要 

中央制御室からの格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱が必要な状況において，原子炉建物付属棟３階まで移動する

とともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切替えを実施する。ま

た，中央制御室操作により系統構成及び格納容器ベント操作を実施し，格

納容器ベントを実施する。 

ｂ．作業場所 

電源切替え 原子炉建物付属棟３階（非管理区域） 

系統構成，ベント実施操作 制御室建物４階（非管理区域）（中央制御

室） 

排気ラインドレン排出弁操作 屋外（原子炉建物南側周辺） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱とし

て，最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切替えを実施し，第一優

先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間は

以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間

は同一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊急時

対策要員２名） 

想定時間  ：移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）20 分以内（所要時間

目安※１：８分） 

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）20 分以内（所要時間

目安※１：４分） 

電源確認（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４

分） 

系統構成（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４

分） 

ベント実施操作（中央制御室）10 分以内（所要時間目安※

１：３分） 

排気ラインドレン排出弁操作（屋外）40 分以内（所要時

間目安※１：31 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間
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想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安４分

・電源確認：所要時間目安４分（電源確認：中央制御室）

●系統構成（第２弁全開操作）：想定時間５分，所要時間目安４分

・系統構成（第２弁全開操作）：所要時間目安４分（操作対象１弁：中

央制御室） 

●ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作）

：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作）

：所要時間目安３分（操作対象１弁：中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系：第１弁）：想定時間 20 分，所要時

間目安８分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系：第１弁）：所要時間目安３分（電源切替

操作：原子炉建物付属棟３

階） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系：第２弁）：想定時間 20 分，所要時

間目安４分 

・移動：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟３階）

・ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系：第２弁）：所要時間目安３分（電源切替

操作：原子炉建物付属棟３

階） 

【緊急時対策要員】 

●緊急時対策所～原子炉建物南側周辺移動：想定時間 30 分，所要時間目

安 26 分 

・移動：所要時間目安 26 分（移動経路：緊急時対策所～原子炉建物南

側周辺） 

●排気ラインドレン排出弁操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分

・排気ラインドレン排出弁操作：所要時間目安５分（排気ラインドレン

排出弁操作：屋外（原子炉建物南側周

辺）） 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作

作業環境  ：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），

ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配
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備している。 

操作性   ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能で

ある。 

(b) 現場操作 

作業環境  ：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリ

アに配備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯を

携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は

防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，

汚染防護服）を装備して作業を行う。 

移動経路  ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト及び懐中電灯を携行していることから接近

可能である。また，アクセスルート上に支障となる設備

はない。 

操作性   ：通常の受電操作であり，排気ラインドレン排出弁操作に

ついては，操作に必要な工具はなく通常の弁操作と同様

であるため，容易に実施可能である。 

連絡手段  ：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連

絡設備（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備によ

り，中央制御室との連絡が可能である。また，衛星電話

設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携帯

型），電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備（警報

装置を含む。）のうち，使用可能な設備により，緊急時対

策本部との連絡が可能である。 
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(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場

操作） 

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必

要な状況で，中央制御室からの操作により電動弁を操作できない場合にお

いて，原子炉建物付属棟３階まで移動するとともに，現場での遠隔手動弁

操作機構による操作により系統構成を実施する。格納容器ベントについて

は，原子炉建物付属棟１階又は原子炉建物付属棟２階まで移動するととも

に，現場での遠隔手動弁操作機構により格納容器ベントする。 

 

ｂ．作業場所 

系統構成 原子炉建物付属棟３階北側通路（非管理区域） 

Ｗ／Ｗベント 原子炉建物付属棟１階西側（非管理区域） 

Ｄ／Ｗベント 原子炉建物付属棟２階西側（非管理区域） 

電源確認  制御室建物４階（非管理区域）（中央制御室） 

排気ラインドレン排出弁操作 屋外（原子炉建物南側周辺） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱とし

て，第一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，

想定時間は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間

は同一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊急時

対策要員２名） 

想定時間  ：系統構成（原子炉建物付属棟）１時間 20 分以内（所要時

間目安※１：１時間４分） 

ベント実施操作（原子炉建物付属棟）１時間 30 分以内

（所要時間目安※１：１時間９分） 

排気ラインドレン排出弁操作（屋外）40 分以内（所要時

間目安※１：31 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・電源確認：所要時間目安４分（中央制御室） 
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【現場運転員】 

●移動，系統構成（第２弁全開操作）：想定時間１時間 20 分，所要時間

目安１時間４分 

・移動：所要時間目安 10 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属

棟３階） 

・系統構成（第２弁全開操作）：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：原

子炉建物付属棟３階） 

 

●移動，ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作） 

：想定時間１時間 30 分，所要時間目安１時間９分 

・移動：所要時間目安 15 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属

棟１階） 

・ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）全開操作） 

：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟１階） 

【緊急時対策要員】 

●緊急時対策所～原子炉建物南側周辺移動：想定時間 30 分，所要時間目

安 26 分 

・移動：所要時間目安 26 分（移動経路：緊急時対策所～原子炉建物南

側周辺） 

●排気ラインドレン排出弁操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・排気ラインドレン排出弁操作：所要時間目安５分（排気ラインドレン

排出弁操作：屋外（原子炉建物南側周

辺）） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境  ：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），

ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配

備している。 

操作性   ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能で

ある。 

 

(b) 現場作業 

移動経路  ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近

可能である。また，ヘッドライト及び懐中電灯を携帯し

ている。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

作業環境  ：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常

用照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘ
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ッドライト及び懐中電灯を携行している。現場運転員の

放射線防護を考慮し，遠隔手動弁操作機構は，原子炉建

物付属棟に設置している。また，格納容器ベント操作後

の汚染の可能性を考慮し防護具（酸素呼吸器，個人線量

計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を

行う。 

操作性 ：遠隔手動弁操作機構の操作については，操作に必要な工

具はなく通常の弁操作と同様であるため，容易に実施可

能であり，排気ラインドレン排出弁操作についても，操

作に必要な工具はなく通常の弁操作と同様であるため，

容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープ

を施している。 

連絡手段  ：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連

絡設備（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備によ

り，中央制御室に連絡する。また，衛星電話設備（固定

型，携帯型），無線通信設備（固定型，携帯型），電力保

安通信用電話設備，所内通信連絡設備（警報装置を含

む。）のうち，使用可能な設備により，緊急時対策本部と

の連絡が可能である。 

ベント操作（遠隔手動弁操作機構） 

1.7-128

304



添付資料 1.7.6 

ベント実施に伴う現場操作地点等における被ばく評価について 

ベント実施に伴う現場作業は，放射線環境下での作業となることから，作業の

成立性を確認するために各作業場所における線量影響を評価する。 

なお，中央制御室又は現場のいずれにおいても同等の操作が可能な場合につい

ては，高線量環境が予想される現場での作業線量のみについて記載する。 

線量影響の評価に当たっては，「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室

及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」（以下「審査

ガイド」という。）を参照した。ベント実施に伴うベント操作を手動で行う場合

の作業員の被ばく評価を以下のとおり行った。 

1. 評価条件

(1) 想定シナリオ

想定シナリオは以下のとおりとした。

・発災プラント：２号炉

・想定事象：冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失

・以下の２ケースについて評価※1

-Ｗ／Ｗベントにより事象収束に成功

-Ｄ／Ｗベントにより事象収束に成功

※１ 島根２号炉においては，格納容器破損防止対策に係る有効性評価に

おける雰囲気圧力・温度による静的負荷のうち，格納容器過圧の破

損モードにおいて想定している「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋

ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオにおいても，

格納容器ベントを実施することなく事象を収束することのできる残

留熱代替除去系を整備している。したがって，仮に重大事故が発生

したと想定する場合であっても，第一に残留熱代替除去系を用いて

事象を収束することとなる。しかしながら，被ばく評価においては，

代替循環冷却に失敗することも考慮し，格納容器フィルタベント系

を用いた格納容器ベントを想定する。格納容器ベントに至る事故シ

ーケンスとしては，前述の「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣ

ＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を選定した。なお，よう

素放出量の低減対策として導入した格納容器ｐＨ制御については，

その効果に期待しないものとした。 

(2) 放出放射能量

大気中への放出放射能量は，中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に

係る被ばく評価※２と同様の評価方法にて評価した。なお，Ｄ／Ｗベント時に

おいては，ベントライン経由で放出される無機よう素に対しサプレッショ

ン・プールのスクラビング効果を見込まないものとした。また，放射性物質
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の大気放出過程を図１～図４に示す。 

評価結果を第１表に示す。

※２ 「59-11 原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価について」の「添

付資料 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評

価について」を参照 

(3) 被ばく評価条件

被ばく経路の概念図を第５図及び第６図に示す。

大気拡散評価の条件は，評価点を除き，中央制御室の居住性（炉心の著し

い損傷）に係る被ばく評価と同じとした。 

放射性物質の大気拡散評価の主な評価条件を第２表に示す。放射性物質の

大気拡散評価で用いた放出点，評価点並びに評価結果を第３表に示す。 

評価点は人力によるベント操作を行う作業地点として以下の場所とした。 

・第１弁（ウェットウェルベントライン）操作位置

（原子炉建物付属棟 １階）

・第１弁（ドライウェルベントライン）操作位置

（原子炉建物付属棟 ２階）

・第２弁操作位置（原子炉建物付属棟 ３階）

なお，屋内移動中（往路，復路）の評価点は，１階～３階において最も評

価結果が厳しくなる原子炉建物付属棟３階の第２弁操作位置で代表した。 

大気中への放出量及び大気拡散評価以外に関する主な評価条件を第４表に

示す。 

格納容器ベントの実施前及び実施後における作業の作業場所を第７図から

第 11 図に示す。

(4) 評価方法

ａ．原子炉建物外での作業 

(a) 原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく

原子炉建物内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガ

ンマ線による実効線量は，原子炉建物内の放射性物質の積算線源強度，

施設の位置，遮蔽構造，評価点の位置等を踏まえて評価した。直接ガン

マ線についてはＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用い，スカイシャインガ

ンマ線についてはＡＮＩＳＮコード及びＧ３３ＧＰ２Ｒコードを用いて

評価した。 

(b) 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期

間中の大気中への放射性物質の放出量を基に大気拡散効果を踏まえ評価

した。 

(c) 放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる被ばく
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放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる内部被ばくは，事

故期間中の大気中への放射性物質の放出量及び大気拡散効果を踏まえ評

価した。なお，評価に当たってはマスクの着用を考慮した。 

(d) 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事

故期間中の大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果，地表

面沈着効果を踏まえて評価した。 

  (e) 格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質からのガンマ線によ

る被ばく格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質による被ばく

は，配管内の放射性物質からの直接ガンマ線による実効線量を，作業エ

リアの位置，配管の位置と形状を考慮し評価した。評価に当たっては，

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いた。 

線源としては，格納容器フィルタベント系出口配管内の放射性物質を考

慮した。線源の評価で想定する放射性物質の付着量は，配管を流れる放

射性物質（希ガスを除く）が，配管長 100ｍあたり 10％の割合で付着す

るものとした。 

 

ｂ．原子炉建物内での作業 

(a) 原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばくは，作業エリ

アの放射性物質濃度が外気と同濃度※３になると仮定し，サブマージョン

モデルを用いて評価した。なおサブマージョンモデルでの計算に用いる

空間容積は，２号炉の第１弁，第２弁の作業エリアの空間容積を包絡す

る原子炉建物西側エリアの最下階から最上階までの値  m3を設定し

た。 

(b) 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期

間中の大気中への放射性物質の放出量を基に大気拡散効果と建物による

遮蔽効果を踏まえて評価した。 

(c) 原子炉建物内の放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

原子炉建物内の放射性物質を吸入摂取することによる内部被ばくは，

作業エリアの放射性物質濃度が外気と同濃度※３になると仮定して評価し

た。 

なお，評価に当たってはマスクの着用を考慮した。 

(d) 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事

故期間中の大気中への放射性物質の放出量を基に，建物外壁による遮蔽，

大気拡散効果，地表面沈着効果を踏まえて評価した。 

(e) 格納容器フィルタベント系の配管内の放射性物質からのガンマ線によ

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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る被ばく 

原子炉建物内の配管内の放射性物質による作業エリアでの被ばくは，

配管内の放射性物質からの直接ガンマ線による実効線量を，作業エリア

の位置，配管の位置と形状並びに作業エリアを囲む壁等によるガンマ線

の遮蔽効果を考慮し評価した。評価に当たっては，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２

Ｒコードを用いた。 

なお，格納容器フィルタベント系のフィルタ装置及び屋外の配管内の

放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，第１ベントフィルタ格

納槽躯体厚による遮蔽が十分厚いことから影響は軽微であるとし，評価

の対象外とした。 

また，原子炉建物内の配管においても，配管と作業エリアとの間に十

分厚い遮蔽が存在する場合は，影響は軽微であるとし評価の対象外とし

た。 

※３ 格納容器ベント実施時に格納容器フィルタベント系排気管（EL.65m）

から放出されたベント流体は，熱エネルギーを持つため放出後に上

昇し，さらに周囲の風場の影響を受け原子炉建物から時間と共に離

れていくものと考えられる。また，ベント流体の放出口（EL.65m）

と第１弁の開操作場所（Ｗ／Ｗベント時：原子炉建物付属棟１階

( EL.15.3m )，Ｄ／Ｗベント時：原子炉建物付属棟２階( EL.23.8m ）

は少なくとも 40m 程度の高低差があることから放出されたベント流

体が第１弁の開操作場所に直接流入することはほとんど無いものと

考えられる。このことから第１弁の開操作に伴う被ばくの評価にお

いては，ベント流体が原子炉建物内に流入することによる影響を考

慮しないものとした。

(f) 非常用ガス処理系フィルタの放射性物質からのガンマ線による被ばく

非常用ガス処理系フィルタの放射性物質からのガンマ線による外部被

ばくは，第一弁操作前及び第一弁開放後に蓄積した放射性物質の量を基

に，作業エリアの位置及び作業エリアを囲む壁等によるガンマ線の遮蔽

効果を考慮し評価した。 

(5) 作業時間

格納容器ベントの実施前及び実施後における作業時間及び作業時間帯を第

５表に示す。 

各作業時間には，作業場所への往復時間を含めた。 

各作業場所への移動中における線量率が作業場所における線量率よりも高

い場所が存在する可能性があるため，各作業時間とは別に，作業場所への往

路及び復路での評価を行った。 
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2. 評価結果

格納容器ベント（Ｗ／Ｗベント）の実施前及び実施後の作業における被ばく

線量の評価結果を第６表に示す。また，格納容器ベント（Ｄ／Ｗベント）の実

施前及び実施後の作業における被ばく線量の評価結果を第７表に示す。 

最も被ばく線量が大きくなる作業においても約 13mSv となった。したがって，

緊急時作業に係る線量限度 100mSv に照らしても，作業可能であることを確認し

た。 

なお，第６表及び第７表の評価結果は，第５表に示す各作業の作業開始時間

の範囲のうち，評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ば

く線量を記載しており，その他の時間帯における被ばく線量は前述の評価結果

以下となる。したがって，第５表に示す各作業の作業開始時間の範囲において

は，いずれの時間帯においても作業可能である。 

また，炉心損傷前ベント後に炉心損傷の兆候が見られた場合における隔離弁

の閉操作等の作業については，当該作業に係る被ばく線量が，炉心損傷後の格

納容器ベントに伴う作業時の被ばくに包含されるものと考えられるため，作業

可能である。 
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第１表 大気中への放出放射能量（７日間積算値）（１／２） 

（Ｗ／Ｗベントの実施を想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量

[Bq]（gross 値） 

放出放射能量[Bq](gross 値) 

格納容器フィルタベン

ト系を経由した放出 

原子炉建物から大気

中への放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 5.1×1018 約 2.3×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.2×1015 約 1.9×1015 

ＣｓＯＨ類 約 8.3×1017 約 5.5×10９ 約 3.4×1012 

Ｓｂ類 約 9.5×1017 約 2.2×10８ 約 3.1×1011 

ＴｅＯ２類 約 5.0×1018 約 4.2×10９ 約 2.9×1012 

ＳｒＯ類 約 9.0×1018 約 1.6×10９ 約 1.5×1012 

ＢａＯ類 約 8.8×1018 約 2.2×10９ 約 1.6×1012 

ＭｏＯ２類 約 1.8×1019 約 8.4×10８ 約 5.5×1011 

ＣｅＯ２類 約 5.5×1019 約 5.3×10８ 約 3.4×1011 

Ｌａ２Ｏ３類 約 4.1×1019 約 1.2×10８ 約 9.1×1010 

 

第１表 大気中への放出放射能量（７日間積算値）（２／２） 

（Ｄ／Ｗベントの実施を想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量

[Bq]（gross 値） 

放出放射能量[Bq](gross 値) 

格納容器フィルタベン

ト系を経由した放出 

原子炉建物から大気

中への放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 5.0×1018 約 2.5×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.6×1015 約 2.0×1015 

ＣｓＯＨ類 約 8.3×1017 約 1.3×1013 約 3.4×1012 

Ｓｂ類 約 9.5×1017 約 5.1×1011 約 3.1×1011 

ＴｅＯ２類 約 5.0×1018 約 9.7×1012 約 2.9×1012 

ＳｒＯ類 約 9.0×1018 約 3.7×1012 約 1.5×1012 

ＢａＯ類 約 8.8×1018 約 5.1×1012 約 1.6×1012 

ＭｏＯ２類 約 1.8×1019 約 1.9×1012 約 5.6×1011 

ＣｅＯ２類 約 5.5×1019 約 1.2×1012 約 3.4×1011 

Ｌａ２Ｏ３類 約 4.1×1019 約 2.9×1011 約 9.2×1010 
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図１ 希ガスの大気放出過程 

1.7-162

311



 

図２ よう素の大気放出過程 
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図３ セシウムの大気放出過程 
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図４ その他核種の大気放出過程 
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第５図 被ばく経路概念図（屋外） 

 

 

第６図 被ばく経路概念図（屋内） 
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第２表 放射性物質の大気拡散評価条件（１／２） 

項 目 評価条件 選定理由 

大気拡散

評価モデ

ル 

ガウスプルームモデル 発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針（以下「気

象指針」という。）に基づき

評価 

気象資料 島根原子力発電所における 

１年間の気象資料 

（2009 年 1 月～2009 年 12 月） 

建物影響を受ける大気拡散評

価を行うため保守的に地上風

（地上約 20m）の気象データ

を使用 

審査ガイドに示されたとお

り，発電所において観測され

た１年間の気象データを使用 

放出源及

び放出源

高さ 

原子炉建物          ：地上 0m 

格納容器フィルタベント系排気管：地上50m 

非常用ガス処理系排気管    ：地上110m 

実高さを参照 

なお，放出エネルギーによる

影響は未考慮 

実効放出 

継続時間 

原子炉建物          ：１時間 

格納容器フィルタベント系排気管：１時間 

非常用ガス処理系排気管    ：30時間 

格納容器フィルタベント系排

気管及び原子炉建物からの放

出については保守的に１時間

と設定。SGT 排気管からの放

出は，気象指針に従い，全放

出量を最大放出量で除した値

を保守的に丸めた値とする。 

累積出現

頻度 

小さい方から累積して 97％ 気象指針を参照 

建物巻き

込み 

考慮する 放出点から近距離の建物の影

響を受けるため，建物による

巻き込み現象を考慮 

巻き込み

を生じる

代表建物 

２号原子炉建物及び２号タービン建物 放出源又は放出源から最も近

く，巻き込みの影響が最も大

きい建物として設定 

放射性物

質濃度の

評価点 

図７～図 11 参照 屋外移動時は，敷地内の最大

濃度点で設定 

屋内移動時は，１階～３階に

おいて最も評価結果が厳しく

なる原子炉建物３階の第２弁

操作位置で設定 

建物投影

面積 

２号原子炉建物：2600m2 

(原子炉建物，格納容器フィルタベント系放出

時) 

２号タービン建物：2100m2 

(非常用ガス処理系排気管放出時) 

審査ガイドに示されたとおり

設定 

風向に垂直な投影面積のうち

最も小さいもの 

形状係数 0.5 審査ガイドに示された評価方

法を参照し設定 
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第２表 放射性物質の大気拡散評価条件（２／２） 

項目 評価条件 選定理由 

着目方位 

第
１
弁
（
Ｗ
／
Ｗ
ベ
ン
ト
）
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位

(SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW,WSW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

審査ガイドに示さ

れた評価方法に基

づき設定 

第
１
弁
（
Ｄ
／
Ｗ
ベ
ン
ト
）
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位

(SSW,SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW,WSW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

第
２
弁
操
作
位
置 

【原子炉建物放出時】 

9 方位

(WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE) 

【非常用ガス処理系排気管放出時】 

9 方位 

(NE,ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW,SW) 

【格納容器フィルタベント系排気管放出時】 

9 方位 

(W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E) 
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第３表 相対濃度及び相対線量 

評価点 放出点及び放出高さ 相対濃度[s/m3] 相対線量[Gy/Bq] 

第１弁（Ｗ

／Ｗベン

ト）操作位

置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 6.0×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.4×10-4 6.2×10-18 

第１弁（Ｄ

／Ｗベン

ト）操作位

置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 5.9×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.5×10-4 6.1×10-18 

第２弁操作

位置 

原子炉建物中心 

(地上 0m) 
1.6×10-3 5.8×10-18 

非常用ガス処理系排気管 

(地上 110m) 
3.5×10-4 2.8×10-18 

格納容器フィルタベント系

排気管 

(地上 50m) 

7.5×10-4 6.1×10-18 
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第４表 線量換算係数及び地表面への沈着速度等 

項 目 評価条件 選定理由 

線量換算係数 

成人実効線量換算係数使用 

（主な核種を以下に示す） 

ICRP Publication 71 等に基づき設定 

Ｉ－131 

Ｉ－132  

Ｉ－133  

Ｉ－134  

Ｉ－135 

Ｃｓ－134 

Ｃｓ－136 

Ｃｓ－137 

：2.0×10－８ 

：3.1×10－１０ 

：4.0×10－９ 

：1.5×10－１０ 

：9.2×10－１０ 

：2.0×10－８ 

：2.8×10－９ 

：3.9×10－８ 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

Sv／Bq 

上記以外の核種は ICRP Pub.71 等に基づく 

呼吸率 1.2m３／h 
「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」の第２表の成人活動時の呼吸率を設定 

マスクによる防

護係数 
50 着用を考慮し，期待できる防護係数として設定した 

地表への 

沈着速度 

エアロゾル：0.5 ㎝／s 

無機よう素：0.5 ㎝／s 

有機よう素：1.7×10－３㎝／s 

希ガス  ：沈着無し 

湿性沈着を考慮し設定（補足１参照） 

 

第５表 格納容器ベント実施前後の作業 

 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備 

FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁

閉止操作 

第２弁開操作 第１弁開操作 ベント弁閉操作 

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内※１ 屋内※１ 屋内※１ 屋外 

作業開始時間 

（事象開始

後） 

約 27 時間～ 

約 32 時間 

約 27 時間～ 

約 32 時間 

約 27 時間～ 

約 32 時間 
約 32 時間 168 時間後以降 168 時間後以降 

作業時間 

移動(往)：35分 

作業   ：75分 

移動(復)：35分 

移動(往)：30分 

作業   ：10分 

移動(復)：30分 

移動(往)：10分 

作業：60 分 

移動(復)：10分 

移動(往)：15分 

作業   ：60分 

移動(復)：15分 

移動(往)：15分 

作業：60 分 

移動(復)：15分 

移動(往):35 分 

作業：10 分 

移動(復):35 分 

 

※１ 二次格納施設内での作業は不要であるため，二次格納施設以外の屋内操作

場所について検討する。 
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第７図 第１弁（Ｗ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物地下１階） 

第８図 第１弁（Ｗ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物地上１階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第９図 第１弁（Ｄ／Ｗベント）操作場所（原子炉建物地上２階） 

第 10 図 屋外作業場所 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 11 図 第２弁操作場所（原子炉建物地上３階） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第６表 格納容器ベント（Ｗ／Ｗベント）実施に伴う被ばく評価結果 

（単位：mSv） 

評価内容 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備※１ 

FCVS 排気ライン

ドレン排出弁閉

止操作 

第２弁開操作※１ 第１弁開操作 
ベント弁閉操作

※１

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内 屋内 屋内 屋外 

原子炉建物原子炉棟内

の放射性物質からの直

接線・スカイシャイン

線による外部被ばく 

1.1×10０ 5.4×10－１ 9.2×10－１ 1.4×10０ 2.5×10０ 6.2×10－１ 

放射性雲中の放射性物

質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

5.1×10－１ 1.2×10－１ 7.6×10－１ 1.5×10０ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

建物内に取込まれた放

射性物質による外部被

ばく及び内部被ばく※２ 

6.1×10－１ 1.3×10－１ 1.0×10０ 1.5×10０ ※３ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

7.4×10０ 1.5×100 9.4×10０ 1.8×10０ 1.0×10－２以下 1.1×10０ 

ベント系配管内の放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－ － － 1.0×10－２以下 1.0×10－２以下 1.6×10－１ ※４ 

ＳＧＴフィルタの放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－※５ －※５ 2.6×10－１ 4.8×10－２ －※５ －※５ 

被ばく線量 約 10 約３ 約 13 約７ 約６ 約２ 

※1 被ばく線量が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載。

※2 マスク着用（PF50）による防護効果を考慮する。

※3 ベント流体が原子炉建物内に流入することによる影響は考慮しない。

※4 ベント系配管内に浮遊及び沈着した放射性物質を考慮する。なお，ベント配管内に沈着した放射性物質

がドレンだまりに蓄積するものとして評価する。 

※5 線源との聞に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。
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第７表 格納容器ベント（Ｄ／Ｗベント）実施に伴う被ばく評価結果 

（単位：mSv） 

評価内容 

格納容器ベント実施前 格納容器ベント実施後 

第１ベントフィ

ルタ出口水素濃

度準備／可搬式

窒素供給装置準

備※1 

FCVS 排気ライン

ドレン排出弁閉

止操作 

第２弁開操作※1 第１弁開操作 
ベント弁閉操作

※1

水素濃度測定操

作／窒素供給操

作 

屋外 屋外 屋内 屋内 屋内 屋外 

原子炉建物原子炉棟内

の放射性物質からの直

接線・スカイシャイン

線による外部被ばく 

1.1×10０ 5.5×10－１ 9.3×10－１ 1.5×10０ 2.6×10０ 6.3×10－１ 

放射性雲中の放射性物

質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

5.1×10－１ 1.2×10－１ 7.6×10－１ 7.3×10－１ 7.0×10－１ 1.0×10－２以下 

建物内に取込まれた放

射性物質による外部被

ばく及び内部被ばく※２ 

6.1×10－１ 1.3×10－１ 1.0×10０ 1.5×10０ ※３ 1.6×10０ 1.0×10－２以下 

地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

7.4×10０ 1.5×100 9.4×10０ 1.8×10０ 1.0×10－２以下 2.2×10０ 

ベント系配管内の放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－ － － 1.0×10－２以下 1.0×10－２以下 7.8×10－１ ※４ 

ＳＧＴフィルタの放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

－※５ －※５ 2.7×10－１ 5.1×10－２ －※５ －※５ 

被ばく線量 約 10 約３ 約 13 約６ 約５ 約４ 

※1 被ばく線量が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載。

※2 マスク着用（PF50）による防護効果を考慮する。

※3 ベント流体が原子炉建物内に流入することによる影響は考慮しない。

※4 ベント系配管内に浮遊及び沈着した放射性物質を考慮する。なお，ベント配管内に沈着した放射性物質

がドレンだまりに蓄積するものとして評価する。 

※5 線源との聞に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。
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添付資料 1.7.8 

格納容器ベント操作について 

格納容器フィルタベント系の放出系統として，サプレッション・チェンバから

とドライウェルから放出する系統の２通りあるが，サプレッション・プールにお

けるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が期待できるサプレッショ

ン・チェンバからのベントを優先して使用する。

ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合には，ド

ライウェルからのベントを実施する。

また，ベント準備を含めたベント弁開操作は，以下を考慮し，第２弁から実施

する。

・現場の雰囲気線量を考慮した操作手順

第１弁から開操作を実施した場合，格納容器内の蒸気（放射性物質を含む）

が原子炉建物原子炉棟内の系統配管内に滞留することにより，現場の雰囲気

線量が上昇する可能性がある。 

・格納容器内への閉じ込め機能維持を考慮した操作手順

機能を発揮している格納容器バウンダリを変更しないため，第２弁から開

操作を実施する。 

・現場での手動操作時間を考慮した操作手順

第１弁から開操作を実施した場合，操作する弁の片側に蒸気圧がかかり，

現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力による遠隔操作）を実施する

際，操作に時間を要する可能性がある。 

なお，ベント停止時に第１弁で隔離する理由は，格納容器バウンダリ範囲を通

常時と同様にするためである。 

格納容器フィルタベント系の系統概要図（操作対象箇所）を第１図に示す。 

1.7-188

325



第
１

図
 

格
納
容

器
フ

ィ
ル
タ
ベ

ン
ト
系

の
系

統
概
要
図

（
操

作
対

象
箇

所
）

 

1.7-189

326



 

1. 格納容器フィルタベント系におけるベントタイミング 

格納容器フィルタベント系によるベント操作は，第１表に示す基準に到達し

た場合に，当直副長の指示の下に運転員が実施する。これにより，格納容器の

過圧破損防止及び格納容器内での水素燃焼防止が可能である。 

 

第１表 ベント実施判断基準 

炉心状態 目的 実施判断基準 

炉心損傷なし 

過圧破損防止 

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m

到達 

炉心損傷を 

判断した場合 

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m

到達 

水素燃焼防止 
格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及び 

ウェット条件にて 1.5vol％到達 

 

格納容器の過圧破損防止の観点では，炉心損傷なしの場合は，残留熱除去系

等の格納容器除熱機能が喪失し格納容器圧力が上昇した際，格納容器圧力が

384kPa[gage]から 334kPa[gage]の範囲で格納容器代替スプレイ系（可搬型）に

よる格納容器スプレイ（間欠）を実施する。外部水源によるスプレイであるた

め，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器ス

プレイを停止し，ベントの実施を判断する。これは，格納容器除熱機能の復旧

時間の確保及び追加放出された希ガスの減衰時間を確保することを目的として

いる。 
炉心損傷を判断した場合は，640kPa［gage］から 588kPa［gage］の範囲で格

納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイ（間欠）を実施し，

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器スプレ

イを停止するとともにベントを実施する。これにより確実に 853kPa［gage］

（２Pd）到達までに格納容器ベントが実施できる。炉心損傷の有無により，格

納容器スプレイ実施基準を変更する理由は，炉心損傷した場合，格納容器内に

放射性物質が放出されるため，炉心損傷なしの場合に比べてベント実施操作判

断基準に到達するタイミングを遅らせることにより，ベント時の外部影響を軽

減させるためである。 
また，炉心損傷を判断した場合は，ジルコニウム－水反応により大量の水素

が発生し，格納容器内の水素濃度は可燃限界の４vol％を超過する。その後，水

の放射線分解によって格納容器内酸素濃度が上昇し，格納容器内水素・酸素濃

度が可燃限界に到達することにより，格納容器内で水素燃焼が発生するおそれ

がある。この水素燃焼の発生を防止するため，格納容器内酸素濃度がドライ条

件にて 4.4vol％及びウェット条件にて 1.5vol％に到達した時点でベント操作を

実施することで格納容器内の水素・酸素を排出する。ベント実施の判断フロー

を第２～４図に示す。 
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炉心損傷の有無の判断は，第２表に示すパラメータを確認する。 
第２表 確認パラメータ（炉心損傷判断） 

確認パラメータ 炉心損傷判断 

ドライウェル又はサプレッシ
ョン・チェンバのγ線線量率 

設計基準事故（原子炉冷却材喪失）において想定する

希ガスの追加放出量相当のγ線線量率の 10 倍を超えた

場合，炉心が損傷したものと判断する※。 

※ この基準は，炉内蓄積量の割合約 0.1％に相当する希ガスが格納容器内に放出した

場合のγ線線量率相当となっている。 

さらに，重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断基

準として，第３表に示す判断基準を整理している。これらの状況においても，

格納容器ベント実施により，格納容器破損の緩和又は大気へ放出される放射性

物質の総量の低減が可能である。 
 

第３表 重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断

基準 

炉心状態 実施判断基準 

炉心損傷なし 
格納容器スプレイが実施できない場合（384kPa[gage]以下維持不

可） 

炉心損傷を 

判断した場合 

格納容器スプレイが実施できない場合（1.5Pd 以下維持不可） 

原子炉建物水素濃度 2.5vol％到達 

格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合 

可搬式モニタリング・ポスト指示の急激な上昇 

原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタ指示値の急激な上昇 

 

なお，炉心損傷後の格納容器代替スプレイが実施できない場合でも，格納容

器圧力が 640kPa[gage]に到達後，２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに５時

間程度以上の時間があるため，ベント準備時間が約１時間 30 分であることを踏

まえても格納容器圧力２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに準備ができる。 

重大事故時における格納容器スプレイ手段として，常設設備を用いた残留熱

除去系，格納容器代替スプレイ系（常設）及び残留熱代替除去系並びに可搬型

設備を用いた格納容器代替スプレイ系（可搬型）がある。想定し難い状況では

あるが，これら格納容器スプレイ手段が喪失した場合，想定する希ガスの減衰

時間が短くなるが，格納容器の圧力を抑制する観点から，格納容器破損の緩和

のためベントを実施する。 

また，格納容器から漏えいした水素により，原子炉建物水素濃度が上昇した

場合，原子炉建物原子炉棟内で水素爆発が発生することよって格納容器が破損

するおそれがある。このような場合，格納容器圧力を低下させることで格納容

器から漏えいする水素量を低減し，原子炉建物原子炉棟内での水素爆発による

格納容器破損を緩和するため，水素の可燃限界濃度４vol％を考慮し，原子炉建
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物水素濃度 2.5vol％到達によりベントを実施する。 

格納容器への十分な注水等ができない場合，格納容器雰囲気が過熱状態にな

り，格納容器は限界圧力を下回る 853kPa[gage]に達する前に 200℃に達し，い

ずれは過温破損に至ることが考えられる。この場合，ベントを実施することに

よって過温破損を防止できないが，フィルタ装置を介した放出経路を形成し，

大気への放射性物質の放出を極力低減するためのベントを実施する。 

さらに，格納容器が限界圧力を下回る 853kPa［gage］及び限界温度を下回る

200℃に到達する前に，何らかの理由により格納容器の健全性が損なわれ，格納

容器から異常な漏えいがある場合，可搬式モニタリング・ポスト指示値及び原

子炉建物原子炉棟内の放射線モニタ指示値が急激に上昇することが考えられる。

この場合，格納容器圧力を低下させることで漏えい箇所からの漏えい量を低減

させることが可能と考えられることから，フィルタ装置を介さない大気への放

射性物質の放出を極力低減するためにベントを実施する。 
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FC
VS

排
気

ラ
イ

ン
ド

レ
ン

排
出

弁
閉

操
作

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

，
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

水
素

濃
度

※
５

 
ベ

ン
ト

開
始

の
約

１
時

間
前

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
位

が
通

常
水

位
＋

約
1.

2
m
を

目
安

）
と

な
っ

た
場

合
，

プ
ル

ー
ム

通
過

に
備

え
た

作
業

及
び

屋
外

の
緊

急
時

対
策

要
員

の
緊

急
時

対
策

所
へ

の
待

避
を

指
示

す
る

。
た

だ
し

，
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
に

失
敗

し
た

場
合

等
，
速

や
か

に
ベ

ン
ト

を
実

施
す

べ
き

状
況

が
発

生
し

た
場

合
に

は
，
プ

ル
ー

ム
通

過
に

備
え

た
作

業
を

実
施

後
速

や
か

に
ベ

ン
ト

を
開

始
す

る
。

※
６

 
使

用
す

る
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
の

優
先

順
位

は
以

下
の

と
お

り
。

（
１

）
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
（

W/
W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）（

中
央

制
御

室
か

ら
の

遠
隔

操
作

）
（

２
）

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

（
W/

W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）（

現
場

人
力

操
作

）
（

３
）

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

（
D/

W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）（

中
央

制
御

室
か

ら
の

遠
隔

操
作

）
（

４
）

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

（
D/

W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）（

現
場

人
力

操
作

）
（

５
）

耐
圧

強
化

ベ
ン

ト
（

W/
W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）（

炉
心

損
傷

前
に

限
る

）
【

自
主

対
策

設
備

】
（

６
）

耐
圧

強
化

ベ
ン

ト
（

D/
W
ベ

ン
ト

ラ
イ

ン
）
（

炉
心

損
傷

前
に

限
る

）
【

自
主

対
策

設
備

】
※

７
 

格
納

容
器

内
酸

素
濃

度
が

ド
ラ

イ
条

件
で

4.
4v

ol
%
及

び
ウ

ェ
ッ

ト
条

件
で

1.
5v

o
l%

に
到

達
し

た
場

合
，

格
納

容
器

内
水

素
爆

発
防

止
の

た
め

の
ガ

ス
排

出
実

施
を

判
断

す
る

。

②
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

位
が

通
常

水
位

＋
約

1.
3m

到
達

格
納

容
器

除
熱

を
継

続
 

残
留

熱
除

去
系

又
は

 

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

る
 

格
納

容
器

除
熱

可
能

※
１
 

Ye
s
 

No
 

No
 

残
留

熱
除

去
系

又
は

 

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

る
 

格
納

容
器

除
熱

不
可

※
１
 

Ye
s
 

残
留

熱
除

去
系

又
は

 
残

留
熱

代
替

除
去

系
に

よ
る

 
格

納
容

器
除

熱
実

施
 

No
 

No
 

ベ
ン

ト
準

備
開

始
※

４
 

Ye
s
 

格
納

容
器

か
ら

の
漏

え
い

の
監

視
※

８
 

Ye
s
 

ベ
ン

ト
実

施
判

断
 

ベ
ン

ト
準

備
開

始
※

４
 

ベ
ン

ト
準

備
開

始
※

４
 

格
納

容
器

内
 

雰
囲

気
温

度
の

監
視

 

No
 

No
 

ベ
ン

ト
実

施
判

断
 

ベ
ン

ト
準

備
開

始
※

４
 

No
 

炉
心
損
傷
な
し

※
２
 

（
格
納
容
器
内
γ
線
線
量
率
 

各
種
事
故
相
当
の

10
倍
以
下
）
 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
温
度

 

20
0℃

到
達

※
11
 

ベ
ン

ト
実

施
※

６
 

格
納

容
器

内
 

酸
素

濃
度

上
昇

 

Ye
s
 

Ye
s
 

②
 

（
並

行
対

応
）

 

※
８

 
格

納
容

器
圧

力
上

昇
に

伴
う

格
納

容
器

か
ら

の
漏

え
い

を
以

下
の

計
器

に
よ

り
確

認
す

る
。

・
原

子
炉

建
物

原
子

炉
棟

４
階

（
燃

料
取

替
階

）
壁

面
及

び
天

井
付

近
・

可
搬

式
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
（

使
用

可
能

な
場

合
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
ポ

ス
ト

）
 

・
原

子
炉

建
物

内
各

種
放

射
線

モ
ニ

タ
※

９
 

可
搬

式
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
ポ

ス
ト
（

使
用

可
能

な
場

合
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
・

ポ
ス

ト
）
及

び
原

子
炉

建
物

内
の

各
種

放
射

線
モ

ニ
タ

の
指

示
値

の
急

激
な

上
昇

が
発

生
し

た
場

合
，

格
納

容
器

か
ら

の
異

常
な

漏
え

い
を

判
断

す
る

。
※

10
 

原
子

炉
建

物
水

素
濃

度
2.

5v
o
l%

到
達

に
よ

り
，

原
子

炉
建

物
内

水
素

爆
発

防
止

の
た

め
の

ベ
ン

ト
実

施
を

判
断

す
る

。
※

11
 

格
納

容
器

内
雰

囲
気

温
度

19
0
℃

到
達

に
よ

り
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
を

実
施

す
る

が
，

格
納

容
器

内
雰

囲
気

温
度

が
原

子
炉

格
納

容
器

限
界

温
度

で
あ

る
20

0℃
に

到
達

し
温

度
上

昇
が

継
続

す
る

場
合

，
原

子
炉

格
納

容
器

過
温

破
損

の
お

そ
れ

が
あ

る
た

め
影

響
緩

和
の

た
め

ベ
ン

ト
を

実
施

す
る

。
※

12
 

格
納

容
器

圧
力

，
ス

ク
ラ

バ
容

器
圧

力
，

ス
ク

ラ
バ

容
器

水
位

等
を

継
続

し
て

監
視

す
る

。
※

13
 

残
留

熱
除

去
系

又
は

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
機

能
が

使
用

可
能

な
状

態
と

な
り

，
長

期
に

わ
た

り
格

納
容

器
の

冷
却

が
可

能
で

あ
る

こ
と

，
可

燃
性

ガ
ス

濃
度

制
御

系
に

よ
り

水
素

ガ
ス

及
び

酸
素

ガ
ス

を
可

燃
限

界
未

満
に

制
御

可
能

で
あ

る
こ

と
，
格

納
容

器
内

の
水

素
及

び
酸

素
濃

度
測

定
が

可
能

で
あ

る
こ

と
，
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

を
用

い
た

格
納

容
器

内
へ

の
窒

素
注

入
が

可
能

な
状

態
で

あ
り

格
納

 
容

器
の

負
圧

破
損

防
止

が
可

能
で

あ
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

場
合

に
，

ベ
ン

ト
を

停
止

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

※
14

 
ベ

ン
ト

に
よ

り
格

納
容

器
除

熱
を

維
持

し
つ

つ
，

ベ
ン

ト
停

止
に

必
要

な
機

器
の

復
旧

に
努

め
る

。
※

15
 

炉
心

損
傷

前
ベ

ン
ト

の
た

め
敷

地
内

の
線

量
率

の
上

昇
は

わ
ず

か
と

推
定

さ
れ

る
が

，
重

大
事

故
等

対
策

に
必

要
な

屋
外

作
業
（

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

等
）
を

行
っ

て
い

る
緊

急
時

対
策

要
員

の
被

ば
く

低
減

の
観

点
か

ら
，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
プ

ー
ル

水
位

が
通

常
水

位
＋

約
1.

3m
到

達
ま

で
に

屋
内

待
避

す
る

よ
う

，
緊

急
時

対
策

本
部

か
ら

緊
急

時
対

策
要

員
に

指
示

す
る

。
な

お
，

炉
心

損
傷

後
の

待
避

と
異

 
な

り
，
待

避
場

所
は

緊
急

時
対

策
所

で
は

な
く

，
作

業
箇

所
近

傍
の

建
物

内
と

す
る

。
緊

急
時

対
策

要
員

の
屋

内
待

避
期

間
は

，
運

転
員

に
よ

 
る

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作
後

に
お

け
る

格
納

容
器

圧
力

の
低

下
や

ス
ク

ラ
バ

容
器

圧
力

の
上

昇
と

い
っ

た
パ

ラ
メ

ー
タ

の
変

動
に

よ
り

格
納

 
容

器
ベ

ン
ト

が
開

始
さ

れ
た

こ
と

を
確

認
し

，
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

放
射

線
モ

ニ
タ
（

高
レ

ン
ジ

・
低

レ
ン

ジ
）
指

示
値

の
安

定
を

確
 

認
す

る
ま

で
の

間
と

す
る

。
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容
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の
 

異
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漏

え
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を
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性
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②
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建
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プ
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子
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注
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央
制

御
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の
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急
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加
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運
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被
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減
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中

央
制

御
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換
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系
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加

圧
運

転
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切

替

①
 

①
 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
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開
始

 
失

敗
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

位
が

通
常
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＋
約

1.
3m
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達
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替
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プ
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停
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へ
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避
指

示
※

1
5
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納

容
器

圧
力
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P
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※

３
 

原
子

炉
建

物
水

素
濃

度
 

2.
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ol
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達
※

1
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（
ベ

ン
ト

実
施

判
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）
 

第
２

図
 

ベ
ン
ト

実
施

の
判
断

フ
ロ

ー
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第３図 炉心損傷していない場合のベント実施フロー 

④ベント成否確認

①格納容器圧力 245kPa[gage]到達

⑤安定停止に向けた復旧

（ベント停止）

①ベント準備操作開始

・サプレッション・プール水位計の指示が通常水位

＋約 1.3m 到達後，速やかにベントを実施可能とす

るため，事前に第２弁の開操作及び FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁の閉操作を実施する。

・第２弁の操作は中央制御室からのスイッチ操作を

実施する。スイッチ操作不可（弁開閉表示の消灯，

スイッチによる開弁不可）の場合は，現場にて人

力操作を実施する。

・第２弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 20 分である。

・FCVS 排気ラインドレン排出弁の操作は２名で実施

し，弁操作時間は 40 分である。

③格納容器代替スプレイ停止

・サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m

に到達すれば，格納容器代替スプレイを停止する。 

ベント操作 

・格納容器代替スプレイ停止後，速やかにベント操

作を行う。

・第１弁の操作はサプレッション・チェンバ側を優

先し，開弁することでベントを開始する。中央制

御室から遠隔操作できない場合（弁開閉表示によ

って開動作したことが確認できない場合）は，第

１弁操作場所へ移動し，現場操作（人力による遠

隔操作）を実施する。サプレッション・チェンバ

側ベント弁が開弁できない場合は，ドライウェル

側ベント弁の操作を行う。

・第１弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 30 分である。

④ベント成否確認

・ベント操作実施後，格納容器圧力及び温度が減少

し，フィルタ装置出口放射線量率，スクラバ容器

圧力が上昇していることを確認する。

・遠隔操作によりパラメータに変化が見られない場

合，ベント失敗の可能性があるため，第１弁操作

場所へ移動し，人力操作によるベントを実施する。 

⑤安定停止に向けた復旧

・下記機能が使用可能と判断した場合，格納容器ベ

ントを停止する。

○格納容器除熱機能

○窒素供給機能

○格納容器内水素・酸素濃度制御機能

②格納容器代替スプレイ実施

（格納容器圧力 384kPa[gage]到達）

②格納容器代替スプレイ実施

・384kPa［gage］～334kPa［gage］間欠スプレイ

③サプレッション・プール通常水位

＋約 1.3m 到達 

（格納容器代替スプレイ停止， 

ベント操作） 
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第４図 炉心損傷を判断した場合のベント実施フロー 

①格納容器代替スプレイ実施

（格納容器圧力 640kPa［gage］到達） 

③ベント成否確認

②ベント操作

（格納容器代替スプレイ停止） 

（サプレッション・プール水位計の

指示が通常水位＋約 1.3m 到達後）

① 格納容器代替スプレイ実施

・640kPa［gage］～588kPa［gage］間欠スプレイ

①ベント準備操作開始

・サプレッション・プール水位計の指示が通常水位

＋約 1.3m 到達後，速やかにベントを実施可能とす

るため，事前に第２弁の開操作及び FCVS 排気ライ

ンドレン排出弁の閉操作を実施する。

・第２弁の操作は，中央制御室からのスイッチ操作

を実施する。スイッチ操作不可（弁開閉表示の消

灯，スイッチによる開弁不可）の場合は，現場に

て人力操作を実施する。

・第２弁の人力操作は２名で実施し，弁操作時間は

１時間 20 分である。

・FCVS 排気ラインドレン排出弁の操作は２名で実施

し，弁操作時間は 40 分である。

②ベント操作

・格納容器圧力 853kPa「gage」までに確実にベント

を実施するため，サプレッション・プール水位計

の指示が通常水位＋約 1.3m 到達後，格納容器スプ

レイを停止し，速やかにベント操作を行う。

・第１弁の操作はサプレッション・チェンバ側を優

先し，開弁することでベントを開始する。サプレ

ッション・チェンバ側ベント弁が開弁できない場

合は，ドライウェル側ベントの操作を行う。

・ベント開始後，中央制御室操作者は中央制御室待

避室に退避する。

・中央制御室から遠隔操作できない場合（弁開閉表

示によって開動作したことが確認できない場合）

は，現場にて人力操作を実施する。

・第１弁の人力操作は２名で実施し，開操作時間は

１時間 30 分である。

③ベント成否確認

・ベント操作実施後，格納容器圧力及び温度が減少

し，フィルタ装置出口放射線量率，スクラバ容器

圧力が上昇していることを確認する。

・遠隔操作によりパラメータに変化が見られない場

合，ベント失敗の可能性があるため，第１弁操作

場所へ移動し，人力操作によるベントを実施する。 

④安定停止に向けた復旧

（ベント停止）

④安定停止に向けた復旧

・下記機能が使用可能と判断した場合，格納容器フ

ィルタベントを停止する。

○格納容器除熱機能

○窒素供給機能

○格納容器内水素・酸素濃度制御機能
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2. 格納容器フィルタベント系の操作手順の概要

(1) 系統待機状態の確認

格納容器フィルタベント系の待機状態において，第４表に示すパラメータ

により，系統に異常がないことを確認する。 

第４表 確認パラメータ（系統待機状態） 

確認パラメータ 確認内容 

スクラバ容器水位 待機水位である 1,700～1,900 ㎜ の範囲にあること 

スクラバ容器ｐＨ であること 

フィルタ装置出口配管圧力 微正圧に維持されていること 

(2) ベント準備操作

ベント準備操作は，ベント操作が必要になった場合に速やかに実施できる

よう，以下に示す事前準備を行う。 

なお，弁名称及び弁名称に付記する①～⑦の番号は，第１図の番号に対応

している。 

ａ．ベント実施に必要な隔離弁の健全性確認 

中央制御室にてベント実施に必要な隔離弁の健全性を確認するため，当

該弁に電源が供給されていることを表示灯により確認する。 

①第１弁（サプレッション・チェンバ側）

②第１弁（ドライウェル側）

③第２弁

④第３弁（開確認のみ）

ｂ．他系統との隔離確認 

ベント操作前に，中央制御室にて他系統（原子炉棟空調換気系，非常用

ガス処理系及び耐圧強化ベント系）と隔離する弁が全閉となっていること

を表示灯により確認する。 

⑤ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁

⑥ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁

⑦ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁

ｃ．第２弁の開操作 

中央制御室にて開操作を実施する。万一，中央制御室での開操作ができ

ない場合には，現場にて第２弁の人力による開操作を実施する。 

また，格納容器フィルタベント系の放出経路として，サプレッション・

チェンバからとドライウェルから放出する経路の２通りあるが，サプレッ

ション・プールにおけるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が

期待できるサプレッション・チェンバからのベントを優先して使用する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合に

は，ドライウェルからのベントを実施する。 

現場操作の着用装備は，全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，

汚染防護服であり，着用時間は約６分である。 

ｄ．FCVS 排気ラインドレン排出弁閉操作 

ベントガスの排出を防止するため，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の

閉操作を実施する。 

ｅ．可搬型重大事故等対処設備（第１ベントフィルタ出口水素濃度，可搬式

窒素供給装置）準備 

ベント停止操作にあたり，格納容器及び格納容器フィルタベント系統内

を掃気し不活性化を行うことを目的に，可搬型設備（車両）である可搬式

窒素供給装置及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を準備する。 

3. ベント準備判断の確認パラメータ

ベント準備及び可搬型設備着手判断である格納容器圧力 245kPa[gage]及び

640kPa[gage]の確認に必要なパラメータを以下に示す。また，確認パラメータ

については，手順書に定め明確化する。 

また，残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施してい

る場合，ドライ条件で 4.0vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達後，ベント準

備を開始する。 

ベント準備着手判断に必要なパラメータを以下に示す。 

・格納容器圧力

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

4. ベント準備作業の妥当性

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷ありの場合の作業項目及び作業環境を第５

表に示す。ベント弁の開操作については，中央制御室での遠隔操作の場合と現

場での手動操作（人力による遠隔操作）の場合について記載している。 

可搬型設備は，ベント実施後長期で必要となる設備であるため，ベント実施

までに準備が完了する必要はないが，念のため準備を実施する。 

なお，可搬型設備の準備にあたっては，炉心損傷防止対策及び格納容器破損

防止対策に用いる設備の準備を優先する。 

また，ベント実施までに準備が完了していない場合でも，操作場所は原子炉

建物及びフィルタ装置の第 1 ベントフィルタ格納槽のコンクリートを隔てた屋

外であるため，ベント直後からプルームの影響を受ける期間以外は，十分作業

できる環境にある。 

フィルタ装置（スクラバ容器）のスクラビング水（水・薬剤）の補給操作に
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ついては，格納容器ベント実施後 168 時間までは補給不要の設計のため，ベン

ト後，補給が必要となった場合に準備作業を開始する。 

第５表 ベント準備操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 
作業・操作 

場所 

作業環境 
連絡手段 

温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の 

健全性確認 

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※３） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には

支障とな

る設備は

ない。 

中央制御室内の

ため口頭にて連

絡可能である。 
他系統との隔

離確認 

第２弁開 

操作 

（移動含む） 

原子炉建物

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

9.3mSv/h 以下 

（マスク着用※３） 

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

有線式通信設備，

電力保安通信用電

話設備，所内通信

連絡設備により連

絡可能である。 

FCVS 排水ライ

ンドレン排出

弁閉操作（移

動含む） 

屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

6.7mSv/h 以下 

（マスク着用※３） 

ヘッドライ

ト及び懐中

電灯により

作業可能で

ある。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

衛星電話設備（固

定型，携帯型），無

線通信設備（固定

型，携帯型），電力

保安通信用電話設

備，所内通信連絡

設備により連絡可

能である。 

可搬型設備 

の準備 

（第１ベントフ

ィルタ出口水素

濃度，可搬式窒

素供給装置） 

屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

6.7mSv/h 以下 

（マスク着用※３） 

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

衛星電話設備

（固定型，携帯

型），無線通信設

備（固定型，携

帯型），電力保安

通信用電話設

備，所内通信連

絡設備により連

絡可能である。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制

御室換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障とな

る環境とはならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中

央制御室換気系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：設計基準事故相当の γ 線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料

被覆管破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※３：全面マスク（PF50）の着用  
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5. ベント準備操作の余裕時間

有効性評価で示したシナリオを例に，ベント準備操作の余裕時間を以下に示

す。 

(1) 炉心損傷なしの場合

炉心損傷なしの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第６表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 245kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②又

は③）の開操作，第３弁（①）の開確認及び可搬型設備の準備を実施すると

ともに，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁（⑥）を閉操作する。 

第２弁（②又は③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行う

ことにより，短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができな

い場合には，現場にて第２弁（②又は③）の現場での手動操作（人力による

遠隔操作）を実施する。 

第６図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第６表及び第６図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達するまでに十分

な時間があることから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了する

ことができる。 
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第６表 炉心損傷なしの場合のベント関連時間 

事故シーケンス 
245kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 ベント時間※１ 

高圧・低圧注水機能喪失 約 16 時間 約 1時間 20 分 

（245kPa[gage] 

到達後から） 

約 30 時間 

崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障) 約 14 時間 約 30 時間 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失（中小破断ＬＯＣＡ） 約 15 時間 約 27 時間 

※１：サプレッション・プール水位が通常水位+約 1.3m に到達する時間。 

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，格納容

器温度を代替パラメータとする。 

 

(2) 炉心損傷ありの場合 

炉心損傷ありの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第７表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 640kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②又

は③）の開操作，第３弁（①）の開確認及び可搬型設備の準備を実施すると

ともに，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁（⑥）を閉操作する。 

第２弁（②又は③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行う

ことにより短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができない

場合には，現場にて第２弁（②又は③）の手動操作（人力による遠隔操作）

を実施する。 

第７図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第７表及び第７図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達するまでに十分

な時間があることから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了する

ことができる。 
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第７表 炉心損傷ありの場合のベント関連時間 

格納容器破損モード 
640kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 ベント時間※１ 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（過圧・過温破損） 

残留熱代替除去系を使用しない場合 

約 27 時間 

約 1時間 20 分 

（640kPa[gage] 

到達後から） 

約 32 時間 

※１：サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達する時間。

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，

格納容器温度を代替パラメータとする。 
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量
送

水
車

に
よ

る
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の
補

給

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成
1
0
分

―
（

2
人

）

a
,
b

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

原
子

炉
満

水
操

作
（

1
人

）

A
―

・
 
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
に

よ
る

原
子

炉
へ

の
注

水
流

量
の

増
加

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
 
放

射
線

防
護

具
準

備
1
0
分

―
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）

―
（

2
人

）

e
,
f

・
 
Ｆ

Ｃ
Ｖ

Ｓ
排

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
排

出
弁

閉
操

作
4
0
分

―
・

 
放

射
線

防
護

具
準

備
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

 
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

水
素

濃
度

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

c
,
d

・
 
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
 
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
・

 
放

射
線

防
護

具
準

備

―
・

 
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
等

か
ら

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

へ
の

補
給

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

 
大

量
送

水
車

へ
の

補
給

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
 
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

必
要

人
員

数
　

合
計

1
人 A

1
8
人

a
～

r

―
・

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
水

ポ
ン

プ
を

再
起

動
し

燃
料

プ
ー

ル
の

冷
却

を
再

開
す

る
。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

2
人

B
,
C

（
）

内
の

数
字

は
他

の
作

業
終

了
後

，
移

動
し

て
対

応
す

る
人

員
数

。

1
時

間
3
0
分

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

q
,
r

1
0
分

―
2
時

間
3
0
分

―
適

宜
実

施

（
2
人

）

B
,
C

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作

――
2
人

o
,
p

―
2
時

間

―
2
時

間

―

1
時

間
2
0
分

2
人

B
,
C

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
格

納
容

器
圧

力
が

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

後
，

原
子

炉
格

納
容

器
空

間
部

へ
の

熱
放

出
を

防
止

す
る

た
め

，

原
子

炉
へ

の
注

水
流

量
を

増
や

し
て

原
子

炉
水

位
を

で
き

る
だ

け
高

く
維

持
す

る

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

――

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

―
 
適

宜
実

施

―
 
適

宜
実

施

―
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施

2
時

間
1
0
分

―
1
0
分

―

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―

1
4
人

a
～

n

1
0
分

―

1
0
分

――
原

子
炉

水
位

を
レ

ベ
ル

２
～

レ
ベ

ル
８

で
維

持

― ―
1
0
分

運
転

員

（
現

場
）

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

7

操
作

項
目

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

の
内

容

　

　

通
報

連
絡

者
緊

急
時

対
策

本
部

要
員

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

2
0

3
0

3
1

3
2

5
6

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

5
6

7
8

9
1
0

5
0

6
0

1
2

3
4

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪

失
（

残
留

熱
除

去
系

が
故

障
し

た
場

合
）

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

８
時

間
サ

プ
レ
ッ

シ
ョ
ン

・
プ
ー

ル
水
温

度
10
0℃

到
達

原
子

炉
急

速
減
圧

原
子

炉
隔

離
時
冷

却
系
停

止
低

圧
原
子

炉
代
替

注
水
系

（
常
設

）
原
子

炉
注
水

開
始

約
14
時
間

格
納
容
器
圧
力
24
5
kP
a
[g
a
ge
]到

達

約
30
時

間
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
位

通
常

水
位
＋

約
1.
3ｍ

到
達

事
象

発
生

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

約
21
秒

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ
ル

２
）

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

遠
隔

操
作
に

失
敗
し

た
場
合

は
，
現

場
操
作

に
て
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
に

よ
る
原

子
炉
格

納
容
器

除
熱
を

行
う
。

操
作

は
，
現

場
へ
の

移
動
を

含
め
，

約
14
分

か
ら
開

始
可
能

で
あ
る

。
（
操

作
完
了

は
約

1時
間

30
分

後
）

具
体

的
な
操

作
方
法

は
，
遠

隔
手
動

弁
操
作

機
構
に

よ
り
，

原
子
炉

建
物
付

属
棟
内

か
ら
操

作
を
行

う
。

適
宜

実
施

約
19
時

間
格

納
容

器
圧

力
38
4k
Pa
[
ga
g
e]
到

達

第
６
図

 
崩
壊
熱

除
去

機
能
喪
失

（
残
留

熱
除

去
系
故
障

）
時

の
作

業
・

操
作

の
所

要
時

間
 

 

ベ
ン

ト
弁

（
第

２
弁

）
開

操
作

 

可
搬

型
設

備
準

備
 

1.7-203

340



責
任

者
当

直
長

1
人

中
央

制
御

室
監

視

緊
急

時
対

策
本

部
連

絡

指
揮

者
当

直
副

長
1
人

運
転

操
作

指
揮

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

緊
急

時
対

策
要

員

（
現

場
）

・
外

部
電

源
喪

失
確

認

・
給

水
流

量
の

全
喪

失
確

認

・
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

確
認

，
タ

ー
ビ

ン
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
機

能
喪

失
確

認

・
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
確

認

・
原

子
炉

へ
の

注
水

機
能

喪
失

を
確

認

・
主

蒸
気

隔
離

弁
全

閉
確

認

・
炉

心
損

傷
確

認

・
早

期
の

電
源

回
復

不
能

確
認

―
―

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

等
　

機
能

回
復

―
―

・
外

部
電

源
　

回
復

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失

調
査

，
復

旧
操

作
―

―
・

復
水

・
給

水
系

，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

，

　
 
残

留
熱

除
去

系
，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
　

機
能

回
復

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

起
動

操
作

（
1
人

）

A
―

・
常

設
代

替
交

流
電

源
設

備
起

動
，

受
電

操
作

（
1
人

）

A
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）

―
―

・
Ｄ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
中

央
制

御
室

）
2
5
分

―
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

準
備

（
現

場
）

2
5
分

（
1
人

）

A
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
中

央
制

御
室

）
5
分

―
―

・
Ｃ

系
非

常
用

高
圧

母
線

受
電

操
作

（
現

場
）

5
分

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

　
運

転
確

認
（

1
人

）

A
―

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
　

自
動

起
動

確
認

・
原

子
炉

建
物

差
圧

監
視

・
原

子
炉

建
物

差
圧

調
整

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施
　

　
　

　
　

　
適

宜
実

施

ほ
う

酸
水

注
入

系
に

よ
る

原
子

炉

圧
力

容
器

へ
の

ほ
う

酸
水

注
入

（
1
人

）

A
―

・
ほ

う
酸

水
注

入
系

　
起

動
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

及
び

格
納

容
器

酸
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

起
動

操
作

 
5
分

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

及
び

格
納

容
器

酸
素

濃
度

（
Ｓ

Ａ
）

シ
ス

テ
ム

起
動

，
暖

気
4
0
分

―
・

格
納

容
器

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

の
監

視
適

宜
監

視

（
1
人

）

A
―

・
系

統
構

成

・
中

央
制

御
室

換
気

系
起

動
操

作
2
0
分

―
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

系
統

構
成

（
1
人

）

A
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

加
圧

運
転

操
作

1
0
分

（
1
人

）

A
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

加
圧

運
転

か
ら

系
統

隔
離

運
転

へ
の

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
中

央
制

御
室

換
気

系
　

系
統

隔
離

運
転

か
ら

加
圧

運
転

へ
の

切
替

え
操

作
5
分

―
―

・
中

央
制

御
室

待
避

室
系

統
構

成
3
0
分

（
1
人

）

A
―

・
中

央
制

御
室

待
避

室
加

圧
操

作

中
央

制
御

室
待

避

（
５

名
）

当
直

長
，

当
直

副

長
，

運
転

員
A
,
D
,
E

―
・

中
央

制
御

室
待

避
室

内
へ

の
待

避

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

ｐ
Ｈ

制
御

系
起

動
操

作

（
1
人

）

A
―

・
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
ｐ

Ｈ
制

御
系

起
動

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備
／

装
備

―
―

・
注

水
弁

電
源

切
替

え
操

作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成
/
漏

え
い

隔
離

操
作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

1
0
分

中
央

制
御

室
待

避
室

に
退

避
す

る
前

に
原

子
炉

注
水

流
量

を
崩

壊
熱

相
当

に
調

整
す

る
。

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

準
備

　
（

大
量

送
水

車
配

置
，

ホ
ー

ス
展

張
・

接
続

）

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
を

満
水

に

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

低
圧

原
子

代
替

注
水

槽
を

満
水

に
す

る
こ

と
に

よ
り

待
避

中
も

注
水

を
維

持
で

き
る

。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

原
子

炉
ウ

ェ
ル

代
替

注
水

系

注
水

操
作

―
・

大
量

送
水

車
に

よ
る

原
子

炉
ウ

ェ
ル

へ
の

注
水

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
系

統
構

成
1
0
分

―
（

2
人

）

a
,
b

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

（
現

場
）

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

―
（

1
2
人

）

a
～

l
・

資
機

材
配

置
及

び
ホ

ー
ス

敷
設

，
系

統
水

張
り

，
起

動
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

電
源

ケ
ー

ブ
ル

接
続

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

系
統

構
成

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

c
,
d

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

運
転

状
態

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
大

型
送

水
ポ

ン
プ

車
の

流
量

を
調

整

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

流
量

調
整

す
る

こ
と

で
待

避
中

も
燃

料
補

給
が

不
要

と
な

る
。

（
1
人

）

A
―

・
原

子
炉

補
機

代
替

冷
却

系
　

冷
却

水
流

量
調

整
1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

起
動

5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

格
納

容
器

内
水

素
濃

度
及

び
酸

素
濃

度
の

監
視

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

／
装

備

―
・

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

大
量

送
水

車
，

大
型

送
水

ポ
ン

プ
車

へ
の

補
給

適
宜

実
施

―
・

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
　

系
統

構
成

2
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
・

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
　

起
動

1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
第

２
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

―
（

2
人

）

g
,
h

・
Ｆ

Ｃ
Ｖ

Ｓ
排

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
排

出
弁

閉
操

作
4
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

o
,
p

・
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

水
素

濃
度

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
（

2
人

）

e
,
f

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

―
―

・
緊

急
時

対
策

所
へ

の
待

避
2
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
1
0
分

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

操
作

（
第

１
弁

操
作

）
解

析
上

考
慮

せ
ず

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

必
要

人
員

数
　

合
計

1
人 A

1
9
人

a
～

s

― 4
人

B
,
C
,
D
,
E

（
）

内
の

数
字

は
他

の
作

業
終

了
後

，
移

動
し

て
対

応
す

る
人

員
数

。

1
時

間
3
0
分

―
1
0
分

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

水
ポ

ン
プ

を
再

起
動

し
燃

料
プ

ー
ル

の
冷

却
を

再
開

す
る

。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

格
納

容
器

ベ
ン

ト
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

1
時

間
2
0
分

―
2
時

間

―
2
時

間

（
2
人

）

B
,
C

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ｐ
H
制

御
操

作
（

1
人

）

A

― ―

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

―

（
2
人

）

D
,
E

タ
ン

ク
ロ

ー
リ

残
量

に
応

じ
て

適
宜

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

等
か

ら
補

給
。

格
納

容
器

ベ
ン

ト
前

に
可

搬
型

設
備

へ
燃

料
補

給
を

実
施

し
，

緊
急

時
対

策
所

へ
待

避
。

待
避

解
除

は
作

業
エ

リ
ア

の
放

射
線

量
測

定
後

と
な

る
。

―

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

　
適

宜
実

施

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

r
,
s

1
0
分

―
2
時

間
3
0
分

適
宜

実
施

―

格
納

容
器

内
雰

囲
気

計
装

に
よ

る

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

（
1
人

）

A

― ―
適

宜
実

施

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

運
転

―
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
確

認
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

準
備

操
作

―
7
時

間
2
0
分

―
3
人

o
,
p
,
q

―
1
時

間
4
0
分

（
2
人

）

B
,
C

1
時

間
4
0
分

―

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

―
 
適

宜
実

施

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

適
宜

実
施

―
上

部
ド

ラ
イ

ウ
ェ

ル
内

雰
囲

気
温

度
低

下
を

確
認

蒸
発

に
よ

る
水

位
低

下
を

考
慮

し
て

定
期

的
に

注
水

待 避 時 間

　
現

場
作

業
中

断

　
（

一
時

待
避

中
）

移 動 時 間

適
宜

実
施

―

（
2
人

）

a
,
b

適
宜

実
施

　
　

注
水

継
続

適
宜

実
施

輪
谷

貯
水

槽
（

西
１

／
西

２
）

か

ら
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の

補
給

―
1
4
人

a
～

n

1
0
分

―
2
時

間
1
0
分

―
注

水
開

始
3
0
分

は
最

大
流

量
と

し
，

そ
の

後
は

崩
壊

熱
相

当
量

で
注

水
継

続

―
　

1
0
時

間

―

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

2
人

D
,
E

1
0
分

2
0
分

―
1
0
分

中
央

制
御

室
換

気
系

運
転

モ
ー

ド
切

替
え

―
5
分

―

中
央

制
御

室
待

避
室

準
備

（
2
人

）

D
,
E

―
5
分

（
2
人

）

D
,
E

4
0
分

中
央

制
御

室
換

気
系

起
動

― ―― ―

水
素

濃
度

及
び

酸
素

濃
度

監
視

設
備

の
起

動

（
1
人

）

A

― ― ―

（
2
人

）

B
,
C

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―

（
2
人

）

B
,
C

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
操

作

―
5
分

（
2
人

）

B
,
C

5
分

Ｃ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―2
人

B
,
C

1
0
分

3
5
分

Ｄ
系

非
常

用
高

圧
母

線
受

電
準

備

―
2
5
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

― ― ―
1
0
分

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

交
流

電
源

回
復

操
作

―

5
人

初
動

で
の

指
揮

中
央

制
御

室
連

絡

発
電

所
外

部
連

絡

運
転

員

（
現

場
）

操
作

項
目

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

通
報

連
絡

者
緊

急
時

対
策

本
部

要
員

4
2

4
3

5
6

7
3
1

3
2

3
3

3
4

4
0

4
1

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
1

1
2

2
2

2
3

2
4

5
6

7
8

9
1
0

5
0

6
0

1
2

3
4

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）

必
要

な
要

員
と

作
業

項
目

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）
経

過
時

間
（

日
）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

約
27
時

間
格

納
容

器
圧
力

64
0
kP
a
[g
a
ge
]到

達

1
0分

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備
に

よ
る
給

電

遠
隔

操
作
に

失
敗
し

た
場
合

は
，
現

場
操
作

に
て
格

納
容
器

フ
ィ
ル

タ
ベ
ン

ト
系
に

よ
る
原

子
炉
格

納
容
器

除
熱
を

行
う
。

操
作

は
，
現

場
へ
の

移
動
を

含
め
，

約
14
分

後
か
ら

開
始
可

能
で
あ

る
。
（

操
作
完

了
は
約

1時
間

30
分

後
）

具
体

的
な
操

作
方
法

は
，
遠

隔
手
動

弁
操
作

機
構
に

よ
り
，

原
子
炉

建
物
付

属
棟
内

か
ら
操

作
を
行

う
。

約
5分

炉
心
損

傷

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

約
10
分

燃
料

被
覆

管
温
度

12
0
0℃

到
達

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

3
0分

低
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
（

常
設
）

原
子
炉

注
水
開

始

約
28
分

燃
料
温
度
25
0
0K
（
22
27
℃
）
到
達

約
１

時
間

非
常
用

ガ
ス
処

理
系

運
転
開

始

約
32
時

間
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル
水

位

通
常

水
位
＋

約
1.
3m
到

達

約
１

時
間

40
分

中
央

制
御

室
換
気

系
運

転
開
始

第
７
図

 
雰

囲
気

圧
力

・
温
度
に

よ
る
静

的
負

荷
（
格
納

容
器
過

圧
・

過
温
破

損
）

時
の

作
業

・
操

作
の

所
要

時
間

 

ベ
ン
ト

弁
（

第
２

弁
）

開
操

作
 

可
搬
型

設
備

準
備

 

1.7-204

341



 

6. ベント実施操作判断基準 

(1) 炉心損傷なしの場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器の健全性を確保するため，サプレッション・プール水位が通常

水位＋約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

(2) 炉心損傷を判断した場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器へ大量の放射性物質が放出されることから，大気への放射性物

質の放出を極力遅らせることでベント時の外部影響を軽減させるため，限

界圧力を下回る 853kPa[gage]に到達するまでにベントを実施する。具体的

には，中央制御室での遠隔操作に失敗した場合の現場手動操作時間を考慮

し，格納容器スプレイ停止基準であるサプレッション・プール水位が通常

水位＋約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及びウェット条件にて

1.5vol％に到達した場合 

炉心損傷時には，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により水

素・酸素が発生し，可燃限界に到達すると水素燃焼が発生するおそれがあ

る。これを防止するため，可燃限界到達前に格納容器内の水素・酸素を排

出することを目的として，格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及

びウェット条件にて 1.5vol％に到達した場合にベントを実施する。

4.4vol％の基準設定に当たっては，酸素濃度の可燃限界である 5vol％に対

し，計器誤差の±約 0.5vol％及び 0.1vol％の余裕を考慮して設定した。 

 

7. ベント実施操作判断の確認パラメータ 

(1) 炉心損傷なしの場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷がない場合は，サプレッション・プール水位にてベント実施操

作を判断するため，確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

(2) 炉心損傷を判断した場合 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷を判断した場合は，格納容器スプレイを間欠にて実施しながら，

サプレッション・プール水位にてベント実施操作を判断する。したがって，

確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及びウェット条件にて

1.5vol％に到達した場合 

格納容器酸素濃度によりベント実施操作を判断するため，確認パラメー

タは以下のとおり。

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

8. ベント実施操作の妥当性

ベントは，第１弁を開弁することで実施する。炉心損傷していない場合及び

炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を第８表に示す。ベント弁の

開操作については，中央制御室での操作を基本とするが，万一，中央制御室で

の操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力に

よる遠隔操作）を実施する。 

なお，炉心損傷を判断する有効性評価の「格納容器圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」シーケ

ンスにおいて，ベント準備段階の現場アクセス，現場待機，現場での手動操作，

プルーム通過までの現場待機及び帰還の一連の作業での実効線量は，約 19mSv

である。 

1.7-206

343



 

第８表 ベント実施操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

第１弁の 

開操作 

・開確認 

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※３ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中 央 制 御

室 内 の た

め 口 頭 に

て 連 絡 可

能 で あ

る。 

原子炉建物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度 
※２※３ 

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下 

（マスク着用※４） 

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有 線 式 通

信 設 備 ，

電 力 保 安

通 信 用 電

話 設 備 ，

所 内 通 信

連 絡 設 備

に よ り 連

絡 可 能 で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：事故あたりに放出される放射性物質全量に対する線量 

※３：設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管

破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※４：全面マスク（PF50）の着用 
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9. ベント成否確認

格納容器過圧破損防止の目的から，格納容器圧力の低下による判断を基本と

し，以下のパラメータについても参考として判断する。 

・ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

・ スクラバ容器圧力

・ スクラバ容器水位

・ 格納容器温度

・ サプレッション・チェンバ水位

パラメータに変化が見られない場合は，ベント失敗の可能性があるため，現

場操作によるベントを実施する。 

ベント開始直後は，格納容器内で発生する水素，水蒸気及び窒素等からなる

ベントガスが系統内に流入するが，系統内は不活性化されているため，高濃度

の水素が流入しても水素燃焼には至らない。 

10. ベント継続時

ベント継続時は，第９表に示すパラメータによりベント継続状況に異常がな

いことを確認する。 

第９表 確認パラメータ（ベント継続時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 

各パラメータに異常な変化がないこと 

格納容器温度 

サプレッション・チェンバ水位

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

スクラバ容器圧力

スクラバ容器水位

スクラバ容器温度

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

モニタリング・ポスト

ベント継続時には，格納容器内及びフィルタ装置内では放射性物質の崩壊熱

による多量の蒸気が発生することにより，水素濃度は低く抑えられるため，可

燃限界に至らない。 

なお，炉心損傷がない場合の格納容器フィルタベント系によるベント実施中

に炉心損傷を判断した場合は，ベントを継続する運用とする。これは，ベント

実施までには格納容器代替スプレイにより外部注水制限に到達していることが

想定され，事象が進むことで発生する可能性のある炉心のリロケーション※及
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び原子炉圧力容器破損時の過熱蒸気発生の影響による格納容器圧力の急激な上

昇を抑制する手段がベントのみであるためである。加えて，次のとおり，ベン

トを継続した場合でも，一時的にベント停止する場合と比較し，被ばくの観点

で大きな差異はないと考えられる。 

・ベントを停止しても格納容器の圧力上昇により再度ベントすることとなり，

希ガス保持時間を大きく確保することはできないこと

・このような事態では，原子炉スクラムしてからある程度の時間が経過して

いることから，希ガスの減衰時間は十分に確保されており，ベントを停止

しない場合でも大きな放出量にならないと考えられること

※ ここで言うリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プ

レナムに移行する状態を指す。

11. ベント停止操作

第 10 表に示す機能が全て使用可能となったことにより，ベント停止後も長期

的に格納容器の安定状態を継続可能であることを判断する。また，第 11 表に示

すパラメータを確認し，ベント停止操作が可能であることを判断した場合には，

第１弁を閉とすることでベントを停止する。 

第 10 表 ベント停止のために必要な機能及び設備 

必要な機能 設備 設備概要 

格納容器除熱機能 

残留熱除去系又は残留熱代替除去系 
格納容器内に残存する核分裂生成物か

ら発生する崩壊熱を除去し，最終的な

熱の逃がし場へ熱を輸送する 原子炉補機代替冷却系 

窒素供給機能 可搬式窒素供給装置 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮

により，格納容器内が負圧になるこ

とを防止する

・系統内のパージを実施する

格納容器内水素・酸素

濃度制御機能 

可燃性ガス濃度制御系 

水の放射線分解によって発生する水素

及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達

することを防止する 

格納容器水素・酸素濃度計 
格納容器内の水素・酸素濃度を監視す

る 
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第 11 表 確認パラメータ（ベント停止時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 427kPa[gage]以下であること及び 171℃以下であるこ

と。 格納容器温度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

可燃限界未満であること。 格納容器水素濃度（ＳＡ） 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

ベント停止前から可搬式窒素供給装置による格納容器への窒素供給を行い，

ベント停止後も継続し，系統を含めて不活性化することで，水素濃度は低く抑

えられ，可燃限界には至らない。 

1.7-210

347



 

12. ベント停止操作手順 

次にベント停止の流れを示す。 

①ベント停止可能であると判断した場合，可搬式窒素供給装置により格納容

器に窒素注入を開始する。 

・ベント弁は開状態であるため，注入した窒素はそのまま排出されると考

えられるが，ベント弁閉後における「水の放射性分解によって発生する

水素・酸素濃度の上昇」を抑制するため，早期に注入開始することを目

的として最初に実施する。 

ドライウェル内に水素・酸素が滞留している可能性を考慮して，ドライ

ウェル側から窒素供給する。 

②第１弁を微開とする。 

③残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・ベント弁を微開後，サプレッション・プール水温度が飽和温度以下であ

ることを確認し，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施すること

で，格納容器内の気相を蒸気から窒素へ置換する。 

④格納容器の気相が蒸気から窒素への置換が完了したことを確認する。 

⑤可燃性ガス濃度制御系を起動する。 

・残留熱除去系による冷却水を供給し，可燃性ガス濃度制御系の暖気運転

を開始する。 

・起動後３時間以内に暖機運転が完了し，処理が開始される。 

⑥第１弁を閉とする。 

⑦格納容器への窒素注入を停止する。 

⑧格納容器内水素濃度・酸素濃度により，格納容器内の水素・酸素濃度を監

視する。 

 

13. ベント停止操作の妥当性 

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を

第 12 表に示す。ベント弁の閉操作については，中央制御室での操作を基本とす

るが，万一，中央制御室での操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属

棟）にて手動操作を実施する。 
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第 12 表 ベント停止操作項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁

の閉操作 

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

原子炉建物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下※３ 

（マスク着用※

４） 

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有線式通信設

備，電力保安

通信用電話設

備，所内通信

連絡設備によ

り連絡可能で

ある。 

窒素供給 

操作 
屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

5.0mSv/h 以下※３ 

（マスク着用※

４） 

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

衛星電話設備

（固定型，携

帯型），無線通

信設備（固定

型，携帯型），

電力保安通信

用電話設備，

所内通信連絡

設備により連

絡 可 能 で あ

る。 

水素濃度 

測定操作 
中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間

以下※３ 

（マスク着用※

４） 

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管破

裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※３：事故後 168 時間以降を想定 

※４：全面マスク（PF50）の着用 
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14. ベント停止後の操作 

ベント停止後は，第 13 表で示すパラメータにより格納容器及び格納容器フィ

ルタベント系に異常がないことを確認する。 

 

第 13 表 確認パラメータ（ベント停止後） 

監視パラメータ 監視理由 

スクラバ容器水位 

フィルタ装置水位が運転範囲内にあることを監視する。 

また，蒸発による水位低下時においては，水補給の必要性を判断す

る。 

スクラバ容器圧力 
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

スクラバ容器温度 指示値によりスクラビング水からの水蒸気発生の有無を監視する。 

フィルタ装置出口配管圧力 
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 指示値により系統に水素が滞留していないことを監視する。 

第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ） 
指示値が安定していることを監視する。 

モニタリング・ポスト 指示値が安定していることを監視する。 

スクラバ水ｐＨ アルカリ性に維持されていることを監視する。 

格納容器圧力 格納容器内が負圧でないこと。また，ベント停止後長期的に格納容

器圧力及び温度の異常な上昇がないこと。 格納容器温度 

格納容器水素濃度 
格納容器内の水素・酸素濃度の異常な上昇がないこと。 

格納容器酸素濃度 
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1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

＜目 次＞ 

1.9.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方

(2) 対応手段と設備の選定の結果

ａ．水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及び設

備 

(a) 原子炉格納容器内不活性化による原子炉格納容器水素爆発防止

(b) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止

(c) 水素濃度及び酸素濃度の監視

(d) 代替電源による必要な設備への給電

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備

ｂ．手順等 

1.9.2 重大事故等時の手順 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(1) 原子炉格納容器内不活性化による原子炉格納容器水素爆発防止

ａ．発電用原子炉運転中の原子炉格納容器内の不活性化 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止

ａ．可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化 

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素

ガスの排出 

ｃ．可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度制御 

(3) 原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視

ａ．格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）による原子炉

格納容器内の水素濃度及び酸素濃度監視 

ｂ．格納容器内雰囲気計装による原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度

の監視 

1.9.2.2 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備の電源を

代替電源設備から給電する手順 

1.9.2.3 その他の手順項目について考慮する手順 

1.9.2.4 重大事故等時の対応手段の選択 

1.9-1

351



添付資料 1.9.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料 1.9.2 自主対策設備仕様 

添付資料 1.9.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料 1.9.4 重大事故対策の成立性 

1. 原子炉格納容器内不活性化による原子炉格納容器水素爆発

防止

2. 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆

発防止 

3. 原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視

添付資料 1.9.5  炉心損傷，原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方につ 

いて 

添付資料 1.9.6 解釈一覧 

1. 操作手順の解釈一覧

2. 弁番号及び弁名称一覧

添付資料 1.9.7 手順のリンク先について 

1.9-2

下線は，今回の提出資料を示す。
（関連する図表を含む。）
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(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止 

ａ．可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化 

格納容器フィルタベント系は，可搬式窒素供給装置から供給する不活性

ガス（窒素ガス）にて，発電用原子炉起動前に格納容器フィルタベント系

を不活性化した状態としておくことで，格納容器ベント実施時における系

統内での水素爆発を防止する。この操作は，重大事故等時に対応するもの

ではなく通常の運転操作により対応する。 

 

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素

ガスの排出 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容器内の可燃性ガス濃度

を監視し，ジルコニウム－水反応，水の放射線分解等により原子炉格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度の上昇が確認された場合，格納容器フィルタ

ベント系を使用した格納容器ベント操作により原子炉格納容器内の水素ガ

ス及び酸素ガスを排出することで原子炉格納容器の水素爆発による破損を

防止する。 

なお，格納容器フィルタベント系を使用する場合は，プルームの影響に

よる被ばくを低減させるため，運転員は中央制御室待避室へ待避しプラン

トパラメータを継続して監視する。 

格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉格納容器内の水

素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガス濃度制御系による原

子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素供給装置による

原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容

器内の圧力 427kPa[gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未

満及び原子炉格納容器内の水素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確

認した場合はＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドライウ

ェル出口隔離弁（以下「第１弁」という。）を全閉とし，格納容器ベントを

停止することを基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，

適切に対応する。 

なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁（以下「第２弁」という。）又は

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁（以下「第２弁バイパス弁」

という。）は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に１系統

回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉する。 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，可燃性ガス濃度制御系による水

素濃度及び酸素濃度の制御ができず，原子炉格納容器内のドライ条件の

酸素濃度が 4.0vol％に到達及びウェット条件の酸素濃度が 1.5vol％に到

達した場合※２ 
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※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器内の

ガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍

を超えた場合又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）が使

用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上を確認した場

合。 

※２：炉心の著しい損傷を防止するために原子炉圧力容器への注水を実

施する必要がある場合又は原子炉格納容器の破損を防止するため

に原子炉格納容器内へスプレイを実施する必要がある場合は，こ

れらの操作を完了した後に格納容器ベントの準備を開始する。た

だし，発電用原子炉の冷却ができない場合又は原子炉格納容器内

の冷却ができない場合は，速やかに格納容器ベントの準備を開始

する。 

(b) 操作手順

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸

素ガス排出手順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.9－1 図

に，概要図を第 1.9－7 図に，タイムチャートを第 1.9－8 図及び第 1.9－

9 図に示す。 

なお，格納容器フィルタベント系補機類の操作手順は「1.7.2.1(1)ｂ.

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱」に

て整備する。 

ウェットウェルベント（以下「Ｗ／Ｗベント」という。）の場合(ドラ

イウェルベント（以下「Ｄ／Ｗベント」という。）の場合，手順⑪以外は

同様) 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベント

系によるウェットウェル（以下「Ｗ／Ｗ」という。）側からの格納容

器ベントの準備を開始するよう運転員に指示する（Ｗ／Ｗ側からの格

納容器ベントができない場合は，ドライウェル（以下「Ｄ／Ｗ」とい

う。）側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指示する）。

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納容器

フィルタベント系による原子炉格納容器ベントの準備のため，ＦＣＶ

Ｓ排気ラインドレン排出弁の閉操作を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントに必要な第２弁，第２弁

バイパス弁及び第１弁の電源切替え操作を実施する。

③ｂ非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，格納容器フィルタベン
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ト系による格納容器ベントに必要な第２弁，第２弁バイパス弁及び第

１弁の電源切替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントに必要な電動弁の電源が確保されたこと，及び監視計器の電源が

確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタスク

ラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の確認として，格納容器隔

離信号が発生している場合は，格納容器隔離信号の除外操作を実施す

る。 

⑦緊急時対策要員は，ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁の閉操作を実施

し，緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長に報

告する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，ＳＧＴ  

ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁，Ｓ

ＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め

弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔

離弁後弁の全閉及びＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁（以

下「第３弁」という。）の全開を確認後，第２弁を全開し，格納容器

フィルタベント系による格納容器ベント準備完了を当直副長に報告す

る。第２弁の開操作ができない場合は，第２弁バイパス弁を全開し格

納容器フィルタベント系による格納容器ベント準備完了を当直副長に

報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント系

による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直長は，当直副長からの依頼に基づき，原子炉格納容器内の水素濃

度及び酸素濃度を適宜確認し，緊急時対策本部に報告する。 

⑪当直副長は，原子炉格納容器内のドライ条件の酸素濃度が 4.4vol％

に到達したこと及びウェット条件の酸素濃度が 1.5vol％に到達した

ことを確認し，運転員に格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ント開始を指示する。 

⑫ａＷ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｗ／Ｗ）の全開操作により，格納容

器フィルタベント系による格納容器ベントを開始する。また，中央制

御室からの操作以外の手段として，遠隔手動弁操作機構による操作に

て第１弁（Ｗ／Ｗ）を全開する手段がある。 

⑫ｂＤ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，第１弁（Ｄ／Ｗ）の全開操作により，格納容

器フィルタベント系による格納容器ベントを開始する。また，中央制
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御室からの操作以外の手段として，遠隔手動弁操作機構による操作に

て第１弁（Ｄ／Ｗ）を全開する手段がある。 

⑬中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による原子炉格納

容器ベントが開始されたことを，格納容器内水素濃度指示値及び格納

容器内酸素濃度指示値の低下，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

指示値の上昇により確認し，当直副長に報告する。また，当直長は，

当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベント系による格納

容器ベントが開始されたことを緊急時対策本部に報告する。

⑭中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント開始後，可搬型設備（車両）

である第１ベントフィルタ出口水素濃度による水素濃度の監視及び第

１ベントフィルタ出口放射線モニタによる放射線量率の監視を行う。

また，緊急時対策要員は，第１ベントフィルタ出口放射線モニタから

得た放射線量率及び事前にフィルタ装置出口配管表面の放射線量率と

配管内部の放射性物質濃度から算出した換算係数を用いて放射性物質

濃度を推定する。

⑮中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタスク

ラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直副長に報

告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，第１ベント

フィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊急時対策本部に依

頼する。 

⑯中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残

留熱代替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃

性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能

及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使

用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力 427kPa [gage]（１Pd）

未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水

素・酸素濃度が可燃限界未満であることを確認することにより，第１

弁の全閉操作を実施し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベ

ントを停止する。

⑰当直副長は，第１弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に１

系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，第２弁又は第２

弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。

⑱中央制御室運転員Ａは，第２弁又は第２弁バイパス弁の全閉操作を実

施する。

(c) 操作の成立性

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員２名及び緊急時対

策要員２名にて作業を実施した場合，格納容器ベント準備については，
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第 1.9－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

 

対応手段，対処設備，手順一覧(１／２) 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器
内
不
活
性
化
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
水
素
爆
発
防
止 

窒素ガス制御系※１ 

－※４ 

－※１ 

可搬式窒素供給装置 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置換」 

－ 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
ガ
ス
及
び
酸
素
ガ
ス
の
排
出 

格納容器フィルタベント系※２ 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

－ 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る
格
納
容
器

フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
不
活
性
化 

可搬式窒素供給装置 

格納容器フィルタベント系 

－※６ 

－※５ 

※１：原子炉運転中は原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不活性化している。 

※２：手順は「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：窒素ガス制御系は設計基準対象施設であり，重大事故等が発生した際に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※５：発電用原子炉起動前に格納容器フィルタベント系内は不活性化した状態とする。 

※６：可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化に用いる可搬式窒素供給装置は，発電用原子炉起動前に使用するものであり，重大

事故等時に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 
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対応手段，対処設備，手順一覧(２／２) 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系 

に
よ
る
水
素
濃
度
制
御 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置 

可燃性ガス濃度制御系 配管・弁 

残留熱除去系 

残留熱代替除去系 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＳによる格納容器水

素・酸素濃度制御」 

－ 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
の
監
視 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

格納容器水素濃度（Ｂ系） 

格納容器酸素濃度（Ｂ系） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＭＣＡＭＳによる格納容器

水素・酸素濃度測定」 

「ＣＡＭＳによる格納容器水

素・酸素濃度測定」 

格納容器水素濃度（Ａ系） 

格納容器酸素濃度（Ａ系） 

自
主
対
策
設
備 

－ 

代
替
電
源
に
よ
る
必
要
な
設
備
へ
の
給
電 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

代替所内電気設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※３ 

※１：原子炉運転中は原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不活性化している。 

※２：手順は「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：窒素ガス制御系は設計基準対象施設であり，重大事故等が発生した際に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※５：発電用原子炉起動前に格納容器フィルタベント系内は不活性化した状態とする。 

※６：可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化に用いる可搬式窒素供給装置は，発電用原子炉起動前に使用するものであり，重大

事故等時に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 
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第 1.9－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

 

監視計器一覧(１／４) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(1) 原子炉格納容器内不活性化による原子炉格納容器水素爆発防止 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器

の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェ

ンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器への注水量 

代替注水流量（常設） 

格納容器代替スプレイ流量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

水源の確保 

低圧原子炉代替注水槽水位 

輪谷貯水槽（西１） 

輪谷貯水槽（西２） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

補機監視機能 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 
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監視計器一覧(２／４) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスの排出

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベント」 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系系統構成」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ）

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ）

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ）

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ）

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位

スクラバ容器圧力

スクラバ容器温度

第１ベントフィルタ出口水素濃度

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ）
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監視計器一覧(３／４) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止 

ｃ．可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度制御 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＳによる格納容器水素・酸素濃度制御」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

残留熱代替除去ポンプ出口流量 

残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

Ⅰ－原子炉補機冷却水ポンプ出口圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却水ポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

補機監視機能 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳ系統入口流量 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳブロワ入口流量 

Ａ，Ｂ－ブロワ入口圧力 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳ加熱器ガス温度 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳ加熱器出口温度 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳ加熱器壁温度 

Ａ，Ｂ－再結合器ガス温度 

Ａ，Ｂ－ＦＣＳ再結合器壁温度 
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監視計器一覧(４／４) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(3)原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視 

ａ．格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）による原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度監視 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＭＣＡＭＳによる格納容器水素・酸素濃度測

定」 
判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内の水素濃度 格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

1.9.2.1 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための対応手順 

(3)原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視 

ｂ．格納容器内雰囲気計装による原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視 

事故時操作要領書（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＡＭＳによる格納容器水素・酸素濃度測定」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッショ

ン・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 
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作業開始を判断してから格納容器ベント準備完了まで 45 分以内で可能で

ある。 

格納容器ベント開始については，格納容器ベント判断基準到達から格

納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガ

スの排出開始まで 10 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.9.4－2(1)） 
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添付資料 1.9.4－2(1) 

2. 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止 

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガ

スの排出 

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素

ガスの排出に必要な状況において，原子炉建物付属棟３階まで移動すると

ともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切替えを実施する。また，

中央制御室操作により系統構成及び格納容器ベント操作を実施し，格納容

器ベントを実施する。 

 

ｂ．作業場所 

電源切替え 原子炉建物付属棟３階（非管理区域） 

系統構成，格納容器ベント操作 制御室建物４階（非管理区域）（中央

制御室） 

排気ラインドレン排出弁操作 屋外（原子炉建物南側周辺） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素

ガスの排出として，最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切替えを

実施し，第一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員

数，想定時間は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間

は同一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名，緊急時

対策要員２名） 

想定時間  ：移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）20 分以内（所要時間

目安※１：８分） 

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）20 分以内（所要時間

目安※１：４分） 

電源確認（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４

分） 

系統構成（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４

分） 

ベント実施操作（中央制御室）10 分以内（所要時間目安※

１：３分） 

排気ラインドレン排出弁操作（屋外）40 分以内（所要時

間目安※１：31 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 
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想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安４分 

・電源確認：所要時間目安４分（電源確認：中央制御室） 

●系統構成：想定時間５分，所要時間目安４分 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：中央制御室） 

●ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）開操作）：想定時間 10 分，所要時

間目安３分 

・ベント実施操作（第１弁（Ｗ／Ｗ）開操作）：所要時間目安３分（操

作対象１弁：中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替操作（Ａ系：第１弁）：想定時間 20 分，所要時間

目安８分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属

棟３階） 

・ＳＡ電源切替操作（Ａ系：第１弁）：所要時間目安３分（電源切替操

作：原子炉建物付属棟３階） 

●移動，ＳＡ電源切替操作（Ｂ系：第２弁）：想定時間 20 分，所要時間

目安４分 

・移動：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟３階） 

・ＳＡ電源切替操作（Ｂ系：第２弁）：所要時間目安３分（電源切替操

作：原子炉建物付属棟３階） 

【緊急時対策要員】 

●緊急時対策所～原子炉建物南側周辺移動：想定時間 30 分，所要時間目

安 26 分 

・移動：所要時間目安 26 分（移動経路：緊急時対策所～原子炉建物南

側周辺） 

●排気ラインドレン排出弁操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・排気ラインドレン排出弁操作：所要時間目安５分（排気ラインドレン

排出弁操作：屋外（原子炉建物南側周辺）） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境  ：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），

ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配

備している。 

操作性   ：操作スイッチによるによる操作であるため，容易に実施

可能である。 

(b) 現場操作 
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作業環境  ：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリ

アに配備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯を

携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は

防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，

汚染防護服）を装備して作業を行う。 

移動経路  ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近

可能である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバック

アップとして携行している。また，アクセスルート上に

支障となる設備はない。 

操作性   ：通常の受電操作であるため，容易に実施可能であり，排

気ラインドレン排出弁操作については，操作に必要な工

具はなく通常の弁操作と同様であるため，容易に実施可

能である。 

連絡手段  ：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連

絡設備（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備に

より，中央制御室との連絡が可能である。また，衛星電

話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

（警報装置を含む。）のうち，使用可能な設備により，

緊急時対策本部との連絡が可能である。 
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1.15 事故時の計装に関する手順等 

＜ 目 次 ＞ 

1.15.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方

(2) 対応手段と設備の選定の結果

ａ．パラメータを計測する計器の故障時に発電用原子炉施設の状態を把握する

ための手段及び設備 

ｂ．原子炉圧力容器内の温度，圧力及び水位，並びに原子炉圧力容器及び原子

炉格納容器への注水量を監視するパラメータの値が計器の計測範囲を超え

た場合に発電用原子炉施設の状態を把握するための手段及び設備 

ｃ．計測に必要な計器電源が喪失した場合の手段及び設備 

ｄ．重大事故等時のパラメータを記録する手段及び設備 

ｅ．手順等 

1.15.2 重大事故等時の手順等 

1.15.2.1 監視機能喪失 

(1) 計器の故障

(2) 計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合

ａ．代替パラメータによる推定 

ｂ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

(1) 全交流動力電源喪失及び直流電源喪失

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備からの給電 

ｂ．常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電 

ｃ．可搬型直流電源設備又は直流給電車からの給電 

ｄ．設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する計装設備への給 

  電 

ｅ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

ｆ．重大事故等時の対応手段の選択 

1.15.3 重大事故等時のパラメータを記録する手順 

1.15.4 その他の手順項目にて考慮する手順 
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添付資料 1.15.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料 1.15.2 重大事故等対処に必要なパラメータの選定 

添付資料 1.15.3 重大事故等対処に係る監視事項 

添付資料 1.15.4 重大事故等対策の成立性 

1. 設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する

計装設備への給電 

2. 可搬型計測器の接続操作

添付資料 1.15.5 可搬型計測器の必要台数整理 

添付資料 1.15.6 代替パラメータにて重大事故等対処時の判断基準を判断した場

合の影響について 

添付資料 1.15.7 原子炉水位不明時の対応について 

添付資料 1.15.8 自主対策設備仕様 

添付資料 1.15.9 手順のリンク先について 

1.15-2

下線は，今回の提出資料を示す。
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1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

(1) 全交流動力電源喪失及び直流電源喪失 

全交流動力電源喪失及び直流電源喪失等により計器電源が喪失した場合に，

代替電源（交流，直流）から計器へ給電する手順及び可搬型計測器により，重

要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測又は監視する。 

 

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備からの給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，所内常設蓄電式直流電源設備であ

るＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び常設代替直流電源

設備であるＳＡ用 115V 系蓄電池からの給電に関する手順は，「1.14 電源

の確保に関する手順等」にて整理する。 

なお，所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備からの給電

により計測可能な計器について第 1.15－2 表に示す。 

 

ｂ．常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，常設代替交流電源設備であるガス

タービン発電機又は可搬型代替交流電源設備である高圧発電機車からの給

電に関する手順は，「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

ｃ．可搬型直流電源設備又は直流給電車からの給電 

全交流動力電源喪失が発生し，直流電源が枯渇するおそれがある場合に，

可搬型直流電源設備である高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），Ｓ

Ａ用 115V 系充電器又は可搬型直流電源設備に関連する自主対策設備である

直流給電車からの給電に関する手順は，「1.14 電源の確保に関する手順等」

にて整備する。 

 

ｄ．設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する計装設備への給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，設計基準事故対処設備と重大事故

等対処設備を兼用する計装設備のうち，常設代替直流電源設備であるＳＡ用

115V 系蓄電池からの給電が必要な計装設備の電源切替え手順を整備する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時に，設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備

を兼用する計装設備の電源切替えが必要な状態において，常設代替直流電

源設備から給電可能な場合。 

 

(b) 操作手順 

設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する計装設備への給

電手順の概要は以下のとおり。また，タイムチャートを第 1.15－5 図に示

1.15-20

372



す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員にＳＡ用 115V 系蓄

電池からの給電が必要な設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備

を兼用する計装設備の電源切替えを指示する。 

②現場運転員Ｂ，Ｃは，中央制御室及び廃棄物処理建物１階のあらかじ

め定めた制御盤にて，電源切替え操作を実施し，当直副長に報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作対応は，現場運転員２名にて実施し，作業開始を判断してか

ら所要時間は 10 分以内で可能である。 

 円滑に作業できるように，移動経路を確保し，照明及び通信連絡設備を

整備する。また，作業環境（作業空間，温度等）に支障がないことを確認

する。 

（添付資料 1.15.4-1） 

 

ｅ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

代替電源（交流，直流）からの給電が困難となり，中央制御室でのパラメ

ータ監視が不能となった場合に，重要監視パラメータ及び重要代替監視パラ

メータのうち，手順着手の判断基準及び操作に必要なパラメータを可搬型計

測器で計測又は監視を行う手順を整備する。 

可搬型計測器による計測対象の選定を行う際，同一パラメータにチャンネ

ルが複数ある場合は，いずれか１つの適切なチャンネルを選定し計測又は監

視する。同一の物理量について複数のパラメータがある場合は，いずれか１

つの適切なパラメータを選定し計測又は監視する。 

なお，可搬型計測器により計測可能な計器については第1.15－2表に示す。 

（添付資料 1.15.5） 

 

(a) 手順着手の判断基準 

計器電源が喪失し，中央制御室でパラメータ監視ができない場合。 

 

(b) 操作手順 

可搬型計測器によるパラメータ計測の概要は以下のとおり。また，タイ

ムチャートを第 1.15－6 図に示す。 

 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に可搬型計測器に

よるパラメータの計測開始を指示する。 

②現場運転員Ｂ，Ｃは，可搬型計測器を使用する前に電池容量を確認し，

残量が少ない場合は予備乾電池と交換する。 

③現場運転員Ｂ，Ｃは，廃棄物処理建物１階のあらかじめ定めた端子台
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第 1.15－1 表 事故時に必要な計装に関する手順 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧 

分類 
機能喪失を想定する 

重大事故等対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

監
視
機
能
喪
失
時 

計器の故障 

他
チ
ャ
ン
ネ
ル 

に
よ
る
計
測 

主要パラメータの他チャンネルの重要計器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「重要計器の監視・復旧」 

主要パラメータの他チャンネルの常用計器 自
主
対
策 

設
備 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ 

に
よ
る
推
定 

重要代替計器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

常用代替計器 自
主
対
策 

設
備 

計器の計測範囲を超えた場

合 代
替
パ
ラ
メ
ー
タ 

に
よ
る
推
定 

重要代替計器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「重要計器の監視・復旧」 

常用代替計器 自
主
対
策 

設
備 

可
搬
型
計
測
器 

に
よ
る
計
測 

可搬型計測器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「可搬型計測器による計測」 

計
器
電
源
喪
失
時 

全交流動力電源喪失 

直流電源喪失 

代
替
電
源
（
交
流
） 

か
ら
の
給
電 

常設代替交流電源設備 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

 

可搬型代替交流電源設備 

代替所内電気設備 

代
替
電
源
（
直
流
） 

か
ら
の
給
電 

所内常設蓄電式直流電源設備 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

常設代替直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

直流給電車 自
主
対
策 

設
備 

設
計
基
準
事
故
対
処
設

備
と
重
大
事
故
等
対
処

設
備
を
兼
用
す
る
計
装

設
備
へ
の
給
電 

常設代替直流電源設備 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「重要計器の電源切替」 

可
搬
型
計
測
器 

に
よ
る
計
測 

可搬型計測器 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「可搬型計測器による計測」 

 

－ － 

パ
ラ
メ
ー
タ
記
録 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）（ＳＰＤ

Ｓデータ収集サーバ，ＳＰＤＳ伝送サーバ，ＳＰＤ

Ｓデータ表示装置） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「SPDS によるパラメータ記録

結果の保存」 

運転監視用計算機 自
主
対
策 

設
備 － 

中央制御室記録計 
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(１

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

① 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 温 度  

原
子

炉
圧

力
容
器
温

度
（
Ｓ

Ａ
）

 
２
 

０
～

5
0
0℃

 
最

大
値

：
 

3
0
2℃

 

重
大

事
故

等
時

に
お

け
る

損
傷

炉
心

の
冷

却
状

態
を

把
握

し
，

適
切

に
対

応
す

る
た

め
の

判
断

基
準

（
3
0
0
℃

）
に

対
し

て
，

 

5
0
0℃

ま
で

を
監

視
可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可
 

㉝
 

原
子
炉
圧

力
※
１
 

「
②

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
圧

力
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
１
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉

水
位
（
燃
料

域
）

※
１
 

原
子

炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

残
留

熱
除

去
系
熱
交

換
器
入

口
温
度

※
１
 

「
⑫

最
終

ヒ
ー

ト
シ

ン
ク

の
確

保
（

残
留

熱
除

去
系
）
」

を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

② 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 圧 力  

原
子
炉
圧

力
※
２
 

２
 

０
～
1
0
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

8
.
2
9M

P
a［

ga
g
e］

 

重
大

事
故

等
時

に
お

け
る

原
子

炉
圧

力
容

器
最

高
圧

力
（

8
.
68

M
P
a［

g
a
ge
］
）
を

包

絡
す

る
範

囲
と

し
て

設
定

。
な

お
，

逃
が

し
安

全
弁

の
手

動
操

作
に

よ
り

変
動

す
る

範
囲

に
つ

い
て

も
計

測
範

囲
に

包
絡

さ
れ

て
お

り
，

監
視

可
能

で
あ

る
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

①
 

弾
性
圧
力

 

検
出
器

 
可
 

㉞
 

原
子

炉
圧

力
（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

１
 

０
～
1
1
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

8
.
2
9M

P
a［

ga
g
e］

 

原
子

炉
圧

力
容

器
最

高
使

用
圧
力

（
8
.6
2
MP
a［

g
ag
e］

）
の

1
.
2
倍
 

（
1
0.
3
4M
P
a
［

ga
ge

］
）

を
監
視

可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

㉟
 

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
１
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉

水
位
（
燃
料

域
）

※
１
 

原
子

炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

原
子

炉
圧

力
容
器
温

度
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
①

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 

※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵

ラ
ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
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－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(２

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

③ 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 水 位  

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
２
 

２
 

－
4
00

～
1
5
0c
m※

３
 

－
7
98

～
1
3
2c
m※

３
 

炉
心

の
冷

却
状

況
を

把
握

す
る

上
で

，
原

子
炉

水
位

制
御

範
囲

（
レ

ベ
ル

３
～

８
）

及
び

燃
料

棒
有

効
長

底
部

ま
で

監
視

可
能

で
あ

る
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

①
 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊱
 

原
子

炉
水

位
（
燃
料

域
）

※
２
 

２
 

－
8
00

～
－

30
0
cm

※
３
 

Ｓ
 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊲
 

原
子

炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

１
 

－
9
00

～
1
5
0c
m※

３
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊳
 

高
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

※
１
 

「
④

原
子

炉
圧

力
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

代
替

注
水

流
量
（
常

設
）

※
１
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

※
１
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量
（
狭

帯
域

用
）

※
１
 

原
子

炉
隔

離
時
冷
却

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

高
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
流

量
※
１
 

低
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

残
留

熱
代

替
除
去
系

原
子
炉

注
水
流
量

※
１
 

原
子
炉
圧

力
※
１
 

「
②

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
圧

力
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 
（

Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要
監

視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
(３

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

④ 原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量 （ １ ／ ２ ）  

高
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

 
１
 

０
～
1
5
0m

3
/h
 

－
※

８
 

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
ポ

ン
プ

の
最

大
注

水
量

（
93
m
3 /
h）

を
監

視
可

能
で
あ
る

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

①
 

代
替
注
水

流
量
（
常

設
）

 
１
 

０
～
3
0
0m

3
/h
 

－
※

８
 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
ポ

ン
プ

の
最

大
注

水
量

（
23

0
m3
/
h）

を
監

視
可

能
。

 
－

（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

超
音
波
式

流
量

 

検
出
器

 

－
 

②
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

 
２
 

０
～
2
0
0m

3
/h
 

－
※

８
 

大
量

送
水

車
を

用
い

た
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
お

け
る

最
大

注
水

量
（

70
m
3 /
h）

を
監

視
可

能
。
ま

た
，
崩

壊

熱
相

当
の

注
水

量
（

1
2
m
3 /
h）

を
監
視

可
能
。 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

③
ａ
 

③
ｂ
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量
（
狭

帯
域

用
）
 

２
 

０
～
5
0
m3
/
h 

－
※

８
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

原
子

炉
隔

離
時
冷
却

ポ
ン
プ

出
口
流
量

 
１
 

０
～
1
5
0m

3
/h
 

０
～

9
9
m3
/
h 

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

ポ
ン

プ
の

最
大

注
水

量
（

9
9
m3
/
h）

を
監

視
可

能
。

 
Ｓ
 

区
分
Ⅱ

 

直
流
電
源

②
 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑥
 

高
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

 
１
 

０
～
1
,
50
0
m3
/
h 

０
～

1
,
31
4
m3
/
h 

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

・
ポ

ン
プ

の
最

大
注

水
量

（
1,

3
14
m
3 /
h）

を
監

視
可
能
。

 
Ｓ
 

区
分
Ⅲ

 

交
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑦
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
流

量
 

３
 

０
～
1
,
50
0
m3
/
h 

０
～

1
,
38
0
m3
/
h 

残
留

熱
除

去
ポ

ン
プ

の
最

大
注

水
量

（
1
,3
8
0m

3
/h

）
を

監
視

可
能

。
 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

②
 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑧
 

低
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

 
１
 

０
～
1
,
50
0
m3
/
h 

０
～

1
,
31
4
m3
/
h 

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

・
ポ

ン
プ

の
最

大
注

水
量

（
1,

3
14
m
3 /
h）

を
監

視
可
能
。

 
Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑨
 

残
留

熱
代

替
除
去
系

原
子
炉

注
水
流
量

 
１
 

０
～
5
0
m3
/
h 

－
※

８
 

残
留

熱
代

替
除

去
系

原
子

炉
注

水
の

最
大

注
水

量
（

3
0m

3
/h
）

を
監

視
可

能
。

 
Ｓ
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑩
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(４

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

④ 原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量 （ ２ ／ ２ ）  

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
位
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
⑧

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
槽
水

位
※
１
 

「
⑭

水
源

の
確

保
」

を
監

視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
１
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉

水
位
（
燃
料

域
）

※
１
 

原
子

炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(５

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑤ 原 子 炉 格 納 容 器 へ の 注 水 量  

代
替
注
水

流
量
（
常

設
）

 
「

④
原

子
炉

圧
力

容
器

へ
の

注
水

量
」

を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

格
納

容
器

代
替
ス
プ

レ
イ
流

量
 

２
 

０
～
1
5
0m

3
/h
 

－
※

８
 

大
量

送
水

車
を

用
い

た
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
に

お
け

る
最

大
注

水
量

（
12
0
m3
/
h）

を
監

視
可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

④
 

ペ
デ

ス
タ

ル
代
替
注

水
流
量

 
２
 

０
～
1
5
0m

3
/h
 

－
※

８
 

大
量

送
水

車
を

用
い

た
ペ

デ
ス

タ
ル

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
お

け
る

最
大

注
水

量
（

1
2
0m

3
/h

）
を

監
視

可
能

。
ま

た
，

崩

壊
熱

相
当

の
注

水
量
（

12
m
3 /
h
）
を
監
視

可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑤
ａ
 

⑤
ｂ
 

ペ
デ

ス
タ

ル
代
替
注

水
流
量
（
狭

帯
域

用
）
 

２
 

０
～
5
0
m3
/
h 

－
※

８
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

残
留

熱
代

替
除
去
系

格
納
容

器
ス
プ
レ

イ
流

量
 

１
 

０
～
1
5
0m

3
/h
 

－
※

８
 

残
留

熱
代

替
除

去
系

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

の
最

大
注

水
量
（

12
0
m
3 /
h
）
を

監
視
可
能

。 
Ｓ
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑪
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
槽
水

位
※
１
 

「
⑭

水
源

の
確

保
」

を
監

視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 
（

Ｓ
Ａ
）

※
１
 

ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
水
位

※
１
 

「
⑧

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
位

 
（

Ｓ
Ａ
）

※
１
 

ペ
デ
ス
タ

ル
水
位

※
１
 

残
留

熱
代

替
除
去
系

原
子
炉

注
水
流
量

※
１
 

「
④

原
子

炉
圧

力
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

残
留

熱
代

替
除
去
ポ

ン
プ
出

口
圧
力

※
１
 

「
⑭

水
源

の
確

保
」

を
監

視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(６

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑥ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 温 度  

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
温
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

７
 

０
～
3
0
0℃

 
最

大
値

：
1
45

℃
 

原
子

炉
格

納
容

器
の

限
界

温
度
（

20
0℃

）

を
監

視
可

能
。

 
－

（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可

 
㊴
 

ペ
デ

ス
タ

ル
温
度
（

Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～
3
0
0℃

 
最

大
値

：
1
45

℃
 

原
子

炉
格

納
容

器
の

限
界

温
度
（

20
0℃

）

を
監

視
可

能
。

 
－

（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可

 
㊵
 

ペ
デ

ス
タ

ル
水
温
度

（
Ｓ
Ａ

）
 

２
 

０
～
3
0
0℃

 
－

※
８
 

原
子

炉
格

納
容

器
下

部
に

溶
融

炉
心

が
落

下
し

た
場

合
に

お
け

る
原

子
炉

圧
力

容
器

の
破

損
検

知
が

可
能

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可

 
㊶
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～
2
0
0℃

 
最

大
値

：
8
8℃

 
原

子
炉

格
納

容
器

の
限

界
温

度
（

20
0℃

）

を
監

視
可

能
。

 
－

（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可

 
㊷
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～
2
0
0℃

 
最

大
値

：
8
8℃

 

原
子

炉
格

納
容

器
の

限
界

圧
力

（
２

Pd
：

8
5
3
kP
a
［

g
ag
e
］

）
に

お
け

る
サ

プ
レ

ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水

の
飽

和
温

度
（

約

1
7
8℃

）
を

監
視

可
能

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

測
温

 

抵
抗
体

 
可

 
㊸
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(７

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑦ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 圧 力  

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

２
 

０
～
1
,
00
0
kP
a［

ab
s］

 
最

大
値

：
 

3
2
4
kP
a［

g
ag
e］

 

原
子

炉
格

納
容

器
の

限
界

圧
力

（
２

Pd
：

8
5
3
kP
a
［

g
ag
e］

）
を

監
視

可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

 

検
出
器

 
可
 

㊹
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～
1
,
00
0
kP
a［

ab
s］

 
最

大
値

：
 

2
0
6
kP
a［

g
ag
e］

 
－

（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

 

検
出
器

 
可
 

㊺
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
温
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

「
⑥

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
ペ

デ
ス

タ
ル
温
度
（

Ｓ
Ａ
）

※
１
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。

 

  
 

1.15-33
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(８

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑧ 原 子 炉 納 容 器 内 の 水 位  

ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
水
位

 
３
 

－
3
.0
m※

５
，
 

－
1
.0
m※

５
，
 

＋
1
.0
m※

５
 

－
※

８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
溶

融
炉

心
の

冷
却

に
必

要
な

原
子

炉
格

納
容

器
下

部
へ

の
事

前
注

水
量

を
監

視
可

能
。

 

ペ
デ

ス
タ

ル
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
の

崩
壊

熱
に

余
裕

を
見

た
注

水
の

停
止

を
判

断
で

き
る

位
置
（

格
納

容
器

底
面
＋

1.
0
m
）

を
監

視
可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

電
極
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊼
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
位
（
Ｓ

Ａ
）

※
２
 

１
 

－
0
.8
0～

5
.5

0
m※

４
 

－
0
.5

～
０

m※
４
 

ウ
ェ

ッ
ト

ウ
ェ

ル
ベ

ン
ト

操
作

可
否

判
断

を
把

握
で

き
る

範
囲

を
監

視
可
能
。

 

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

を
水

源
と

す
る

非
常

用
炉

心
冷

却
系

の
起

動
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動
（

低
下

）
水

位
：
－

0
.5
m 

に

つ
い

て
も

監
視

可
能

。
）

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊻
 

ペ
デ
ス
タ

ル
水
位

 
４
 

＋
0
.1
m※

６
，
 

＋
1
.2
m※

６
，
 

＋
2
.4
m※

６
，
 

＋
2
.4
m※

６
 

－
※

８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
原

子
炉

格
納

容
器

下
部

に
溶

融
炉

心
の

冷
却

に
必

要
な

水
深

（
＋

2
.4
m
）

が
あ

る
こ

と
を

監
視

可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

電
極
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㊽
 

代
替

注
水

流
量
（
常

設
）

※
１
 

「
⑤

原
子

炉
格

納
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

※
１
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量
（
狭

帯
域

用
）

※
１
 

格
納

容
器

代
替
ス
プ

レ
イ
流

量
※
１
 

ペ
デ

ス
タ

ル
代
替
注

水
流
量

※
１
 

ペ
デ

ス
タ

ル
代
替
注

水
流
量
（
狭

帯
域

用
）

※
１
 

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
槽
水

位
※
１
 

「
⑭

水
源

の
確

保
」

を
監

視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(９

／
18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑨ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の

水 素 濃 度  

格
納

容
器

水
素
濃
度

（
Ｂ
系

）
※
２
 

１
 

０
～

５
vo
l％

／
 

０
～

1
0
0v
o
l％

 
０

～
2
.
0v
o
l％

 

重
大

事
故

等
時

に
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

水
素

濃
度

が
変

動
す

る
可

能
性

の
あ

る
範

囲
（

０
～

9
0.
4
vo
l％

）
を

監
視

可
能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

②
 

熱
伝
導
式

 

水
素

 

検
出
器

 

－
 

㊾
 

格
納

容
器

水
素
濃
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

１
 

０
～

1
0
0v
o
l％

 
０

～
2
.
0v
o
l％

 

重
大

事
故

等
時

に
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

水
素

濃
度

が
変

動
す

る
可

能
性

の
あ

る
範

囲
（

０
～

9
0.
4
vo
l％

）
を

監
視

可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

交
流
電
源

③
 

熱
伝
導
式

 

水
素

 

検
出
器

 

－
 

㊿
 

⑩ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 放 射 線 量 率  

格
納

容
器

雰
囲
気
放

射
線
モ

ニ
タ

 

（
ド
ラ
イ

ウ
ェ
ル
）

 
２
 

1
0
－

２
～

1
0５

Sv
/
h 

約
1
0
Sv
/
h
未

満
 

※
９
 

炉
心

損
傷

の
判

断
値

（
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し

た
場

合
は

約
1
0S
v
/h
）

を

把
握

す
る

上
で

監
視

可
能

（
上

記
の

判
断

値
及

び
推

定
値

は
原

子
炉

停
止

後
の

経
過

時
間

と
と

も
に

低
く

な
る

）
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

①
 

電
離
箱

 
－
 

○51
 

格
納

容
器

雰
囲
気
放

射
線
モ

ニ
タ

 

（
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン

・
チ
ェ

ン
バ
）

 
２
 

1
0
－

２
～

1
0５

Sv
/
h 

約
1
0
Sv
/
h
未

満
 

※
９
 

炉
心

損
傷

の
判

断
値

（
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し

た
場

合
は

約
1
0S
v
/h
）

を

把
握

す
る

上
で

監
視

可
能

（
上

記
の

判
断

値
及

び
推

定
値

は
原

子
炉

停
止

後
の

経
過

時
間

と
と

も
に

低
く

な
る

）
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

①
 

電
離
箱

 
－
 

○52
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
0／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑪ 未 臨 界 の 維 持 又 は 監 視  

中
性
子
源

領
域
計
装

※
２
 

４
 

10
－
１
～
10

６
 ｓ

-1
 

（
1
.
0×

10
３
～
 

1
.
0×

10
９
 

 
 
cm

-2
･ｓ

-1
）

 

定
格

出
力

の
 

約
2
1
倍
 

原
子

炉
の

停
止

時
か

ら
起

動
時

の
中

性
子

束
を

監
視

可
能

。
 

な
お

，
中

性
子

源
領

域
計

装
が

測
定

で
き

る
範

囲
を

超
え

た
場

合
は

，
平

均
出

力
領

域
計

装
に

よ
っ

て
監

視
可
能

。
 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

区
分

Ⅱ
 

交
流
電
源

②
 

核
分
裂

 

計
数
管

 
－
 

○54
 

平
均
出
力

領
域
計
装

※
２
 

６
 

※
７

 

０
～

1
2
5％

 

（
1
.2

×
10

12
～

 

2
.
8×

10
14
 

 
 
c
m-

2 ･
s-

1 ）
 

原
子

炉
の

起
動

時
か

ら
定

格
出

力
運

転
時

の
中

性
子

束
を

監
視

可
能
。

 

な
お

，
設

計
基

準
事

故
及

び
重

大
事

故
等

時
，

一
時

的
に

計
測

範
囲

を
超

え
る

が
，

負
の

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

に
よ

り
短

期
間

で
あ

り
，

か
つ

出
力

上
昇

及
び

下
降

は
急

峻
で

あ
る

。
12
5％

を
超
え
た

領

域
で

そ
の

指
示

に
基

づ
き

操
作

を
伴

う
も

の
で

な
い

こ
と

か
ら

，
現

状
の

計
測

範
囲

で
も

運
転

監
視

上
影

響
は

な
い

。
ま

た
，

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

も
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
等

に
よ

り
中

性
子

束
は

低
下

す
る

た
め

，
現

状
の

計
測

範
囲

で
も

対
応

が
可

能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

②
 

核
分
裂

 

電
離
箱

 
－
 

○53
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
1／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

残 留 熱 代 替 除 去 系  

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

「
⑥

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

残
留

熱
除

去
系
熱
交

換
器
出

口
温
度

 
「

⑫
最

終
ヒ

ー
ト

シ
ン

ク
の

確
保

（
残

留
熱

除
去
系
）
」

を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

残
留

熱
代

替
除
去
系

原
子
炉

注
水
流
量

 
※

２
 

「
④

原
子

炉
圧

力
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

残
留

熱
代

替
除
去
系

格
納
容

器
ス
プ
レ

イ

流
量

※
２
 

「
⑤

原
子

炉
格

納
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水

位
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
⑧

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
１
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉

水
位
（
燃
料

域
）

※
１
 

原
子
炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

残
留

熱
代

替
除
去
ポ

ン
プ
出

口
圧
力

※
１
 

「
⑭

水
源

の
確

保
」

を
監

視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑥

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
温
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

原
子

炉
圧

力
容
器
温

度
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
①

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
2／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

格 納 容 器 フ ィ ル タ ベ ン ト 系  

ス
ク
ラ
バ

容
器
水
位

 
８
 

－
※

８
 

系
統

待
機

時
に

お
け

る
ス

ク
ラ

バ
容

器
水

位
の

範
囲

（
1
,7
00
m
m
～

1,
9
00
m
m
）

及
び

フ
ィ

ル
タ

装
置

機
能

維
持

の
た

め
の

系
統

運
転

時
の

下
限

水
位

か
ら

上
限

水
位

の
範

囲
）

を
監
視

可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

㉔
 

ス
ク
ラ
バ

容
器
圧
力

 
４
 

０
～

１
MP
a［

g
ag
e］

 
－

※
８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
実

施
時

に
，

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

の
最

高
使

用
圧

力

（
0
.8
5
3M
P
a
［

ga
ge

］
）

が
監
視

可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

 

検
出
器

 
可
 

㉕
 

ス
ク
ラ
バ

容
器
温
度

 
４
 

０
～

3
0
0℃

 
－

※
８
 

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

の
最

高
使

用
温

度
（

2
0
0℃

）
を

計
測
可

能
な
範
囲

と

す
る

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可
 

㉖
 

第
１

ベ
ン

ト
フ
ィ
ル

タ
出
口

放
射
線

 

モ
ニ

タ
（

高
レ
ン
ジ

・
低
レ

ン
ジ
）

 

２
 

1
0
－

２
～

1
0５

Sv
/
h 

－
※

８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
実

施
時

（
炉

心
損

傷
し

て
い

る
場

合
）

に
，

想
定

さ
れ

る
第

１
ベ

ン
ト

フ
ィ

ル
タ

出
口

の
最

大
放

射
線

量
率

（
約

1.
6×

1
0１

Sv
/
h
）
を
監

視
可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
電

離
箱

 
－
 

㉗
 

１
 

1
0
－

３
～

1
0４

mS
v
/h
 

－
※

８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
実

施
時

（
炉

心
損

傷
し

て
い

な
い

場
合

）
に

，
想

定
さ

れ
る

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
出

口
の

最
大

放
射

線
量

率
（

約
6
.5

×
1
0－

２
m
Sv
/
h）

を
監
視
可

能
。 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
電

離
箱

 
－
 

第
１
ベ
ン

ト
フ
ィ
ル

タ
出
口

水
素
濃
度

 
１
 

０
～
2
0
vo
l％

／
 

０
～

1
0
0v
o
l％

 
－

※
８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
停

止
後

の
窒

素
に

よ
る

パ
ー

ジ
を

実
施

し
，

第
１

ベ
ン

ト
フ

ィ
ル

タ
出

口
配

管
内

に
滞

留
す

る
水

素
濃

度
が

可
燃

限
界
（

４
v
ol
％

）
未

満
で
あ

る
こ

と

を
監

視
可

能
。

 

－
 

Ｓ
Ａ
用

 

交
流
電
源

①
 

熱
伝
導
式

水
素
濃
度

検
出
器

 

－
 

㉘
 

ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧
力
」
を

監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
サ

プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

格
納
容
器

水
素
濃
度

（
Ｂ
系

）
※
１
 

「
⑨

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

素
濃
度

」
を
監

視
す
る
パ

ラ
メ
ー

タ
と
同
じ

 
格

納
容
器

水
素
濃
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

及
び

重
要

代
替

監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ

ベ
ル

よ
り

1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。
 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基

準
点

は
コ

リ
ウ

ム
シ

ー
ル

ド
上

表
面

（
E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平

均
出

力
領

域
計

装
の

各
チ

ャ
ン

ネ
ル

に
は

1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ
る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準

事
故

時
は

値
な

し
。

 

※
９

：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格

納
容

器
内

雰
囲

気
放

射
線

レ
ベ

ル
の

値
で

判
断

す
る

。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損
傷

し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り

設
計

基
準

で
は
炉
心

損
傷
し

な
い
こ
と

か
ら
こ

の
値
を

下
回

る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流

電
源

設
備

か
ら

の
給

電
に

よ
り

計
測

可
能

な
計

器
は

，
Ｓ

Ａ
用

直
流

電
源

，
区

分
Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
3／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

残 留 熱 除 去 系  

残
留

熱
除

去
系
熱
交

換
器
入

口
温
度

※
２
 

２
 

０
～
2
0
0℃

 
最

大
値

：
9
0℃

 

残
留

熱
除

去
系

の
運

転
時

に
お

け
る

，
残

留
熱

除
去

系
熱

交
換

器
入

口
温

度
の

最
高

使
用

温
度

（
1
1
6℃

）
を

監
視

可
能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

①
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

熱
電
対

 
可
 

⑬
 

残
留

熱
除

去
系
熱
交

換
器
出

口
温
度

 
２
 

０
～
2
0
0℃

 
最

大
値

：
9
0℃

 

残
留

熱
代

替
除

去
系

の
運

転
時

に
お

け

る
，

残
留

熱
除

去
系

熱
交

換
器

出
口

温
度

の
最

高
使

用
温

度
（

1
8
5℃

）
を
監

視
可
能

。 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

①
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

熱
電
対

 
可
 

⑭
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
流

量
 

「
④

原
子

炉
圧

力
容

器
へ

の
注

水
量

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

原
子

炉
圧

力
容
器
温

度
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
①

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル

水
温
度

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑥

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

残
留

熱
除

去
系
熱
交

換
器
冷

却
水
流
量

 
※

１
 

２
 

０
～
1
,
50
0
m3
/
h 

０
～
1
,
21
8
m3
/
h 

残
留

熱
除

去
系

熱
交

換
器

冷
却

水
流

量
の

最
大

流
量

（
1
,
21
8m

3
/
h）

を
監
視
可
能

。
 

移
動

式
代

替
熱

交
換

器
設

備
の

最
大

流
量

（
6
00
m
3 /
h）

を
監

視
可

能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

②
 

差
圧
式

 

流
量

 

検
出
器

 

可
 

⑮
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
圧

力
※
１
 

「
⑬

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス

の
監

視
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
4／

18
) 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の
考

え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№
 

⑬ 格 納 容 器 バ イ パ ス の 監 視  

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 状 態  

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
２
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
水

位
（
燃
料

域
）

※
２
 

原
子
炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

原
子
炉
圧

力
※
２
 

「
②

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
圧

力
（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

原
子

炉
圧

力
容
器
温

度
（
Ｓ

Ａ
）

※
１
 

「
①

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
温

度
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 状 態  

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
温
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

「
⑥

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
温

度
」

」
を
監
視

す
る
パ
ラ

メ
ー
タ

と
同
じ

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

原 子 炉 建 物 内 の 状 態  

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
圧

力
 

３
 

０
～

４
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

1
.
0
MP
a［

g
ag
e］

 

残
留

熱
除

去
系

の
運

転
時

に
お

け
る

，
残

留
熱

除
去

系
系

統
の

最
高

使
用

圧
力

（
1
.0

M
Pa

［
g
a
ge
］

）
を

監
視
可
能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

区
分
Ⅱ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

①
 

弾
性
圧
力

 

検
出
器

 
可
 

⑯
 

低
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
圧
力

 
１
 

０
～

５
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

2
.
0
MP
a［

g
ag
e］

 
 

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
の

運
転

時
に

お
け

る
，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
統

の
最

高
使

用
圧

力
（

2
.
0M
Pa

［
ga
ge

］
）

を
監

視
可

能
。
 

Ｓ
 

区
分
Ⅰ

 

無
停
電

 

交
流
電
源

 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

○21
 

原
子
炉
圧

力
※
１
 

「
②

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
圧

力
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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1.
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2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
5／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№
 

⑭ 水 源 の 確 保 （ １ ／ ２ ）  

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
槽
水

位
 

１
 

０
～
1
,
50
0
m3

 

（
０

～
12

,
54
2
mm
）

 
－

※
８
 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

の
底

部
か

ら
上

端
（

０
～
1
,
49
5
m3
）
を

監
視

可
能

で
あ

る
。 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

差
圧
式

 

水
位

 

検
出
器

 

可
 

⑰
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
位
（
Ｓ

Ａ
）

※
２
 

「
⑧

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 

高
圧

原
子

炉
代
替
注

水
流
量

※
１
 

「
④

原
子

炉
圧

力
容

器
へ

の
注

水
量

」
及

び
「

⑤
原

子
炉

格
納
容

器
へ
の
注

水
量
」

を
監
視
す

る
パ
ラ

メ
ー
タ
と

同
じ

 

代
替

注
水

流
量
（
常

設
）

※
１
 

原
子

炉
隔

離
時
冷
却

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

高
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
流

量
※
１
 

低
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
流
量

※
１
 

残
留

熱
代

替
除
去
系

原
子
炉

注
水
流
量

※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
6／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№
 

⑭ 水 源 の 確 保 （ ２ ／ ２ ）  

低
圧

原
子

炉
代
替
注

水
ポ
ン

プ
出
口
圧

力
※

１
 

２
 

０
～

４
MP
a［

g
ag
e］

 
－

※
８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

け
る

，
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

ポ
ン

プ
の

最
高

使
用

圧
力

（
3
.9
2
MP
a［

g
ag
e］

）
を

監
視
可
能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

⑱
 

原
子

炉
隔

離
時
冷
却

ポ
ン
プ

出
口
圧
力

※
１
 

１
 

０
～
1
0
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

9
.
0
2M
P
a［

ga
g
e］

 
 原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

の
運

転
時

に
お

け

る
，

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
統

の
最

高
使

用
圧

力
（

9.
0
2M

P
a［

ga
g
e］

）
を
監
視

可

能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅱ

 

直
流
電
源

②
 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

⑲
 

高
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
圧
力

※
１
 

１
 

０
～
1
2
MP
a［

g
ag
e］

 
最

大
値

：
 

8
.
9
3M

P
a［

ga
g
e］

 
 高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

の
運

転
時

に
お

け

る
，

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
統

の
最

高
使

用
圧

力
（

8.
9
3M

P
a［

ga
g
e］

）
を
監
視

可

能
。

 

Ｓ
 

区
分
Ⅲ

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

○20
 

残
留

熱
除

去
ポ
ン
プ

出
口
圧

力
※
１
 

「
⑬

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス

の
監

視
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
低

圧
炉

心
ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ

出
口
圧
力

※
１
 

残
留

熱
代

替
除
去
ポ

ン
プ
出

口
圧
力

※
１
 

２
 

０
～

３
MP
a［

g
ag
e］

 
－

※
８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

け
る

，
残

留
熱

代
替

除
去

ポ
ン

プ
の

最
高

使
用

圧
力

（
2
.
5M
P
a

［
g
ag
e］

）
を

監
視

可
能

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 

弾
性
圧
力

検
出
器

 
可
 

⑫
 

原
子

炉
水

位
（
広
帯

域
）

※
１
 

「
③

原
子

炉
圧

力
容

器
内

の
水

位
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
原

子
炉
水

位
（
燃
料

域
）

※
１
 

原
子
炉
水

位
（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び
区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要
監

視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重

大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
7／

18
) 

分
類
 

重
要

監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類

 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑮ 原 子 炉 建 物 内 の 水 素 濃 度  

原
子

炉
建

物
水
素
濃

度
 

１
 

 ６
 

０
～
1
0
vo
l％

 

 

０
～
2
0
vo
l％

 

－
※

８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
原

子
炉

建
物

内
の

水
素

燃
焼

の
可

能
性

（
水

素
濃

度
：

４
v
o
l
％

）
を

把
握

す
る

上
で

監
視

可
能

（
な

お
，

静
的

触
媒

式
水

素
処

理
装

置
に

て
，

原
子

炉
建

物
内

の
水

素
濃

度
を

可
燃

限
界

で
あ

る
４

vo
l
％

未
満

に
低

減
す

る
）

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

交
流
電
源

②
 

触
媒
式

 

水
素

 

検
出
器

 

 

熱
伝
導
式

水
素

 

検
出
器

 

－
 

㉒
 

静
的

触
媒

式
水
素
処

理
装
置

入
口
温
度

 
※

１
 

静
的

触
媒

式
水
素
処

理
装
置

出
口
温
度

 
※

１
 

２
 

 ２
 

０
～

1
0
0℃

 

 

０
～

4
0
0℃

 

－
※

８
 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
静

的
触

媒
式

水
素

処
理

装
置

作
動

時
に

想
定

さ
れ

る
温

度
を

監
視

可
能

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

直
流
電
源

 
熱

電
対

 
可
 

㉓
ａ
 

㉓
ｂ
 

⑯ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 酸 素 濃 度  

格
納

容
器

酸
素
濃
度

（
Ｂ
系

）
※
２
 

１
 

０
～

５
vo
l％

／
 

０
～
2
5
vo
l％

 
4
.
3
vo
l％

以
下

 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

酸
素

濃
度

が
変

動
す

る
可

能
性

の
あ

る
範

囲
（

０
～

3.
0
vo
l
％

）
を

監
視

可
能

。
 

Ｓ
 

区
分
Ⅱ

 

交
流
電
源

②
 

熱
磁
気
風

式
酸
素

 

検
出
器

 

－
 

○55
 

格
納

容
器

酸
素
濃
度

（
Ｓ
Ａ

）
※
２
 

１
 

０
～
2
5
vo
l％

 
4
.
3
vo
l％

以
下

 

重
大

事
故

等
時

に
お

い
て

，
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

酸
素

濃
度

が
変

動
す

る
可

能
性

の
あ

る
範

囲
（

０
～

3.
0
vo
l
％

）
を

監
視

可
能

。
 

－
（
Ｓ
ｓ

）
 

Ｓ
Ａ
用

 

交
流
電
源

③
 

磁
気
力
式

酸
素

 

検
出
器

 

－
 

○56
 

格
納

容
器

雰
囲
気
放

射
線
モ

ニ
タ

 

（
ド
ラ
イ

ウ
ェ
ル
）

※
１
 

「
⑩

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
放

射
線

量
率

」
を

監
視
す
る

パ
ラ
メ

ー
タ
と
同

じ
 

格
納

容
器

雰
囲
気
放

射
線
モ

ニ
タ

 

（
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン

・
チ
ェ

ン
バ

）
※
１
 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ

）
※
１
 

「
⑦

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
圧

力
」

を
監
視
す

る
パ
ラ
メ

ー
タ
と

同
じ

 
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン

バ
圧
力

 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１

：
重

要
代

替
監

視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
 

※
２

：
重
要
監

視
パ
ラ

メ
ー

タ
及

び
重

要
代

替
監

視
パ

ラ
メ

ー
タ

 

※
３

：
基

準
点

は
気

水
分
離

器
下
端
（

原
子
炉

圧
力
容
器

零
レ
ベ

ル
よ

り
1
,
3
28

c
m）

。
 

※
４

：
基

準
点

は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

通
常

水
位

（
E
L5
6
10

）
。

 

※
５

：
基

準
点

は
格

納
容
器

底
面
（

EL
1
0
10
0）

。
 
※
６

：
基
準

点
は

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

上
表

面
（

E
L6
7
06
）

。
 

※
７

：
局

部
出

力
領

域
計
装

の
検
出
器

は
12
4
個
で
あ
り

，
平
均

出
力

領
域

計
装

の
各

チ
ャ

ン
ネ

ル
に

は
1
4
個

又
は

1
7
個

の
信

号
が

入
力

さ
れ

る
。

 

※
８

：
重

大
事

故
等

時
に
使

用
す
る
設

備
の
た

め
，
設
計

基
準
事

故
時

は
値

な
し

。
 

※
９
：
炉

心
損

傷
は

原
子
炉

停
止
後
の

経
過
時

間
に
お
け

る
格
納

容
器

内
雰

囲
気

放
射

線
レ

ベ
ル

の
値

で
判

断
す

る
。
原

子
炉

停
止

直
後

に
炉

心
損

傷
し
た
場

合
の
判
断

値
は

約
1
0
Sv
/
h（

経
過
時

間
と
と
も

に
低
く

な
る
）
で

あ
り
設

計
基

準
で

は
炉

心
損

傷
し

な
い
こ

と
か
ら
こ

の
値
を

下
回
る
。

 

※
1
0：

基
準

点
は

使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ

ッ
ク
上

端
（

EL
35
5
1
8）

。
 

※
11
：

検
出

点
は

７
箇

所
。

 

※
1
2：

所
内

常
設

蓄
電
式
直

流
電
源
設

備
及
び

常
設
代
替

直
流
電

源
設

備
か

ら
の

給
電

に
よ

り
計

測
可

能
な

計
器

は
，

Ｓ
Ａ

用
直

流
電

源
，

区
分

Ⅱ
直

流
電
源

及
び

区
分

Ⅱ
無
停

電
交
流
電

源
を
電

源
と
し
た

計
器
で

あ
る
。
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第
1.
15
－

2
表
 

重
要

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（

重
大
事

故
等

対
処

設
備

）
(1
8／

18
) 

分
類

 
重

要
監
視

パ
ラ
メ
ー

タ
 

重
要

代
替

監
視
パ
ラ

メ
ー
タ

 
個

数
 

計
測

範
囲

 
設

計
基

準
 

把
握

能
力

（
計

測
範

囲
の

考
え
方
）

 
耐

震
性

 
電

源
※

12
 

検
出
器
の

種
類
 

可
搬
型

計
測
器

 

第
1
.
15

－
3 

図
№

 

⑰ 燃 料 プ ー ル の 監 視  

燃
料

プ
ー

ル
水
位
（

Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

－
4
.3
0～

7
.3
0
m※

10
 

（
E
L3
1
21
8～

4
28
18

）
 

6
,
9
82
m
m※

10
 

（
E
L4
2
50
0）

 

重
大

事
故

等
時

に
よ

り
変

動
す
る
可
能

性

の
あ

る
燃

料
プ

ー
ル

上
部

か
ら
底
部
付

近

ま
で

の
範

囲
に

わ
た

り
水

位
を
監
視
可

能
。

 

－
（
Ｓ
ｓ
）
 

Ｓ
Ａ
用

 

交
流
電
源

②
 

 

ガ
イ
ド

 

パ
ル
ス
式

 

水
位
検
出

器
 

－
 

㉙
 

燃
料

プ
ー

ル
水
位
・

温
度
（

Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

※
1
1  

－
1
,0

0
0～

6,
7
10
mm

※
10
 

（
E
L3
4
51
8～

4
22
28

）
 

6
,
9
82
m
m※

10
 

（
E
L4
2
50
0）

 

重
大

事
故

等
時

に
よ

り
変

動
す
る
可
能

性

の
あ

る
燃

料
プ

ー
ル

上
部

か
ら
使
用
済

燃

料
貯

蔵
ラ

ッ
ク

上
端

近
傍

ま
で
の
範
囲

に

わ
た

り
水

位
を

監
視

可
能

。
 

Ｃ
（
Ｓ
ｓ
）
 

区
分
Ⅱ

 

直
流
電
源

①
 

熱
電
対

 
可

 
㉚
 

０
～
1
5
0℃

 
最

大
値

：
 

6
5
℃
 

重
大

事
故

等
時

に
よ

り
変

動
す
る
可
能

性

の
あ

る
燃

料
プ

ー
ル

の
温

度
を
監
視
可

能
。

 

燃
料

プ
ー

ル
エ
リ
ア

放
射
線

モ
ニ
タ

 

（
高

レ
ン
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添付資料 1.15.4-1 

重大事故等対策の成立性 

1. 設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する計装設備への給電

ａ．操作概要 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，設計基準事故対処設備と重大事故

等対処設備を兼用する計装設備への給電のための電源切替えを行う。 

ｂ．作業場所 

中央制御室 

廃棄物処理建物 １階（非管理区域）（補助盤室） 

ｃ．必要要員数及び操作時間 

設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼用する計装設備への給

電のための電源切替えに必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数  ：２名（現場運転員２名） 

想定時間   ：10 分（所要時間目安※１ ：５分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●中央制御室での電源切替え操作：想定時間５分，所要時間目安１分

・電源切替え操作：所要時間目安１分（中央制御室）

●補助盤室での電源切替え操作：想定時間５分，所要時間目安４分

・移動：所要時間目安２分（中央制御室から補助盤室）

・電源切替え操作：所要時間目安２分（補助盤室）

ｄ．操作の成立性 

作業環境：室温は通常運転状態と同程度であり，周辺には支障となる設備

はない。常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エ

リアに配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操 作 性：通常の電源切替え操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型），無線通信設備（固定型），有線式通信

設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備（警報装置
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を含む。）のうち，使用可能な設備により，緊急時対策本部と

の連絡が可能である。 
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2. 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの

対応における事項

＜目 次＞ 

2.1 可搬型設備等による対応 

2.1.1 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応に係る基本的な考え方 

2.1.1.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 

2.1.1.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

2.1.1.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備 

2.1.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項 

2.1.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 

2.1.2.2 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

2.1.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備 

2.1.3 まとめ 
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添付資料 2.1.1  大規模損壊を発生させる可能性のある大規模な自然現象の抽出

プロセスについて 

添付資料 2.1.2  設計基準を超える竜巻事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.3  設計基準を超える凍結事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.4  設計基準を超える積雪事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.5  設計基準を超える落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.6  設計基準を超える火山事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.7  設計基準を超える地滑り・土石流事象のうち土石流に対する事

故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.8  設計基準を超える森林火災事象に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.9  設計基準を超える自然現象の重畳に対する事故シーケンス抽出 

添付資料 2.1.10  ＰＲＡで選定しなかった事故シーケンス等への対応について 

添付資料 2.1.11 大規模損壊発生時の対応 

添付資料 2.1.12 大規模損壊発生時に使用する対応手順書及び設備一覧について 

添付資料 2.1.13 燃料プール大規模漏えい時の対応について 

添付資料 2.1.14 放水砲の設置場所及び使用方法等について 

添付資料 2.1.15 外部事象に対する対応操作の適合性について 

添付資料 2.1.16 米国ガイド（ＮＥＩ 06－12 及びＮＥＩ 12－06）で参考と 

した事項について 

添付資料 2.1.17 大規模損壊発生時に必要な可搬型重大事故等対処設備等の配備

及び防護の状況について 

添付資料 2.1.18 重大事故等と大規模損壊対応に係る体制整備等の考え方 

添付資料 2.1.19 大規模損壊の発生に備えて配備する資機材について 

添付資料 2.1.20 設計基準対象施設に係る要求事項に対する大規模損壊での対応

状況 

添付資料 2.1.21 大規模損壊発生時における放射線防護に係る対応について 

 

 

別冊 非公開資料 

Ⅰ． 具体的対応の共通事項 

Ⅱ． 大規模な自然災害の想定の具体的内容 

Ⅲ． テロの想定脅威の具体的内容 

 

 

 

 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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2.1.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

への対応における事項 

＜要求事項＞ 

発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊(以下「大規模

損壊」という。)が発生するおそれがある場合又は発生した場合における体制の

整備に関し、以下の項目についての手順書が適切に整備されているか、又は整備

される方針が適切に示されていること。また、当該手順書に従って活動を行うた

めの体制及び資機材が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動

に関すること。 

二 大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関す

ること。 

三 大規模損壊発生時における原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に

関すること。 

四 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策

及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関すること。 

五 大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための対策に関す

ること。 

【解釈】 

１ 発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発

生した場合において、第 1 号から第 5 号までに掲げる活動を実施するため

に必要な手順書、体制及び資機材等を適切に整備する方針であること。 

２ 第 1 号に規定する「大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場

合における消火活動」について、発電用原子炉設置者は、故意による大型

航空機の衝突による外部火災を想定し、泡放水砲等を用いた消火活動につ

いての手順等を整備する方針であること。 

３ 発電用原子炉設置者は、本規程における「1.重大事故等対策における要求

事項」の以下の項目について、大規模な自然災害を想定した手順等を整備

する方針であること。 

1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための

手順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための

手順等 

1.5 最終ヒートシンクヘ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

2.1-18
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2.1.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 

自然災害については，大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害の事象

を選定したうえで，整備した対応手順書の有効性を確認する。これに加え，Ｐ

ＲＡの結果に基づく事故シーケンスグループの選定にて抽出しなかった地震及

び津波特有の事象として発生する事故シーケンスについても対応できる手順書

として整備する。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムについては，様々な状況が

想定されるが，その中でも施設の広範囲にわたる損壊，多数の機器の機能喪失

及び大規模な火災が発生して発電用原子炉施設に大きな影響を与える事象を前

提とした対応手順書を整備する。 

 

(1) 大規模損壊のケーススタディで扱う自然現象の選定について 

大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象を網羅的に抽出するため，

島根原子力発電所及びその周辺での発生実績に関わらず，国内で一般に発生

し得る事象に加え，国内外の基準で示されている外部事象を抽出した。 

各事象（重畳を含む。）について，設計基準を超えるような過酷な状況を

想定した場合の発電用原子炉施設への影響度を評価し，特に発電用原子炉施

設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象を選定し，さらに大規模損

壊のケーススタディとして扱う事象をその中から選定した。 

検討プロセスをフローで表したものを第１図に示す。また検討内容につい

て以下に示す。 

 

ａ. 自然現象の網羅的な抽出 

国内外の基準を参考に，網羅的に自然現象を抽出・整理し，自然現象55

事象を抽出した。（添付資料2.1.1参照） 

 

ｂ. 特に発電用原子炉施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象の

選定 

各自然現象について，設計基準を超えるような非常に過酷な状況を想定

した場合に発電用原子炉施設の安全性が損なわれる可能性について評価を

実施し，発生し得るプラント状態（起因事象）を特定した。 

プラント状態を特定するに当たっては，イベントツリーによる事象進展

1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

1.12 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

４ 発電用原子炉設置者は、上記３の項目について、故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムも想定した手順等を整備する方針であること。 
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評価又は定性的な評価を実施した。 

主要な事象（検討した結果，特に発電用原子炉施設の安全性に影響を与

える可能性があるとして整理された事象）の影響を整理した結果を第１表，

第２表及び第２図にそれぞれ示す。その他の事象を含む全事象に対する検

討内容については添付資料 2.1.1 に示す。検討した結果，特に発電用原子

炉施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象として選定されたも

のは次のとおり。 

・地震 

・津波 

・地震と津波の重畳 

・竜巻 

・凍結 

・積雪 

・落雷 

・地滑り・土石流 

・火山の影響 

・森林火災 

・隕石 

 

ｃ. ケーススタディの対象シナリオ選定 

上記で選定された自然現象について，それぞれで特定した起因事象・シ

ナリオを基に，大規模損壊のケーススタディとして想定することが適切な

事象を選定する。 

上記ｂ．での整理から，発電用原子炉施設の最終状態は次の３項目に類

型化することができ，第３表に事象ごとに整理した結果を示す。 

・重大事故等対策で想定していない事故シーケンス（大規模損壊） 

・重大事故等対策で想定している事故シーケンス 

・設計基準事故で想定している事故シーケンス 

 

第３表に示すとおり，発電用原子炉施設において大規模損壊を発生させ

る可能性のある自然現象は，地震，津波，地震と津波の重畳，積雪，落雷，

火山の影響及び隕石の７事象となる。 

また，大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象のうち，以下の事

象については，他の事象のシナリオに代表させることができる。 

 

・積雪 

最も過酷なケースは全交流動力電源喪失＋計装・制御系喪失となる。

積雪については大型航空機の衝突と異なり事象進展がある程度遅いこ

とから，事前に除雪等の対応が可能となる。非常に過酷な状況を考慮
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した場合にも，除雪の対象を限定し最小限必要な設備（原子炉建物や

アクセスルート等）について健全性を維持させるといった対応により

損傷範囲を抑制することが可能であることから，津波又は地震と津波

の重畳のシナリオに代表させる事象として整理した。 

・落雷 

最も過酷なケースは外部電源喪失＋計装・制御系喪失となるが，地

震と津波の重畳のシナリオ又は大型航空機の衝突に代表させることが

できる。 

・火山の影響 

最も過酷なケースは全交流動力電源喪失＋計装・制御系喪失となる。

火山の影響についても，大量の降下火砕物がある場合には，積雪時と

同様，降下火砕物を除去することで，影響範囲を抑制することが可能

であることから，津波又は地震と津波の重畳のシナリオに代表させる

事象として整理した。 

・隕石 

隕石衝突に伴う建物・屋外設備の損傷については，大型航空機の衝

突のシナリオに代表させることができる。 

発電所敷地への隕石落下に伴う振動の発生については，地震のシナ

リオに代表させることができる。 

また，隕石の発電所近海への落下に伴う津波については，津波のシ

ナリオに代表させることができる。 

 

以上より，自然現象として，地震，津波及び地震と津波の重畳の３事象

をケーススタディとして選定する。これら３事象で想定する事故シーケン

スと代表シナリオは次のとおりとする。 

 

(a) 地震 

地震レベル１ＰＲＡにより抽出した事故シーケンスには，Ｅｘｃｅｓ

ｓｉｖｅ ＬＯＣＡ，原子炉格納容器損傷，原子炉圧力容器損傷，計

装・制御系喪失，格納容器バイパス，原子炉建物損傷，制御室建物損傷，

廃棄物処理建物損傷，全交流動力電源喪失＋原子炉停止失敗等がある。

また，内部事象のレベル 1.5ＰＲＡにより，炉心損傷後に格納容器バイ

パスに至る原子炉格納容器の破損モードとして，格納容器隔離失敗を抽

出している。大規模な地震が発生した場合には，これらの事故シーケン

ス，あるいは複数の事故シーケンスの組合せが生じることが考えられる

が，大規模損壊が発生した場合の対応手順書の有効性を確認する観点か

ら，ケーススタディとして，大規模な地震で原子炉格納容器内の原子炉

冷却材圧力バウンダリにおいて，大破断ＬＯＣＡを超える規模の損傷が

発生し，炉心損傷に至るＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡを代表シナリオ
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として選定する。この際，地盤の陥没等により，アクセスルートの通行

に支障をきたす可能性を考慮する。 

 

(b) 津波 

津波レベル１ＰＲＡにより抽出した事故シーケンスとして，直接炉心

損傷に至る事象がある。また，内部事象のレベル 1.5ＰＲＡにより，炉

心損傷後に格納容器バイパスに至る原子炉格納容器の破損モードとして，

格納容器隔離失敗を抽出している。大規模な津波が発生した場合には，

これらの事故シーケンス，あるいは複数の事故シーケンスの組合せが生

じることが考えられるが，大規模損壊が発生した場合の対応手順書の有

効性を確認する観点から，防波壁を超える規模の津波により，原子炉建

物付属棟地下階が浸水する前提において，ケーススタディとして，全交

流動力電源喪失＋直流電源喪失＋計装・制御系喪失に至る事象を代表シ

ナリオとして選定する。この際，取水槽エリアの浸水により，アクセス

ルートの通行に支障をきたす可能性を考慮する。 

 

(c) 地震と津波の重畳 

地震と津波の重畳では，上記の地震及び津波の項で想定した事故シー

ケンスの組合せとして，全交流動力電源喪失＋直流電源喪失＋Ｅｘｃｅ

ｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ＋計装・制御系喪失等が想定される。ケーススタ

ディとしては，対応手順書の有効性を確認する観点から，この事故シー

ケンスを代表シナリオとして選定する。この際，地盤の陥没等及び取水

槽エリアの浸水により，アクセスルートの通行に支障をきたす可能性を

考慮する。 

 

(2) 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における考慮に

ついて 

テロリズムには様々な状況が想定されるが，その中でも施設の広範囲にわ

たる損壊，多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発生して発電用原子炉

施設に大きな影響を与える故意による大型航空機の衝突をケーススタディと

して選定する。 

なお，爆発等の人為事象による発電用原子炉施設への影響については，故

意による大型航空機の衝突に代表させることができる。 

 

以上より，大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，(1)及び(2)

において整理した大規模損壊の発生によって，多量の放射性物質が環境中に放

出されるような万一の事態に至る可能性も想定し，発電用原子炉施設において

使える可能性のある設備，資機材及び要員を最大限に活用した多様性及び柔軟

性を有する手段を構築する。 
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（添付資料2.1.2，2.1.3，2.1.4，2.1.5，2.1.6，2.1.7，2.1.8，2.1.9，

2.1.10参照）
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第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

１
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

地
震

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
基

準
地

震
動

を
超

え
る

地
震

の
発

生
を

想
定
す

る
。

 

・
事

前
の

予
測

に
つ

い
て

は
，

現
在

確
立

し
た
手

法
が
存

在
し
な

い
こ
と

か
ら
，

予
兆
な

く
発
生

す
る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
送

受
電

設
備

の
碍

子
等

の
損

傷
に

よ
り

，
外
部

電
源
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
等

の
損

傷
に

よ
る
補

機
冷
却

系
喪
失

及
び
非

常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
の
損

傷
に

よ

る
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
至

る
可
能
性

が
あ
る

。
 

・
直

流
電

源
を

供
給

す
る

設
備

の
損

傷
に

よ
り
，

非
常
用

交
流
電

源
の
制

御
機
能

等
が
喪

失
す
る

た
め
，

全
交

流

動
力

電
源

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ
る
。

 

・
原

子
炉

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場

合
に
は

，
緩
和

で
き
な

い
大
規

模
な
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ

（
Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ
ｓ

ｓ
ｉ

ｖ

ｅ
 

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

）
が

発
生

す
る

と
同
時
に

，
建
物

内
の
原

子
炉
注

水
系
配

管
が
損

傷
し
て

原
子
炉

注
水
機

能
も

喪
失

す
る

た
め

，
重

大
事

故
に

至
る

可
能

性
が
あ

る
。
建

物
損
傷

の
二
次

的
被
害

に
よ
り

，
原
子

炉
格
納

容
器

や
原

子
炉

格
納

容
器

の
貫

通
配

管
が
損
傷

し
て
お

り
，
閉

じ
込
め

機
能
に

も
期
待

す
る
こ

と
は
で

き
な
い

。
 

・
原
子

炉
格

納
容

器
内

の
配

管
及

び
Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ
注

入
配
管

が
同
時

に
損
傷

し
て

，
大
規
模

な
Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ
（

Ｅ
ｘ

ｃ

ｅ
ｓ

ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

が
発
生

す
る
と
同

時
に

，
原
子
炉

注
水
機

能
も

喪
失
す
る

た
め

，
重
大
事

故
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
原

子
炉

圧
力

容
器

の
損

傷
に

よ
り

，
原

子
炉
冷

却
材
圧

力
バ
ウ

ン
ダ
リ

の
大
規

模
な
損

傷
や
，

炉
内
構

造
物

の

大
規

模
な

破
損

に
よ

る
原

子
炉

冷
却
材
の

流
路
閉

塞
等
に

よ
り
，

炉
心
の

除
熱
が

困
難
と

な
り
重

大
事
故

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
制

御
室

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場

合
に
は

，
建
物

内
に
設

置
さ
れ

て
い
る

主
要
な

設
備
の

す
べ
て

が
同

時

に
損

傷
す

る
こ

と
を

想
定

す
る

と
，
中
央

制
御
室

損
傷
に

よ
る
中

央
制
御

盤
等
の

損
傷
に

よ
り
原

子
炉
注

水
機

能
等

が
喪

失
し

，
重

大
事

故
に

至
る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場
合

に
は
，

建
物
内

に
設
置

さ
れ
て

い
る
主

要
な
設

備
の
す

べ
て

が

同
時

に
損

傷
す

る
こ

と
を

想
定

す
る
と
，

補
助
盤

室
や
バ

ッ
テ
リ

室
損
傷

に
よ
り

緩
和
系

の
制
御

機
能
が

喪
失

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

原
子

炉
注

水
機
能
等

が
喪
失

し
，
重

大
事
故

に
至
る

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
複

数
の

制
御

盤
等

が
同

時
に

損
傷

す
る

こ
と
に

よ
り
，

計
装
・

制
御
系

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
常

時
開

の
隔

離
弁

に
接

続
し

て
い

る
配

管
が
原

子
炉
格

納
容
器

外
で
破

損
す
る

と
同
時

に
隔
離

弁
が
閉

失
敗

す

る
こ

と
で

，
高

温
・

高
圧

の
原

子
炉
冷
却

材
が
隔

離
不

能
な
状
態

で
原
子

炉
格
納

容
器
外

（
原
子

炉
建

物
）

へ

流
出

し
，

複
数

の
緩

和
系

が
機

能
喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

【
基

準
地

震
動

を
超

え
る

地
震

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
】
 

・
送

受
電

設
備

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

 

・
直

流
電

源
 

・
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
 

バ
ウ

ン
ダ

リ
 

・
設

計
基

準
事

故
対

処
設

備
 

（
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
等

）
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

・
原

子
炉

圧
力

容
器

 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
計

装
・

制
御

系
 

・
隔

離
弁

の
閉

機
能

及
び

 

 
原

子
炉

格
納

容
器

外
配

管
 

・
燃

料
プ

ー
ル

 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相
乗

し
て

発
生

す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
全

交
流

動
力

電
源

 

喪
失
 

・
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
及

び
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注
水

機
能

喪
失
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

 

損
傷
 

・
原

子
炉

圧
力

容
器

 

損
傷
 

・
原

子
炉

建
物

損
傷

 

・
制

御
室

建
物

損
傷

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

損
傷
 

・
計

装
・

制
御

系
喪

失
 

・
格

納
容

器
バ

イ
パ

ス
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表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

２
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る
 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

地
震

 
・

燃
料

プ
ー

ル
の

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

に
よ
る

プ
ー
ル

水
の
溢

水
及
び

全
交
流

動
力
電

源
喪
失

に
よ
る

燃
料
プ

ー
ル

冷

却
系

の
機

能
喪

失
に

伴
う

プ
ー

ル
水
の
蒸

発
に
よ

り
，
燃

料
プ
ー

ル
の
水

位
が
低

下
す
る

。
 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
の

監
視

機
能

が
喪
失

す
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
保

管
し

て
い

る
危

険
物

に
よ

る
火

災
の

発
生
の

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
斜

面
の

崩
壊

，
地

盤
の

陥
没

等
に

よ
り

ア
ク
セ

ス
ル
ー

ト
の
通

行
が
困

難
と
な

り
，
事

故
の
対

策
に
影

響
を

及

ぼ
す

可
能

性
が

あ
る

。
 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
プ
ラ

ン
ト
状

況
の
把

握
，
給

電
及
び

注
水
を

行
う

。
 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
が

使
用

で
き

な
い
場

合
は
，

可
搬
式

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

・
ポ
ス

ト
に
よ

り
測
定

及
び

監

視
を

行
う

。
 

・
火

災
が

発
生

し
た

場
合

は
，

化
学

消
防

自
動
車

等
の
消

火
設
備

に
よ
る

消
火
を

行
う
。

 

・
屋

外
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

上
に

通
行

不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

 
 

津
波

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
発

電
所

近
傍

を
震

源
と

す
る

地
震

を
考

慮
し

，
地

震
発

生
後

，
1
5
分

程
度

で
津

波
が

襲
来

す
る

と
想

定
す

る
。
 

・
基

準
津

波
を

超
え

る
規

模
と

し
て

，
防

波
壁
の

高
さ
（

1
5m
）

を
上
回

る
高
さ

の
津
波

を
想
定

す
る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
屋

外
変

圧
器

の
水

没
に

よ
り

，
外

部
電

源
喪
失

に
至
る

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
の

水
没

に
よ

り
，

補
機
冷
却

系
喪
失

に
至

る
可
能
性

が
あ
る

。
 

・
建

物
内

へ
の

浸
水

に
よ

り
，

計
装

・
制

御
系

，
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
等

の
緩

和
機

能
が

喪
失

し
，

直
接

炉
心

損
傷

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
タ

ン
ク

等
か

ら
の

火
災

発
生

，
漂

流
物

等
に

よ
り

，
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
通

行
に

支
障

を
き

た
し

，
重

大
事

故
等

対
策

に
影

響
を

及
ぼ

す
可

能
性

が
あ

る
。

 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
プ
ラ

ン
ト
状

況
の
把

握
，
給

電
及
び

注
水
を

行
う
。

 

・
火
災

が
発

生
し

た
場

合
は

，
化

学
消
防

自
動
車

等
の
消

火
設
備

に
よ
る

消
火

を
行
う
。

 

・
屋
外

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
上

に
通

行
不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

【
防

波
壁

を
超

え
る

高
さ

の

津
波

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機
器
】

 

・
送

受
電

設
備

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
計

装
・

制
御

系
，

Ｅ
Ｃ

Ｃ

Ｓ
等

の
緩

和
機

能
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
直

接
炉

心
損

傷
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第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

３
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

竜
巻

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
外

部
事

象
防

護
対

象
施

設
は

，
風

速
9
2
m/
s
の

竜
巻

か
ら

設
定

し
た

荷
重

に
対

し
て

，
竜

巻
防

護
対

策
設

備
に

よ
り

防
護

す
る

こ
と

等
に

よ
り

安
全
機
能

を
損
な

わ
な
い

設
計
と

し
て

い
る
。

 

・
事

前
の

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

性
に

影
響

を
与

え
る

こ
と

が
な

い
よ

う
に

，
あ

ら
か

じ
め

体
制

を
強

化
し
て

安
全

対
策

（
飛

来
物

発
生

防
止

対
策

の
確

認
等

）
を

講
じ

る
こ

と
が

可

能
で

あ
る

。
 

・
最

大
風

速
9
2
m/
sを

超
え

る
規

模
の

竜
巻
を
想

定
す
る

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
風

荷
重

又
は

飛
来

物
に

よ
っ

て
，

送
受

電
設
備

が
損
傷

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
気

圧
差

荷
重

又
は

飛
来

物
に

よ
っ

て
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

設
備

の
う

ち
燃

料
移

送
ポ

ン
プ

が
損

傷

し
，

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
の

発
生

を
想

定
す
る

と
全
交

流
動
力

電
源
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
気

圧
差

荷
重

に
よ

っ
て

，
原

子
炉

建
物

付
属

棟
空

調
換

気
系

の
ダ

ク
ト

や
ダ

ン
パ

等
が

損
傷

し
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
室

の
室

温
上

昇
に
よ

り
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

が
機

能
喪

失
し

，
同

時
に

外
部

電
源

喪

失
の

発
生

を
想

定
す

る
と

全
交

流
動

力
電

源
喪
失

に
至
る

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
気

圧
差

荷
重

又
は

飛
来

物
に

よ
っ

て
，

原
子

炉
補

機
海

水
ポ

ン
プ

が
損

傷
し

，
補

機
冷

却
系

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
原

子
炉

建
物

外
壁

を
貫

通
し

た
飛

来
物

に
よ

っ
て

，
原

子
炉

補
機

冷
却

系
サ

ー
ジ

タ
ン

ク
が

損
傷

し
，

補
機

冷
却

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
飛

来
物

等
に

よ
り

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
の

通
行

に
支

障
を

き
た

し
，

重
大

事
故

等
対

策
に

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

あ
る

。
 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
給
電

及
び

注
水

を
行

う
。

 

・
屋
外

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
上

に
通

行
不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
最

大

風
速

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機
器

】
 

・
送

受
電

設
備

 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
 

 
発

電
機
 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
原

子
炉

補
機

冷
却

系
 

 
サ

ー
ジ

タ
ン

ク
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

 

喪
失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

 

2.1-26

407



 

 

第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

４
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象
が

発
電
用

原
子
炉

施
設
へ

与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

凍
結

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
に

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

機
能

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

，
事

前
に

保
温

，
電

熱
線
ヒ

ー
タ
に

よ
る
凍

結
防
止

対
策
を

実
施
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

 

・
低

温
に

お
け

る
設

計
基

準
温

度
－

8
.
7℃

を
下
回
る

規
模
を
想

定
す
る

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
送

受
電

設
備

へ
の

着
氷

に
よ

っ
て

地
絡

・
短
絡

を
起
こ

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
低

温
に

よ
っ

て
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

燃
料

移
送

系
配

管
内

の
軽

油
が

凍
結

し
，

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
の

発
生

を
想

定
す

る
と

全
交

流
動

力
電

源
喪
失

に
至
る

可
能
性

が
あ
る

。
 

【
主

な
対

応
】

 

・
事

前
の

凍
結

防
止

対
策

（
加

温
，

循
環

運
転

等
の
凍
結

防
止
対

策
）
を

行
う
。

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
給
電

及
び
注

水
を
行

う
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
低

温

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機

器
】
 

・
送

受
電

設
備

 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
 

発
電

機
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

 

喪
失
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第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

５
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象
が

発
電
用

原
子
炉

施
設
へ

与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

積
雪

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
に

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

機
能

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

，
あ

ら
か

じ
め

体
制

を
強
化

し
て
対

策
（
除

雪
）
を

実
施
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

 

・
設

計
基

準
積

雪
量

1
0
0c
mを

超
え

る
規

模
の
積

雪
を
想

定
す
る

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
送

受
電

設
備

へ
の

着
雪

に
よ

っ
て

地
絡

・
短
絡

を
起
こ

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
積

雪
荷

重
に

よ
っ

て
，

変
圧

器
が

損
傷

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
積

雪
に

よ
る

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

燃
焼

用
給

気
フ

ィ
ル

タ
の

目
詰

ま
り

又
は

燃
焼

用
給

気
口

の
閉

塞
に

よ
り

，
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
機

能
が

喪
失

し
，

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
の

発
生

を
想

定
す

る

と
，

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
に

至
る

可
能

性
が
あ

る
。

 

・
積

雪
荷

重
に

よ
っ

て
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

焼
用

給
気

口
が

損
傷

し
，

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
の

発
生

を
想

定
す

る
と

，
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
積

雪
荷

重
に

よ
っ

て
，

原
子

炉
建

物
屋

上
が

崩
壊

，
原

子
炉

補
機

冷
却

系
サ

ー
ジ

タ
ン

ク
が

損
傷

し
，

補
機

冷
却

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
積

雪
荷

重
に

よ
っ

て
，

原
子

炉
補

機
海

水
ポ
ン

プ
が
損

傷
し
，

補
機
冷

却
系
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
積

雪
に

よ
っ

て
，

原
子

炉
補

機
海

水
ポ

ン
プ

の
モ

ー
タ

冷
却

口
が

閉
塞

し
，

補
機

冷
却

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
積

雪
荷

重
に

よ
っ

て
，

制
御

室
建

物
屋

上
が

崩
壊

，
中

央
制

御
室

が
損

傷
し

，
計

装
・

制
御

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
積

雪
に

よ
り

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
の

通
行

に
支

障
を

き
た

し
，

重
大

事
故

等
対

策
に

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

あ
る

。
 

【
主

な
対

応
】

 

・
あ
ら

か
じ

め
体

制
を

強
化

し
て

対
策
（

除
雪
）

を
行
う

。
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
給
電

及
び

注
水

を
行

う
。

 

・
屋
外

ア
ク

セ
ス

ル
ー

ト
上

に
通

行
不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
積

雪

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機

器
】
 

・
送

受
電

設
備

 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
 

 
発

電
機
 

・
原

子
炉

補
機

冷
却

系
 

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
計

装
・

制
御

系
 

 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

 

喪
失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
計

装
・

制
御

系
喪

失
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第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

６
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

落
雷

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
設

計
基

準
電

流
値

1
5
0k
Aを

超
え

る
雷

サ
ー
ジ

の
影
響

を
想
定

す
る
。

 

・
落

雷
に

対
し

て
，

建
築

基
準

法
に

基
づ

き
高

さ
2
0
m
を

超
え

る
排

気
筒

等
へ

避
雷

設
備

を
設

置
し

，
避

雷
導

体

に
よ

り
接

地
網

と
接

続
す

る
。

接
地

網
は
，

雷
撃

に
伴

う
構

内
接

地
系

の
接

地
電

位
分

布
を

平
坦

化
す

る
こ

と

か
ら

，
安

全
保

護
系

等
の

設
備

に
影
響
を

与
え
る

こ
と
は

な
く
，

安
全
に

大
地
に

導
く
こ

と
が
で

き
る

。
 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響
評
価

】
 

・
直

撃
雷

に
よ

っ
て

送
受

電
設

備
が
損
傷

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
直

撃
雷

に
よ

っ
て

，
原

子
炉

補
機
海
水

ポ
ン
プ

が
損
傷

し
，
補

機
冷
却

系
喪
失

に
至
る

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
建

物
避

雷
設

備
等

か
ら

誘
導

雷
サ

ー
ジ

が
建

物
内

に
侵

入
し

，
電

気
盤

内
の

制
御

回
路

が
損

傷
し

，
計

装
・

制
御

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る
。

 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等
に
よ

る
給
電

及
び

注
水
を
行

う
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
落

雷

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機

器
】
 

・
送

受
電

設
備

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
計
装

・
制

御
系
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
計

装
・

制
御

系
喪

失
 

地
滑
り

 

・
土
石
流

 

【
影

響
評

価
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
】

 

・
事

前
の

予
測

に
つ

い
て

は
，

現
在
確
立

し
た
手

法
が
存

在
し
な

い
こ
と

か
ら
，

予
兆
な

く
発
生

す
る
。

 

・
設

計
基

準
に

お
け

る
影

響
範

囲
（

土
石

流
危
険

区
域
）

を
超
え

る
影
響

範
囲

の
土
石
流

を
想
定

す
る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響
評
価

】
 

・
土

砂
の

荷
重

に
よ

っ
て

送
受

電
設
備
が

損
傷
し

，
外
部

電
源
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等
に
よ

る
給
電

及
び

注
水
を
行

う
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
地

滑

り
・

土
石

流
を

想
定

し
た

場
合

に
喪

失
す

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
】

 

・
送

受
電

設
備

 

・
外

部
電

源
喪

失
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第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

７
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象
が

発
電
用

原
子
炉

施
設
へ

与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

火
山

の
 

影
響

 

【
影

響
評

価
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
】

 

・
予

報
等

に
よ

り
事

前
に

予
測

が
可

能
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

機
能

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
が

な
い

よ
う

，
あ

ら
か

じ
め
体
制

を
強
化

し
て
対

策
（
除

灰
）
を

実
施
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

（
火

山
灰

）
の

堆
積

厚
さ

の
設

計
基

準
で

あ
る

56
c
m
を

超
え

る
規

模
の

堆
積

厚
さ

を
想

定
す

る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響
評
価

】
 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
っ
て
，

送
受
電

設
備
が

損
傷
し

，
外
部

電
源
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

が
送

受
電

設
備

へ
付

着
し

，
霧

や
降

雨
の

水
分

を
吸

収
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
，

地
絡

・
短

絡
を

起
こ

し
，

外
部

電
源

喪
失

に
至

る
可
能
性

が
あ
る

。
 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
っ

て
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
燃

焼
用

給
気

口
が

損
傷

し
，

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
の

発
生

を
想

定
す

る
と
，
全

交
流
動

力
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
降

下
火

砕
物

に
よ

る
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
燃

焼
用

給
気

フ
ィ

ル
タ

の
目

詰
ま

り
又

は
燃

焼
用

給
気

口
の

閉
塞

に
よ

っ
て

，
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ
ル

発
電

機
の

機
能

が
喪

失
し

，
同

時
に

外
部

電
源

喪
失

の
発

生
を

想

定
す

る
と

，
全

交
流

動
力

電
源

喪
失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

に
よ

っ
て

，
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
設

備
の

う
ち

燃
料

移
送

ポ
ン

プ
の

軸
受

が
損

傷
し

，
同

時
に

外
部

電
源

喪
失

の
発

生
を

想
定
す
る

と
，
全

交
流
動

力
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
っ

て
，

原
子

炉
建

物
屋

上
が

崩
壊

，
原

子
炉

補
機

冷
却

系
サ

ー
ジ

タ
ン

ク
が

損
傷

し
，

補
機

冷
却

系
喪

失
に

至
る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
っ

て
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
が

損
傷

し
，

補
機

冷
却

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
海

水
中

の
降

下
火

砕
物

が
高

濃
度

な
場

合
に

，
熱

交
換

器
の

伝
熱

管
，

海
水

ポ
ン

プ
軸

受
の

閉
塞

に
よ

る
異

常
摩

耗
や

海
水

ス
ト

レ
ー

ナ
の

閉
塞

に
よ
っ

て
，

原
子

炉
補

機
海

水
ポ

ン
プ

が
機

能
喪

失
し

，
補

機
冷

却
系

喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
降

下
火

砕
物

に
よ

っ
て

，
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
の

モ
ー

タ
冷

却
口

が
閉

塞
し

，
補

機
冷

却
系

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
っ

て
，

制
御

室
建

物
屋

上
が

崩
壊

，
中

央
制

御
室

が
損

傷
し

，
計

装
・

制
御

系
喪

失
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
降

下
火

砕
物

に
よ

り
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

の
通

行
に

支
障

を
き

た
し

，
重

大
事

故
等

対
策

に
影

響
を

及
ぼ

す
可

能
性

が
あ

る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
降

下

火
砕

物
堆

積
厚

さ
を

想
定

し
た

場
合

に
喪

失
す

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
】

 

・
送

受
電

設
備

 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
 

 
発

電
機
 

・
原

子
炉

補
機

冷
却

系
 

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
計

装
・

制
御

系
 

 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態

が
相

乗
し

て
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

る
】

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
全

交
流

動
力

電
源

 

 
喪

失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
計

装
・

制
御

系
喪

失
 

2.1-30

411



 

 

第
１

表
 

自
然
現

象
が

発
電
用
原

子
炉
施

設
へ

与
え
る
影

響
評

価
（

８
／

８
）

 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る

自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

火
山

の
 

影
響

 

【
主

な
対

応
】

 

・
あ

ら
か

じ
め

体
制

を
強

化
し

て
対
策
（

除
灰
）

を
行
う

。
 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等
に
よ

る
給
電

及
び
注

水
を
行

う
。

 

・
屋

外
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

上
に

通
行
不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

 
 

森
林
火
災

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
防

火
帯

を
越

え
て

延
焼

す
る

よ
う
な
規

模
を
想

定
す
る

。
 

・
森

林
火

災
が

拡
大

す
る

ま
で

の
時
間
的

余
裕
は

十
分
に

あ
る
こ

と
か
ら

，
発
電

用
原
子

炉
施
設

の
安
全

機
能

に

影
響

を
与

え
る

こ
と

が
な

い
よ

う
，

予
防

散
水

す
る
等
の

必
要
な

安
全
措

置
を
講

じ
る
こ

と
が
で

き
る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響
評
価

】
 

・
森

林
火

災
の

輻
射

熱
に

よ
っ

て
，

送
受

電
設
備

が
損
傷

し
，
外

部
電
源

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

【
主

な
対

応
】

 

・
早

期
の

消
火

体
制

確
立

に
よ

る
火
災

影
響
緩
和

対
策

を
行
う
。

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等
に
よ

る
給
電

及
び
注

水
を
行

う
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
森

林

火
災

を
想

定
し

た
場

合
に

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

機
器
】

 

・
送

受
電

設
備

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

 

隕
石

 
【

影
響

評
価

に
当

た
っ

て
の

考
慮

事
項
】

 

・
事

前
の

予
測

に
つ

い
て

は
，

行
え

な
い

も
の
と

し
て
想

定
す
る

。
 

【
隕

石
が

落
下

し
た

場
合

の
影

響
評
価
】

 

・
建

物
又

は
屋

外
設

備
に

隕
石

が
衝

突
し

た
場

合
は

，
当

該
建

物
又

は
設

備
が

損
傷

し
，

機
能

喪
失

に
至

る
可

能

性
が

あ
る

。
 

・
発

電
所

敷
地

に
隕

石
が

落
下

し
た

場
合

に
発

生
す

る
振

動
に

よ
り

設
備

が
損

傷
し

，
機

能
喪

失
に

至
る

可
能

性

が
あ

る
。

 

・
発

電
所

近
海

に
隕

石
が

落
下

し
た

場
合

に
発

生
す

る
津

波
に

よ
り

設
備

が
浸

水
し

，
機

能
喪

失
に

至
る

可
能

性

が
あ

る
。

 

【
主

な
対

応
】

 

・
建

物
又

は
屋

外
設

備
等

に
隕

石
が

衝
突

し
た

場
合

は
，

故
意

に
よ

る
大

型
航

空
機

の
衝

突
と

同
様

に
対

応
す

る
。

 

・
発

電
所

敷
地

に
隕

石
が

衝
突

し
，
振
動

が
発
生

し
た
場

合
は

，
地
震
発

生
時
と

同
様
に

対
応
す

る
。

 

・
発

電
所

近
海

に
隕

石
が

落
下

し
，
津
波

が
発
生

し
た
場

合
は
，

津
波
発

生
時
と

同
様
に

対
応
す

る
。

 

・
屋

外
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

上
に

通
行
不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

・
具

体
的

な
喪

失
す

る
機

器
は

特
定

し
な

い
 

（
地

震
，

津
波

又
は

故
意

に
よ

る
大

型
航

空
機

の

衝
突

に
よ

る
影

響
に

包

含
）
 

・
具

体
的

な
プ

ラ
ン

ト

状
態

は
特

定
し

な
い

 

（
地

震
，

津
波

又
は

故
意

に
よ

る
大

型

航
空

機
の

衝
突

に

よ
る

影
響

に
包

含
）
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第
２

表
 

自
然
現

象
の

重
畳
が
発

電
用
原

子
炉

施
設
へ
与

え
る

影
響

評
価

（
１

／
２

）
 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る
自
然

現
象

が
発
電
用

原
子
炉

施
設

へ
与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然
現

象
の

想
定

規
模

と
 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

大
規

模
地

震
と

大
規

模
津

波
の

重
畳

 

【
影

響
評

価
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
】

 

・
事

前
の

予
測

に
つ

い
て

は
，

現
在

確
立

し
た
手

法
が
存

在
し
な

い
こ
と

か
ら
，

予
兆
な

く
地
震

が
発
生

す
る

。
 

・
地

震
発

生
後

，
1
5
分

程
度

で
津

波
が

襲
来
す
る

と
想
定

す
る
。

 

・
基

準
地

震
動

を
超

え
る

地
震

の
発

生
を

想
定
す

る
。

 

・
基

準
津

波
を

超
え

る
規

模
と

し
て

，
防

波
壁
の

高
さ
（

1
5m
）

を
上
回

る
高
さ

の
津
波

を
想
定

す
る
。

 

【
設

計
基

準
を

超
え

る
場

合
の

影
響

評
価

】
 

・
送

受
電

設
備

の
碍

子
等

の
損

傷
に

よ
り

，
外
部

電
源
喪

失
に
至

る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
等

の
損

傷
に

よ
る
補

機
冷
却

系
喪
失

及
び
非

常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発
電

機
の
損

傷
に

よ
る

全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

さ
ら
に
，

原
子
炉

隔
離
時

冷
却
系

コ
ン
ト

ロ
ー
ル

セ
ン
タ

の
浸

水
に

よ
り

，
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

が
機

能
喪

失
し
た

場
合
は

，
高
圧

・
低
圧

注
水
機

能
喪
失

に
至
る

可
能
性

が
あ

る
。

 

・
直

流
電

源
を

供
給

す
る

設
備

の
損

傷
に

よ
り
，

非
常
用

交
流
電

源
の
制

御
機
能

等
が
喪

失
す
る

た
め
，

全
交

流
動

力

電
源

喪
失

に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
原

子
炉

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場

合
に
は

，
緩
和

で
き
な

い
大
規

模
な
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ

（
Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ
ｓ

ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

）
が

発
生

す
る

と
同

時
に

，
建

物
内
の

原
子
炉

注
水
系

配
管
が

損
傷
し

て
原
子

炉
注
水

機
能
も

喪
失

す
る

た
め

，
重

大
事

故
に

至
る

可
能

性
が
あ
る

。
建
物

損
傷
の

二
次
的

被
害
に

よ
り
，

原
子
炉

格
納
容

器
や

原
子

炉
格

納

容
器

の
貫

通
配

管
が

損
傷

し
て

お
り

，
閉

じ
込
め

機
能
に

も
期
待

す
る
こ

と
は
で

き
な
い

。
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

配
管
及

び
Ｅ

Ｃ
Ｃ
Ｓ
注

入
配
管

が
同
時

に
損
傷

し
て

，
大
規
模

な
Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ
（

Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ

ｓ

ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

が
発

生
す
る
と

同
時
に

，
原
子

炉
注
水

機
能

も
喪
失
す

る
た
め

，
重
大

事
故

に
至

る
可

能

性
が

あ
る

。
 

・
原

子
炉

圧
力

容
器

の
損

傷
に

よ
り

，
原

子
炉
冷

却
材
圧

力
バ
ウ

ン
ダ
リ

の
大
規

模
な
損

傷
や
，

炉
内
構

造
物

の
大

規

模
な

破
損

に
よ

る
原

子
炉

冷
却

材
の

流
路

閉
塞
等

に
よ
り

，
炉
心

の
除
熱

が
困
難

と
な
り

重
大
事

故
に
至

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

・
制

御
室

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場

合
に
は

，
建
物

内
に
設

置
さ
れ

て
い
る

主
要
な

設
備
の

す
べ
て

が
同

時
に

損

傷
す

る
こ

と
を

想
定

す
る

と
，

中
央

制
御

室
損
傷

に
よ
る

中
央
制

御
盤
等

の
損
傷

に
よ
り

原
子
炉

注
水

機
能

等
が

喪

失
し

，
重

大
事

故
に

至
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

が
大

規
模

に
損

傷
す

る
場
合

に
は
，

建
物
内

に
設
置

さ
れ
て

い
る
主

要
な
設

備
の
す

べ
て

が
同

時

に
損

傷
す

る
こ

と
を

想
定

す
る

と
，

補
助

盤
室
や

バ
ッ
テ

リ
室
損

傷
に
よ

り
緩
和

系
の
制

御
機
能

が
喪
失

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

原
子

炉
注

水
機

能
等

が
喪

失
し

，
重
大

事
故
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
複

数
の

制
御

盤
等

が
同

時
に

損
傷

す
る

こ
と
に

よ
り
，

計
装
・

制
御
系

喪
失
に

至
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

【
地

震
と

津
波

の
重

畳
に

よ

り
喪

失
す

る
可

能
性

の
あ

る
機

器
】

 

・
送

受
電

設
備

 

・
原

子
炉

補
機

海
水

ポ
ン

プ
 

・
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
 

 
発

電
機
 

・
直

流
電

源
 

・
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
 

バ
ウ

ン
ダ

リ
 

・
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

 

・
設

計
基

準
事

故
対

処
設

備

（
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
等

）
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

 

・
原

子
炉

圧
力

容
器

 

・
原

子
炉

建
物

 

・
制

御
室

建
物

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

・
計

装
・

制
御

系
 

・
隔

離
弁

等
の

閉
機

能
及

び
 

原
子

炉
格

納
容

器
外

配

管
 

・
燃

料
プ

ー
ル

 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
 

【
次

の
プ

ラ
ン

ト
状

態
が

相
乗

し
て

発

生
す

る
可

能
性

が

あ
る

】
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

・
全

交
流

動
力

電
源
 

喪
失

 

・
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
及

び
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注
水

機

能
喪

失
 

・
原

子
炉

格
納

容
器

損
傷

 

・
原

子
炉

圧
力

容
器

 

損
傷

 

・
原

子
炉

建
物

損
傷

 

・
制

御
室

建
物

損
傷

 

・
廃

棄
物

処
理

建
物

 

損
傷

 

・
計

装
・

制
御

系
喪

失
 

・
格

納
容

器
バ

イ
パ

ス
 

・
直

接
炉

心
損

傷
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第
２

表
 

自
然
現

象
の

重
畳
が
発

電
用
原

子
炉

施
設
へ
与

え
る

影
響

評
価

（
２

／
２

）
 

自
然

現
象
 

設
計

基
準

を
超

え
る
自
然

現
象
が

発
電
用

原
子
炉

施
設
へ

与
え
る

影
響
の

評
価

 

自
然

現
象

の
想

定
規

模
と

 

喪
失

す
る

可
能

性
の

あ
る

 

設
備

・
機

能
 

最
終

的
な

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

 

大
規

模
地

震
と

大
規

模
津

波
の

重
畳

 

・
常

時
開

の
隔

離
弁

に
接

続
し

て
い

る
配

管
が
原

子
炉
格

納
容
器

外
で
破

損
す
る

と
同
時

に
隔
離

弁
が
閉

失
敗

す
る

こ

と
で

，
高

温
・

高
圧

の
原

子
炉

冷
却

材
が

隔
離
不

能
な
状

態
で
原

子
炉
格

納
容
器

外
（
原

子
炉
建

物
）
へ

流
出

し
，

複
数

の
緩

和
系

が
機

能
喪

失
に

至
る
可
能

性
が
あ

る
。

 

・
建

物
内

へ
の

浸
水

に
よ

り
，

計
装

・
制

御
系
，

Ｅ
Ｃ
Ｃ

Ｓ
等
の

緩
和
機

能
が
喪

失
し
，

直
接
炉

心
損
傷

に
至

る
可

能

性
が

あ
る

。
 

・
燃

料
プ

ー
ル

の
ス

ロ
ッ

シ
ン

グ
に

よ
る

プ
ー
ル

水
の
溢

水
及
び

全
交
流

動
力
電

源
喪
失

に
よ
る

燃
料
プ

ー
ル

冷
却

系

の
機

能
喪

失
に

伴
う

プ
ー

ル
水

の
蒸

発
に

よ
り
，

燃
料
プ

ー
ル
の

水
位
が

低
下
す

る
。

 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
の

監
視

機
能

が
喪
失

す
る
可

能
性
が

あ
る
。

 

・
保

管
し

て
い

る
危

険
物

に
よ

る
火

災
の

発
生
の

可
能
性

が
あ
る

。
 

・
斜

面
の

崩
壊

，
地

盤
の

陥
没

等
に

よ
り

ア
ク
セ

ス
ル
ー

ト
の
通

行
が
困

難
と
な

り
，
事

故
の
対

策
に
影

響
を

及
ぼ

す

可
能

性
が

あ
る

。
 

【
主

な
対

応
】

 

・
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
等

に
よ

る
プ
ラ

ン
ト
状

況
の
把

握
，
給

電
及
び

注
水
を

行
う
。

 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・

ポ
ス

ト
が

使
用

で
き

な
い
場

合
は
，

可
搬
式

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

・
ポ
ス

ト
に
よ

り
測
定

及
び

監
視

を

行
う

。
 

・
火

災
が

発
生

し
た

場
合

は
，

化
学

消
防

自
動
車

等
の
消

火
設
備

に
よ
る

消
火
を

行
う
。

 

・
屋

外
ア

ク
セ

ス
ル

ー
ト

上
に

通
行

不
能

の
影
響

が
あ
る

場
合
は

，
重
機

に
よ
り

仮
復
旧

を
行
う

。
 

 
 

2.1-33

414



 

 

第
３
表
 

大
規
模

損
壊

へ
至
る
可

能
性
の

あ
る

自
然
現
象

（
１

／
２

）
 

自
然

現
象
 

重
大

事
故

等
対

策
で
想
定

し
て
い

な
い

 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
（
大
規

模
損
壊

）
 

重
大
事
故

等
対
策

で
想

定
し

て
い

る
 

事
故
シ
ー

ケ
ン

ス
 

設
計

基
準

事
故

で
想

定
し

て
い

る
 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
 

地
震

 
・

外
部

電
源

喪
失

＋
原

子
炉

格
納

容
器

損
傷

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

原
子

炉
圧

力
容
器
損

傷
 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

原
子

炉
建

物
損
傷

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

制
御

室
建

物
損
傷

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

廃
棄

物
処

理
建
物
損

傷
 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ
ｓ

ｓ
ｉ
ｖ

ｅ
 
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

計
装

・
制

御
系
喪
失

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

格
納

容
器

バ
イ
パ
ス

 

・
冷
却
材

喪
失

（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失

敗
 

＋
低
圧
炉

心
冷
却

失
敗

 

・
冷
却
材

喪
失
（

中
小
破

断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

失
敗
＋

低
圧

炉
心

冷
却

失
敗

 

・
冷
却
材

喪
失
（

中
小
破

断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

失
敗
＋

原
子

炉
減

圧
失

敗
 

・
全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
大

破
断
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

津
波

 
・

直
接

炉
心

損
傷

に
至

る
事

象
 

（
全

交
流

動
力
電

源
喪

失
＋
直
流

電
源
喪

失
 

＋
計

装
・

制
御

系
喪

失
）

 

・
補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

地
震

と
津

波
の

重
畳

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

原
子

炉
格

納
容
器
損

傷
 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

原
子

炉
圧

力
容
器
損

傷
 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

原
子

炉
建

物
損
傷

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

制
御

室
建

物
損
傷

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

廃
棄

物
処

理
建
物
損

傷
 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ
ｓ

ｓ
ｉ
ｖ

ｅ
 
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

計
装

・
制

御
系
喪
失

 

・
外

部
電

源
喪

失
＋

格
納

容
器

バ
イ
パ
ス

 

・
全

交
流

動
力
電

源
喪

失
＋

直
流

電
源
喪

失
 

＋
Ｅ

ｘ
ｃ

ｅ
ｓ

ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

＋
計
装
・

制
御
系

喪
失

 

・
冷
却
材

喪
失

（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失

敗
 

＋
低
圧
炉

心
冷
却

失
敗

 

・
冷
却
材

喪
失
（

中
小
破

断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

失
敗
＋

低
圧

炉
心

冷
却

失
敗

 

・
冷
却
材

喪
失
（

中
小
破

断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

 

＋
高
圧
炉

心
冷
却

失
敗
＋

原
子

炉
減

圧
失

敗
 

・
全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 

・
補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

・
大

破
断
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

竜
巻

 
な

し
 

・
補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

凍
結

 
な

し
 

・
全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 
・

通
常

停
止

／
緊

急
停

止
等

 

・
外

部
電

源
喪

失
 

積
雪

 
・

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
＋

計
装

・
制
御

系
喪
失

 
・

全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 

・
補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
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第
３
表
 

大
規
模

損
壊

へ
至
る
可

能
性
の

あ
る

自
然
現
象

（
２

／
２

）
 

自
然

現
象
 

重
大

事
故

等
対

策
で
想
定

し
て
い

な
い

 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
（
大
規

模
損
壊

）
 

重
大
事
故

等
対
策

で
想

定
し

て
い

る
 

事
故
シ
ー

ケ
ン

ス
 

設
計

基
準

事
故

で
想

定
し

て
い

る
 

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
 

落
雷

 
・

外
部

電
源

喪
失

＋
計

装
・

制
御

系
喪
失

 
・

補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

地
滑
り

 

・
土
石
流

 

な
し

 
な

し
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

火
山

の
影

響
 

・
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

＋
計

装
・
制
御

系
喪
失

 
・

補
機
冷

却
系
喪

失
 

・
全
交
流

動
力
電

源
喪
失

 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

森
林
火
災

 
な

し
 

な
し
 

・
通

常
停

止
／

緊
急

停
止

等
 

・
外

部
電

源
喪

失
 

隕
石

 
（

地
震
，

津
波
又

は
大
型

航
空
機

の
衝
突

に
同

じ
）
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① 外部事象の収集 

発電用原子炉施設の安全性に影響を与える可能性のある外部事象を網羅的に

収集するため，国内外の基準等で示されている外部事象を参考に 55 事象を収集。 

 
 
 
 

② 個別の事象に対する発電用原子炉施設の安全性への影響度評価（起因事象の

特定） 

収集した各自然現象について，設計基準を超えるような非常に過酷な状況を

想定した場合に，発電用原子炉施設の安全性が損なわれる可能性について評価

を実施し，発生し得るプラント状態（起因事象）を特定。  

 
 
 
 

③ 特に発電用原子炉施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現象の選定 

②の影響度評価により，そもそも島根原子力発電所において発生する可能性

があるか，非常に過酷な状況を想定した場合，発電用原子炉施設の安全性が損

なわれる可能性があるか，影響度の大きさから代表事象による評価が可能かと

いった観点で，特に発電用原子炉施設の安全性に影響を与える可能性がある事

象を下記のとおり選定。 

・地震 

・津波 

・地震と津波の重畳 

・竜巻 

・凍結 

・積雪 

・落雷 

・地滑り・土石流 

・火山の影響 

・森林火災 

・隕石 

  
 
 

④ ケーススタディの対象シナリオ選定 

上記で選定された事象の発電用原子炉施設への影響について，重大事故等対

策で想定している事故シーケンスに包含されないものを抽出し，さらに他事象

での想定シナリオによる代表性を考慮して，大規模損壊のケーススタディの対

象とするシナリオを選定。 

・地震 

・津波 

・地震と津波の重畳 

 

第１図 大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象の 

検討プロセスの概要 
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大
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模
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然
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大
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然
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と
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得

る
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電
用
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施

設
の

状
況
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(3) 大規模損壊発生時の対応手順書の整備及びその対応操作 

大規模損壊では，重大事故等時に比べて発電用原子炉施設が受ける影響及

び被害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定され，

あらかじめシナリオを設定して対応することが困難であると考えられること

から，緊急時対策本部における情報収集，運転員が実施する発電用原子炉施

設の操作に対する支援が重要となる。 

大規模損壊の対応に当たっては，発電所外への放射性物質放出の防止及び

抑制を最優先として，次に示す各項目を優先実施事項とする。技術的能力に

係る審査基準の該当項目との関係を第４表に示す。 

 

＜炉心の著しい損傷を緩和するための対策＞ 

・炉心の著しい損傷を緩和するための原子炉停止と発電用原子炉への注水 

 

＜原子炉格納容器の破損を緩和するための対策＞ 

・炉心損傷回避，著しい炉心損傷緩和が困難な場合の原子炉格納容器から

の除熱と原子炉格納容器の破損回避 

 

＜燃料プールの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩和す

るための対策＞ 

・燃料プールの水位異常低下時のプールへの注水 

 

＜放射性物質の放出を低減するための対策＞ 

・水素爆発による原子炉建物の損傷を防止するための対策 

・放射性物質放出の可能性がある場合の原子炉建物への放水による拡散抑

制 

 

＜大規模な火災が発生した場合における消火活動＞ 

・消火活動 

 

＜その他の対策＞ 

・要員の安全確保 

・対応に必要なアクセスルートの確保 

・電源及び水源の確保並びに燃料補給 

・人命救助 

 

ａ. 大規模損壊発生時の対応手順書の適用条件と対応フロー 

大規模損壊発生時は，発電用原子炉施設の状況把握が困難で事故対応の

判断ができない場合は，プラント状態が悪化した等の安全側に判断した措

置をとるように対応フローを整備する。また，大規模損壊発生時に使用す
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る手順書を有効，かつ効果的に使用するため，対応手順書において適用開

始条件を明確化するとともに，対応フローを明示することにより必要な個

別戦略への移行基準を明確化する。 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

の発生について，緊急地震速報，大津波警報，外部からの情報連絡，衝撃

音，衝突音等により検知した場合，中央制御室の状況，プラント状態の大

まかな確認及び把握（火災発生の有無，建物の損壊状況等）を行うととも

に，大規模損壊の発生（又は発生が疑われる場合）の判断を原子力防災管

理者又は当直副長が行う。また，原子力防災管理者又は当直副長が以下の

適用開始条件に該当すると判断した場合は，大規模損壊時に対応する手順

に基づく事故の進展防止及び影響を緩和するための活動を開始する。 

 

a) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムにより発電用原子炉施設が以下のいずれかの状態となった場合又は

疑われる場合 

・プラント監視機能又は制御機能の喪失によりプラント状態把握に支

障が発生した場合（中央制御室の機能喪失を含む。） 

・燃料プールの損傷により水の漏えいが発生し，燃料プールの水位が

維持できない場合 

・炉心冷却機能及び放射性物質閉じ込め機能に影響を与える可能性が

あるような大規模な損壊（建物損壊に伴う広範囲な機能喪失等）が

発生した場合 

・大型航空機の衝突による大規模な火災が発生した場合 

 

b) 原子力防災管理者が大規模損壊に対応する手順を活用した支援が必要

と判断した場合※ 

 

c) 当直副長が大規模損壊に対応する手順を活用した支援が必要と判断し

た場合※ 

 

※：大規模損壊に対応する手順を活用した支援が必要と判断した場合

とは，重大事故等時に期待する設備等が機能喪失し，事故の進展

防止及び影響緩和が必要と判断した場合をいう。 

 

緊急時対策本部は，発電用原子炉施設の影響予測を行い，その結果を基

に各班の責任者は必要となる対応を予想して先行的に準備を行う。 

緊急時対策本部長は，これらの情報を収集し，発電所全体の対応につい

て総括的な責任を負う。 

非常招集を行った場合，緊急時対策要員及び自衛消防隊は，緊急時対策
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所へ移動する。ただし，緊急時対策所が使用できない場合は，屋内の利用

できる施設を緊急時対策所として利用する。 

発電所全体の状態を把握するための「プラント状態確認チェックシー

ト」及び対応操作の優先順位付けや対策決定の判断を行うための緊急時対

策本部で使用する対応フローを整備する。この対応フローは，事故時操作

要領書，原子力災害対策手順書等の相互関係の概略をまとめ，全体像を把

握するツールとして緊急時対策本部の運営を支援するために整備するもの

であり，具体的な操作手順は個別の手順書等に記載する。また，ｂ．(b)項

から(o)項の手順（第５表から第18表）の中で使用することを想定している

設備については，チェックシートの項目に盛り込むこととしている。 

対応操作の優先順位付けや実施の判断は，一義的に緊急時対策本部長が

行う。大規模損壊時の対応に当たっては，次に掲げる(a)，(b)項を実施す

る。 

当直副長又は対応操作の責任者が実施した監視や操作については，緊急

時対策本部に報告し，各班の責任者（統括又は班長）は，その時点におけ

る人的リソースや資機材の確保状況，対応の優先順位付け等を判断し，必

要な支援や対応を行う。 

また，重大事故等時に対処するために直接監視することが必要なパラメ

ータが中央制御室及び緊急時対策所のいずれでも確認できない場合は，放

射線測定器，可搬型直流電源設備，可搬型計測器等の代替の監視手段と無

線通信設備等の通信連絡設備を準備し，アクセスルートが確保され次第，

パラメータ監視のための当直（運転員），緊急時対策要員等を現場に出動

させ，まず外からの目視による確認を行い，その後，確認できないパラメ

ータを対象に代替監視手段を用いて可能な限り継続的なプラント状況の把

握に努める。パラメータが中央制御室及び緊急時対策所において部分的に

確認できる場合は，確認したパラメータを基に安全機能等の状況把握を行

ったうえで，他のパラメータについては，パラメータが確認できない場合

と同様の対応を行う。 

初動対応での目標設定や個別戦略における判断要素として必要になる主

要パラメータが採取できない場合は，判断要素として代替できる他のパラ

メータを採取する。採取手段の優先順位は，採取に時間を要しない中央制

御室等の常設計器等の使用を第１優先とし，監視機能の喪失により採取で

きない場合は，補助盤室内の計器盤内にて可搬型計測器の使用を第２優先

とする。補助盤室内でパラメータが採取できない場合は，現場の常設計器

又は可搬型計測器を使用して採取する。 

また，初動対応での目標設定や個別戦略における判断要素として必要に

なる主要パラメータ及び代替できる他のパラメータのいずれも採取できな

い場合は，まず外からの目視による確認を行い，目標設定や個別戦略の判

断に最も影響を与えるパラメータから優先順位を付けて監視機能を回復さ
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せ，使用可能な設備を用いて緩和措置を行う。 

(a) 当面達成すべき目標の設定 

緊急時対策本部は，プラント状況，対応可能な要員数，使用可能な設備，

屋外の放射線量率，建物の損傷状況，火災発生状況等を把握し，チェック

シートに記載したうえで，その情報を基に当面達成すべき目標を設定し，

環境への放射性物質の放出低減を最優先に，優先すべき戦略を決定する。 

当面達成すべき目標設定の考え方を次に示す。活動に当たっては，重大

事故等に対処する要員の安全確保を最優先とする。 

・第一義的目標は炉心損傷を回避するため，速やかに発電用原子炉を停止

し，注水することである。炉心損傷に至った場合においても発電用原子

炉への注水は必要となる。 

・炉心損傷が回避できない場合は，原子炉格納容器の破損を回避する。 

・燃料プールの水位が低下している場合は，速やかに注水する。 

・これらの努力を最大限行った場合においても，炉心損傷かつ原子炉格納

容器の破損又は燃料プール水位の異常低下の回避が困難な場合は放射性

物質の拡散抑制を行う。 

これらの目標は，複数の目標を同時に設定するケースも想定される。ま

た，プラント状況に応じて，設定する目標も随時見直していくこととする。 

 

(b) 個別戦略を選択するための判断フロー 

緊急時対策本部は，(a)項で決定した目標設定に基づき，個別戦略を実施

する。設定目標と実施する個別戦略の考え方を次に示す。 

ⅰ 設定目標：炉心損傷回避のための原子炉圧力容器への注水 

発電用原子炉の「止める」，「冷やす」機能を優先的に実施する。 

 

ⅱ 設定目標：原子炉格納容器の破損回避 

基本的に炉心損傷が発生した場合においても，原子炉圧力容器への注

水は継続して必要となるが，使用可能な設備や対応可能要員の観点から，

一時的に原子炉格納容器の破損回避の対応を優先せざるを得ない状況に

なることが想定される。この際に「閉じ込め」機能を維持するための個

別戦略を実施する。原子炉格納容器の損傷が発生し，原子炉建物内に放

射性物質が漏えいする状況が想定される場合は，放射性物質拡散抑制戦

略を実施する。 

 

ⅲ 設定目標：燃料プール水位確保 

燃料プール内の燃料の冷却のための個別戦略を実施する。 

燃料プール内の燃料損傷が発生し，原子炉建物内の放射性物質濃度が

上昇する状況が想定される場合は，放射性物質拡散抑制戦略を実施する。 
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ⅳ 設定目標：放射性物質拡散抑制 

炉心損傷が発生するとともに原子炉圧力容器への注水が行えない場合，

燃料プール水位の低下が継続している場合又は原子炉建物が損傷してい

る場合は，放射性物質拡散抑制戦略を実施する。 

（添付資料 2.1.11，2.1.12 参照） 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（１／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

炉心の著

しい損傷

を緩和す

るための

対策 

原子炉再循環ポン

プ停止による原子

炉出力抑制 

原子炉緊急停止（原子炉スクラム）ができない事象

（以下「ＡＴＷＳ」という。）が発生した場合，Ａ

ＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ

機能）又は原子炉再循環ポンプの手動停止操作によ

り，原子炉出力を抑制する。 

第１項（1.1） 

 

 ほう酸水注入 ＡＴＷＳが発生した場合，ほう酸水を注入すること

により未臨界とする。 

 

 制御棒挿入 ＡＴＷＳが発生した場合，原子炉手動スクラム又は

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）による制

御棒全挿入が確認できない場合，手動操作による制

御棒挿入を行う。 

 

 原子炉水位低下操

作による原子炉出

力抑制 

ＡＴＷＳが発生した場合，原子炉水位を低下させる

ことにより原子炉出力を抑制する。 

 

 現場手動操作によ

る高圧原子炉代替

注水系起動 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が機能

喪失した場合において，中央制御室からの操作によ

り高圧原子炉代替注水系を起動できない場合，現場

での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水

系を起動し，サプレッション・チェンバを水源とし

た原子炉圧力容器への注水を実施する。 

第３項，第４項 

（1.2） 
 

 現場手動操作によ

る原子炉隔離時冷

却系起動 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失によ

り原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系を発

電用原子炉の冷却に使用できない場合において，高

圧原子炉代替注水系を起動できない場合，現場での

人力による弁の操作により原子炉隔離時冷却系を起

動し，サプレッション・チェンバを水源とした原子

炉圧力容器への注水を実施する。 

 

  

 ほう酸水注入系に

よる原子炉圧力容

器への注水 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電

源喪失時において，高圧原子炉代替注水系及び原子

炉隔離時冷却系により原子炉圧力容器内の水位を原

子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合，

ほう酸水貯蔵タンクを水源としたほう酸水注入系に

よる原子炉圧力容器へのほう酸水注入を実施する。 

 

 制御棒駆動水圧系

による原子炉圧力

容器への注水 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電

源喪失時において,高圧原子炉代替注水系及び原子炉

隔離時冷却系により原子炉圧力容器内の水位を原子

炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合，電

源及び原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含

む。）により冷却水を確保し，復水貯蔵タンクを水

源とした制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器へ

の注水を実施する。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（２／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

炉心の著

しい損傷

を緩和す

るための

対策 

原子炉減圧操作 原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっ

て，低圧の注水機能を働かせるために，自動減圧

系，原子炉減圧の自動化又は逃がし安全弁若しくは

タービンバイパス弁を使用した中央制御室からの手

動操作により発電用原子炉を減圧する。 

第３項，第４項 

（1.3） 

 可搬型直流電源設

備による逃がし安

全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉

減圧機能が喪失した場合，可搬型直流電源設備によ

り逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，

逃がし安全弁を開放して，発電用原子炉を減圧す

る。 

 

 主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池（補助

盤室）による逃が

し安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉

減圧機能が喪失した場合，補助盤室にて逃がし安全

弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助

盤室）を接続し，逃がし安全弁を開放して発電用原

子炉を減圧する。 

 

 主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池（原子

炉建物）による逃

がし安全弁（自動

減圧機能付き）開

放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉

減圧機能が喪失した場合，ＡＤＳ仮設電源接続中継

端子箱にて逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の作

動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建

物）を接続し，逃がし安全弁を開放して発電用原子

炉を減圧する。 

 

 逃がし安全弁窒素

ガス代替供給設備

による逃がし安全

弁（自動減圧機能

なし）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉

減圧機能が喪失した場合，逃がし安全弁窒素ガス代

替供給設備により逃がし安全弁（自動減圧機能なし

Ａ及びＪ）の電磁弁排気ポートへ窒素ガスを供給

し，逃がし安全弁（自動減圧機能なしＡ及びＪ）を

開放して発電用原子炉を減圧する。 

 

 逃がし安全弁窒素

ガス供給系による

背圧対策 

想定される重大事故等の環境条件を考慮して，原子

炉格納容器内の圧力 853kPa[gage]において確実に逃

がし安全弁を作動させることができるように，逃が

し安全弁窒素ガス供給系の供給圧力を調整する。 

 

 逃がし安全弁窒素

ガス供給系による

逃がし安全弁駆動

源確保 

窒素ガス制御系からの作動窒素ガスの供給が喪失

し，逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスの供給圧

力が低下した場合，供給源が逃がし安全弁用窒素ガ

スボンベに自動で切り替わることで，逃がし弁の駆

動源を確保する。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（３／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

炉心の著

しい損傷

を緩和す

るための

対策 

低圧代替注水 常設の原子炉圧力容器への注水設備による注水機

能が喪失した場合，低圧原子炉代替注水系（常

設）及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）による

原子炉圧力容器への注水について，同時並行で注

水準備を開始する。 

また，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合

は，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉

代替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系の

手段のうち，低圧で原子炉圧力容器へ注水可能な

系統１系統以上が起動し，注水のための系統構成

が完了した時点で，逃がし安全弁による原子炉減

圧を実施し，原子炉圧力容器への注水を開始す

る。原子炉圧力容器への注水に使用する手段は，

準備が完了した手段のうち，低圧原子炉代替注水

系（常設），復水輸送系，消火系，低圧原子炉代

替注水系（可搬型）の順で選択する。 

なお，原子炉圧力容器内の水位が不明になる等，

発電用原子炉を満水にする必要がある場合は，上

記手段に加え復水・給水系，高圧炉心スプレイ

系，低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧

注水モード）を使用し原子炉圧力容器への注水を

実施する。 

第３項，第４項 

（1.4） 

 復水・給水系復旧に

よる原子炉冷却 

低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替

注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系が発電

用原子炉の冷却に使用できない場合，復水・給水

系を復旧させて発電用原子炉を冷却する。 

 

原子炉格

納容器の

破損を緩

和するた

めの対策 

可搬式窒素供給装置

による原子炉格納容

器の不活性化 

炉心の著しい損傷が発生し，原子炉格納容器内の

酸素濃度が上昇した場合に原子炉格納容器内の可

燃性ガス濃度を低減させるため，可搬式窒素供給

装置により原子炉格納容器内へ窒素ガスを供給す

る。 

第３項，第４項 

（1.9） 

 原子炉格納容器の水

素ガス及び酸素ガス

の排出 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器内の可燃性ガス濃度を監視し，ジルコニウム－

水反応，水の放射線分解等により原子炉格納容器

内の水素濃度及び酸素濃度の上昇が確認された場

合，格納容器フィルタベント系を使用した格納容

器ベント操作により原子炉格納容器内の水素ガス

及び酸素ガスを排出することで原子炉格納容器の

水素爆発による破損を防止する。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（４／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

原子炉格

納容器の

破損を緩

和するた

めの対策 

原子炉補機代替冷却

系による除熱 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）

の機能が喪失した場合，原子炉補機冷却系の系統

構成を行い，原子炉補機代替冷却系により補機冷

却水を供給する。 

第３項，第４項 

（1.5） 

 

 残留熱代替除去系に

よる原子炉格納容器

内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合，残留熱代替

除去系により最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送

する。 

 格納容器フィルタベ

ント系による原子炉

格納容器内の減圧及

び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合，格納容器フ

ィルタベント系により最終ヒートシンク（大気）

へ熱を輸送する。 

 耐圧強化ベントライ

ンによる原子炉格納

容器内の減圧及び除

熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合，耐圧強化ベ

ントラインにより最終ヒートシンク（大気）へ熱

を輸送する。 

 

 格納容器代替スプレ

イ系（常設）による

格納容器スプレイ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子

炉格納容器内の冷却機能の喪失が起きた場合，格

納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下させる。 

第３項，第４項 

（1.6） 

 格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）によ

る格納容器スプレイ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子

炉格納容器内の冷却機能の喪失が起きた場合，格

納容器代替スプレイ系（可搬型）により原子炉格

納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

 

 復水輸送系による格

納容器スプレイ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子

炉格納容器内の冷却機能の喪失が起きた場合，復

水輸送系により原子炉格納容器内の圧力及び温度

を低下させる。 

 

 消火系による格納容

器スプレイ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子

炉格納容器内の冷却機能の喪失が起きた場合，消

火系により原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下させる。 

 

 残留熱代替除去系に

よる原子炉過圧破損

の防止 

炉心の著しい損傷が発生した場合，残留熱代替除

去系の運転により，原子炉格納容器内の圧力及び

温度を低下させることで原子炉格納容器の過圧破

損を防止する。 

第３項，第４項 

（1.7） 

 格納容器フィルタベ

ント系による原子炉

格納容器内の過圧破

損の防止 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留

熱除去系の機能が喪失した場合及び残留熱代替除

去系の運転が期待できない場合，格納容器フィル

タベント系により原子炉格納容器内の減圧及び除

熱を実施し，原子炉格納容器の過圧破損を防止す

る。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（５／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

原子炉格

納容器の

破損を緩

和するた

めの対策 

ペデスタル代替注水

系（常設）によるデ

ブリ冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器の破損を防止するため，ペデスタル代替注水系

（常設）により原子炉格納容器下部に落下した溶

融炉心を冷却する。 

第３項，第４項 

（1.8） 

 格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）によ

るデブリ冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器の破損を防止するため，格納容器代替スプレイ

系（可搬型）により原子炉格納容器下部に落下し

た溶融炉心を冷却する。 

 

 ペデスタル代替注水

系（可搬型）による

デブリ冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器の破損を防止するため，ペデスタル代替注水系

（可搬型）により原子炉格納容器下部に落下した

溶融炉心を冷却する。 

 

 復水輸送系によるデ

ブリ冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器の破損を防止するため，復水輸送系により原子

炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する。 

 

 消火系によるデブリ

冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容

器の破損を防止するため，消火系により原子炉格

納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する。 

 

燃料プー

ルの水位

を確保す

るための

対策及び

燃料体の

著しい損

傷を緩和

するため

の対策 

燃料プールスプレイ 燃料プール内の燃料体等は，ボロン添加ステンレ

ス鋼製ラックセルに貯蔵しているため，未臨界は

維持されている。燃料プールからの大量の水の漏

えいにより，燃料プールの水位が異常に低下し，

燃料プール注水設備による注水を実施しても水位

を維持できない場合に，大量送水車により常設ス

プレイヘッダを使用したスプレイを実施すること

で，燃料損傷を緩和し，臨界を防止する。また，

この場合に，外的要因（航空機衝突又は竜巻等）

により，常設スプレイヘッダの機能が喪失した場

合には，可搬型スプレイノズルを使用したスプレ

イを実施することで，燃料損傷を緩和し，臨界を

防止する。 

第３項，第４項 

（1.11） 

消火系による燃料プ

ールへの注水 

燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の喪失又

は燃料プールからの水の漏えい若しくはその他の

要因により燃料プールの水位が低下した場合，消

火系の電源復旧が実施可能な場合において，補助

消火水槽又はろ過水タンクを水源とし，消火系に

よりスキマサージタンクに補給し，逆流（オーバ

ーフロー）させることで燃料プールへ注水する。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（６／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

放射性物

質の放出

を低減す

るための

対策 

原子炉ウェル注水 炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉ウェル

代替注水系により原子炉ウェルに注水することで

原子炉格納容器頂部を冷却し，原子炉格納容器か

ら原子炉建物への水素ガス漏えいを抑制する。 

第３項，第４項 

（1.10） 

 原子炉建物燃料取替

階ブローアウトパネ

ル開放による水素の

排出 

炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉建物内

の水素濃度が可燃限界に達する前に，原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネルを開放することに

より，原子炉建物原子炉棟４階（燃料取替階）天

井部に滞留した水素ガスを大気へ排出し，原子炉

建物の水素爆発を防止する。 

 

 大型送水ポンプ車及

び放水砲による大気

への放射性物質の拡

散抑制 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損のお

それ又は燃料プールの燃料体等の著しい損傷のお

それにより原子炉建物から直接放射性物質が拡散

する場合，大型送水ポンプ車及び放水砲により原

子炉建物に海水を放水し，大気への放射性物質の

拡散を抑制する。 

第３項，第４項 

（1.12） 

 放射性物質吸着材及

びシルトフェンスに

よる海洋への放射性

物質の拡散抑制 

放水により放射性物質を含む汚染水が発生した場

合，防波壁の内側で放射性物質吸着材を設置する

ことにより，汚染水の海洋への放射性物質の拡散

を抑制する。また，放射性物質を含む汚染水は雨

水排水路及び２号炉放水接合槽を通って海へ流れ

出すため，シルトフェンスを設置することで，海

洋への放射性物質の拡散を抑制する。 

 

大規模な

火災が発

生した場

合におけ

る消火活

動 

消火活動 大規模な火災が発生した場合，放水砲，大型送水

ポンプ車，小型動力ポンプ付水槽車，小型放水砲

及び化学消防自動車による泡消火並びに延焼防止

のための消火を行う。 

第２項 

（2.1） 

対応に必

要なアク

セスルー

トの確保 

アクセスルートの確

保 

大規模損壊発生時に可搬型設備の輸送や要員の移

動の妨げとなるアクセスルート上の障害が発生し

た場合，がれきの撤去，道路段差の解消，堆積土

砂の撤去，火災の消火及びその他のアクセスルー

トの確保の活動を行う。 

第１項，第２項 

（2.1） 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（７／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

電源確保 常設代替交流電源設

備による非常用所内

電気設備への給電 

外部電源及び非常用交流電源設備による給電が見

込めない場合，非常用高圧母線Ｄ系及び非常用高

圧母線Ｃ系の順に復旧し，常設代替交流電源設備

から非常用所内電気設備へ給電する。（緊急用メ

タクラを経由するため，代替所内電気設備への給

電も同時に行われる。） 

第３項，第４項 

（1.14） 

第３項，第４項 

（1.15） 

 可搬型代替交流電源

設備による非常用所

内電気設備への給電 

外部電源，非常用交流電源設備，常設代替交流電

源設備及び号炉間電力融通ケーブルによる非常用

高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系への給電が

見込めない場合，可搬型代替交流電源設備（高圧

発電機車）を高圧発電機車接続プラグ収納箱（原

子炉建物西側），高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物南側）又は緊急用メタクラ接続プラ

グ盤に接続し，非常用高圧母線Ｃ系又は非常用高

圧母線Ｄ系へ給電する。 

 

 号炉間電力融通ケー

ブルによる電力融通 

当該号炉で外部電源，非常用交流電源設備及び常

設代替交流電源設備による非常用高圧母線Ｃ系及

び非常用高圧母線Ｄ系への給電が見込めない場

合，号炉間電力融通ケーブルを使用して他号炉の

非常用高圧母線から当該号炉の非常用高圧母線Ｃ

系又は非常用高圧母線Ｄ系までの電路を構成し，

他号炉から給電する。 

 

 可搬型直流電源設備

による直流盤への給

電 

外部電源及び非常用交流電源設備の機能喪失時

に，常設代替交流電源設備，号炉間電力融通ケー

ブル及び可搬型代替交流電源設備による交流入力

電源の復旧が見込めない場合，可搬型直流電源設

備（高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（Ｓ

Ａ），ＳＡ用 115V 系充電器，230V 系充電器（常

用））により直流電源を接続し，Ｂ－115V 系直流

盤（ＳＡ），ＳＡ対策設備用分電盤（２），230V

系直流盤（ＲＣＩＣ）へ給電する。 

 

 直流給電車による直

流盤への給電 

外部電源及び非常用交流電源設備の機能喪失時

に，所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直

流電源設備が機能喪失した場合で，かつ可搬型直

流電源設備（高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器

（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系充電器，230V 系充電器

（常用））による直流電源の給電ができない場合

に，直流給電車をＢ－115V 系直流盤，230V 系直

流盤（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V 系直流盤（ＳＡ）及

び 230V 系直流盤（常用）に接続し，直流電源を

給電する。 
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第４表 大規模損壊発生時の対応操作一覧（８／８） 

対応操作 内 容 

技術的能力に係る

審査基準（解釈）

の該当項目 

電源確保 代替所内電気設備に

よる給電 

蓄電池及び代替電源（交流，直流）からの給電が

困難となり，中央制御室でのパラメータ監視が不

能となった場合，可搬型計測器により計測又は監

視を行う。非常用所内電気設備の３系統全てが同

時に機能喪失した場合，又は代替所内電気設備に

接続する重大事故等対処設備が必要な場合に，代

替所内電気設備により，炉心の著しい損傷等を防

止するために必要な設備へ給電する。 

第３項，第４項 

（1.14） 

第３項，第４項 

（1.15） 

水源確保 

 

 

低圧原子炉代替注水

槽への補給 

 

低圧原子炉代替注水槽を水源として低圧原子炉代

替注水ポンプにより各種注水する場合，低圧原子

炉代替注水槽の水が枯渇する前に輪谷貯水槽（西

１）又は輪谷貯水槽（西２）の水を大量送水車に

より低圧原子炉代替注水槽に補給する。 

第３項，第４項 

（1.13） 

燃料確保 燃料給油 可搬型重大事故等対処設備等への給油を行う。 第１項 

（1.14） 
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第３図 大規模損壊発生時の対応全体概略フロー 

 (プラント状況把握が困難な場合) 

大規模な損壊が発生 

対応要員数，可搬型設備，常設設備を 

含めた残存する資源等を確認し，最大限 

の努力によって得られる結果を想定して， 

当面達成すべき目標を設定し，そのために

優先すべき戦略を決定する。 

大規模火災 

への対応 

炉心損傷の緩和， 

格納容器破損の緩和 

燃料プール水位 
確保及び燃料体 
の損傷緩和 

放射性物質 

の放出低減 

電源・水源 

・燃料確保 

※：ホイールローダ等によるがれき等の撤去作業，事

故対応を行うためのアクセスルート及び各影響緩

和対策の操作に支障となる火災並びに延焼するこ

とにより被害の拡散につながる可能性のある火災

の消火活動を優先的に実施する。なお，アクセス

ルート確保及び消火活動等を含めて，各事故対応

に当たっては，重大事故等に対処する要員の安全

確保を最優先とするとともに，人命救助が必要な

場合は，原子力災害に対応しつつ，発電所構内の

人員の協力を得て，安全確保のうえ，人命救助を

行う。 

・可搬型計測器によるパラメータ確認 

・対応可能な要員の確認 

・通信設備の確認 

・建物等へのアクセス性確認 

・施設損壊状態確認 

・電源系統の確認 

・可搬型設備，資機材等の確認 

・常設設備の確認 

・水源の確認 

 

プラント状態の確認（最優先事項） 

・中央制御室との連絡及びプラントパラメータの監視機能確認 

・原子炉停止確認 

・原子炉注水確認 

・放射線モニタ指示値の確認 

・火災の確認 

・アクセスルート確保，消火※ 
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ｂ. 大規模損壊発生時に活動を行うために必要な手順書 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対応する手

順については，(a)項に示す５つの活動を行うための手順を網羅する。 

また，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加えて中央制

御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可搬型計測器による

プラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室損傷時の現場と緊急時

対策所の通信連絡手順を整備する。 

なお，プラントパラメータの採取手段の優先順位は，採取に時間を要し

ない中央制御室等の常設計器等の使用を第１優先とし，監視機能の喪失に

より採取できない場合は，補助盤室内の計器盤内にて可搬型計測器の使用

を第２優先とする。 

補助盤室内でパラメータが採取できない場合は，現場の常設計器又は可

搬型計測器を使用して採取する。 

技術的能力に係る審査基準1.2から1.14における重大事故等対処設備と整

備する手順を(b)項から(n)項に示す。なお，大規模損壊に特化した手順を

(o)項に示す。 

 

(a) ５つの活動又は緩和対策を行うための手順書 

ⅰ 大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合における消火活動

として，故意による大型航空機の衝突による大規模な航空機燃料火災

を想定し，放水砲等を用いた泡消火についての手順書を整備する。 

また，地震及び津波のような大規模な自然災害においては，施設内

の油タンク火災等の複数の危険物内包設備の火災が発生した場合にお

いても，同様な対応が可能なように多様な消火手段を整備する。 

大型航空機の衝突による大規模な火災が発生した場合における対応

手段の優先順位は，放水砲等を用いた泡消火について速やかに準備す

るとともに，早期に準備が可能な小型放水砲，小型動力ポンプ付水槽

車及び化学消防自動車による泡消火並びに延焼防止のための消火を実

施する。 

地震により建物内部に火災が発生した場合において，屋外に配備す

る可搬型重大事故等対処設備は火災の影響を受けないと考えられるた

め，これらの設備を中心とした事故対応を行うことが可能である。な

お，当該の対応において，事故対応を行うためのアクセスルート又は

操作箇所での復旧活動に支障となる火災が発生している場合は，消火

活動を速やかに実施し，操作箇所までのアクセスルート等を確保する。

具体的には，次の手順で対応を行う。 

 

a) アクセスルートに障害がない箇所があれば，その箇所を使用する。 
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b) 複数の操作箇所のいずれもがアクセスルートに障害がある場合，

最もアクセスルートを確保しやすい箇所を優先的に確保する。 

 

c) a)及びb)いずれの場合も，予備としてもう１つの操作箇所へのア

クセスルートを確保する。 

 

消火活動を行うに当たっては，火災発見の都度，次に示すa)からd)

の区分を基本に消火活動の優先度を判定し，優先度の高い火災より順

次消火活動を実施する。 

 

a) アクセスルート及び操作箇所の確保のための消火 

・アクセスルート確保 

・車両及びホースルートの設置エリアの確保 

（初期消火に用いる化学消防自動車等又は小型放水砲等） 

 

b) 原子力安全の確保のための消火 

・重大事故等対処設備が設置された建物，放射性物質内包の建物 

・可搬型重大事故等対処設備の屋外接続箇所及び設置エリアの確

保 

・大型送水ポンプ車，ホースルート及び放水砲の設置エリアの確

保 

 

c) 火災の波及性が考えられ，事故収束に向けて原子力安全に影響を

与える可能性がある火災の消火 

・可搬型重大事故等対処設備の複数の屋外接続箇所及び設置エリ

アの確保 

 

d) その他火災の消火 

a)からc)以外の火災は，対応可能な段階になってから，可能な範

囲で消火する。 

 

建物内外ともに上記の考え方を基本に消火するが，大型航空機衝突

による建物内の大規模な火災時は，入域可能な状態になってから消火

活動を実施する。 

 

消火活動に当たっては，現場間及び現場と緊急時対策本部間では無

線通信設備を使用し，連絡を密にする。無線通信設備での連絡が困難

な建物内において火災が発生している場合には，複数ある別の対応手
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段を選択して事故対応を試みるとともに，火災に対しては連絡要員を

配置する等により外部との通信ルート及び自衛消防隊の安全を確保し

たうえで，対応可能な範囲の消火活動を行う。 

 

また，自衛消防隊以外の緊急時対策要員が消火活動の支援を行う場

合は，緊急時対策本部の火災対応の指揮命令系統の下で活動する自衛

消防隊の指揮下で活動する。 

 

ⅱ 炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する手順等 

炉心の著しい損傷を緩和するための対応手段は次のとおりとする。 

・原子炉停止機能が喪失した場合は，原子炉手動スクラム，原子炉再

循環ポンプ停止による原子炉出力抑制，ほう酸水注入，ＡＴＷＳ緩和

設備（代替制御棒挿入機能）又は手動挿入による制御棒緊急挿入及び

原子炉水位低下による原子炉出力抑制を試みる。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時において，高圧炉心スプレイ系

及び原子炉隔離時冷却系の故障により発電用原子炉の冷却が行えな

い場合に，高圧原子炉代替注水系により発電用原子炉を冷却する。

全交流動力電源喪失又は常設直流電源系統喪失により発電用原子炉

の冷却が行えない場合は，常設代替直流電源設備より給電される高

圧原子炉代替注水系による発電用原子炉の冷却又は原子炉隔離時冷

却系の現場起動により発電用原子炉の冷却を試みる。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に注水機能が喪失している状態

において，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に期待している注水

機能が使用できる場合は，逃がし安全弁による原子炉減圧操作を行

う。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時において原子炉冷却材喪失事象

が発生している場合は，残留熱除去系（低圧注水モード）又は低圧

炉心スプレイ系を優先し，全交流動力電源喪失により発電用原子炉

の冷却が行えない場合は，低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸

送系，消火系及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）により原子炉を

冷却する。 

 

ⅲ 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関する手順等 

原子炉格納容器の破損を緩和するための対応手段は次のとおりとす

る。 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード）が故障又は全交流動力電源喪

失により機能喪失した場合は，格納容器代替スプレイ系（常設），

消火系，復水輸送系，格納容器代替スプレイ系（可搬型）により原

子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 
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・最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合は，原子炉補

機代替冷却系によりサプレッション・チェンバから最終ヒートシン

ク（海）へ熱を輸送する。 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するため，格納容器フィルタベン

ト系により，原子炉格納容器内の減圧及び除熱を行う。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の破損

を防止するため，残留熱代替除去系により原子炉格納容器の圧力及

び温度を低下させる。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，ＭＣＣＩや溶融炉心と

原子炉格納容器バウンダリの接触による原子炉格納容器の破損を防

止するため，原子炉格納容器下部への注水を行う。 

・原子炉格納容器内に水素ガスが放出された場合においても水素爆発

による原子炉格納容器の破損を防止するためにプラント運転中の原

子炉格納容器内は不活性ガス（窒素）置換により原子炉格納容器内

雰囲気を不活性化した状態になっているが，炉心の著しい損傷が発

生し，ジルコニウム－水反応，水の放射線分解等による水素ガス及

び酸素ガスの発生によって水素濃度が可燃限界を超えるおそれがあ

る場合は，可燃性ガス濃度制御系による水素ガス又は酸素ガスの濃

度を抑制する。また，可搬式窒素供給装置により原子炉格納容器へ

の窒素注入を行うことで酸素濃度を抑制し，さらに，格納容器フィ

ルタベント系により水素ガス及び酸素ガスを原子炉格納容器外に排

出する手段を有している。 

 

ⅳ 燃料プールの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を

緩和するための対策に関する手順等 

燃料プール内の燃料体等は，ボロン添加ステンレス鋼製ラックセル

に貯蔵しているため，未臨界は維持されている。燃料プールの水位を

確保するための対応手段及び燃料体の著しい損傷を緩和するための対

応手段は次のとおりとする。 

・燃料プールの状態を監視するため，燃料プール水位（ＳＡ），燃料

プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ）（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）を使

用する。 

・燃料プールの注水機能の喪失又は燃料プールからの水の漏えい，そ

の他の要因により燃料プールの水位が低下した場合は，燃料プール

スプレイ系（常設スプレイヘッダ），燃料プールスプレイ系（可搬

型スプレイノズル）及び消火系により燃料プールへ注水することに

より，燃料プール内の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，臨界を

防止する。 
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・燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により燃料プール

の水位維持が行えない場合，燃料プールスプレイ系（常設スプレイ

ヘッダ）又は燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）によ

る燃料プールスプレイを実施することで，燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し，臨界を防止するとともに，環境への

放射性物質の放出を可能な限り低減させる。 

・原子炉建物の損壊又は放射線量率の上昇により原子炉建物に近づけ

ない場合は，放水砲により燃料体の著しい損傷の進行を緩和する。 

 

ⅴ 放射性物質の放出を低減するための対策に関する手順等 

放射性物質の放出を低減するための対応手段は次のとおりとする。 

・原子炉建物から直接放射性物質が拡散する場合，大型送水ポンプ車，

放水砲により原子炉建物に海水を放水し，大気への放射性物質の拡

散を抑制する。 

・その際，防波壁の内側で放射性物質吸着材を設置することにより汚

染水の海洋への拡散抑制を行う。 

・放水することで放射性物質を含む汚染水が雨水排水路及び２号炉放

水接合槽から海へ流れ出すためシルトフェンスを設置することで，

海洋への拡散範囲を抑制する。 

・また，シルトフェンスの設置が困難な状況（大津波警報や津波警報

が出ている状況等）である場合，大津波警報又は津波警報等が解除

された後にシルトフェンスの設置を開始する。 

 

(b) 「1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故

対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能は，原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水機能である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するた

め，発電用原子炉を冷却する対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷を緩和するため，重

大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加えて中央制御室で

の監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可搬型計測器によるプ

ラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室損傷時の現場と緊急

時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時における発
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電用原子炉を冷却するための手順の例を次に示す（第５表参照）。 

・原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失した場合に

おいて，中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動

できない場合，現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替

注水系を起動し，サプレッション・チェンバを水源とした原子炉圧

力容器への注水を実施する。 

・全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失により，原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心スプレイ系を発電用原子炉の冷却に使用でき

ない場合において，高圧原子炉代替注水系が起動できない場合，現

場での人力による弁の操作により原子炉隔離時冷却系を起動し，サ

プレッション・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注水を実

施する。 

・高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電源喪失において，

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容

器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合，

ほう酸水貯蔵タンクを水源としたほう酸水注入系による原子炉圧力

容器へのほう酸水注水を実施する。 

・高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電源喪失において，

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容

器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合は，

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）により冷却水を確

保し，復水貯蔵タンクを水源とした制御棒駆動水圧系による原子炉

圧力容器への注水を実施する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（１／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・ストレーナ  

原子炉浄化系 配管  

給水系 配管・弁・スパージャ 

非常用交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧炉心スプレイ・ポンプ 

高圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ 

・スパージャ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 

非常用交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（２／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離時冷却系 

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
中
央
制
御
室 

か
ら
の
操
作
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系）配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

常設代替直流電源設備※１ 

可搬型直流電源設備※１ 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子炉注

水」 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
現
場
操
作
に 

よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子炉注

水」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（３／６） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

常設直流電源系統 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
現
場
操
作 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＣＩＣによる原子炉注

水」 

 

原子力災害対策手順書 

「原子炉隔離時冷却系排水 

処理」 
サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

水中ポンプ 

ホース 

仮設発電機 

燃料補給設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

全交流動力電源 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

可搬型直流電源設備※１ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（４／６） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

直
流
給
電
車
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

直流給電車及び可搬型代替交流電源設備※１ 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（５／６） 

（監視及び制御） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

監
視
及
び
制
御 

－ 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

（
中
央
制
御
室
起
動
時
）
の
監
視
計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

高圧原子炉代替注水流量 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子炉注

水」 

原子炉水位（狭帯域） 

自
主
対
策
設
備 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
現
場
起
動
時
） 

の
監
視
計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（可搬型計測器） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力（可搬型計測器） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子炉注

水」 

原子炉水位（狭帯域） 

高圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン入口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン排気圧力 

高圧原子炉代替注水ポンプ入口圧力 

自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
現
場
起
動
時
）
の
監
視
計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（可搬型計測器） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力（可搬型計測器） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＣＩＣによる原子炉注

水」 

 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉隔離時冷却ポンプ入口圧力 

可搬型回転計 
自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.2） 

（６／６） 

（重大事故等の進展抑制時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
の
進
展
抑
制 

－ 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
に
よ
る 

進
展
抑
制 

制御棒駆動水圧ポンプ 

復水貯蔵タンク 

制御棒駆動水圧系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。） 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

 

 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＲＤによる原子炉注水」 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る 

進
展
抑
制
（
ほ
う
酸
水
注
入
） 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系配管 

（原子炉圧力容器内部） 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＬＣによる原子炉注水」 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る 

進
展
抑
制
（
注
水
） 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 テストタンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系配管 

（原子炉圧力容器内部） 

復水輸送系 

消火系 

補給水系 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＬＣによる原子炉注水」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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(c) 「1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故

対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能は，逃がし安全弁（自動減

圧機能付き）による減圧機能である。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの損傷箇所を隔離することで原子炉冷却材の漏えいを抑制す

る。なお，損傷箇所の隔離ができない場合は，逃がし安全弁による原

子炉減圧で原子炉冷却材の漏えいを抑制する。 

これらの機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減

圧するための対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を緩和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手

順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場

での可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央

制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

手順の例を次に示す（第６表参照）。 

・常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉減圧機能が喪失

した場合，可搬型直流電源設備により逃がし安全弁の作動に必要な

直流電源を確保し，逃がし安全弁を開放して，発電用原子炉を減圧

する。 

・常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の原子炉減圧機能が喪失

した場合，補助盤室にて逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安

全弁用蓄電池を接続し，逃がし安全弁を開放して発電用原子炉を減

圧する。 

・常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場

合，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全弁（自動

減圧機能なしＡ及びＪ）の電磁弁排気ポートへ窒素ガスを供給し，

逃がし安全弁（自動減圧機能なしＡ及びＪ）を開放して発電用原子

炉を減圧する。 

・窒素ガス制御系からの作動窒素ガスの供給が喪失し，逃がし安全弁

の作動に必要な窒素ガスの供給圧力が低下した場合，供給源が逃が

し安全弁用窒素ガスボンベに自動で切り替わることで逃がし安全弁

の機能が確保される。 
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第６表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.3） 

（１／４） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

自動減圧系 

減
圧
の
自
動
化 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

逃がし安全弁（自動減圧機能付きＢ,Ｍの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

自動減圧起動阻止スイッチ 

代替自動減圧起動阻止スイッチ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※１，※２ 

非常用交流電源設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
逃
が
し
安
全
弁
） 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

所内常設蓄電式直流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－1」 

 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
） 

タービンバイパス弁 

タービン制御系 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員による操作は不要である。 
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第６表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.3） 

（２／４） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

常設直流電源系統 
可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る

逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

可搬型直流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

ＳＲＶ用電源切替盤 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保（ＳＲＶ

電源切替）」 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
補
助
盤
室
）
に
よ
る 

逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保（ＳＲＶ

用蓄電池）」 

 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による主蒸気逃

がし安全弁開放操作（補助盤

室）」 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
原
子
炉
建
物
） 

に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

逃がし安全弁（自動減圧機能付きＢ，Ｍの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＳＲＶ駆動源確保（ＳＲＶ

用蓄電池）」 
 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による主蒸気逃

がし安全弁開放操作（原子炉

建物）」 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設

備
に
よ
る
減
圧 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 

逃がし安全弁（自動減圧機能なしＡ，Ｊの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＳＲＶＤＳによるＳＲＶ開

放」 

 

原子力災害対策手順書 

「逃がし安全弁窒素ガス代替

供給設備による主蒸気逃がし

安全弁開放」 

－ 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス 

供
給
系
に
よ
る 

窒
素
ガ
ス
確
保 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

常設代替交流電源設備※３ 

所内常設蓄電式直流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保（窒素ガ

スボンベ）」 

 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員による操作は不要である。 
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第６表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.3） 

（３／４） 

（サポート系故障時） 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員による操作は不要である。 
 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

－ 

逃
が
し
安
全
弁
の 

背
圧
対
策 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－1」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＳＲＶ背圧対策」 

 

原子力災害対策手順書 

「窒素ガスボンベによる主蒸

気逃がし安全弁背圧対策」 

常設直流電源 

全交流動力電源 

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
復
旧 

可搬型直流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※３ 

直流給電車※３ 

自
主
対
策
設
備 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
復
旧 

常設代替交流電源設備※３ 

代替所内電気設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 
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第６表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.3） 

（４／４） 

（原子炉格納容器の破損防止，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時） 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員による操作は不要である。 

 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気

直
接
加
熱
の
防
止 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

所内常設蓄電式直流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－1」 

 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時 

－ 

発
電
用
原
子
炉
の
減
圧 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「二次格納施設制御」等 

 

タービンバイパス弁 

タービン制御系 
自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
箇
所
の
隔
離 

残留熱除去系注水弁 

低圧炉心スプレイ系注水弁 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

原
子
炉
建
物
原
子
炉
棟
の
圧
力
上
昇
抑

制
及
び
環
境
改
善 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル※４ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 
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(d) 「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故

対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能は，残留熱除去系（低圧注

水モード），低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水機能

である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防止するため，原子炉を冷却する対処設備及び手順を

整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を緩和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手

順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場

での可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央

制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時における原

子炉を冷却するための手順の例を次に示す（第７表参照）。 

・常設の原子炉圧力容器への注水設備による注水機能が喪失した場合，

低圧原子炉代替注水系（常設）及び低圧原子炉代替注水系（可搬

型）による原子炉圧力容器への注水について，同時並行で注水準備

を開始する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の場合，低圧原子炉代替注水系

（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火

系の手段のうち低圧で原子炉圧力容器への注水可能な系統１系統以

上の起動及び注水ラインの系統構成が完了した時点で，その手段に

よる原子炉圧力容器への注水を開始する。 

また，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合は，低圧原子炉代

替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），復水輸送系

及び消火系の手段のうち低圧で原子炉圧力容器への注水可能な系統

１系統以上を起動し，注水のための系統構成が完了した時点で，逃

がし安全弁による原子炉減圧を実施し，原子炉圧力容器への注水を

開始する。 

原子炉圧力容器への注水に使用する手段は，準備が完了した系統の

うち，低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系，低圧

原子炉代替注水系（可搬型）の順で選択する。 

なお，原子炉圧力容器内の水位が不明になる等，発電用原子炉を満

水にする必要がある場合は，上記手段に加え復水・給水系，残留熱
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除去系（低圧注水モード），高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレ

イ系を使用し，原子炉圧力容器への注水を実施する。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（１／９） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ※５ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧炉心スプレイ・ポンプ 

低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ 

・スパージャ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ジェットポンプ 

原子炉再循環系 配管 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（２／９） 

（原子炉運転中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）低圧炉心スプレイ系 低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによる原子

炉注水」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（３／９） 

（原子炉運転中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）低圧炉心スプレイ系 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

燃料補給設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による原子炉注

水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 

 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（４／９） 

（原子炉運転中のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
復
旧 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉注水」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
復
旧 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＬＰＣＳによる原子炉注

水」 

低圧炉心スプレイ・ポンプ 

低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ 

・スパージャ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（５／９） 

（溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
が
原
子
炉
圧
力
容
器
内
に
残
存
す
る
場
合 

－ 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによる原子

炉注水」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（６／９） 

（溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
が
原
子
炉
圧
力
容
器
内
に
残
存
す
る
場
合 

－ 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

燃料補給設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による原子炉注

水 」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 
輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 

 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（７／９） 

（原子炉停止中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード） 低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによる原子

炉注水」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（８／９） 

（原子炉停止中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード） 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

燃料補給設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による原子炉注

水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 
輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 

 

自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
浄
化
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

原子炉浄化補助ポンプ 

原子炉圧力容器 

原子炉浄化系非再生熱交換器 

原子炉再循環系 配管・弁 

原子炉浄化系 配管・弁 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＵＷによる原子炉除熱」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第７表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.4） 

（９／９） 

（原子炉停止中のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系 

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
の
復
旧 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対

応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉除熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ジェットポンプ 

原子炉再循環系 配管 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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(e) 「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送するた

めの機能は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去

系（サプレッション・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納

容器冷却モード）並びに原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含

む。）による冷却機能である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限

る。）を防止するため，サプレッション・チェンバに蓄積された熱を，

最終ヒートシンクへ輸送するための対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を緩

和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加え

て中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可搬型

計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室損傷

時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順の

例を次に示す（第８表参照）。 

・原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）の機能が喪失した

場合，原子炉補機冷却系の系統構成を行い，原子炉補機代替冷却系

により，補機冷却水を供給する。 

・残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機

能が喪失した場合，残留熱代替除去系により最終ヒートシンク

（海）へ熱を輸送する。 

・残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機

能が喪失した場合，格納容器フィルタベント系により，最終ヒート

シンク（大気）へ熱を輸送する。 

・残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機

能が喪失した場合，耐圧強化ベントラインを使用して最終ヒートシ

ンク（大気）へ熱を輸送する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（１／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
除
熱 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（２／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海
水
系
を
含
む
。）
に
よ
る
除
熱 

原子炉補機海水ポンプ 

原子炉補機冷却水ポンプ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。） 

配管・弁・海水ストレーナ 

原子炉補機冷却系サージタンク 

原子炉補機冷却系熱交換器 

非常用交流電源設備※１ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

取水口 

取水管 

取水槽 

 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（３／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード及び

格納容器冷却モード） 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

残留熱代替除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉補機代替冷却系 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

ホース・接続口 

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器

除熱」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（４／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード及び

格納容器冷却モード） 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

格納容器フィルタベント系 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

スクラバ容器補給設備 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位

調整」 

 

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラ

バ容器への水補給」 

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給 

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置

換」 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配

管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真

空破壊装置を含む。） 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「耐圧強化ベントによる格納

容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後のＮ

２パージ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（５／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード及び

格納容器冷却モード） 

全交流動力電源 

現
場
操
作 

遠隔手動弁操作機構 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」 

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給 

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

原子力災害対策手順書  

「可搬式窒素供給装置を使用 

した格納容器の窒素ガス置

換」  

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配

管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真

空破壊装置を含む。） 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「耐圧強化ベントによる格納

容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後のＮ

２パージ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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第８表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.5） 

（６／６） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

全交流動力電源 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

移動式代替熱交換設備 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁・サージタンク 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

燃料補給設備※１ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「移動式代替熱交換設備によ

る冷却水確保」 

 

原子力災害対策手順書 

「移動式熱交換設備および大

型送水ポンプ車を使用した最

終ヒートシンク確保(ＵＨＳ

Ｓ編)」 

「大型送水ポンプ車を使用し

た海水供給（ハイドロサブ

編）」 

「移動式熱交換設備および大

型送水ポンプ車を使用した最

終ヒートシンク確保（電源

編）」 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※３ 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
除
熱 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）※２ 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）※２ 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備※１ 

燃料補給設備※１ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大型送水ポンプ車による冷

却水確保」 

 

原子力災害対策手順書 

「大型送水ポンプ車を使用し

た海水供給（ハイドロサブ

編）」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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 (f) 「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能は，残

留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード）による原子炉格納容器の冷却機能である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するた

め，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ，また，炉心の著し

い損傷が発生した場合においても原子炉格納容器の破損を防止するた

め，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下

させる対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を緩和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手

順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場

での可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央

制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に原子炉格納容器内を冷却するための手順の例を

次に示す（第９表参照）。 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード）による原子炉格納容器内の冷

却機能の喪失が起きた場合，低圧原子炉代替注水槽を水源とした格

納容器代替スプレイ系（常設）による格納容器内スプレイを行う。 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（１／７） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

「ＰＣＶ水素濃度制御」 

 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
の
除
熱 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

 

2.1-90

471



 

 

第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（２／７） 

（炉心損傷前のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（格納容器冷却モード及びサ

プレッション・プール水冷却

モード） 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによる格納

容器スプレイ」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる格納容器スプ

レイ」 

消
火
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる格納容器スプレ

イ」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（３／７） 

（炉心損傷前のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（格納容器冷却モード及びサ

プレッション・プール水冷却

モード） 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ
（
淡
水
／
海
水
） 

大量送水車 

ホース・接続口 

可搬型ストレーナ 

格納容器代替スプレイ系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による格納容器

スプレイ」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 

 自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（４／７） 

（炉心損傷前のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

「Ｄ／Ｗ温度制御」 

「Ｓ／Ｃ水位制御」 

「ＰＣＶ水素濃度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる格納容器除

熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
の
除
熱 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる格納容器除

熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（５／７） 

（炉心損傷後のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（格納容器冷却モード） 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＬＳＲポンプによる格納

容器スプレイ」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる格納容器スプ

レイ」 

消
火
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる格納容器スプレ

イ」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（６／７） 

（炉心損傷後のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（格納容器冷却モード） 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ
（
淡
水
／
海
水
） 

大量送水車 

ホース・接続口 

可搬型ストレーナ 

格納容器代替スプレイ系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「大量送水車による格納容器

スプレイ」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 

自
主
対
策
設
備 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る 

格
納
容
器
内
の
代
替
除
熱 

ドライウェル冷却装置 

原子炉格納容器 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

常設代替交流電源設備※２ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＨＶＤによる格納容器除

熱」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第９表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.6） 

（７／７） 

（炉心損傷後のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の 

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
ス
プ
レ
イ 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備※２ 

常設代替交流電源設備※２ 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる格納容器除

熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。） 

残
留
熱
除
去
系
電
源
復
旧
後
の 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
の
除
熱 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱－１」 

「除熱－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる格納容器除

熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 
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(g) 「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の破損

を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる対処

設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷が生じた場合におい

て原子炉格納容器の破損を緩和するため，重大事故等対策で整備する

設備を活用した手順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪

失した場合の現場での可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，

監視手順及び中央制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順

を整備する。 

大規模損壊発生時に原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手

順の例を次に示す（第10表参照）。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合，残留熱代替除去系の運転により，

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させることで原子炉格納容

器の過圧破損を防止する。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系の機能が

喪失した場合及び残留熱代替除去系の運転が期待できない場合，格

納容器フィルタベント系により原子炉格納容器内の減圧及び除熱を

実施し，原子炉格納容器の過圧破損を防止する。 
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第 10 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.7） 

（１／２） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
防
止

― 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

残留熱代替除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉補機代替冷却系※４ 

サプレッション・チェンバ

残留熱代替除去系 配管・弁

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ

低圧原子炉代替注水系 配管・弁

格納容器スプレイ・ヘッダ

ホース・接続口

原子炉圧力容器

原子炉格納容器

常設代替交流電源設備※２

代替所内電気設備※２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「除熱‐１」

「除熱‐２」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容器除

熱」 

大量送水車※１ 

輪谷貯水槽（西１）※１，※３ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 
自
主
対
策
設
備

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

第１ベントフィルタスクラバ容器 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

圧力開放板 

遠隔手動弁操作機構 

可搬式窒素供給装置 

第１ベントフィルタ格納槽遮蔽 

配管遮蔽 

窒素ガス制御系 配管・弁 

非常用ガス処理系 配管・弁 

格納容器フィルタベント系 配管・弁 

ホース・接続口

原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真

空破壊装置を含む。）

常設代替交流電源設備※２

可搬型代替交流電源設備※２

代替所内電気設備※２

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「放出」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」

「ＦＣＶＳスクラバ容器水位

調整」

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスクラ

バ容器への水補給」 

「大量送水車を使用した送

水」 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※３

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 

ドレン移送ポンプ 

薬品注入タンク 

大量送水車※１

ホース・接続口

自
主
対
策
設
備

全交流動力電源 

現
場
操
作

遠隔手動弁操作機構 
重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「放出」

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」

※１：手順は，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。

※２：手順は，「1.14 電源の確保に関する手順」にて整備する。

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１b)項を満足するための代替淡水源（措置）

※４：手順は，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。
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第 10 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.7） 

（２／２） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
過
圧
破
損
防
止 

― 

不
活
性
ガ
ス
（
窒
素
ガ
ス
） 

に
よ
る
系
統
内
の
置
換 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「ＦＣＶＳ停止後のＮ２パー

ジ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器フィルタベント

系の窒素ガス置換」 

原
子
炉
格
納
容
器 

負
圧
破
損
の
防
止 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

窒素ガス代替注入系 配管・弁 自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置

換」 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
ｐ

Ｈ
制
御 

残留熱除去系 配管 

サプレッション・チェンバスプレイヘッダ 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水‐１」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「Ｓ／Ｐ水ｐＨ制御」 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
ｐ
Ｈ
制
御 

残留熱代替除去ポンプ 

原子炉補機代替冷却系 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「除熱‐１」 

「除熱‐２」 

 

 

※１：手順は，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 
※２：手順は，「1.14 電源の確保に関する手順」にて整備する。 

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１b)項を満足するための代替淡水源（措置） 

※４：手順は，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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(h) 「1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，ＭＣＣＩや溶融炉心と

原子炉格納容器バウンダリの接触による原子炉格納容器の破損を防止

し，また，溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止す

るため，原子炉圧力容器へ注水する対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心溶融による原子炉格納容器の破損

を緩和するため及び溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延さ

せる又は防止するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手

順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場

での可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央

制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

 

大規模損壊発生時に原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するため

の手順の例を次に示す（第11表参照）。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容器の破損を防止す

るため，ペデスタル代替注水系（常設）により，原子炉格納容器下

部に落下した溶融炉心を冷却する。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，ペデスタル代替注水系

(常設)による原子炉格納容器下部への注水機能が喪失した場合，原

子炉格納容器の破損を防止するため，格納容器代替スプレイ系（可

搬型）又はペデスタル代替注水系（可搬型）により原子炉格納容器

下部に落下した溶融炉心を冷却する。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の破損

を防止するため，復水貯蔵タンクを水源とした復水輸送系又は補助

消火水槽若しくはろ過水タンクを水源とした消火系により原子炉格

納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合において，溶融炉心の原子炉格納

容器下部への落下を遅延させる又は防止するため，低圧原子炉代替

注水系（常設）により原子炉圧力容器に注水する。 
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第 11 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.8） 

（１／３） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
に
落
下
し
た
溶
融
炉
心
の
冷
却 

― 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
常
設
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ 

の
注
水 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

コリウムシールド 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－３ａ」 

「注水－３ｂ」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによるペデ

スタル注水」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

コリウムシールド 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－３ａ」 

「注水－３ｂ」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによるペデスタル注

水」 

「ＣＷＴによる格納容器スプ

レイ」 

消
火
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

コリウムシールド 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－３ａ」 

「注水－３ｂ」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによるペデスタル注

水」 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる格納容器スプレ

イ」 

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

可搬型ストレーナ 

格納容器代替スプレイ系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

コリウムシールド 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－３ａ」 

「注水－３ｂ」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による格納容器

スプレイ」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１，※３ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 自
主
対

策
設
備 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

ペデスタル代替注水系 配管・弁 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

コリウムシールド 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－３ａ」 

「注水－３ｂ」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車によるペデスタ

ル注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 
輪谷貯水槽（西１）※１，※３ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※３ 自
主
対

策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置）。 
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第 11 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.8） 

（２／３） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
の
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
落
下
遅
延
・
防
止 

― 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
に
よ
る 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁 

原子炉浄化系 配管 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

主蒸気系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

常設代替直流電源設備※２ 

可搬型直流電源設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子炉注

水」 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
ほ
う
酸
水
注
入 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器

内部） 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＬＣによる原子炉注水」 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
に
よ
る 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

制御棒駆動水圧ポンプ 

復水貯蔵タンク 

制御棒駆動水圧系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。） 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＲＤによる原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置）。 
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第 11 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.8） 

（３／３） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
の
原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
落
下
遅
延
・
防
止 

― 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
） 

に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲポンプによる原子

炉注水」 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる原子炉注水」 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
） 

に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－１」 

「注水－２」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「大量送水車による原子炉注

水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 輪谷貯水槽（西１）※１，※４ 

輪谷貯水槽（西２）※１，※４ 
自
主
対
策
設
備 
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(i) 「1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順

等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，ジルコニウム－水反応，

水の放射線分解等による水素ガスが原子炉格納容器内に放出された場

合においても水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための

対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても水素爆発による原子炉格納容器の破損

を緩和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に

加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可

搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室

損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す

るための手順の例を次に示す（第12表参照）。 

・炉心の著しい損傷が発生し，原子炉格納容器内の酸素濃度が上昇し

た場合に原子炉格納容器内の可燃性ガス濃度を低減させるため，可

搬式窒素供給装置により原子炉格納容器内へ窒素ガスを供給する。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉格納容器内の可燃性ガス

濃度を監視し，ジルコニウム－水反応，水の放射線分解等により原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の上昇が確認された場合，

格納容器フィルタベント系を使用した原子炉格納容器ベント操作に

より原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを排出することで原

子炉格納容器の水素爆発による破損を防止する。 
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第 12 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.9） 

（１／２） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器
内
不
活
性
化
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
水
素
爆
発
防
止 

窒素ガス制御系※１ 

－※４ 

－※１ 

可搬式窒素供給装置 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使用

した格納容器の窒素ガス置

換」 

－ 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
ガ
ス
及
び
酸
素
ガ
ス
の
排
出 

格納容器フィルタベント系※２ 

第１ベントフィルタ出口水素濃度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＶＳによる格納容器ベ

ント」 

 

原子力災害対策手順書 

「格納容器フィルタベント系

系統構成」 

－ 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る
格
納
容
器

フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
不
活
性
化 

可搬式窒素供給装置 

格納容器フィルタベント系 

－※６ 

－※５ 

※１：原子炉運転中は原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不活性化している。 

※２：手順は「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：窒素ガス制御系は設計基準対象施設であり，重大事故等が発生した際に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※５：発電用原子炉起動前に格納容器フィルタベント系内は不活性化した状態とする。 

※６：可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化に用いる可搬式窒素供給装置は，発電用原子炉起動前に使用するものであり，

重大事故等時に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 
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 第 12 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.9） 

（２／２） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系 

に
よ
る
水
素
濃
度
制
御 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置 

可燃性ガス濃度制御系 配管・弁 

残留熱除去系 

残留熱代替除去系 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＣＳによる格納容器水

素・酸素濃度制御」 

－ 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
の
監
視 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

格納容器水素濃度（Ｂ系） 

格納容器酸素濃度（Ｂ系） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「放出」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＭＣＡＭＳによる格納容器

水素・酸素濃度測定」 

「ＣＡＭＳによる格納容器水

素・酸素濃度測定」 

格納容器水素濃度（Ａ系） 

格納容器酸素濃度（Ａ系） 

自
主
対
策
設
備 

－ 

代
替
電
源
に
よ
る
必
要
な
設
備
へ
の
給
電 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

代替所内電気設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※３ 

※１：原子炉運転中は原子炉格納容器内を窒素ガス制御系により常時不活性化している。 

※２：手順は「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：窒素ガス制御系は設計基準対象施設であり，重大事故等が発生した際に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※５：発電用原子炉起動前に格納容器フィルタベント系内は不活性化した状態とする。 
※６：可搬式窒素供給装置による格納容器フィルタベント系の不活性化に用いる可搬式窒素供給装置は，発電用原子炉起動前に使用するものであり，

重大事故等時に使用するものではないため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 
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(j) 「1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順

等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器内で発

生した水素ガスが原子炉建物等に漏えいした場合においても，水素爆

発による原子炉建物等の損傷を防止するための対処設備及び手順を整

備する。 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても水素爆発による原子炉建物等の損傷を

緩和するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加

えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可搬

型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室損

傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に水素爆発による原子炉建物の損傷を防止するた

めの手順の例を次に示す（第13表参照）。 

・炉心の著しい損傷が発生した場合，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯

水槽（西２）を水源として原子炉ウェル代替注水系により原子炉ウ

ェルに注水することで原子炉格納容器頂部を冷却し，原子炉格納容

器から原子炉建物原子炉棟への水素ガス漏えいを抑制する。

・炉心の著しい損傷が発生した場合，原子炉建物内の水素濃度が可燃

限界に達する前に，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置を開放すること

により，原子炉建物原子炉棟４階（燃料取替階）天井部に滞留した

水素ガスを大気へ排出し，原子炉建物原子炉棟の水素爆発を防止す

る。
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第 13 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.10） 

（１／２） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
素
濃
度
制
御
に
よ
る
原
子
炉
建
物
等
の
損
傷
防
止 

― 

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
に
よ
る

水
素
濃
度
抑
制 

静的触媒式水素処理装置※１ 

静的触媒式水素処理装置入口温度※１ 

静的触媒式水素処理装置出口温度※１ 

原子炉建物原子炉棟 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

―※１ 

原
子
炉
建
物
内
の 

水
素
濃
度
監
視 

原子炉建物水素濃度 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「水素」 

代
替
電
源
に
よ
る
必
要
な 

設
備
へ
の
給
電 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

常設代替直流電源設備※２ 

可搬型直流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

―※２ 

※１：静的触媒式水素処理装置は，中央制御室運転員による操作不要の水素濃度制御設備である。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※４：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」にて整備する。 

 

2.1-108

489



 

 

第 13 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.10） 

（２／２） 

※１：静的触媒式水素処理装置は，中央制御室運転員による操作不要の水素濃度制御設備である。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※４：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」にて整備する。 

 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
外
へ
の
水
素
ガ
ス
漏
え
い
抑
制 

― 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
代
替
注
水
系
に
よ
る 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
へ
の
注
水
（
淡
水
／
海
水
） 

大量送水車 

輪谷貯水槽（西１）※３ 

輪谷貯水槽（西２）※３ 

ホース・接続口 

原子炉ウェル代替注水系 配管・弁 

燃料プール冷却系 配管・弁 

原子炉ウェル 

燃料補給設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水-1」 

「注水-4」 

 

ＡＭ設備別操作要領書  

「大量送水車による原子炉 

ウェル注水」 

水
素
ガ
ス
排
出
に
よ
る
原
子
炉
建
物
等
の
損
傷
防
止 

― 

原
子
炉
建
物
燃
料
取
替
階
ブ
ロ
ー
ア
ウ
ト
パ
ネ
ル
開
放 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル強制開

放装置 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装

置 

大型送水ポンプ車※４ 

ホース※４ 

放水砲※４ 

燃料補給設備※２ 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「水素」 

 

原子力災害対策手順書 

「水素爆発防止のための島根

２号機原子炉建物燃料取替階

ブローアウトパネル開放手

順」 

「原子炉建物燃料取替階ブロ

ーアウトパネル閉止装置の操

作手順」 
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(k) 「1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料プールから

の水の漏えいその他の要因により当該燃料プールの水位が低下した場

合において，燃料プール内の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及

び臨界を防止するための対処設備及び手順を整備する。なお，燃料プ

ール内の燃料体等は，ボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵し

ているため，未臨界は維持されている。 

また，燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該

燃料プールの水位が異常に低下した場合において，燃料プール内の燃

料体等の著しい損傷の進行を緩和し，臨界を防止し，放射性物質の放

出を低減するための対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても燃料プール内の燃料体等の著しい損傷

の進行を緩和し，臨界を防止し，放射性物質の放出を低減するため，

重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等に加えて中央制御室

での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での可搬型計測器による

プラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御室損傷時の現場と緊

急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に燃料プールを冷却するための手順の例を次に示

す（第14表参照）。 

・燃料プールからの大量の水の漏えいにより，燃料プールの水位が異

常に低下し，燃料プール注水設備による注水を実施しても水位を維

持できない場合に，大量送水車により，常設スプレイヘッダを使用

したスプレイを実施することで燃料損傷を緩和し，臨界を防止する。

また，この場合に，外的要因（航空機衝突又は竜巻等）により，常

設スプレイヘッダの機能が喪失した場合には，大量送水車により，

可搬型スプレイノズルを使用したスプレイを実施することで，燃料

損傷を緩和し，臨界を防止する。 

（添付資料2.1.13参照） 
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第 14 表 機能喪失を想定する設計基準対象施設と整備する手順（1.11） 

（１／４） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準対象施設 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
又
は
注
水
機
能
喪
失
時
，
又
は
燃
料
プ
ー
ル
水
の
小
規
模
な
漏
え
い
発
生
時 

燃料プール冷却系 

残留熱除去系 

消
火
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水 

（
消
火
栓
を
使
用
し
た
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
の
場
合
） 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁・注水ホース，代替注水ノズ

ル，代替注水配管 

燃料プール 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる燃料プール注

水」 

消
火
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水 

（
復
水
輸
送
系
ラ
イ
ン
を
使
用
し
た
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
の
場
合
） 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

燃料プール冷却系 配管・弁 

燃料プール冷却系 スキマ・サージ・タンク 

燃料プール 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火ポンプまたは補助消火

ポンプによる燃料プール注

水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制する手順等」にて整備する。 

※４：サイフォンブレイク機能は，操作及び確認を必要としないため，手順書として整備しない。 

※５：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※６：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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第 14 表 機能喪失を想定する設計基準対象施設と整備する手順（1.11） 

（２／４） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準対象施設 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
又
は
注
水
機
能
喪
失
時
，
又
は
燃
料
プ
ー
ル
水
の
小
規
模
な
漏
え
い
発
生
時 

燃料プール冷却系 

残留熱除去系 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
） 

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

燃料プールスプレイ系 配管・弁 

常設スプレイヘッダ 

燃料プール 

燃料補給設備※２ 

可搬型ストレーナ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１※５ 

輪谷貯水槽（西２）※１※５ 

 
自
主
対
策
設
備 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
） 

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水 

大量送水車 

ホース・弁 

可搬型スプレイノズル 

燃料プール 

燃料補給設備※２ 

可搬型ストレーナ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

「原子炉建物内ホース展張に

よる燃料プールへの注水及び

スプレイ」 

輪谷貯水槽（西１）※１※５ 

輪谷貯水槽（西２）※１※５ 

 

自
主
対
策
設
備 

－ 

漏
え
い
抑
制 

サイフォンブレイク機能 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※４ 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制する手順等」にて整備する。 

※４：サイフォンブレイク機能は，操作及び確認を必要としないため，手順書として整備しない。 

※５：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※６：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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第 14 表 機能喪失を想定する設計基準対象施設と整備する手順（1.11） 

（３／４） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準対象施設 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

燃
料
プ
ー
ル
か
ら
の
大
量
の
水
の
漏
え
い
発
生
時 

－ 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
） 

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
ス
プ
レ
イ 

大量送水車 

ホース・接続口 

燃料プールスプレイ系 配管・弁 

常設スプレイヘッダ 

燃料プール 

燃料補給設備※２ 

可搬型ストレーナ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※１※５ 

輪谷貯水槽（西２）※１※５ 

 

自
主
対
策
設
備 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
ス
プ
レ
イ 

大量送水車 

ホース・弁 

可搬型スプレイノズル 

燃料プール 

燃料補給設備※２ 

可搬型ストレーナ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

「原子炉建物内ホース展張に

よる燃料プールへの注水及び

スプレイ」 

輪谷貯水槽（西１）※１※５ 

輪谷貯水槽（西２）※１※５ 

 
自
主
対
策
設
備 

－ 

漏
え
い
緩
和 

シール材 

接着剤 

ステンレス鋼板 

吊り降ろしロープ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

原子力災害対策手順書 

「燃料プール漏えい緩和」 

－ 

大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散

抑
制 

大型送水ポンプ車 

ホース 

放水砲 

燃料補給設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「放水砲による大気への放射

性物質の拡散抑制」※３ 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制する手順等」にて整備する。 

※４：サイフォンブレイク機能は，操作及び確認を必要としないため，手順書として整備しない。  

※５：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※６：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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第 14 表 機能喪失を想定する設計基準対象施設と整備する手順（1.11） 

（４／４） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準対象施設 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
時
に
お
け
る
燃
料
プ
ー
ル
の
監
視 

－ 

燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
監
視 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ） 

（燃料プール監視カメラ用冷却設備を含む。） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＦＰ監視カメラ用冷却設

備起動」 

代
替
電
源
に
よ
る
給
電 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

所内常設蓄電式直流電源設備※２ 

常設代替直流電源設備※２ 

可搬型直流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※２ 

燃
料
プ
ー
ル
か
ら
発
生
す
る
水
蒸
気
に
よ
る
悪
影
響
の
防
止 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系（原子炉補

機海水系を含む。）※６ 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
に
よ
る 

燃
料
プ
ー
ル
の
除
熱 

燃料プール冷却ポンプ 

燃料プール 

燃料プール冷却系熱交換器 

燃料プール冷却系 配管・弁 

燃料プール冷却系 スキマ・サージ・タンク 

燃料プール冷却系 ディフューザ 

原子炉補機代替冷却系※６ 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「燃料プール制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＰＣによる燃料プール除

熱」 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※６ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制する手順等」にて整備する。 

※４：サイフォンブレイク機能は，操作及び確認を必要としないため，手順書として整備しない。  

※５：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※６：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 
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(l) 「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は燃料プール内燃料

体等の著しい損傷に至った場合において,発電用原子炉施設外への放射

性物質の拡散を抑制するための対処設備及び手順を整備する。 

  

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても発電用原子炉施設外への放射性物質の

拡散を抑制するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順

等に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場で

の可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央制

御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に発電用原子炉施設外への放射性物質の拡散を抑

制するための手順の例を次に示す（第15表参照）。 

・炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損のおそれ又は燃料プー

ル内の燃料体等の著しい損傷のおそれにより原子炉建物から直接放

射性物質が拡散するおそれがある場合，大型送水ポンプ車，放水砲

により原子炉建物に海水を放水し，大気への放射性物質の拡散を抑

制する。 

・放水により放射性物質を含む汚染水が発生する場合，防波壁の内側

で放射性物質吸着材を設置することにより，汚染水の海洋への放射

性物質の拡散を抑制する。また，放射性物質を含む汚染水は雨水排

水路及び２号炉放水接合槽から海へ流れ込むため，シルトフェンス

を設置することで，海洋への放射性物質の拡散を抑制する。 
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第 15 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.12） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

炉
心
の
著
し
い
損
傷
及
び
原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損 

燃
料
プ
ー
ル
内
燃
料
体
等
の
著
し
い
損
傷 

－ 

大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制 

大型送水ポンプ車 

ホース 

放水砲 

取水口 

取水管 

取水槽 

燃料補給設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「放水砲による大気への放射

性物質の拡散抑制」 

ガンマカメラ 

サーモカメラ 自
主
対
策
設
備 

海
洋
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制 

放射性物質吸着材 

シルトフェンス 

小型船舶 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「放射性物質吸着材による海

洋への放射性物質の拡散抑

制」 

「シルトフェンスによる海洋

への放射性物質の拡散抑

制」 

 

原
子
炉
建
物
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突
に
よ
る
航
空
機
燃
料
火
災 

－ 

航
空
機
燃
料
火
災
へ
の
対
応 

大型送水ポンプ車 

ホース 

放水砲 

泡消火薬剤容器 

取水口 

取水管 

取水槽 

燃料補給設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「放水砲による消火活動」 

「航空機燃料火災時等におけ

る初動対応」 

初
期
対
応
に
お
け
る 

延
焼
防
止
処
置 

化学消防自動車 

小型動力ポンプ付水槽車 

小型放水砲 

泡消火薬剤容器 

消火栓（ろ過水タンク，補助消火水槽） 

ろ過水タンク 

補助消火水槽 

純水タンク 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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(m) 「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

重大事故等が発生した場合において，設計基準事故の収束に必要な

水源とは別に重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水

源を確保することに加えて，設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給す

るために必要な設備を複数確保し，これらの水源から注水が必要な場

所への供給を行うための対処設備及び手順を整備する。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても事故等の収束に必要となる十分な量の

水を供給するため，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順等

に加えて中央制御室での監視及び制御機能が喪失した場合の現場での

可搬型計測器によるプラントパラメータ計測，監視手順及び中央制御

室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡手順を整備する。 

大規模損壊発生時に事故の収束に必要となる水の供給手順の例を次

に示す（第16表参照）。 

・低圧原子炉代替注水槽を水源とした原子炉圧力容器への注水等の対

応を実施している場合，大量送水車により輪谷貯水槽（西１）又は

輪谷貯水槽（西２）を水源とした低圧原子炉代替注水槽への補給を

実施する。 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（１／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
を
水
源
と
し
た
対
応 

復水貯蔵タンク 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
） 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（高圧原子炉代替注水ポン

プ） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.2 原子炉冷却材圧力

バウンダリ高圧時に発電用原子

炉を冷却するための手順等」及

び「1.8 原子炉格納容器下部の

溶融炉心を冷却するための手順

等」にて整備する。 

原子炉隔離時冷却系（原子炉隔離時冷却ポンプ） 

高圧炉心スプレイ系（高圧炉心スプレイ・ポン

プ） 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

サプレッション・チェンバ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」にて整備する。 

低圧炉心スプレイ系（低圧炉心スプレイ・ポン

プ） 

残留熱除去系（残留熱除去ポンプ） 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
除
熱 

サプレッション・チェンバ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

 

残留熱除去系（残留熱除去ポンプ） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の 

注
水
及
び
原
子
炉
格
納 

容
器
内
の
除
熱 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系（残留熱代替除去ポンプ） 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」及び「1.7 原子炉格納容

器の過圧破損を防止するため

の手順等」にて整備する。 

 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（２／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
） 

復水貯蔵タンク 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉圧力容器 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管・弁 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・スト

レーナ 

原子炉浄化系 配管 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
） 

復水貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ・ポンプ 

原子炉圧力容器 

主蒸気系 配管・弁 

高圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・ス

パージャ 

原子炉浄化系 配管 

非常用交流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
に
よ
る
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
） 

復水貯蔵タンク 

制御棒駆動水圧系（制御棒駆動水圧ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.2 原子炉冷却材圧

力バウンダリ高圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（３／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系（復水輸送ポンプ） 

 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系（復水輸送ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系（復水輸送ポンプ） 

 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（４／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵タンク 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

低圧原子炉代替注水槽 

低圧原子炉代替注水系（常設）（低圧原子炉代替

注水ポンプ） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水槽 

格納容器代替スプレイ系（常設）（低圧原子炉代

替注水ポンプ） 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の
注
水 

低圧原子炉代替注水槽 

ペデスタル代替注水系（常設）（低圧原子炉代替

注水ポンプ） 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（５／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

補
助
消
火
水
槽
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵タンク 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

補助消火水槽 

消火系（補助消火ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却 

補助消火水槽 

消火系（補助消火ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の

注
水 

補助消火水槽 

消火系（補助消火ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水 

補助消火水槽 

消火系（補助消火ポンプ） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.11 使用済燃料貯蔵

槽の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（６／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

ろ
過
水
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
対
応

サプレッション・チェンバ

復水貯蔵タンク 原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注

水
（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
）

ろ過水タンク 

消火系（消火ポンプ） 

自
主
対
策

設
備

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格

納
容
器
内

の
冷
却

ろ過水タンク 

消火系（消火ポンプ） 自
主
対
策

設
備

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

原
子
炉
格
納

容
器
下
部
へ

の
注
水

ろ過水タンク 

消火系（消火ポンプ） 自
主
対
策

設
備

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

燃
料
プ
ー
ル

へ
の
注
水

ろ過水タンク 

消火系（消火ポンプ） 自
主
対
策

設
備

手順は「1.11 使用済燃料貯

蔵槽の冷却等のための手順

等」にて整備する。 

ろ
過
水
タ
ン

ク
を
水
源
と

し
た
送
水

ろ過水タンク 

大量送水車 

ホース・接続口

燃料補給設備※１

自
主
対
策

設
備

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注

水
（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
）

ろ過水タンク 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等）
自
主
対
策

設
備

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容

器
内
の
冷
却

ろ過水タンク 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水

車，ホース・接続口等） 
自
主
対
策

設
備

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ

ル
タ
ス
ク
ラ
バ
容

器
へ
の
補
給

ろ過水タンク 

大量送水車 

ホース・接続口

燃料補給設備※１

自
主
対
策

設
備

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」及び「1.7 原子炉格納容

器の過圧破損を防止するため

の手順等」にて整備する。

原
子
炉
格
納

容
器
下
部
へ

の
注
水

ろ過水タンク 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水

車，ホース・接続口等） 

ペデスタル代替注水系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等）

自
主
対
策

設
備

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

原
子
炉
ウ
ェ

ル
へ
の
注
水

ろ過水タンク 

原子炉ウェル代替注水系（大量送水車，ホース・

接続口等） 

自
主
対
策

設
備

手順は「1.10 水素爆発によ

る原子炉建屋等の損傷を防止

するための手順等」にて整備

する。 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の

注
水
／
ス
プ
レ
イ

ろ過水タンク 

燃料プールスプレイ系（大量送水車，ホース・接

続口等） 自
主
対
策

設
備

手順は「1.11 使用済燃料貯

蔵槽の冷却等のための手順

等」にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置）

2.1-123

504



 

 

第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（７／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵タンク 輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
を 

水
源
と
し
た
送
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対

処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 自
主
対
策 

設
備 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力 

バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）（大量送水車，ホ

ース・接続口等） 重
大
事
故
等

対
処
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 
輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 自
主
対
策 

設
備 

原
子
炉
格
納
容
器
内 

の
冷
却 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 
重
大
事
故
等

対
処
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 自
主
対
策 

設
備 

－ 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル

タ
ス
ク
ラ
バ
容
器
へ

の
補
給 

大量送水車 

ホース・接続口 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 
自
主
対
策 

設
備 

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」及び「1.7 原子炉格納容

器の過圧破損を防止するため

の手順等」にて整備する。 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
へ
の

注
水 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 

ペデスタル代替注水系（可搬型）（大量送水車，ホ

ース・接続口等） 

重
大
事
故
等

対
処
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 
自
主
対
策 

設
備 

原
子
炉
ウ
ェ
ル 

へ
の
注
水 

原子炉ウェル代替注水系（大量送水車，ホース・

接続口等） 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

自
主
対
策 

設
備 

手順は「1.10 水素爆発によ

る 

原子炉建屋等の損傷を防止す

るための手順等」にて整備す

る。 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の 

注
水
／
ス
プ
レ
イ 

燃料プールスプレイ系（大量送水車，ホース・接

続口等） 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

手順は「1.11 使用済燃料貯

蔵槽の冷却等のための手順

等」にて整備する。 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 自
主
対
策 

設
備 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（８／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

純
水
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵タンク 
純
水
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
送
水 

純水タンク 

大量送水車 

ホース・接続口 

燃料補給設備※１ 自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

低
圧
時
） 

純水タンク 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の

冷
却 

純水タンク 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水

車，ホース・接続口等） 自
主
対
策
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
ス
ク

ラ
バ
容
器
へ
の
補
給 

純水タンク 

大量送水車 

ホース・接続口 

燃料補給設備※１ 自
主
対
策
設
備 

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」及び「1.7 原子炉格納容

器の過圧破損を防止するため

の手順等」にて整備する。 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

へ
の
注
水 

純水タンク 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水

車，ホース・接続口等） 

ペデスタル代替注水系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 

自
主
対
策
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
へ
の

注
水 

純水タンク 

原子炉ウェル代替注水系（大量送水車，ホース・

接続口等） 自
主
対
策
設
備 

手順は「1.10 水素爆発によ

る原子炉建屋等の損傷を防止

するための手順等」にて整備

する。 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の

注
水 

純水タンク 

燃料プールスプレイ系（大量送水車，ホース・接

続口等） 
自
主
対
策
設
備 

手順は「1.11 使用済燃料貯

蔵槽の冷却等のための手順

等」にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（９／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

海
を
水
源
と
し
た
対
応 

サプレッション・チェンバ 

復水貯蔵タンク 

 
海
を
水
源
と
し
た
送
水 

大量送水車 

ホース・接続口 

非常用取水設備 

燃料補給設備※１ 
重
大
事
故 

等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送

水」 

大型送水ポンプ車 

 自
主
対
策 

設
備 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水 

（
原
子
炉
冷
却
材
圧
力 

バ
ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
） 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）（大量送水車，ホ

ース・接続口等） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.4 原子炉冷却材圧

力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための手順

等」及び「1.8 原子炉格納容

器下部の溶融炉心を冷却する

ための手順等」にて整備す

る。 

原
子
炉
格
納
容
器

内
の
冷
却 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

手順は「1.6 原子炉格納容器

内の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

－ 

原
子
炉
格
納
容
器

下
部
へ
の
注
水 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）（大量送水車，

ホース・接続口等） 

ペデスタル代替注水系（可搬型）（大量送水車，ホ

ース・接続口等） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

手順は「1.8 原子炉格納容器

下部の溶融炉心を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

原
子
炉
ウ
ェ
ル 

へ
の
注
水 

原子炉ウェル代替注水系（大量送水車，ホース・

接続口等） 自
主
対
策
設
備 

手順は「1.10 水素爆発による

原子炉建屋等の損傷を防止す

るための手順等」にて整備す

る。 

燃
料
プ
ー
ル
へ
の 

注
水
／
ス
プ
レ
イ 

燃料プールスプレイ系（大量送水車，ホース・接

続口等） 

 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

手順は「1.11 使用済燃料貯蔵

槽の冷却等のための手順等」

にて整備する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（10／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

海
を
水
源
と
し
た
対
応 

－ 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機

海
水
系
を
含
む
。）
に
よ
る 

冷
却
水
の
確
保 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）

（原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機海水ポン

プ） 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」にて整備する。 

最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
（
海
） 

へ
の
代
替
熱
輸
送 

原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備，

大型送水ポンプ車，ホース・接続口等） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための手順

等」にて整備する。 

大
気
へ
の
放
射
性
物
質
の 

拡
散
抑
制 

大型送水ポンプ車 

放水砲 

ホース 

燃料補給設備※１ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.12 発電所外への

放射性物質の拡散を抑制する

ための手順等」にて整備す

る。 

航
空
機
燃
料
火
災 

へ
の
泡
消
火 

大型送水ポンプ車 

ホース 

放水砲 

泡消火薬剤容器 

燃料補給設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.12 発電所外への

放射性物質の拡散を抑制する

ための手順等」にて整備す

る。 

ほ
う
酸
水
貯
蔵
タ
ン
ク
を 

水
源
と
し
た
対
応 

－ 

原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の 

ほ
う
酸
水
注
入 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系（ほう酸水注入ポンプ） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

手順は「1.1 緊急停止失敗時

に発電用原子炉を未臨界にす

るための手順等」及び「1.2 

原子炉冷却材圧力バウンダリ

高圧時に発電用原子炉を冷却

するための手順等」にて整備

する。 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（11／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

－ 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）

を
水
源
と
し
た
補
給
（
淡
水
／
海
水
） 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水槽 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 自
主
対
策
設
備 

淡
水
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た
補
給 

淡水タンク 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水槽 

燃料補給設備※１ 

 

 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

海
を
水
源
と
し
た
補
給 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水槽 

燃料補給設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

大型送水ポンプ車 

 自
主
対
策
設
備 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（12／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
又
は
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

－ 

輪
谷
貯
水
槽
（
東
１
）
又
は
輪
谷
貯
水
槽
（
東
２
）
か
ら 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
又
は
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
へ
の
補
給 

大量送水車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

輪谷貯水槽（東１） 

輪谷貯水槽（東２） 

ホース 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
又
は 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
へ
の
海
水
補
給 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

大型送水ポンプ車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

 

自
主
対
策
設
備 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

－ 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪

谷
貯
水
槽
（
西
２
）
を
水
源
と

し
た
補
給
（
淡
水
／
海
水
） 

大量送水車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

ホース 

復水貯蔵タンク 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

淡
水
タ
ン
ク
を
水
源
と
し
た

補
給 

淡水タンク 

大量送水車 

ホース 

復水貯蔵タンク 

燃料補給設備※１ 

 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

海
を
水
源
と
し
た
補
給 

大型送水ポンプ車 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース 

復水貯蔵タンク 

燃料補給設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（13／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応 

－ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

の
水
源
切
替
え 

サプレッション・チェンバ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心スプレイ系 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

復水貯蔵タンク 

自
主
対
策
設
備 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
補
給
す
る
水
源
の
切
替
え 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース 

低圧原子炉代替注水槽 

燃料補給設備 ※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

 

大型送水ポンプ車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

淡水タンク 

 
自
主
対
策
設
備 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
） 

へ
補
給
す
る
水
源
の
切
替
え 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

 

大型送水ポンプ車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

輪谷貯水槽（東１） 

輪谷貯水槽（東２） 

 

自
主
対
策
設
備 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（14／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応 

－ 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
か
ら
海
へ
の
切

替
え 

大量送水車 

非常用取水設備 

ホース 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処

設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

大型送水ポンプ車 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

 

 

 

自
主
対
策
設
備 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
へ
補
給
す
る 

水
源
の
切
替
え 

大型送水ポンプ車 

大量送水車 

非常用取水設備 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

淡水タンク 

ホース 

復水貯蔵タンク 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

 

 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

外
部
水
源
か
ら
内
部
水
源
へ
の
切
替
え 

（
外
部
水
源
（
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
）
か
ら
内
部
水

源
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
へ
の
切
替
え
）） 

低圧原子炉代替注水槽 

サプレッション・チェンバ 

低圧原子炉代替注水系（常設）（低圧原子炉代替注

水ポンプ） 

残留熱代替除去系（残留熱代替除去ポンプ） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水-2」 

 

外
部
水
源
か
ら
内
部
水
源
へ
の
切
替
え 

（
外
部
水
源
（
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
）
か
ら
内

部
水
源
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
へ
の
切
替
え
）
） 

サプレッション・チェンバ 

ペデスタル代替注水系（可搬型）（大量送水車，ホ

ース・接続口等） 

残留熱代替除去系（残留熱代替除去ポンプ） 

燃料補給設備※１ 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

 

 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水-4」 

 

輪谷貯水槽（西１）※２ 

輪谷貯水槽（西２）※２ 

 

自
主
対
策
設
備 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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第 16 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.13） 

（15／15） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応 

－ 
海
か
ら 

淡
水
タ
ン
ク
へ
の
切
替
え 

大量送水車 

大型送水ポンプ車 

非常用取水設備 

ろ過水タンク 

ホース 

燃料補給設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

原子力災害対策手順書 

「海水を利用した水源の補

給」 

「大量送水車を使用した送水

／補給」 

※１:手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２:本条文【解釈】1 b)項を満足するための代替淡水源（措置） 
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(n) 「1.14 電源の確保に関する手順等」 

ⅰ 重大事故等対策に係る手順 

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において，炉

心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，燃料プール内の燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中において原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するため，代替電源から給電するための対処設備及び手順を整備す

る。 

 

ⅱ 大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時においても炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の

破損，燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中において

原子炉内燃料体の著しい損傷を緩和するため，重大事故等対策で整備

する設備を活用した手順等に加えて中央制御室での監視及び制御機能

が喪失した場合の現場での可搬型計測器によるプラントパラメータ計

測，監視手順及び中央制御室損傷時の現場と緊急時対策所の通信連絡

手順を整備する。 

大規模損壊発生時に電源の確保手順の例を次に示す（第17表参照）。 

・外部電源及び非常用交流電源設備による給電が見込めない場合，

非常用高圧母線Ｄ系及び非常用高圧母線Ｃ系の順に復旧し，常設

代替交流電源設備から非常用所内電気設備へ給電する。（緊急用

メタクラを経由するため，代替所内電気設備への給電も同時に行

われる） 

・当該号炉で外部電源，非常用交流電源設備及び常設代替交流電源

設備による非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系への給電

が見込めない場合，号炉間電力融通ケーブルを使用して他号炉の

非常用高圧母線から当該号炉の非常用高圧母線Ｃ系又は非常用高

圧母線Ｄ系までの電路を構成し，他号炉から給電する。 

・外部電源，非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備及び号炉

間電力融通ケーブルによる非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母

線Ｄ系への給電が見込めない場合，可搬型代替交流電源設備（高

圧発電機車）を高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側），高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南側）又は緊

急用メタクラ接続プラグ盤に接続し，非常用高圧母線Ｃ系又は非

常用高圧母線Ｄ系へ給電する。 

・外部電源及び非常用交流電源設備の機能喪失時に，常設代替交流

電源設備，号炉間電力融通ケーブル及び可搬型代替交流電源設備

による交流入力電源の復旧が見込めない場合，可搬型直流電源設

備(高圧発電機車，Ｂ１－115V系充電器（ＳＡ），ＳＡ用115V系充

電器及び230V系充電器（常用）)により直流電源を接続し，Ｂ－
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115V系直流盤（ＳＡ），ＳＡ対策設備用分電盤（２），230V系直

流盤（ＲＣＩＣ）へ給電する。 

・外部電源及び非常用交流電源設備の機能喪失時に，所内常設蓄電

式直流電源設備及び常設代替直流電源設備が機能喪失した場合で，

かつ可搬型直流電源設備（高圧発電機車，Ｂ１－115V系充電器

（ＳＡ），ＳＡ用115V系充電器及び230V系充電器（常用））によ

る直流電源の給電ができない場合に，直流給電車をＢ－115V系直

流盤，230V系直流盤（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V系直流盤（ＳＡ）及

び230V系直流盤（常用）に接続し，直流電源を給電する。 

・非常用所内電気設備の電源給電機能が喪失した場合は，代替交流

電源設備である常設代替交流電源設備（又は可搬型代替交流電源

設備）から代替所内電気設備へ給電するとともに，代替直流電源

設備である可搬型直流電源設備の電路として代替所内電気設備を

使用する。 
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第 17 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.14） 

（１／５） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

非常用ディーゼル発電機 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機燃料デイタンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料デイタ

ンク 

非常用ディーゼル発電機～非常用高圧母線Ｃ系及

びＤ系電路 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機～非常用高

圧母線ＨＰＣＳ系電路 

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）※１ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系（高圧炉心スプレイ

補機海水系を含む。）※１ 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポ

ンプ 

非常用ディーゼル発電機燃料移送系 配管・弁 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送系

配管・弁 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

非
常
用
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

高圧炉心スプレイ系蓄電池※２ 

Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池※２ 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池※２ 

高圧炉心スプレイ系充電器 

Ａ－原子炉中性子計装用充電器 

Ｂ－原子炉中性子計装用充電器 

高圧炉心スプレイ系蓄電池及び充電器～直流母線

電路 

Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池及び充電器～直流

母線電路 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池及び充電器～直流

母線電路 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

Ａ－115V 系蓄電池※２ 

Ｂ－115V 系蓄電池※２ 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）※２ 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）※２ 

Ａ－115V 系充電器 

Ｂ－115V 系充電器 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 

Ａ－115V 系蓄電池及び充電器～直流母線電路 

Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器～直流母線電路 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び充電器～直流母

線電路 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器～直流母線

電路 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

※１：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※２：Ａ－115V 系蓄電池，Ｂ－115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系蓄電池，高圧炉心スプレイ系蓄電池，Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池， 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）からの給電は，運転員による操作不要の動作である。 
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 第 17 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.14） 

（２／５） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

非常用交流電源設備 

（全交流動力電源喪失） 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

ガスタービン発電機 

ガスタービン発電機用サービスタンク 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

ガスタービン発電機用燃料移送系 配管・弁 

ガスタービン発電機～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ

系電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ～ＳＡ１

コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ～ＳＡ２

コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機～高圧発電機車接続プラグ収

納箱（原子炉建物西側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～原子炉補機代替冷却系電路 

ガスタービン発電機～高圧発電機車接続プラグ収

納箱（原子炉建物南側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～原子炉補機代替冷却系電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＧＴＧによるＣ，Ｄ－Ｍ／

Ｃ受電」 

原子力災害対策手順書 

「ガスタービン発電機の現場

起動による電源確保」 

号
炉
間
電
力
融
通 

電
気
設
備
に
よ
る
給
電 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉） 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉）～常用高圧母

線Ａ系～非常用高圧母線Ｃ系電路 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉）～常用高圧母

線Ｂ系～非常用高圧母線Ｄ系電路 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「号炉間融通によるＣ，Ｄ－

Ｍ／Ｃ受電」 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

高圧発電機車 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物西側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ系電路 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物南側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ系電路 

高圧発電機車～緊急用メタクラ接続プラグ盤電路 

緊急用メタクラ接続プラグ盤～非常用高圧母線Ｃ

系及びＤ系電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コン

トロールセンタ電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コン

トロールセンタ電路 

緊急用メタクラ接続プラグ盤～ＳＡ１コントロー

ルセンタ及びＳＡ２コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

ガスタービン発電機用軽油タンクドレン弁 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

ホース 

タンクローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「高圧発電機車によるＣ，Ｄ

－Ｍ／Ｃ受電」 

原子力災害対策手順書 

「高圧発電機車による緊急用

メタクラ接続プラグ盤からの

電源確保」 

「高圧発電機車によるメタク

ラ切替盤を使用したＭ／Ｃ 

Ｃ系又はＭ／Ｃ Ｄ系電源確

保」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

※１：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※２：Ａ－115V 系蓄電池，Ｂ－115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系蓄電池，高圧炉心スプレイ系蓄電池，Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池， 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）からの給電は，運転員による操作不要の動作である。 
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第 17 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.14） 

（３／５） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

非常用交流電源設備 

（全交流動力電源喪失） 

非常用直流電源設備 

（蓄電池枯渇） 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

Ｂ－115V 系蓄電池※２ 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）※２ 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）※２ 

Ｂ－115V 系充電器 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 

Ｂ－115V 系蓄電池及び充電器～直流母線電路 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び充電器～直流母

線電路 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器～直流母線

電路 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「Ｂ１－115V 系蓄電池（Ｓ

Ａ）によるＢ－115V 系直流

盤受電」 

「充電器復旧，中央監視計器

復旧」 

非常用交流電源設備 

（全交流動力電源喪失） 

非常用直流電源設備 

（常設直流電源系統喪失） 

常
設
代
替
直
流
電
源
設

備
に
よ
る
給
電 

ＳＡ用 115V 系蓄電池※２ 

ＳＡ用 115V 系充電器 

ＳＡ用 115V 系蓄電池及び充電器～直流母線電路 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＡ用 115V 系蓄電池による

Ｂ－115V 系直流盤受電」 

非常用交流電源設備 

（全交流動力電源喪失） 

非常用直流電源設備 

（蓄電池枯渇） 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

高圧発電機車 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

ＳＡ用 115V 系充電器 

230V 系充電器（常用） 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物西側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～直流母線電路 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物南側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～直流母線電路 

高圧発電機車～緊急用メタクラ接続プラグ盤電路 

緊急用メタクラ接続プラグ盤～直流母線電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

ガスタービン発電機用軽油タンクドレン弁 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

ホース 

タンクローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「高圧発電機車によるＳＡ－

Ｌ／Ｃ，Ｃ／Ｃ受電」 

「充電器復旧，中央監視計器

復旧」 

原子力災害対策手順書 

「高圧発電機車による緊急用

メタクラ接続プラグ盤からの

電源確保」 

「高圧発電機車によるメタク

ラ切替盤を使用した緊急用Ｍ

／Ｃ電源確保」 

「高圧発電機車による直流電

源確保時の可搬ケーブルを使

用した中央制御室排風機電源

確保」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

直
流
給
電
車
に
よ
る
給
電 

高圧発電機車 

直流給電車 115V 

直流給電車 230V 

高圧発電機車～直流給電車～直流給電車接続プラ

グ収納箱（原子炉建物南側）電路 

直流給電車接続プラグ収納箱（原子炉建物南側）

～直流母線電路 

高圧発電機車～直流給電車～直流給電車接続プラ

グ収納箱（廃棄物処理建物南側）電路 

直流給電車接続プラグ収納箱（廃棄物処理建物南

側）～直流母線電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

ガスタービン発電機用軽油タンクドレン弁 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

ホース 

タンクローリ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「直流給電車による直流盤受

電」 

原子力災害対策手順書 

「直流給電車を使用した直流

盤電源確保」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

※１：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※２：Ａ－115V 系蓄電池，Ｂ－115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系蓄電池，高圧炉心スプレイ系蓄電池，Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池， 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）からの給電は，運転員による操作不要の動作である。 
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第 17 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.14） 

（４／５） 

分類 
機能喪失を想定する設計基準

事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

号
炉
間
連
絡
ケ
ー
ブ
ル
を
使
用
し
た
直
流
電
源
確
保 

非常用交流電源設備 

（全交流動力電源喪失） 

非常用直流電源設備 

（蓄電池枯渇） 

号
炉
間
連
絡
ケ
ー
ブ
ル
を
使
用
し
た
直
流
電
源
確
保 

号炉間連絡ケーブル（１号炉） 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「低圧電源融通」 

代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ
る
給
電 

非常用所内電気設備 

代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ
る
給
電 

緊急用メタクラ 

メタクラ切替盤 

緊急用メタクラ接続プラグ盤 

高圧発電機車接続プラグ収納箱 

ＳＡロードセンタ 

ＳＡ１コントロールセンタ 

ＳＡ２コントロールセンタ 

充電器電源切替盤 

ＳＡ電源切替盤 

重大事故操作盤 

非常用高圧母線Ｃ系 

非常用高圧母線Ｄ系 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＧＴＧによるＳＡ－Ｌ／

Ｃ，Ｃ／Ｃ受電」 

「主要弁の電源切替」 

「高圧発電機車によるＳＡ－

Ｌ／Ｃ，Ｃ／Ｃ受電」 

原子力災害対策手順書 

「ガスタービン発電機の現場

起動による電源確保」 

「高圧発電機車による緊急用

メタクラ接続プラグ盤からの

電源確保」 

「高圧発電機車によるメタク

ラ切替盤を使用した緊急用Ｍ

／Ｃ電源確保」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

 

非常用コントロールセンタ切替盤 

 
自
主
対
策
設
備 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
機
能
喪
失
時
の
代
替
交
流
電
源
に
よ
る
給
電 

非常用ディーゼル発電機 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

ガスタービン発電機 

ガスタービン発電機用サービスタンク 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

ガスタービン発電機用燃料移送系 配管・弁 

ガスタービン発電機～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ

系電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ～ＳＡ１

コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機～ＳＡロードセンタ～ＳＡ２

コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機～高圧発電機車接続プラグ収

納箱（原子炉建物西側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～原子炉補機代替冷却系電路 

ガスタービン発電機～高圧発電機車接続プラグ収

納箱（原子炉建物南側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～原子炉補機代替冷却系電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＧＴＧによるＣ，Ｄ－Ｍ／

Ｃ受電」 

原子力災害対策手順書 

「ガスタービン発電機の現場

起動による電源確保」 

 

※１：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※２：Ａ－115V 系蓄電池，Ｂ－115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系蓄電池，高圧炉心スプレイ系蓄電池，Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池， 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）からの給電は，運転員による操作不要の動作である。 
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第 17 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順（1.14） 

（５／５） 

分類 
機能喪失を想定する設計基準

事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
機
能
喪
失
時
の
代
替
交
流
電
源
に
よ
る
給
電 

非常用ディーゼル発電機 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機 

に
よ
る
給
電 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料デイタ

ンク 

高圧炉心スプレイ補機冷却系（高圧炉心スプレイ

補機海水系を含む。）※１ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポ

ンプ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送系

配管・弁 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＣＳ－ＤＥＧによる 

Ｃ，Ｄ－Ｍ／Ｃ受電」 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機～非常用高

圧母線ＨＰＣＳ系～常用高圧母線Ａ系～非常用高

圧母線Ｃ系電路 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機～非常用高

圧母線ＨＰＣＳ系～常用高圧母線Ａ系～常用高圧

母線Ｂ系～非常用高圧母線Ｄ系電路 

自
主
対
策
設
備 

号
炉
間
電
力
融
通 

電
気
設
備
に
よ
る
給
電 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉） 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉）～常用高圧母

線Ａ系～非常用高圧母線Ｃ系電路 

号炉間電力融通ケーブル（１号炉）～常用高圧母

線Ｂ系～非常用高圧母線Ｄ系電路 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「号炉間融通による Ｃ，Ｄ

－Ｍ／Ｃ受電」 

可
搬
型
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
給
電 

高圧発電機車 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物西側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ系電路 

高圧発電機車～高圧発電機車接続プラグ収納箱

（原子炉建物南側）電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～非常用高圧母線Ｃ系及びＤ系電路 

高圧発電機車～緊急用メタクラ接続プラグ盤電路 

緊急用メタクラ接続プラグ盤～非常用高圧母線Ｃ

系及びＤ系電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物西

側）～ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コン

トロールセンタ電路 

高圧発電機車接続プラグ収納箱（原子炉建物南

側）～ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コン

トロールセンタ電路 

緊急用メタクラ接続プラグ盤～ＳＡ１コントロー

ルセンタ及びＳＡ２コントロールセンタ電路 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

ガスタービン発電機用軽油タンクドレン弁 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

ホース 

タンクローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「外部電源喪失時対応手順」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「高圧発電機車によるＣ，Ｄ

－Ｍ／Ｃ受電」 

原子力災害対策手順書 

「高圧発電機車による緊急用

メタクラ接続プラグ盤からの

電源確保」 

「高圧発電機車によるメタク

ラ切替盤を使用したＭ／Ｃ 

Ｃ系又はＭ／Ｃ Ｄ系電源確

保」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

燃
料
の
補
給 

― 

燃
料
補
給
設
備
に
よ
る
給
油 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

ガスタービン発電機用軽油タンクドレン弁 

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タ

ンク 

ホース 

タンクローリ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

原子力災害対策手順書 

「軽油タンク等を使用したタ

ンクローリへの燃料積載」 

「タンクローリから各機器等

への給油」 

※１：手順は「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※２：Ａ－115V 系蓄電池，Ｂ－115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系蓄電池，高圧炉心スプレイ系蓄電池，Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池， 

Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）からの給電は，運転員による操作不要の動作である。 
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(o) 「2.1 可搬型設備等による対応手順等」 

大規模損壊発生時に事故緩和措置を行うための手順 

大規模損壊発生時に使用する設備と手順については，先に記載した(b)項か

ら(n)項で示した重大事故等対策で整備する手順等を活用することで「炉心の

著しい損傷を緩和するための対策」，「原子炉格納容器の破損を緩和するた

めの対策」，「燃料プールの水位を確保するための対策及び燃料体の著しい

損傷を緩和するための対策」，「放射性物質の放出を低減させるための対

策」及び「大規模な火災が発生した場合における消火活動」の措置を行う。 

さらに，柔軟な対応を行うため上記の手順に加えて，以下の大規模損壊に

特化した手順を整備する（第18表参照）。 

 

ⅰ 現場での可搬型計測器によるパラメータ計測及び監視手順 

中央制御室が機能喪失する場合を想定し，現場での可搬型計測器によ

るパラメータ監視手順を整備する。 

ⅱ 中央制御室損傷時の通信連絡手順 

中央制御室が機能喪失する場合を想定し，現場と緊急時対策所が直接

連絡できる手順を整備する。 

 

第 18 表 大規模損壊に特化した手順 

想定 対応手段 対応手順 対処設備 
整備する手順書

の分類 

中央制御室が機能

喪失する場合 

監視機能の

回復 

現場での可搬型

計測器によるパ

ラメータ計測及

び監視手順 

可搬型計測器 
大規模損壊時に

対応する手順 

連絡手段の

確保 

中央制御室損傷

時の通信連絡手

順 

衛星電話設備 

有線式通信機 

大規模損壊時に

対応する手順 

 

2.1-140

521



 
 

 

ｃ.ｂ.項に示す大規模損壊への対応手順書は，万一を考慮し中央制御室の機

能が喪失した場合も対応できるよう整備する。 

 

ｄ.ｂ.項に示す大規模損壊への対応手順書は，地震，津波及び地震と津波の

重畳により発生する可能性のある大規模損壊に対して，また，ＰＲＡの結

果に基づく事故シーケンスグループの選定にて抽出しなかった地震及び津

波特有の事象として発生する事故シーケンスについて，当該事故により発

生する可能性のある重大事故等及び大規模損壊への対応も考慮する。 

加えて，大規模損壊発生時に，同等の機能を有する可搬型重大事故等対

処設備，常設重大事故等対処設備及び設計基準事故対処設備が同時に機能

喪失することなく，炉心注水，電源確保及び放射性物質拡散抑制等の各対

策が上記設備のいずれかにより達成できるよう構成する。 

 

ｅ.発電用原子炉施設において整備する大規模損壊発生時の対応手順について

は，大規模損壊に関する考慮事項等，米国におけるＮＥＩガイドの考え方

も参考とする。また，当該ガイドの要求内容に照らして発電用原子炉施設

の対応状況を確認する。 

2.1-141

522




